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交通研究委員会特別報告書

加入者カテゴリー
高速道路 政策 計画と予測 資金調達、運営、および交通管理
橋およびその他の構造物 貨物交通 旅客交通
交通、一般

交通研究委員会 の出版物は、インターネット（ または
）を介して、または との組織的または個人の加入者に

よる年間購読を通じて、 ビジネスオフィスに直接、個別の出版物を注文することによ
って利用可能である。
加入者と図書館加入者は大幅な割引の対象となる。
詳細については、以下に問い合わせされたい。

電話 ファックス または電子メール
。

著作権 米国科学アカデミーによって、すべての権利が留保されている。

アメリカ合衆国で印刷

この出版物は、報告書審査委員会によって承認された手続きに基づき、米国科学アカデミ
ー、米国工学アカデミー、および全米医学アカデミーのメンバーからなる著者以外のグル
ープによってレビューされた。

この研究は、連邦交通省連邦道路庁の資金によっている。

国際標準書籍番号
国際標準書籍番号
デジタル オブジェクト識別子
議会図書館の管理番号
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米米国国科科学学アアカカデデミミーーは、 年に、リンカーン大統領が署名によって成立した議会法に基
づき、民間の非政府機関として、科学技術に関する問題について国に助言することを目的
として設立された。メンバーは、研究における顕著な貢献に基づき会員によって選出され
る。 博士が会長である。

米米国国工工学学アアカカデデミミーーは、 年に、米国科学アカデミーの会則に基づき、工学に関する実
践的知識を持ち寄ることにより、国に助言することを目的として設立された。メンバーは
特別な工学における顕著な貢献に基づき会員によって選出される。 博士が会
長である。

米米国国医医学学アアカカデデミミーー 旧医学研究所 は、 年に、米国科学アカデミーの会則に基づき
医療と健康問題について、国に助言することを目的として設立された。メンバーは、医学
と健康への顕著な貢献に基づき会員によって選出される。 博士が会長である。

つのアカデミーは 、、複雑な問題を解決し、公共政策の決定に関する情報を提供するため
に、独立した客観的な分析と助言の国への提供、およびその他の活動を行う目的で、米国
科学、工学、および医学アカデミーとして、共同して活動する。また、同アカデミーは教
育と研究を奨励し、知識への顕著な貢献を表彰し、科学、工学、医学に関する公共の理解
を増進する。
米国科学、工学、医学アカデミーの詳細は、 を参照のこと。

交交通通研研究究委委員員会会は、米国科学、工学、医学アカデミーの つの主要なプログラムの つであ
る。交通研究委員会の使命は、客観的、学際的、マルチモーダルな視点で実施される研究
及び情報交換を通じて、交通のイノベーションおよび進歩においてリーダーシップを発揮
することにより、交通が社会に貢献する利益を増進させることである。同委員会の広範な
活動には、年間約 人の公共及び民間部門、並びに学会のエンジニア、科学者、並びに
交通に従事する研究者および実務家が参画しており、全員が公共の利益のため自らの専門
知識を提供している。同プログラム は、州交通省、米国交通省の各部局を含む連邦政府機
関、及びその他の交通の発展に関心を持つ組織や個人によって支えられている。
交通研究委員会の詳細については、、 を参照のこと。
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米国科学、工学、医学アカデミーが発表したコンセンサス研究報告書は、専門家による設
立委員会による研究のタスク・ステートメントに関する、エビデンスに基づくコンセンサ
スを文書化したものである。報告書は、典型的には、委員会と委員会の審議によって集め
られ情報に基づく調査結果、結論、推奨事項を含んでいる。各報告書は、厳格かつ独立し
たレビュープロセスを経ており、タスクのステートメントに関するナショナルアカデミー
の立場を表す。

米国科学、工学、医学アカデミーによって発行された出版物は、同アカデミーによって主
催されたワークショップ、シンポジウム、その他のイベントにおける発表と議論を記録し
たものである。出版物に含まれる表明および意見は参加者のものであり、その他の参加者
企画委員会、または同アカデミーによって承認されたものではない。

ナショナルアカデミーのその他の製品や活動については、
を参照されたい。
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未来のインターステートシステム調査研究委員会

委員長 引退

職員

コンサルタント
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序文

年の米国陸上交通修繕法の第 節において、米国議会（下院）は、
（米国科学、工学、医学アカデミー）の交

通研究委員会 に対し、米国で最も安全な高速道路ネットワークであり続けながら、
人々、都市、町、企業、軍のニーズに応える重要な国家資産としての役割を果たすために州
際高速道路（インターステート）をアップグレードし、修復するために必要な行動について
調査研究を行うように要請した。この調査を実施するために、 は未来のインターステ
ートシステムに関する委員会を結成した。委員会のメンバーは、土木工学 道路の建設、維
持、運営、及び安全 、交通、公共交通、道路安全、システム工学、環境及び地域への影響の
軽減、モデリング、財源調達及び資金調達、サプライチェーンおよび物流、ならびに経済学
の分野での専門知識に基づいて選ばれた（委員会のメンバーの履歴に関する情報は付録 に
記載されている。 。
インターステートの供給者、運営者、利用者、ならびに、国内の専門家や民間部門の利害

関係者の視点を理解することは、本研究において不可欠だった。これらを理解するために、
委員会は、専門家の意見の聴取、インターステートシステムに関連する特定のトピックに関
する情報の収集、ならびに同システムの将来に対するニーズと願望に関する見解を得ること
に焦点を当てて、全国で 回の公開公聴会を開催した。さらに全国公開公聴会が 回オンラ
インで開催された。その分析と審議を行うために、委員会はまた、人口統計と人口、経済、
技術、気候変動、および予想される旅行需要という つの重要なトピックを深く探求するた
めに報告書の作成を委託した。さらに、 と が率いるコ
ンサルティングチームが、将来のシステムに対応する様々なシナリオの広範なコンピュータ
モデリングを行った。
この報告書は、これらのすべてのソースからの貢献に加えて、委員会による重要な文献の

レビューと委員会メンバーの集団的専門知識から得られた情報を反映している。このように
して、委員会は、現在、および将来に予想される課題に対応するために必要な再投資の指針
となるように設計された行動の設計図という性格を持つ一連の勧告を策定し、それによって、
米国人の生活のほぼすべての側面に不可欠な同システムを更新し、修復することとした。

謝辞
委員会は、この研究の実施に貢献した多くの方々に感謝したい。
委員会における情報収集のための会議は、一般に公開され、委員会は公共機関の職員、各

トピックの専門家、およびインターステートの利用者から、多様な範囲のテーマについて説
明を受けた。委員会は、調査において取り組んだ問題に関する情報と意見を共有した 人
以上の方々に感謝したい。それらの中には、委員会に出席した連邦および州政府の以下の幹
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部が含まれている。

および
委員会はまた、 と委員会の主要な窓口を務め、委員会から米国交通省 米国

内の部局へ要求の調整を行った エキュティブ・ディレクター に
感謝したいと考えている。さらに、米国自動車協会 は 年にアーカイブされた地
図を提供し、高速道路安全保険研究所 はインターステートの安全性に関するデータを
提供した。
その他の多くの方々も、 つの委託論文を通じて委員会と専門知識を共有した。

の は、米国の人口の変化とその進化する空
間パターンが、国内各地のインターステートの需要にどのような影響を与えるかについての
論文を執筆した。 および グループ は、経済の変化によ
って将来の高速道路需要がどのように影響を受けるかについて、 番目の論文を共同執筆し
た。 の は、州際旅行需要、影響要因、将来の予
測に関する論文を提供した。 の は、コネクテ
ッドカーおよび自動運転車技術の開発と展開がインターステートの輸送の供給と需要にど
のような影響を与えるかについて取り上げた。そして最後に、 の

、 の は、気候変動と
それがインターステートの状態とパフォーマンスに与える影響を調べた。

は、委員会の指導の下で、調査研究の統括と の
の部長の の指揮を行った。彼らは、また

とともに、委員会の指導の下で報告書のドラフトの作成を行った。 は
報告書ドラフトの校正を行い、 は報告書の先行出版の準備をした。
職員の 、 および は、調査研究の実施に
当たって補助を行った。
さらに、スタッフと委員会は、インターステートの歴史的発展に関して委員会の研究に貢
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献した米国科学、工学、医学アカデミーの
の である に感謝したい。

委員会の任務はまた、 、 および が率いるコン
サルティングチームによって支援され、彼らは委員会の指導の下でケーススタディとモデリ
ングを行い、情報を収集した。コンサルティングチームの追加メンバーの と

は、委員会への情報提供において貢献した。
スタッフと委員会は、付録 の国際的な財源調達と資金調達の資料の提供とレビューを行

った および 、ならびに走行距離ベー
スの利用者課金に関する資料の提供とレビューの支援を行った に感謝する。
委員会は、また 、 および が行ったモデリング・
アプローチの中間レビューに感謝している。

このレポートは、多様な視点と技術的専門知識に基づいて選ばれた方々によってドラフト
がレビューされた。この第三者によるレビューの目的は、ナショナルアカデミーが公表する
報告書を可能な限り健全にし、品質、客観性、エビデンス、および調査の義務に対する応答
性において、制度的基準を満たしていることを保証するのに役立つ率直で批判的なコメント
を提供することである。審査コメントとドラフトは、審議プロセスの完全性を保護するため
に秘密のままである。

委員会は、この報告書のレビューを行った次の方々に感謝する

University; Ananth Prasad, Florida Transpor­ tation Builders Association; Joseph L. Schofer, 
および

。上記のレビュー担当者は多くの建設的なコメ
ントを提供したが、委員会の結論と勧告を支持するよう求められず、公表前に報告書の最終
版を見てもいない。報告書のレビューは、 のメンバーである

の と の によっ
て監督された。彼らは、報告書の独立したレビューが制度的手続きに従って行われ、すべて
のレビューコメントが委員会によって十分に考慮されていることを確認する責任があった。
報告書の内容に関する最終的な責任は、著者である委員会と組織のみにある。 の

の は、報告書のレビュープロセスを管理した。
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ササママリリーー

インターステート高速道路システム（インターステート、またはシステム）は、米国に広
範かつ深遠な便益をもたらしてきた。それは北米大陸全体にわたる合衆国を接続して、統合
するだけでなく、 年以上にわたって、同国の人口増加、空間的発展、経済的発展及び社会
的な発展を支援する基盤となってきた。また、大都市圏内および都市と地方の間の旅客と貨
物の流動における主要な回廊として機能してきた。さらに、同国の鉄道、港湾、空港、公共
交通及び地域内道路網を含む他の旅客と貨物輸送のネットワークおよびノードを補完する
接続とサービスを提供している。その効果は交通部門、社会及び経済にいきわたっているの
で、インターステートが保全・改築されるだけでなく、同国の変化しつつある人口分布、経
済、気候及びテクノロジーの状況に適応するために更新し、近代化することが不可欠である。
インターステートの将来は、継続的で、進行する物理的かつ運営上の欠陥の蓄積、並びに

いくつかの巨大で差し迫った課題によって、脅かされている。そのほとんどの区間は数十年
経過しており、予想を超える重交通量のもとで、設計寿命を越えて、主要な改良や再建を行
うことなく運営されている。これらの老朽化した重交通量区間は、今後 年にわたって重
要性を増していくが、同システムが 年に創設されて以来の交通量の増加よりもずっと
低い、最も控えめな将来の交通量の増加に対しても貧弱な対応しかされていない。
米国が 世紀を迎え、車両の変化、気候変動による脆弱性が、同国の交通インフラに新

たな対応を求めている中で、老朽化し、劣化したインターステートが信頼性のない状態で運
営されているのは危惧すべき事態である。
同システムの欠陥を修復し、将来の課題に備えるために、新たなコミットメントが早急に

設定されない限り、深刻なリスクが顕在化する。すなわち、同システムはより混雑し、運営、
維持及び補修費が高騰し、安全性が低下し、テクノロジーの進歩に対応できず、気候の変動
と気象の激甚化の影響に対して脆弱になる。これらの欠陥の影響は、同システムを補完し、
接続するすべての旅客及び貨物交通モードに波及する。
議会は、現在及び将来の連邦のインターステートに関する投資及び政策決定に情報を提供

するために、この調査を要請した。特に、議会は 世紀において増大し、転換する需要に
対応するために、同システムを回復し、改良するために、今後 年間に必要な行動に関す
る勧告を求めた。この調査の知見は、以下に要約されているように、同システムに対する主
要な再投資の必要性を指摘している。全体として、それらは、現在の同システムを補修する
ために一連の付加的な対策によって実施されるのでなく、インターステートを生み出した先
見的な計画を見習って、同システムに関するよく調整され、十分な予算を持った更新と近代
化に関する国家的なキャンペーンとして実施する必要性を提起している。

5



ののししかかかかっっててくくるる課課題題
委員会は、意思決定者がインターステートの未来について検討する際に直面する主要な課

題を以下のように明確化した。
・同システムの舗装、橋梁及び他の資産、並びにそれらの基礎を、使用不能及び危険とな
る前に、再建するという巨大な業務を開始すること

・特に同システムの都市部における物理的な容量に対する投資のニーズに応えること、並
びに同国における人口増加および経済的な成長のほとんどを担い続けている巨大都市
圏における容量のより積極的かつ革新的な運営管理のニーズに応えること

・同システムが、同国の人口及び経済の地理的展開および構成の変化に対応し、整合性を
確保すること、並びに地域内、地域間及び長距離の交通の他のモードとの接続を維持し、
強化すること

・交通量が増大し、新たな道路及び車両の技術が導入されても、システムの安全性を継続
的に改善すること、およびシステムの容量と通行量を増大するように改良すること

・システムが頑健で、車両技術の変化に対応可能であること、および資産に対する未熟な
投資と有効な発展経路を阻害する規格の導入を確実に回避すること

・公平で効率的な財源調達手法を採用し、将来の世代、または経済的な負担力のないグル
ープに過大な負担を負わせないこと、また旅客及び貨物交通の他の道路及びモードを差
別したり、それらから資金を転換させないこと

・将来の気象の状態をインフラ及び運営計画に織り込んだ戦略を開発し、導入すること
手始めに巨大な気象イベントの頻度と規模の拡大に合わせた設計及び建設基準を策定
すること

不不可可欠欠なな投投資資
長期にわたる将来動向の予測における不確実性、特に自動車の自動化の速度と形態に関す

る不確実性及び適切なモデリングのツールとデータの欠如のため、委員会は投資の必要額に
関する推計の期間を次の 年間に限定した。この期間には、自動運転への移行は初期段階
に留まり、インターステートの走行への影響は限定的であると予想される。 年間の投資
ニーズは、インターステートの改築と再建設が大部分を占めると予想される。これについて
は同システムの利用方法の変化から発生するニーズよりも確実に予想できる。
ほとんどのインターステートは設計寿命を大きく超えており、次の 年においても同様

である。すでに発生した劣化及び今後起きてくる物理的かつ運営上の欠陥に対処するために、
限定的な計画及び予算措置しかされてこなかった。近年の連邦及び州のインターステートへ
の資本的支出の合計額は年間 ～ 億ドル程度である。この調査で実施した情報収集、
モデリング及びケーススタディはこの支出水準は、長らく後送りされてきた同システムの経
年劣化しつつある舗装と橋梁の再建を実施するだけでも、少なくとも ％は低すぎること
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を示唆している（図１）。委員会は、すでにこれらの資産に発生した劣化の補修、及び老朽
化したものを将来の使用のために補修及び再建ために、今後発生する費用として、今後
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年平均投資必要額（単位 億ドル）

凡例

図 インターステート高速道路の更新および近代化のために今後 年間に必要な支出額

これらの舗装及び橋梁の改築及び再建に対する本質的な投資に加えて、インターステートシ
ステムが未来の交通に対応するために容量を拡大し、管理するために必要な投資が必要にな
る。このような交通のニーズに対応するための投資を予想することはより難しい。インター

運営費

容量の追加費
い
橋梁の改築および架替費

舗装の表層更新、部分的及び完全な再建

年の価格で
の 年の支出

合計
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ステートへの接続が良くない都市部の成長、および継続する大都市の成長により、相当の容
量の追加が必要だろう。しかしながら、これらの追加の規模、箇所、および時期は、人口や
経済の変化に関連する要因、すなわち、どのように旅行者が混雑と新規の容量の供給に対応
するか、新規の容量が特定の利用者に限定されるか、インターステート以外を利用するオプ
ションがあるかどうかに依存している。交通当局は、特に都市部においては、インターステ
ートの車線の拡幅や物理的な追加に代えて、混雑課金のような、より積極的な運営や需要管
理対策を実施することが可能である。特に、追加的な用地の取得が非常に高価、または地域
住民に受け入れられない場合にはそうである。つながる自動運転車両は、短期的には限定的
な影響しか持ちそうにないが、長期的な効果に対する期待が、交通当局のインターステート
の容量をどこで増やすべきかどうかに関する意思決定に影響を与えるかもしれない。特に
～ 年の期間ではそうである。
上記のような多くの不確実性および相互依存性に加えて、委員会は、利用可能なデータ及

びモデルは、容量の変化が交通需要に与える影響を予測する能力を持たないことを発見した。
現存する国レベルのモデリングの能力を拡張し、将来のインターステートの交通量の推計に
歴史的な増加率を利用することによって、委員会は今後 年間にわたる物理的、運営上の
容量の追加に必要な支出の規模についての粗い推計値を算出することができた。モデルは、
同システム上の旅行が米国の人口と同程度の控えめな率（年率 ％）で増加すると仮定す
れば、交通当局は改良のために、年平均で 億ドルを投資することが必要であることを示
した。これらの投資は、同システムの交通量が近年の交通量の増加率に近い率で伸びると仮
定すれば、さらに（約 から ％）大きくなるだろう。
以上から、今後 年間に必要なインターステートを更新し、近代化するための連邦及び

州の支出合計額は、年平均で ～ 億ドルである。この数字は、現在の支出額の から
倍である。より高い信頼性をもって予測可能な舗装及び橋梁の改築に必要な支出に限定し

た場合でも、現在の水準よりも 高い。しかしながら、これらの推計投資額でも不十分か
もしれない。分析のためのツールと適切なデータの欠如により、これらの数字には、以下の
費用を含んでいない。すなわち、インターステートのおよそ 箇所のインターチェン
ジのうち多くのものを再配置し、再建するための費用、気候変動の影響に対してシステムを
より強靭なものにするための費用、大都市圏においてシステムの容量をより効率的に配分で
きる多目的なマネージド・レーンの追加費用、および、ネットワークの拡張、ある場合には
議論のある都市部の区間の再配置及び修正によるシステムのカバー範囲の適正化の費用で
ある。これらの投資の必要額は、この調査においては、大まかな数字も算定できなかったが、
年間数十億、あるいは数百億ドルが追加的に必要になることは確実である。
勧勧告告
当初のインターステートの建設計画は長期にわたる州と連邦の協力的な努力によって支え
られた。同様なパートナーシップが、システムを更新し、近代化し、強靭で、利用者の変化
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議議会会ははイインンタターースステテーートトのの更更新新及及びび近近代代化化計計画画（（ ））をを法法定定すすべべききででああるる。。この計画は、

同システムの日常の維持及び補修を犠牲にしないことを前提として、劣化した舗装（基盤を
含む）と橋梁のインフラの再建に重点を置くべきであり、必要な場合には、物理的な容量の
追加、運営及び需要管理（例えば有料化）を実施し、システムの強靭性を向上させるものす
る。 は当初のインターステート建設計画を規範とすべきである。
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てリーダーシップを発揮する。州は引き続きシステムの所有者、建設者、運営者として、
プロジェクトの優先順位付けと実施の役割を担う。
・当初のインターステート建設計画における連邦の支出割合である ％を確保する。
・連邦政府がプロジェクトの開始から完了までの支援を確約するが、連邦支出額に上限を
設ける（すなわち完成のための費用アプローチ）
・車両と道路に関するテクノロジー、環境及び気候の状態、および利用形態の変化に適応
するためのシステムの統一性と安全性のための基準を更新し、導入するための移行計画を
策定する。

議議会会はは、、短短期期的的なな措措置置ととししてて、、（（１１））連連邦邦燃燃料料税税をを のの投投資資にに必必要要なな連連邦邦のの支支出出分分にに見見
合合っったた水水準準ににすするるたためめにに増増額額しし、、ままたた（（２２））必必要要にに応応じじてて、、燃燃料料税税ををイインンフフララとと車車両両のの燃燃費費のの
変変化化をを考考慮慮ででききるるよよううにに修修正正すするるべべききででああるる。。
車両の構成とエネルギー源が変更されることによる税収の減少によって、連邦政府の長期

的な のコミットメントが脅かされないことを確実にするために、議議会会はは、、イインンタターー
スステテーートトのの利利用用者者にに有有料料化化ままたたはは走走行行距距離離課課金金ののよよううなな新新たたなな連連邦邦及及びび州州のの財財源源確確保保手手段段をを
採採用用すするる用用意意ををすするるべべききででああるる。。
州および大都市地域が、自らの における投資の分担額をを負担するための収入を得

るため、また物理的な拡張の機会が限られているインターステートの区間に交通需要管理の
ためのオプションを提供するために、議議会会はは既既存存のの一一般般的的ななイインンタターースステテーートトのの有有料料化化のの禁禁
止止をを撤撤廃廃すすべべききででああるる。。これらの課金をするための条件として、州は現在の利用者に対する
影響を評価するとともに、課金によって重大または過大な割合で不利益を被る利用者に対し
て代替的な移動のオプションを提供するべきである。

の「規模適正化」の条項は、インターステートの延長及びカバー範囲の拡大、およ
び高速道路の特定の区間において引き起こされた経済的、社会的および環境的問題によって、
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地域社会が過度に侵害されていると認識し、かつ道路ネットワークやインターモーダルの交
通において必須であると認められない場合に、その事態を治癒するという現在及び今後のニ
ーズに対応すべきである。議議会会はは米米国国交交通通省省及及びび連連邦邦道道路路庁庁がが、、州州、、地地方方自自治治体体、、道道路路利利用用者者
及及びび一一般般大大衆衆がが参参加加すするる協協議議ププロロセセススにによよりり、、シシスステテムムのの規規模模適適正正化化ののたためめのの基基準準をを策策定定すす
るるよよううにに指指導導すするるべべききででああるる。。
基準及びその策定は以下の要素を考慮すべきである
・他の重要な旅客及び貨物の交通モードから交通を含む州を越える旅行及び経済活動の
ためのネットワーク上の流れを確保するためのシステムの適切な接続性
・同システムの成長する人口及び経済の中心地へのアクセス
・リダンダンシーまたは他の手段による同システムの強靭性
・国家の安全保障の必要性への対応

結結語語
上記の勧告の実施は、ボックス －１に要約された補完的な行動と一体となって、インタ

ーステートに集中し、そのための財源を提供するというコミットメントを喪失してしまった
連邦の政策からの抜本的な転換を示している。これらの行動は、決して目新しいものではな
いが、国家の道路計画における同システムの一義的な地位を積極的で野心的な方法で回復す
るものである。これらの行動は連邦と州の試練の中にある真のパートナーシップを回復させ、
公平、適切かつ信頼性のある財源を確保するための利用者料金への依存を強化し、半世紀以
上前にこの決定的な国家の資産の創設のための手段となった未来志向のビジョンを再度宣
言するものである。当時の国の指導者は広範で長続きする社会的、経済的便益を生み出す近
代的な高速道路システムを是認した。このビジョンは達成のための強固で継続する国家のコ
ミットメントを必要とした。今日、米国は同システムの状態、パフォーマンス、および利用
に対する新たな期待に遭遇している。これらの期待に応えるためには、システムの創設を提
唱したときと同様の先見性とコミットメントを必要とする。これは、来たるべき世代に奉仕
するために同システムを再建設し、再装備するという当初のビジョンに対する再献身である。

ボックス １
行動のための設計図
勧告 ．議会はインターステートの更新及び近代化計画（ ）を法定すべきである。この計
画は、システムの日常の維持及び補修を犠牲にしないことを前提として、劣化した舗装（基盤を
含む）と橋梁のインフラの再建に重点を置くべきであり、必要な場合には、物理的な容量の追加、
運営及び需要管理（例えば有料化）を可能とし、またシステムの強靭性を向上させるものする。

勧告２． の規模の適正化においては、現在及び今後のインターステートの延長及びカバー
範囲の拡大、および高速道路の特定の区間において引き起こされた経済的、社会的および環境的
問題によって、地域社会が過度に侵害されていると認識し、かつ道路ネットワークやインターモ
ーダルの交通において必須であると認められない場合に、その事態を治癒することの必要性を明
らかにすべきである。議会は米国交通省及び連邦道路庁が、州、地方自治体、道路利用者及び一
般大衆が参加する協議プロセスにより、同システムの規模適正化のための基準を策定するように
指導するべきである。

勧告３． の投資に必要な支出額をより正確にするために、議会は米国交通省と連邦道路庁
が州と共同で、同システムの舗装と橋梁の基本的な健全性を評価し、受け入れられたライフサイ
クルコスト原則に基づき、どこで完全な再建が必要であるかを明らかにするように指導するべき
である。

勧告 ． の投資を支弁するために、議会は、短期的な措置として、（１）連邦燃料税を
の投資に必要な連邦の支出分に見合った水準にするために増額し、また（２）必要に応じて、燃
料税をインフレと車両の燃費の変化を考慮できるように修正するべきである。

勧告 ．州および大都市圏が の投資におけるみずからのシェアを負担するための財源を
確保するため、またインターステートのうち物理的な拡張の機会が限定されている区間において
は、その運営方法を管理するために、より多くの選択肢を確保するために、議会はインターステ
ートの有料化に関する既存の一般的な禁止を撤廃すべきである。

勧告６．車両の構成とエネルギー源が変更されることによる税収の減少によって、連邦政府の長
期的な のコミットメントが脅かされないことを確実にするために、議会は、インタース
テートの利用者に料金または走行距離課金を負担させるといった新たな連邦及び州の財源確保
手段を確保する準備をするべきである。
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ーダルの交通において必須であると認められない場合に、その事態を治癒することの必要性を明
らかにすべきである。議会は米国交通省及び連邦道路庁が、州、地方自治体、道路利用者及び一
般大衆が参加する協議プロセスにより、同システムの規模適正化のための基準を策定するように
指導するべきである。

勧告３． の投資に必要な支出額をより正確にするために、議会は米国交通省と連邦道路庁
が州と共同で、同システムの舗装と橋梁の基本的な健全性を評価し、受け入れられたライフサイ
クルコスト原則に基づき、どこで完全な再建が必要であるかを明らかにするように指導するべき
である。

勧告 ． の投資を支弁するために、議会は、短期的な措置として、（１）連邦燃料税を
の投資に必要な連邦の支出分に見合った水準にするために増額し、また（２）必要に応じて、燃
料税をインフレと車両の燃費の変化を考慮できるように修正するべきである。

勧告 ．州および大都市圏が の投資におけるみずからのシェアを負担するための財源を
確保するため、またインターステートのうち物理的な拡張の機会が限定されている区間において
は、その運営方法を管理するために、より多くの選択肢を確保するために、議会はインターステ
ートの有料化に関する既存の一般的な禁止を撤廃すべきである。

勧告６．車両の構成とエネルギー源が変更されることによる税収の減少によって、連邦政府の長
期的な のコミットメントが脅かされないことを確実にするために、議会は、インタース
テートの利用者に料金または走行距離課金を負担させるといった新たな連邦及び州の財源確保
手段を確保する準備をするべきである。

11



勧告 ．更新および近代化の投資を支援するために、議会は、米国交通省及び連邦道路庁が、モデリン
グのツールとインターステート資産のインターチェンジとそれらの再建の履歴の状態に関する完全な
データベースを作成するよう指導するとともに、十分な予算を提供すべきである。それはインタース
テートの容量を代替、または補完するための交通のオプションを評価し、インターステートのネット
ワークレベルの交通フローの監視とモデリングを可能とし、さらに、連邦及び州が長距離および地域
間の旅客および貨物の道路及び他の交通モードに対する需要をよりよく理解するために利用可能であ
る。これらの勧告された活動は、インターステートへの再投資のガイドラインとして重要であるので、
効果的かつ効率的な方法で実施されるように、注意深い配慮がなされるべきである。

勧告 議会は、より自動化され、つながる車両による走行に向けて、州、産業界、および独立の技
術的な専門家と共同で、移行計画の策定を開始するように米国交通省及び連邦道路庁を指導するべき
である。この努力は、必要な調査研究及びインターステートシステムの要件と規格の更新を必要とす
る。これによって、同システムは基本的な の機器に整合的かつシステム全体として適合し、かつ
路面表示、インターチェンジの設計等の規格が統一され、つながる自動運転車によるインターステー
トの利用の促進につながる。重点は更新および近代化プロジェクトの安全への影響に対して最大限の
配慮（これには、安全性の向上における有効性が証明された先進の設計及び運営手法、およびサイバ
ー・セキュリティの対策がインターステート及びそれを利用する車両の設計と改良に取り込まれてい
ることが含まれる）がなされることである。

勧告９．以前の法律（例えば、進歩に向けての前進法（ ）および陸上交通修繕法（ ））が、
交通庁に要求している長期計画において強靭性を考慮するという指示をさらに進めて、議会は、米国交
通省と連邦道路庁が、州のインターステートの更新および近代化プロジェクトが、完全に強靭化の必要
性を考慮することを具体化するように指導すべきである。これらの努力を支援するために、米国交通省
と連邦道路庁が、気候変動および異常気象の影響に対するインターステートの脆弱性を評価し、州と協
力して、費用対効果の高い強靭化対策をプロジェクトに組み込むように基準を策定し、また、州および
他の交通庁が採用できる費用対効果の高い手法及び強靭化戦略のデータベースを開発し、維持するよう
に指導すべきである。これには強靭化の計画及び導入を支援する財源確保手法を含んでいる。

勧告 ．議会は米国交通省及び連邦道路庁を指導して、インターステートが、国の温暖化ガスの排出
削減に貢献することを確実にし、他の汚染物質の排出の削減とともに、この貢献のためのオプション
を推薦するべきである。この努力は、過去の施策、すなわち州が容量増加及び需要管理策が排出に及
ぼす影響を考慮することを要求する法制、および代替燃料車を支援する施設（例えば、インターステ
ート沿いに立地している電気自動車充電施設）の配置を検討するための連邦の計画策定を義務化する
法制を基礎とすべきである。
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インターステートは米国の工学的な力の証明であるだけでなく、同国のリーダーが共通の
ビジョンのもとに一致した時に成し遂げられることの成果である。第二次世界大戦を遂行し
た世代であれば、これを構想し、計画し、建設することは、おそらく驚くことではない。こ
の戦争を率いた大統領―フランクリン・ ・ルーズベルト（図 参照）が、州際路線の基
本ルートを合衆国の大陸の地図の上に描いた（ ）。戦時中の最高の将軍の一人
であった アイゼンハワー（図 参照）が同システムの建設費を支弁するため
の手段として、燃料税を特定財源化する法律に署名した。戦争から帰還した兵士と水兵たち
が、このシステムの初期の設計、エンジニアリング、建設及び管理を主導する役割を担った。

図１－１ １９４３年におけるフランクリン・ルーズベルト大統領とアイゼンハワー将軍
出典

アイゼンハワー大統領が 年の連邦補助道路法（この法律はインターステートの財源

第第 章章 導導入入
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調達方式を授権し、創設した）に署名する前には、同国の州間及び地域間の道路ネットワー
クは、州道および 道路が緩慢に統合された集まりによって構成されていた。それは、い
くつかの近代的な車線分離かつアクセスコントロールされた自動車専用道路（主に有料のタ
ーンパイクにおいて）を含んではいたが、新たなインターステートを特徴づける相互接続性
及び標準的な設計を欠いていた。インターステートの黎明期には、長距離旅行は、しばしば
交通信号、市街地の中心部の通過、および質、標識及び構造の大きく異なる道路を横断する
ことによって、しばしば遮断されるドライブを意味していた（ ）。隣接する町と
の近距離トリップでさえ低速で曲がりくねっていた。今日では、同一路線を複数の州をただ
一つの交差もなく、数百マイルを走行することができるのは当たり前になっている。
交通の分野では、米国はインターステートの時代に達成した以上のことは、一度も成し遂

げられていない。同システムは、米国の経済にとって不可欠で、何百万人もの米国人の日常
生活にとって中心的なものとなった。今日、同システムは、同国の総道路延長の１％余りを
占めるに過ぎないが、自動車走行距離の 分の 、長距離トラックの走行距離の過半を占め
ている。ルーズベルト及びアイゼンハワー大統領によって構想されたネットワークと似通っ
た構成を持った同システムは年間 億台マイル以上の交通を支えており、これは、イン
ターステートの建設が始まった 年における米国の全道路の走行距離よりも多くなって
いる（ ）。
しかしながら、インターステートの多くは現在では 年以上が経過し、重量による負荷

と想定以上の使用によって、老朽化している。同システムの所掌範囲、すなわち路線を利
用可能な地域は、この期間にわたって、ほとんど同じままであったが、合衆国の人口と経
済は大きな変革を遂げた。その中には、 年には人口が希薄であった地域の顕著な発展
が含まれる。そのような地域は、現在または予想される人口に比較して、インターステー
トの密度は低すぎるままである。同システムの都市部の区間は、元々は都市を結ぶことに
よって都市を支えるために設計されていたが、通勤および他の地域の旅行のための主要な
回廊となることによって、都市圏を変化させたが、これによって、路線が当初計画された
ときには想定されなかった交通量となった。
インターステートの所有者および管理者として、州は路線の日常的の維持、修繕を行い、

定期的に改築を実施してきた。しかしながら、彼らは道路資産の状態を満足できる状態に保
ち、運営と容量を交通需要の増加と変化に対応させるために、厳しい課題を突き付けられた。
多くの州および都市圏による当初の交通量予測は、域内の通勤だけでなく、貨物輸送におけ
るインターステートの人気を大幅に過小に見積もった。重量の大きいトラックが同システム
を大量に利用することにより、道路は損傷を受け、設計された状態と実際に利用される状態
に乖離が生じてきた。多くの区間では舗装の基盤及びサブベースは、当初のインターステー
ト建設時またはそれ以前のままであり、重交通量で、需要の多い路線において、より頻繁で、
しばしば複雑で費用のかかる維持及び修繕を必要とした。加えて、南部および西部の多くの
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調達方式を授権し、創設した）に署名する前には、同国の州間及び地域間の道路ネットワー
クは、州道および 道路が緩慢に統合された集まりによって構成されていた。それは、い
くつかの近代的な車線分離かつアクセスコントロールされた自動車専用道路（主に有料のタ
ーンパイクにおいて）を含んではいたが、新たなインターステートを特徴づける相互接続性
及び標準的な設計を欠いていた。インターステートの黎明期には、長距離旅行は、しばしば
交通信号、市街地の中心部の通過、および質、標識及び構造の大きく異なる道路を横断する
ことによって、しばしば遮断されるドライブを意味していた（ ）。隣接する町と
の近距離トリップでさえ低速で曲がりくねっていた。今日では、同一路線を複数の州をただ
一つの交差もなく、数百マイルを走行することができるのは当たり前になっている。
交通の分野では、米国はインターステートの時代に達成した以上のことは、一度も成し遂

げられていない。同システムは、米国の経済にとって不可欠で、何百万人もの米国人の日常
生活にとって中心的なものとなった。今日、同システムは、同国の総道路延長の１％余りを
占めるに過ぎないが、自動車走行距離の 分の 、長距離トラックの走行距離の過半を占め
ている。ルーズベルト及びアイゼンハワー大統領によって構想されたネットワークと似通っ
た構成を持った同システムは年間 億台マイル以上の交通を支えており、これは、イン
ターステートの建設が始まった 年における米国の全道路の走行距離よりも多くなって
いる（ ）。
しかしながら、インターステートの多くは現在では 年以上が経過し、重量による負荷

と想定以上の使用によって、老朽化している。同システムの所掌範囲、すなわち路線を利
用可能な地域は、この期間にわたって、ほとんど同じままであったが、合衆国の人口と経
済は大きな変革を遂げた。その中には、 年には人口が希薄であった地域の顕著な発展
が含まれる。そのような地域は、現在または予想される人口に比較して、インターステー
トの密度は低すぎるままである。同システムの都市部の区間は、元々は都市を結ぶことに
よって都市を支えるために設計されていたが、通勤および他の地域の旅行のための主要な
回廊となることによって、都市圏を変化させたが、これによって、路線が当初計画された
ときには想定されなかった交通量となった。
インターステートの所有者および管理者として、州は路線の日常的の維持、修繕を行い、

定期的に改築を実施してきた。しかしながら、彼らは道路資産の状態を満足できる状態に保
ち、運営と容量を交通需要の増加と変化に対応させるために、厳しい課題を突き付けられた。
多くの州および都市圏による当初の交通量予測は、域内の通勤だけでなく、貨物輸送におけ
るインターステートの人気を大幅に過小に見積もった。重量の大きいトラックが同システム
を大量に利用することにより、道路は損傷を受け、設計された状態と実際に利用される状態
に乖離が生じてきた。多くの区間では舗装の基盤及びサブベースは、当初のインターステー
ト建設時またはそれ以前のままであり、重交通量で、需要の多い路線において、より頻繁で、
しばしば複雑で費用のかかる維持及び修繕を必要とした。加えて、南部および西部の多くの

橋梁は大規模な修繕工事を行うことなく 年間の設計寿命を超えて使用を継続しているが、
北部及び中西部の橋梁は厳しい気象と重交通荷重により、頻繁な床版取替工事が必要となっ
た。システム全体の老朽化した橋梁は、設計寿命を超えたもののシェアの増大とともに、大
規模な修繕、修復および架け替えが必要であり、これらはこれ以上実施を遅らせることはで
きない事態となっている。
幸運なことに、同システムは供用後 年目に入るにつれて、劇的で、予見不可能な技術

的変化の恩恵を受けているか、これから受けようとしている。資材、施工方法、電子工学、
通信、および他の分野における発達は、交通容量を増加させ、制御できる新たな能力と機会
を提供している。これらは、同道路の混雑と環境への影響を減少させ、システムの安全性を
向上させ、道路の維持、修繕および再建設のコストを減少させた。しかしながら、同道路の
所有者は他の予見できなかった展開、すなわちシステムの脆弱性を減少させ、気候の変化に
対して強靭化する必要性に直面している。高度な機器が搭載された車両や道路が一般的にな
るにつれて、新たな課題がサイバー・セキュリティーの分野で現れるだろう。
歴史的な交通荷重の過少推計という背景は、将来の気象変化に対応する強靭化、サイバー

上の脅威が伴う自動運転化する車両への対応力向上という予測できなかったシステムに対
する要請と一体となって、インターステートとその維持は、変化し続ける人口学的、経済的、
環境的、技術的な動向と言うレンズを通して見なければならない。これらの変化に順応する
ために、同システムは単純に保全かつ回復されるのではなく、むしろ計画及び再投資は、更
新、近代化及び適応性に重点を置いて決定されなければならない。後者は、ほとんどの区間
では、期待される使用可能期間は、相対的に長期の将来の予見能力を超えているので、特に
クリティカルである。

調調査査のの義義務務
年 月に、米国陸上交通修繕法（ ）が署名により、成立した。同法の 節

は、 の交通調査委員会
（ ）に対して、「 アイゼンハワー・インタ
ーステート国防道路を 世紀の発展し、変化する需要に適応した主要なシステムとして、
改良し、回復させるために必要な行動に関する調査を実施する」ことを要求した。調査の義
務に関する法律上の条文の全文はボックス１－１に示している。同ボックスには、調査のた
めの資金を提供した連邦道路庁（ ）によって要請された追加的な任務も示している。
要約すると、 は以下の項目を検討するために委員会を設立することを求められた。
・インターステートに対する将来需要：将来の経済活動と成長を支えるための商用および旅
客交通量を含む。
・今後 年間の同道路の予想される状態：長期的な劣化と再建設ニーズ
・建設、維持、および運営に近代的な基準の適用を可能にし、安全性とシステム管理を向上
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させる技術的な能力
・国家の交通の流れをより効率化することに資する追加整備路線
・ 世紀の増大し、変化する需要に滝応するためにシステムを回復し、改良するためのリソ
ース（予算）
・同道路がどうすれば、雇用と教育の機会により多くアクセスできるようにでき、また地域
社会と生活の質の向上にプラスの影響を与えるようにできるか。

において、議会は調査委員会に対して、以下の団体に意見徴収することを推奨した。
および州の交通省、都市圏および地方の交通計画庁、自動車運送業および貨物発送

業者、インターステートの他の運営及び利用者、道路安全推進団体、委員会が適切とみなす
他の利害関係者。
さらに、委員会は プロジェクェクト （ ）、「将来の３ 、４ の国家の検

討のための指示書並びにインターステートの容量のニーズ（ に関する報告
書）で提案されたインターステートへの投資必要額の算定のための方法を採用し、それに依
拠するように助言された。本報告書の各章でより詳細に議論されているこの方法は、
の長期的に使用されている道路及び橋梁投資必要額算定のためのモデル、およびインタース
テートの建設及び再建設プロジェクトのケーススタディを含んでいる。 の同報告書
に記載されているように、この手法の目的は、現在のインターステートの状態およびパフォ
ーマンスの水準をシステムの使用状況に変化によって必要となる水準に関係づけること、並
びに必要な状態およびパフォーマンスの水準を達成するために必要な投資額を算定するこ
とである。
委員会は、外部の意見照会および投資必要額の算定手法を参考にした委員の経験と専門知

識に基づき、「インターステートを改良するために、特性、基準、必要容量、技術の適用性、
および政府間の役割に関して」勧告を行うように、議会から要請された。委員会はさらに、
勧告された行動をとり、必要なリソースを明確化するために法律の改正の必要性を示すこと
も、要請された。

調調査査手手法法
ボックス１－１に詳述されているように、本調査の多面的な義務はいくつかの検討すべき課
題（例えば、同システムに対する将来の需要とそれを満たすための投資の水準）及び調査の
実施に係る指示と助言（例えば、外部の機関への意見照会および投資必要額を算定するため
の具体の手法の採用）の提供、並びに勧告された行動（例えば、システムの特性、基準、必
要容量、技術の適用、政府間の役割）を実施するための候補となる項目を特定することを明
確化した。義務は、勧告された行動をとり、必要なリソースを明確化するために法律の改正
の必要性を示すために委員会を招集すること（おそらくインターステートへの将来の投資を
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させる技術的な能力
・国家の交通の流れをより効率化することに資する追加整備路線
・ 世紀の増大し、変化する需要に滝応するためにシステムを回復し、改良するためのリソ
ース（予算）
・同道路がどうすれば、雇用と教育の機会により多くアクセスできるようにでき、また地域
社会と生活の質の向上にプラスの影響を与えるようにできるか。

において、議会は調査委員会に対して、以下の団体に意見徴収することを推奨した。
および州の交通省、都市圏および地方の交通計画庁、自動車運送業および貨物発送

業者、インターステートの他の運営及び利用者、道路安全推進団体、委員会が適切とみなす
他の利害関係者。
さらに、委員会は プロジェクェクト （ ）、「将来の３ 、４ の国家の検

討のための指示書並びにインターステートの容量のニーズ（ に関する報告
書）で提案されたインターステートへの投資必要額の算定のための方法を採用し、それに依
拠するように助言された。本報告書の各章でより詳細に議論されているこの方法は、
の長期的に使用されている道路及び橋梁投資必要額算定のためのモデル、およびインタース
テートの建設及び再建設プロジェクトのケーススタディを含んでいる。 の同報告書
に記載されているように、この手法の目的は、現在のインターステートの状態およびパフォ
ーマンスの水準をシステムの使用状況に変化によって必要となる水準に関係づけること、並
びに必要な状態およびパフォーマンスの水準を達成するために必要な投資額を算定するこ
とである。
委員会は、外部の意見照会および投資必要額の算定手法を参考にした委員の経験と専門知

識に基づき、「インターステートを改良するために、特性、基準、必要容量、技術の適用性、
および政府間の役割に関して」勧告を行うように、議会から要請された。委員会はさらに、
勧告された行動をとり、必要なリソースを明確化するために法律の改正の必要性を示すこと
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調調査査手手法法
ボックス１－１に詳述されているように、本調査の多面的な義務はいくつかの検討すべき課
題（例えば、同システムに対する将来の需要とそれを満たすための投資の水準）及び調査の
実施に係る指示と助言（例えば、外部の機関への意見照会および投資必要額を算定するため
の具体の手法の採用）の提供、並びに勧告された行動（例えば、システムの特性、基準、必
要容量、技術の適用、政府間の役割）を実施するための候補となる項目を特定することを明
確化した。義務は、勧告された行動をとり、必要なリソースを明確化するために法律の改正
の必要性を示すために委員会を招集すること（おそらくインターステートへの将来の投資を

授権し、予算配布するための修正を含む）も要請された。

ボックス
節 調査の要請

長官は の交通調査委員会と契約を締結して アイゼンハワー・インター
ステート国防道路を 世紀の発展し、変化する需要に適応した主要なシステムとして、改良
し、回復させるために必要な行動に関する調査を実施しなければならない。
調査の実施に当たって、交通調査委員会は、米国州道路及び交通行政官協会のために作成

された プロジェクェクト （ ）、「将来の３ 、４ の国家の検討のための指示
書並びにインターステートの容量のニーズに関する報告書」、 年 月で検討され、提案
された方法論に基づかなければならない。
調査は、（１）インターステートをアップグレードするために必要な、特性、基準、必要容

量、技術の適用、政府間の役割に関する勧告を含めなければならない。これには、交通調査委
員会が適切であると認める法律（規則を含む）の改正を含む。（２）調査を実装していく際の
技法適用について、道路業界における組織的知見に基づくことが奨励される。
調査の実施において、交通調査委員会は以下の事項を考慮して、インターステートの再建

設および改良の必要性を決定するものとする。（１）国家の計画目的で決定される交通インフ
ラに対する将来需要（これには将来の経済活動及び成長を支える商業的及び個人の交通流を
含む。）（２）現在のインターステートの本法成立時から 年間にわたる期待される状態、（こ
れには長期の劣化及び再建設ニーズを含む。）（３）安全性とシステムの管理の目的での建設、
維持、および運営に関する近代的な基準に対応する技術的な適応力の特性（システムのパフ
ォーマンスと費用を考慮すべき）（４）より効率的な交通の流れに資するために既存のインタ
ーステートに追加すべき国家道路システムの路線、および（５）インターステートを維持し、
運営するために必要なリソース（（４）で特定された国家道路システムの改善に必要なリソー
スを含む）。
調査の実施に当たって、交通調査委員会は、（１）国家の専門家のパネルに意見照会しなけ

ればならない（これにはインターステートの運営者と利用者、並びに民間の利害関係者を含
む）また（２）（ ） 、（ ）州、（ ）都市圏、州および地域レベルの計画機関、（ ）自
動車運送業、（ ）貨物配送業、（ ）道路安全団体及び（ ）他の適当な主体に意見を聞くこと
が推奨される。
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この義務を達成するために、当アカデミーは、道路及び交通システムの計画、建設、運営、
および行政、市民および環境システム、並びに交通工学、経済学、および公共政策、交通、
安全、旅行及び需要モデルに関する広範で多彩な見地、経験、および意見を集約するために
委員会を設立した（付録 の委員の経歴を参照）。
委員会は、まず、このように多様な項目を検討する調査をどのように実施するべきかにつ

いて議論した。検討項目とは、少なくとも、いくつかの将来に対する洞察、情報の収集と分
析のための手法に関する助言、法律改正及び必要なリソースに関する勧告である。委員会は
調査の義務を分析し、それをどのように遂行するかを決定するために何回かの会議を持った。
この作業は、情報の収集と評価、多様な宛先への問い合わせと分析を必要としたが、いくつ
かのものは他のものよりも実り多いことが証明された。
以下の節では、最終的に採用された手法を説明する。これには、調査の範囲を設定し、特

定の分析手法を採用した理由を含んでいる。本章の最終節では、調査結果を示すために報告
書がどのように構成されているかが記されている。

調査範囲の決定
今後 年間にわたるインターステートに対する将来需要、並びにパフォーマンスおよび

状態について検討するように要請されたため、委員会はこの数十年におよぶ期間をどのよう
にして適切に表現するかを決定しなければならなかった。また、同システムが持つ人とモ
ノを域内で、地域間で、国内で、国際的に運ぶための他の道路や交通モードと接続し、交流
し合うという広範かつ変化していく役割も定義しなければならなかった。委員会は、調査範
囲をこれらの時間的かつ空間的に拡張することは、多くの変数を設定し、それらの長期間の
間に発生し、個別の区間ごとに異なる背景と地域の機能による相互依存を表現し、分析する
ことは大きな課題に直面することを認識した。一方では、これらの課題及びそれに応えるた
めのデータおよびモデリングの能力の欠如を考慮して、他方ではインターステートに対する
投資額を算定する際には、他の道路や他の交通モードの投資と相互に干渉しあうので、算定

によって要請された追加的な義務
本調査は、インターステートが米国人の雇用、教育の機会へのアクセスに貢献することので
きる役割とその修正、および交通の決定がコミュニティと生活の質に与えることのできる影
響を考慮するものとする。これらの検討はケーススタディによって検討され、インターステ
ートの債券施悦人拡張のための費用の算定に加えられる。
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ことは大きな課題に直面することを認識した。一方では、これらの課題及びそれに応えるた
めのデータおよびモデリングの能力の欠如を考慮して、他方ではインターステートに対する
投資額を算定する際には、他の道路や他の交通モードの投資と相互に干渉しあうので、算定

によって要請された追加的な義務
本調査は、インターステートが米国人の雇用、教育の機会へのアクセスに貢献することので
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値は実用的でないことを認識して、調査を今後 年間に集中すべきであると決定した。こ
の決定の合理性については以下で説明される。

投資必要額の分析の時間軸
インターステートは多くの長期的に残存する資産によって構成されているので、資本投資

に関する決定は性質上、長期にわたる。今後 年間にわたるインターステートへの投資必
要額を算定するには、多くの成長及び相互依存に関する多数の仮定、多くの投機的予想を必
要とする。委員会はそのように長期にわたる予測は上下のぶれの範囲が広く、信頼性の低い
投資必要額を生み出し、それは意思決定において限定的な価値しか持たないと判断した。そ
れに替えて、委員会は時間軸を今後 年間の投資必要額の算定に狭めることを決定した。
範囲の設定に関するこの決定は、将来に関するいくつかの不確実性によっている。これら

は、同国の人口の総数、構成、および空間的配置から技術的変化の質および速度である。こ
れには、急速に自動化し、つながる車の増加とそれが道路の需要と供給に与える潜在的な影
響が含まれる。また、委員会は将来に関する多数のシナリオをテストするために必要なデー
タとモデリング能力が不足していた。道路投資の必要額算定モデルは 年以内の近未来の投
資水準について議会に報告するために設計されているので、既存の道路の状態およびパフォ
ーマンスについてベースラインの情報に依存している。時間の経過とともに、このベースラ
インの指標の将来の状態についての再現性は低下していくことが予想される。経験的に、長
期において、特に数十年間においては、道路と他の交通モードの状態と供給は、交通需要の
水準とパターンに大きな影響を与えうることが分かっている。インターステートそのものが、
このインパクトの証明である。国の経済発展を促進し、過去 年にわたる都市圏の拡大に
よって、人々がどこに、どれほどの頻度で、どれだけの距離を走行するかに、また他の交通
モードの利用に影響を与えたことは広く知られている。
インターステートに対する将来の投資を算定するために利用可能なモデルを選択の余地

が少ないことから、委員会はこのモデルを、 年を超える予測に適用することについて気
が進まない。そこでは需要と供給の相互作用の影響の蓄積は、本質的なものになるだろう。
年の時間軸でも、モデリングにおいては多くの不確実性がある。特に、容量に関係する投

資の必要額の算定はインターステートの将来の旅行の水準に依存している。この期間にはイ
ンターステートへの接続が良くない都市区域の成長、および巨大都市圏の継続的な発展によ
って、相当な額の容量の追加が必要とされるだろう。このような容量追加のサイズ、場所、
時期は人口と経済の変動、旅行者の混雑に対する反応、新規容量の供給、およびインタース
テート以外のオプションの利用可能性に関連する一群の要因に依存している。
しかし、同システムの次の 年にわたる将来は計ることのできないものではない。この

期間にわたって、同システムは人口と経済の成長に伴って需要の増加を経験することは合理
的に予測できる。この需要の多くは都市部の区間で発生し、そこはすでに過酷な使用条件の
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もとにあり、国内の人口増加のほとんどを担っている。つながる・自動運転車が増加してく
るが、この期間においては、交通需要に対する影響は限定的である。既存の国レベルのモデ
リングの能力を拡張し、近年の旅行行動を反映する旅行の増加率に範囲を設けることにより、
委員会は少なくとも今後 年間の容量に関連する改良のために必要な額についての粗い概
算額を算定することは可能であると判断した。さらに、この期間には、経年とこれまでの使
用により相当劣化しているインターステートの資産の修復及び再建設費用は支出の時期と
なり、これらの費用は高い信頼性をもってモデル化が可能である。

インターステートと他の道路及び交通モードとの関係
インターステートは、国内の自動車走行台キロの ％を占め、高価格の長距離物流にお

いてはより大きなシェアを占めている。同システムの都市部の区間は通勤の回廊となり、都
市圏の土地開発のパターンを形成するとともに、公共交通のような地方及び地域的な交通シ
ステムの利用及び配置を決定する。インターステートは国内の に近い都市圏を接続し、
多くの場合、 から マイル離れた隣接都市圏間の旅行において唯一の利用可能な交通
手段である（ ）。インターステートは空港、海港及び鉄道ターミナルと接続するこ
とにより、国内のインターモーダル物流システムの中心的な存在であり、ある場合にはこれ
らのターミナルとの間の短距離交通として利用され、別の場合には、これらの間を結ぶ長距
離交通に利用される。旅行の場所及び目的に依存して、インターステートは他の道路及び公
共交通及び航空サービスから旅客及び貨物の鉄道といった交通モードと接続、競合、補完す
る。
インターステートの役割に関する完全で正確な描写と分析は、それが持つ旅客及び貨物輸

送、並びに、地方、地域間、および長距離のレベルにおける多くの機能の説明となる。これ
らの機能は具体的な場所ごとに異なるー例えば、代替および補完する交通モードの利用可能
性に依存して（都市間の旅客鉄道及び通勤のための都市鉄道等）。また、旅行の目的、例え
ば旅客及び貨物の移動の時間の感度の違いによって異なる。このような広範な交通システム
におけるインターステートの役割に関する説明（これには他の道路やその利用に与える影響
を含む）は、システムの投資ニーズと影響に関して、それが単体として機能すると仮定した
分析よりも、ずっと多くのことを教える。委員会は、インターステートに関するより広範で
包括的な視野を持つことが望ましいことは認識してはいるが、投資必要額とその影響の算定
のための実用的な方法を考えつかなかった。
より長期にわたる投資必要額の算定の場合には、国レベルで、より広範な交通システムに

おけるインターステートの役割を記述し、分析するためのデータも、モデリング能力も存在
していない。例えば、道路のトリップを含む長距離旅客旅行に関する唯一の国レベルのデー
タベースは、米国旅行調査であるが、それは 年以上前に更新されたものである。インタ
ーステートは長距離旅行において主要な手段であるが、このデータの欠損は、他の報告書に
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るが、この期間においては、交通需要に対する影響は限定的である。既存の国レベルのモデ
リングの能力を拡張し、近年の旅行行動を反映する旅行の増加率に範囲を設けることにより、
委員会は少なくとも今後 年間の容量に関連する改良のために必要な額についての粗い概
算額を算定することは可能であると判断した。さらに、この期間には、経年とこれまでの使
用により相当劣化しているインターステートの資産の修復及び再建設費用は支出の時期と
なり、これらの費用は高い信頼性をもってモデル化が可能である。

インターステートと他の道路及び交通モードとの関係
インターステートは、国内の自動車走行台キロの ％を占め、高価格の長距離物流にお

いてはより大きなシェアを占めている。同システムの都市部の区間は通勤の回廊となり、都
市圏の土地開発のパターンを形成するとともに、公共交通のような地方及び地域的な交通シ
ステムの利用及び配置を決定する。インターステートは国内の に近い都市圏を接続し、
多くの場合、 から マイル離れた隣接都市圏間の旅行において唯一の利用可能な交通
手段である（ ）。インターステートは空港、海港及び鉄道ターミナルと接続するこ
とにより、国内のインターモーダル物流システムの中心的な存在であり、ある場合にはこれ
らのターミナルとの間の短距離交通として利用され、別の場合には、これらの間を結ぶ長距
離交通に利用される。旅行の場所及び目的に依存して、インターステートは他の道路及び公
共交通及び航空サービスから旅客及び貨物の鉄道といった交通モードと接続、競合、補完す
る。
インターステートの役割に関する完全で正確な描写と分析は、それが持つ旅客及び貨物輸

送、並びに、地方、地域間、および長距離のレベルにおける多くの機能の説明となる。これ
らの機能は具体的な場所ごとに異なるー例えば、代替および補完する交通モードの利用可能
性に依存して（都市間の旅客鉄道及び通勤のための都市鉄道等）。また、旅行の目的、例え
ば旅客及び貨物の移動の時間の感度の違いによって異なる。このような広範な交通システム
におけるインターステートの役割に関する説明（これには他の道路やその利用に与える影響
を含む）は、システムの投資ニーズと影響に関して、それが単体として機能すると仮定した
分析よりも、ずっと多くのことを教える。委員会は、インターステートに関するより広範で
包括的な視野を持つことが望ましいことは認識してはいるが、投資必要額とその影響の算定
のための実用的な方法を考えつかなかった。
より長期にわたる投資必要額の算定の場合には、国レベルで、より広範な交通システムに

おけるインターステートの役割を記述し、分析するためのデータも、モデリング能力も存在
していない。例えば、道路のトリップを含む長距離旅客旅行に関する唯一の国レベルのデー
タベースは、米国旅行調査であるが、それは 年以上前に更新されたものである。インタ
ーステートは長距離旅行において主要な手段であるが、このデータの欠損は、他の報告書に

も記載されているように（ ）、インターステートの機能及び他の交通モード
との相互接続性について理解することの限界となる。いくつかの州と都市圏計画機関が旅行
調査のデータと行動（通勤と買い物）ごとに旅行を分解するモデルを持っているが、これら
のデータの州および都市圏特有の性質により、それらをインターステート全体の投資必要額
を算定するために外挿することはできない。
インターステートの投資必要額の算定において、期間を制限することの実務的な理由はあ

るが、本報告書は、同システムが他の交通モードに与える影響の視点を欠いているわけでな
はない。例えば、勧告の検討に当たって、委員会は、インターステートに対する投資の財源
を他の交通モードから財源を奪うことによって不利益を与えないためには、どのように調達
するか、あるいは、混雑し、物理的に劣化したインターステートがインターモーダルの物流
システムにどのような悪影響を与えるかといったより広範な影響について検討した。

分析手法
外部の意見徴収
外部の専門家及び機関からのインプットを求めるようにとの要請及び、そのような意見徴収
の重要性と価値を認識して、委員会は公聴会を計画した。これらは全体委員会において、ま
たは全国各地で開催された小委員会において持たれた。講師は、調査事項に関する情報及び
意見を提供してもらうために招かれた。これらの集会への参加者には以下を含んでいるがす
べてではない。
・ 、 州の交通省、都市圏計画機関、並びに連邦、州、地域及び地方の関連する部局
の行政官
・都市公共交通システム、運送及び発送業界、並びに自動車業界の代表者
・公共政策、経済学、および工学の専門家及び道路交通に経験を有する専門家
・道路建設、車両、エネルギー、通信、および他の関連分野や産業の技術の専門家
・交通需要のモデリング及び推計の実務家
・エネルギー保存、コミュニティー及び環境問題、並びに交通安全を提唱する個人及び団体
・交通インフラの財源及び資金調達、並びに国家のセキュリティ保持における交通の役割に
関する専門家

委員会が面会した 人以上の方々の氏名は付録 に記載されている。それらの中には、
州の交通省、その他の つの公共交通庁、 つの連邦の省庁、 つの回廊協議会、 つの

都市圏、地域または市の計画機関、 つの市役所、 つの部族交通委員会、 の民間会社、
の業界団体及び非営利団体、さらに のシンクタンク及び大学が含まれている。それら

に加えて、公聴会においては、一般大衆からのコメントのための時間がとられた。
本調査の関係者がこのように広い範囲にわたっていることは、インターステートの社会的、
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経済的な重要性を反映している。さらに、これらの意見徴取によって、委員会はインタース
テートの経済及び米国人の日常生活における影響と重要性について、より深く認識すること
ができた。
これらの外部の意見徴収は、義務的調査項目のうちのいくつかは直接的または意味のある

形で、取り扱うことは難しいという委員会の当初からの懸念を裏付けることとなった。例え
ば、道路及び車両の専門家との会議の後で、委員会は、建設、維持、運営及び安全性に関す
る新たな基準の適用を可能にするような新技術の可能性について 年間にわたって、深く
検討することは賢明なことではなく、不可能ですらあると結論付けた。そのような検討の実
施可能性について検討していた際に、委員会は、技術的な進歩は、これらの事項のそれぞれ
に影響を与える進歩した能力の獲得に至るであろうことを認識した。また、これらの発展は、
インターステートを将来に向けて準備するうえで、待ち受けている課題のいくつかを軽減す
る。過去 年だけを見ても、 や超高機能コンクリートや防錆強化鋼のような道路資材、
並びに加速型橋梁工事のような工法において顕著な変革があった。同時に、より遠い将来に
おける具体的な技術的発展を予測することは、手の届かない潜在的に投機的な行為であり、
委員会としては生産的な成果を生み出すとは考えられない。
同様に、インターステートの米国の経済及び日常生活における重要性に関して、多くの発

表者のヒアリングの後で、委員会は、同システムが雇用と教育へのアクセスやコミュニティ
ー及び生活の質に与える影響を検討するという要請に対して直接的に応えるための良い方
法を思いつかない。インターステートは複数の目的を持ち、いくつかの社会的な規模におい
て運営され、広範囲の利用者が利用している。これらは通勤者、買い物客、地域内の商業サ
ービスのトラック、ある地域から他の地域へのレジャー又はビジネス旅行者、多種の商品を
運ぶ長距離トラックである。それぞれのケースおいて、インターステートは、より広い道路
ネットワーク及び交通モードの一部であり、トリップの性質と目的により、これらのうちあ
るものは補完的であり、あるものは代替的である。インターステートの多様かつ状況ごとに
異なる役割に照らして、委員会は、同システムが雇用、教育、社会的活動への参加に役立つ
という目的の達成における他の交通モードとの関係における機能について検討するには、国
家レベルの調査よりも、より小さい単位での研究が必要となるだろう。
本システムの当初の計画者及び建設者は、たとえ、いくつかの望ましくない結果を割り引

いていたとしても、本システムがとてつもない影響を持つことを期待していた。委員会は、
インターステートの過去と現在のこれらの領域における、多くの情報を集め、多くの意見を
聞いたが、すでに存在し、国の経済的、社会的構造の中に統合された同システムの経済的、
社会的評価を請け負うことは難しいと考えた。そのような統合を前提として、同システムが
経済的社会的便益を生み出し続けるためには、安全で、効率的で、信頼性のある運営は、不
可欠であるということはフェアである。システムのパフォーマンスを測定するための伝統的
な手法、すなわち交通量の実績と容量の比率、事故率、および総遅延時間は、同システムの
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経済的な重要性を反映している。さらに、これらの意見徴取によって、委員会はインタース
テートの経済及び米国人の日常生活における影響と重要性について、より深く認識すること
ができた。
これらの外部の意見徴収は、義務的調査項目のうちのいくつかは直接的または意味のある

形で、取り扱うことは難しいという委員会の当初からの懸念を裏付けることとなった。例え
ば、道路及び車両の専門家との会議の後で、委員会は、建設、維持、運営及び安全性に関す
る新たな基準の適用を可能にするような新技術の可能性について 年間にわたって、深く
検討することは賢明なことではなく、不可能ですらあると結論付けた。そのような検討の実
施可能性について検討していた際に、委員会は、技術的な進歩は、これらの事項のそれぞれ
に影響を与える進歩した能力の獲得に至るであろうことを認識した。また、これらの発展は、
インターステートを将来に向けて準備するうえで、待ち受けている課題のいくつかを軽減す
る。過去 年だけを見ても、 や超高機能コンクリートや防錆強化鋼のような道路資材、
並びに加速型橋梁工事のような工法において顕著な変革があった。同時に、より遠い将来に
おける具体的な技術的発展を予測することは、手の届かない潜在的に投機的な行為であり、
委員会としては生産的な成果を生み出すとは考えられない。
同様に、インターステートの米国の経済及び日常生活における重要性に関して、多くの発

表者のヒアリングの後で、委員会は、同システムが雇用と教育へのアクセスやコミュニティ
ー及び生活の質に与える影響を検討するという要請に対して直接的に応えるための良い方
法を思いつかない。インターステートは複数の目的を持ち、いくつかの社会的な規模におい
て運営され、広範囲の利用者が利用している。これらは通勤者、買い物客、地域内の商業サ
ービスのトラック、ある地域から他の地域へのレジャー又はビジネス旅行者、多種の商品を
運ぶ長距離トラックである。それぞれのケースおいて、インターステートは、より広い道路
ネットワーク及び交通モードの一部であり、トリップの性質と目的により、これらのうちあ
るものは補完的であり、あるものは代替的である。インターステートの多様かつ状況ごとに
異なる役割に照らして、委員会は、同システムが雇用、教育、社会的活動への参加に役立つ
という目的の達成における他の交通モードとの関係における機能について検討するには、国
家レベルの調査よりも、より小さい単位での研究が必要となるだろう。
本システムの当初の計画者及び建設者は、たとえ、いくつかの望ましくない結果を割り引

いていたとしても、本システムがとてつもない影響を持つことを期待していた。委員会は、
インターステートの過去と現在のこれらの領域における、多くの情報を集め、多くの意見を
聞いたが、すでに存在し、国の経済的、社会的構造の中に統合された同システムの経済的、
社会的評価を請け負うことは難しいと考えた。そのような統合を前提として、同システムが
経済的社会的便益を生み出し続けるためには、安全で、効率的で、信頼性のある運営は、不
可欠であるということはフェアである。システムのパフォーマンスを測定するための伝統的
な手法、すなわち交通量の実績と容量の比率、事故率、および総遅延時間は、同システムの

成功に関する合理的な指標を与えている。

委託されたリソースペーパー
いくつかの重要な事項について、委員会は、ヒアリングだけでは得られず、メンバーの当該
事項に関する専門知識を超えるため、追加的な情報及び専門家による分析の必要性を認識し
た。そのため、委員会は、インターステートの利用、状態、パフォーマンス、投資必要額、
および財源調達に関する重要な示唆を与えることが期待される事項について、検討結果の情
報を伝え、報告書の議論の基礎とするため、いくつかのリソースペーパーの作成を委託した。
これらのリソースペーパーは、付録 から に収録されているが、米国の将来の人口学的、
経済的発展、および自動車旅行に対する示唆、劇的に変動する気象、並びに車両に関する技
術的進歩の結果といった事項を検討している。

モデリング
議会からの指示に従って、委員会は、今後数十年にわたるインターステートの更新、および
近代化に必要な改良及び投資費用を算定するために、 プロジェクト の報
告書を参考にした。 報告書は、これらの算定に当たって 段階プロセスを提案して
いる。第 段階は、再舗装、修復、更新及び再建設によって、既存のシステムを「良好な修
繕状態」に回復させるために必要な投資額を算定することである。 第 段階は、この回復
されたシステムがその容量における最適な利用を通じて効率的に運営されるために必要な
設計及び技術に対する追加的な投資額の算定である。第 段階は、車線の追加やインターチ
ェンジを改良することを含む物理的な変更による運営容量を増加させるための投資額を算
定することである。最終段階は、進歩した道路及び車両の技術の適用、並びにシステムの容
量を増加させるための需要管理手法の検討である。

報告書は、これらの算定のために が長年使用している道路及び橋梁モデ
リング・システム、すなわち道路経済的必要条件システム（

）および全国橋梁投資分析システム
を使用することを提案している。これらのモデルは付録 および第 章に

おいて詳述されているが、いつ改良が正当化されるかを決定するための費用―便益分析を行
う。これは、所与の改良を行うために必要な費用、改良が状態及びパフォーマンスに及ぼす

再舗装、修復、および改築（３ ）プロジェクトは、既存の道路の保全し、サービス寿命を延
ばし、安全性を高めるために、通常は、舗装の改良を含んでいる。修復および改築工事には路
盤の強化、路肩の工事、および排水工事のような修繕工事を含み、これにより再舗装のような
追加工事が可能になる。これらは、典型的には既存の三次元線形を維持する。再建設は、基本
的に既存の線形に沿って、道路を建設することと定義される。
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影響（舗装の平坦性、床版の状態、ピーク時容量）、並びに改善された状態とパフォーマン
スから得られる交通運用上の便益を計算することによって達成される。しかしながら、

報告書は、これらの つのモデルは限定された改良だけを考慮していることを認識
している。このため、報告書はモデルの計算結果を、ケーススタディおよび他の分析手法か
ら得られる情報によって補完することを提案している。
議会の要望に従って、委員会は、上述の 段階の階層的改良が将来のインターステートの

投資必要額の決定を可能にするかどうかをテストするために、 と の分析を委
託した。将来の交通量増加に関する委託されたリソース・ペーパーに含まれる情報に基づい
て、自動車走行台キロの伸び率を、今後 年間、およびより長期のケースについて、年
から ％に設定して、モデルを稼働させた。これらの分析によって、委員会は、モデルは
おおむね 年を超える投資の計画のためには、十分に頑健ではないという結論に達した。
また、インターステートの投資の決定が一般的に良く定義された費用―便益分析に基づいて
実施されていないので、提案された 段階投資決定法は、有用でないという結論に達した。
もし、それらがこの方法で実施されていたなら、具体的な改良のタイプごとにあらかじめ決
定された順序にこだわることはなかったはずである。むしろ、それらは最も費用便益比率の
高い改良をタイプにかかわらず実施したはずである。
委員会は 報告書の提案に、厳密には従わないと決定したが、 と を

かなりの部分で使用した。実際問題として、インターステートの現在の状態とパフォーマン
スに関する基本となる情報を提供するものとして、これらのシステムに代わるものはない。
交通量の変化がインターステートの状態と運営上のパフォーマンスに、どのような影響を与
えるかを予測するため、また道路及び橋梁の特定のタイプごとの改良に伴う費用のレベルを
算定するための代替的なモデルも存在していない。したがって、モデルの数値、アルゴリズ
ム、およびアウトプットが、時には、単純すぎるきらいはある（本報告書の他の部分で述べ
られている点において）が、 つのモデルは、他の分析ツールによって補完されれば、短期
から中期において必要となる投資の概算額を算定するという本委員会の目的においては十
分である。
このようにして、 と を使用することによって、今後 年間の交通量の伸び

率を設定し、費用便益比率の高いインターステートの改良を特定するためにモデルを使用す
ることが必要になった。費用便益比率が 以上の改良候補プロジェクトが、健全な投資とし
て分類され、投資必要額の算定の中に含められた。この合計額はシステムの必要投資額の参
考値を示している。しかしながら、この投資レベルが保証されるかどうかは、最終的には、
リソースに対する他の需要との比較考量、並びに交通の遅延、舗装及び橋梁の状態のレベル

舗装健全性履歴（ ）手法が、 の出力データを補完するために使用された。このツ
ールと分析は第５章で記述される。
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影響（舗装の平坦性、床版の状態、ピーク時容量）、並びに改善された状態とパフォーマン
スから得られる交通運用上の便益を計算することによって達成される。しかしながら、

報告書は、これらの つのモデルは限定された改良だけを考慮していることを認識
している。このため、報告書はモデルの計算結果を、ケーススタディおよび他の分析手法か
ら得られる情報によって補完することを提案している。
議会の要望に従って、委員会は、上述の 段階の階層的改良が将来のインターステートの

投資必要額の決定を可能にするかどうかをテストするために、 と の分析を委
託した。将来の交通量増加に関する委託されたリソース・ペーパーに含まれる情報に基づい
て、自動車走行台キロの伸び率を、今後 年間、およびより長期のケースについて、年
から ％に設定して、モデルを稼働させた。これらの分析によって、委員会は、モデルは
おおむね 年を超える投資の計画のためには、十分に頑健ではないという結論に達した。
また、インターステートの投資の決定が一般的に良く定義された費用―便益分析に基づいて
実施されていないので、提案された 段階投資決定法は、有用でないという結論に達した。
もし、それらがこの方法で実施されていたなら、具体的な改良のタイプごとにあらかじめ決
定された順序にこだわることはなかったはずである。むしろ、それらは最も費用便益比率の
高い改良をタイプにかかわらず実施したはずである。
委員会は 報告書の提案に、厳密には従わないと決定したが、 と を

かなりの部分で使用した。実際問題として、インターステートの現在の状態とパフォーマン
スに関する基本となる情報を提供するものとして、これらのシステムに代わるものはない。
交通量の変化がインターステートの状態と運営上のパフォーマンスに、どのような影響を与
えるかを予測するため、また道路及び橋梁の特定のタイプごとの改良に伴う費用のレベルを
算定するための代替的なモデルも存在していない。したがって、モデルの数値、アルゴリズ
ム、およびアウトプットが、時には、単純すぎるきらいはある（本報告書の他の部分で述べ
られている点において）が、 つのモデルは、他の分析ツールによって補完されれば、短期
から中期において必要となる投資の概算額を算定するという本委員会の目的においては十
分である。
このようにして、 と を使用することによって、今後 年間の交通量の伸び

率を設定し、費用便益比率の高いインターステートの改良を特定するためにモデルを使用す
ることが必要になった。費用便益比率が 以上の改良候補プロジェクトが、健全な投資とし
て分類され、投資必要額の算定の中に含められた。この合計額はシステムの必要投資額の参
考値を示している。しかしながら、この投資レベルが保証されるかどうかは、最終的には、
リソースに対する他の需要との比較考量、並びに交通の遅延、舗装及び橋梁の状態のレベル

舗装健全性履歴（ ）手法が、 の出力データを補完するために使用された。このツ
ールと分析は第５章で記述される。

に関する国民の期待を考慮して、意思決定者によって決定される。
要約すると、委員会は、同システムの状態とパフォーマンスのレベル、および便益と費用

の測定、並びに採用されたアルゴリズムに関する と の限界を認識した。それ
にもかかわらず、議会から活用するように要請された 報告書は、これらのモデルに
基づいており、その算定結果が定期的に議会に報告されていることから、議会の要請に沿っ
て、委員会は可能な限りこれらのモデルを使用した。

ケーススタディ
最後に、 において提案された方法論に従って、委員会は、実施中または計画中のイ
ンターステートの約 のプロジェクトに関するケーススタディを委託した。これらのケー
ススタディは付録 に収録されているが、現在実施中または将来必要となるインターステー
トの改良を例示している。多様なプロジェクトがケーススタディで検討されたが、これらは、
他の情報源や分析モデルから得られた費用データを評価するために使用される実際の費用
に関する情報を提供する。しかしながら、ケーススタディは、同システムの将来投資額の算
定において、当初予想されていたほど重要な役割を占めなかった。それは、少数のプロジェ
クトを一般化することの難しさによる。

報報告告書書のの構構成成
本報告書の残りの部分は つの章から構成されている。それに加えて、報告書に添付された
付録とオンラインでの選択された追加情報がある。
第 章は、インターステート制の歴史（当初目的、構造、および経緯）に関する議論を含

む本報告書の追加的な背景及び論脈を提供している。第 章は発生してきた課題を特定し、
検討している。それらは委員会の見地から、意思決定者が将来のインターステート・システ
ムを準備する上で対峙しなければならないことである。これらの課題は、同システムの舗装
基盤を再建設する必要性から気候変動への対処や新技術の本質的な統合まで幅広いが、委員
会の外部へ意見照会や、委託されたリソース・ぺーパー、およびメンバーの専門的かつプロ
フェッショナルな判断から導き出されたものである。これらの喫緊の課題の性質とその大き
さを形成する潮流と要因、すなわち国全体の人口の変化や車両技術の変化の予測については
第 章で取り扱われている。
委員会のためまた、それに自体による特別の分析は、第 章および第 章の出発点となっ

ている。第 章における分析は、いくつかのモデル以外のツール及び手法と組み合わせて、
及び モデルを採用し、インターステートを第 章で特定された喫緊の課題に

対応した状態にするために、今後 年間に必要な年当たりの概算額の範囲を決定した。第
章に記載されているモデリングと他のツールは実施されたものの一部に過ぎないが、本調

査に最も深い関連性を持つものである。第 章は、インターステートが現在、どのように財
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源調達されているか、及びどのように収入が配分されているかについて記述されている。本
章及び補完する付録は、財源調達のためのオプションを検討し、それぞれのオプションが第
章で明らかにされた 年間の投資必要額を調達するために、どれだけの収入を生み出す

かを算定している。
第 章では、以前の章に含まれている情報、分析及び評価に基づいて、委員会の発見した

知見をまとめた後で、インターステートを米国の主要な交通システムとして維持するための
行動のための設計図を提示している。最後に、政策の変更のための の勧告を行っている。

参参考考文文献献

Edwards, A. 2018. Hiding in Plain Sight: The FDR Interstate Highway Map. 
  National Archives: The Unwritten Record, June 26. https ://unwritten-record.

blogs.archives. gov/2018/06/26/hiding-in-plain-sight-the-fdr-interstate-
highway-map.
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源調達されているか、及びどのように収入が配分されているかについて記述されている。本
章及び補完する付録は、財源調達のためのオプションを検討し、それぞれのオプションが第
章で明らかにされた 年間の投資必要額を調達するために、どれだけの収入を生み出す

かを算定している。
第 章では、以前の章に含まれている情報、分析及び評価に基づいて、委員会の発見した

知見をまとめた後で、インターステートを米国の主要な交通システムとして維持するための
行動のための設計図を提示している。最後に、政策の変更のための の勧告を行っている。

参参考考文文献献

インターステートの創設者は、連邦と州のパートナーシップに依存して、比類のない大陸
横断高速道路システムを建設した（ ）。彼らのビジョンは、広く分散した人
口と商業の中心地を接続し、国の経済と防衛のニーズをサポートする、近代的な高速道路シ
ステムを生み出した。そしてそれは、最終的に合衆国を縦横に走るものに発展した。フラン
クリン・ ・ルーズベルト大統領とドワイト・ ・アイゼンハワー大統領の提案に応えて、
議会は 年にシステムを特定し、 年に残りのガバナンスと財源調達の問題を解決し
た。数十年にわたる提案と議論の末に発展した連邦主義の枠組みにおいて、連邦政府はシス
テムの資金提供と全般的な監督を主導し、州は基準を設定し、個々の高速道路を建設、運営、
維持した。
本章では、インターステートの膨大な距離と範囲、他の交通モードとの接続、国防上の役

割、旅行者と貨物運送業者による共同使用、及び優れた安全性能を通じて、創設者のビジョ
ンがどのように実現されたかについて説明する。創設者は、このシステムが大きな社会的及
び経済的利益をもたらすことを期待していたが、それがいかに根本的に都市間トラック輸送
業界を変革し、コミュニティを変え、国の大都市圏の規模、形態、場所に影響を与え、ほぼ
すべての米国人の経済と日常生活の中心となるかを想像できなかったであろう。しかし彼ら
は、システムの開発と運用が、特に都市の土地利用を変革し、国の多くの大都市の中心部で
近隣地域を分断し、次第に大気汚染と温室効果ガスの排出の一因となっていくことにより課
される、社会的及び経済的費用を過小評価していた可能性がある。経済的及び安全上の利益
を含むシステムの成功の主要な要素を議論する際に、その社会的費用も認識されなければな
らない。

ビビジジョョンンがが根根づづくく

良い道路と運河は、距離を縮め、商業的及び個人的な交流を促進し、さらに密接
な利益共同体によって、合衆国の最も遠く離れた地域を統合する。
（アルバート・ギャラティン『道路と運河に関する財務長官報告』、第 回議
会、第 会期、上院文書第 号、 年 月 日、 ページ）

アメリカ独立戦争の終結のわずか 年後、ジョージ・ワシントン将軍はすでにオハイオ州
への西方ルートを調査し、同国人にこのルートに従って新しい国を統合するための道路を建
設するよう奨励していた（ ）。実際、国の創設者の多くは、かつては緩や
かに所属していた旧植民地を拘束するために、交通網、主に当時の河川や運河だけでなく道
路も重要であると考えていた（ 、出版年記載なし、 ）。しかし、 世紀

第第 章章 ビビジジョョンンがが根根づづきき、、実実をを結結ぶぶ
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末にインターステート道路に関する連邦政府の役割についての憲法上の問題が解決され、
世紀初頭の自動車の出現と採用の後にそのような道路に対する商業的及び市民的な需要が
現れるまで、将来の大統領と議会は、統一交通網というこのビジョンを実現するのに苦労す
ることになる。

世紀を通じて、連邦政府が交通改善に関与するという多数の提案にもかかわらず、歴代
の大統領と議会は、憲法が連邦政府に運河と高速道路の建設又は資金提供の権限を与えてい
るかどうかを議論した。それを実現するための多くの提案は、憲法が許すものが明確でなか
ったために否決されたか失敗した（ 、出版年記載なし、 – ） 。インターステ
ートにおける連邦政府の強力な役割は、 年の最高裁判所の判決により、道路に資金を提
供し、道路を建設する連邦政府の権限の基礎として通商条項が発動されるまで、合憲とは見
なされなかった（ 、出版年記載なし、 ）。しかし、国家レベルでのこの役
割に関する政治的コンセンサスは、何十年もとらえどころのないままであった。
そのコンセンサスは、第一次世界大戦の直前と直後の数年間で高速道路交通の需要が増大

したため、 世紀初頭に現れ始めた。第一次世界大戦が開戦すると、欧州列強が合衆国物資
の輸入を米国の鉄道の積載能力を超えるレベルまで急速に増加させたため、トラック輸送が
急激に拡大した（ ）。それより 年前のフォードモデル の導入により、自
動車は増加する米国の中流階級にとって手頃な価格になり、 年代までに、何百万台もの
自動車が、国の、成長しているとはいえまだ時代遅れの公道の道路網を走っていた。

世紀の初期の数十年の陸上交通は、混雑した道路システムによって特徴付けられており、
地方での使用のために設計及び構成され、不連続性が甚だしかった。これらの欠点を緩和す
るために、メイン州、ニューヨーク州、ペンシルベニア州などの州は、主要都市間にアクセ
ス制限付き有料ターンパイクを建設し、後に改良した（ ）。これらの初期の有料高
速道路のいくつかは、交差点での道路の立体交差を可能にする橋梁の使用などの重要な新し
い設計機能を実装し、後にインターステートシステムに組み込まれることになる。公衆の幻
滅と運営者の倒産に苦しんだ 世紀と 世紀の有料ターンパイクとは異なり 、州によるタ
ーンパイクは、旅客と貨物輸送の需要が急増するこの時代に成功し、高速道路の財源調達メ
カニズムとしての有料化への関心が高まった。
ニューヨーク州知事として以前に道路の建設と使用を促進していたフランクリン・ルーズ

ベルト大統領は、大陸を横断する有料高速道路システムという概念に魅了された。大統領と

議会は、多くの場合これを違憲と見なした大統領の反対を押し切って、歳出法案を通じて
個々の改善に資金を提供し続けたが、 年に憲法が批准されてから 年まで、提案され
たすべての高速道路への国家資金提供プログラムは失敗したことに注意されたい。
「 年までに、 マイル以上の道路が州の設立認許状に基づいて建設されたか、又は

ターンパイクに転換された」（ ）。
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の輸入を米国の鉄道の積載能力を超えるレベルまで急速に増加させたため、トラック輸送が
急激に拡大した（ ）。それより 年前のフォードモデル の導入により、自
動車は増加する米国の中流階級にとって手頃な価格になり、 年代までに、何百万台もの
自動車が、国の、成長しているとはいえまだ時代遅れの公道の道路網を走っていた。

世紀の初期の数十年の陸上交通は、混雑した道路システムによって特徴付けられており、
地方での使用のために設計及び構成され、不連続性が甚だしかった。これらの欠点を緩和す
るために、メイン州、ニューヨーク州、ペンシルベニア州などの州は、主要都市間にアクセ
ス制限付き有料ターンパイクを建設し、後に改良した（ ）。これらの初期の有料高
速道路のいくつかは、交差点での道路の立体交差を可能にする橋梁の使用などの重要な新し
い設計機能を実装し、後にインターステートシステムに組み込まれることになる。公衆の幻
滅と運営者の倒産に苦しんだ 世紀と 世紀の有料ターンパイクとは異なり 、州によるタ
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カニズムとしての有料化への関心が高まった。
ニューヨーク州知事として以前に道路の建設と使用を促進していたフランクリン・ルーズ

ベルト大統領は、大陸を横断する有料高速道路システムという概念に魅了された。大統領と

議会は、多くの場合これを違憲と見なした大統領の反対を押し切って、歳出法案を通じて
個々の改善に資金を提供し続けたが、 年に憲法が批准されてから 年まで、提案され
たすべての高速道路への国家資金提供プログラムは失敗したことに注意されたい。
「 年までに、 マイル以上の道路が州の設立認許状に基づいて建設されたか、又は

ターンパイクに転換された」（ ）。

しての最初の 期を通じて、彼はさまざまなルートを示す地図を熟考したが、これは大恐慌
時代の失業率をすぐに改善するものではなく、高速道路建設プログラムを連邦政府が運営す
ることに反対する多数の議員から疑問視されると考えられたため、彼の壮大なビジョンの実
施について寡黙であった。第二次世界大戦の勃発により、大統領と議会に新たな優先事項が
生まれ、インターステートの開発計画が一時的に遅れた。
終戦が近づいたとき、インターステートの高品質システムの開発への関心が再浮上した。

しかし、彼自身の技術顧問を含む多くの専門家は、ルーズベルトの以前の有料システムとい
う概念に依然として懐疑的であった（ 、出版年記載なし、 、 – ）。連邦公共
道路局（ ）の長官を長く務めたトーマス・マクドナルドは、敷設権の取得の課題、州が
既存の道路の安全性改善に資金を提供するのを助ける切実な必要性、及び国内の急速に郊外
化する都市で発生する局所的な混雑問題を緩和するという優先事項のために、この考えに反
対した。マクドナルドは、高速道路による長距離旅行の需要が十分であるかどうかも疑問視
した。これは、 の分析では、通行料戦略は人口の少ない農村地域を横断する全国システ
ムの大部分では機能せず、需要の高い都市区間などの限られた環境により適していることが
示されていたためである（ 、出版年記載なし、 – ）。

年に、ルーズベルトの全国地域間高速道路委員会は、 マイルのインターステー
トシステムの建設を推奨し、 年の連邦補助道路法（ ）によって
認可された。指定されたシステムは、 ％の連邦資金で州が開発した強化された設計基準に
基づくことになった。 年法は、一部には第二次世界大戦の末期の州には新しい高速道路
の建設に充てるリソースがほとんどなかったため、わずかな距離しか生み出さなかったが、
連邦補助金を、インターステート機能を有する州高速道路の一部のみに限定するという連邦
政府の権限を保持しながら、州に道路に関する意思決定を委任することにより、 年の連
邦道路法（ ）によって作られた先例を強化した（ 、出版年記載な
し、 ）。有料のインターステートが牽引力を持たないという考えから、地域間高速道路委員
会は、十分な州管理の保証とともに、議会内で妥協案のベースとなる「無料の」高速道路の
全国システムを提案した。アイゼンハワー大統領のリーダーシップの下で作られたこれらの
妥協案は、 年の連邦補助道路法（ ）（通称、全米インターステ
ート国防高速道路法（ ））の成立につながった
（ 、出版年記載なし、 ）。この法律は、インターステートが、可能な限り直接的か
つ実用的なルートで、主要な大都市圏 、都市、及び工業の中心地を接続すること、国防に役

「郵便道路」は連邦政府の権限に属すると憲法で言及されているが、 世紀までに郵便局が
設置した道路は必ずしも主要な大通りやインターステートのような性格のものではなかった。
「このインターステートの全国システムは、総道路距離のうちわずか ％しかないが、

の州都と 万人を超える全都市の ％をつないでいる」（ ）。
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立つこと、並びにすべての適切な境界地点を大陸として重要なルートと接続することを要求
していた。 年法の成立は、主に連邦燃料税とさまざまなトラック料金及び税金の形で、
道路利用者料金から得られる「使用量に基づく支払」方式の財源調達システムに懸かってい
た。収入は道路信託基金（ ）に繰り入れられ、インターステートの開発専用の特定資金
を含め、資金が連邦補助道路プロジェクトに充てられることが保証されていた。 からの
収入により、連邦政府は建設費用の ％を州に払い戻すことになっていた。同法はシステム
を マイルに制限していたが、 資金提供の対象とならないいくつかの既存の有料高
速道路を含めることを認可した。
システムの接続性を確保するために重要であるため、プログラムは、州に対し、計画され

たルートを完成させるために必要な連邦補助金を最終的に提供することを保証した（「完成
までの費用（ ）」保証として知られる）。しかし、その連邦資金は、完成まで
の費用の見積もりに基づいて上限が設定され、投資必要額の区間ごとの予測を必要とした。
最初の完成までの費用契約（インターステート費用見積、又は として知られる）は
年に 億ドルで作成され、その後議会によって承認された（ 、出版年記載なし、
）。契約に基づいて、 は各認可サイクルで更新する必要がある。

イインンタターースステテーートトのの出出現現とと進進化化

年法の成立により、州は世界最大の建設プロジェクトに着手した。これは、家庭の旅
行パターンを形成し、長距離トラック輸送部門を変革し、大都市圏の分散化に貢献すること
により、目に見える結果を迅速にもたらす事業である。総支出を抑えるのを助けるために、

年法では、連邦補助金で建設できる総距離が制限されていた（ 、 ）。その後
の再認可により、元のシステムに距離の増分が追加された。たとえば、 年の陸上交通補
助法（ ）には、インターステート建設（ ）資金の使
用に対する合計 マイルの承認が含まれていた（ 、 、出版年記載なし、 ）。
インターステートの特徴の つは、州間での均一性である。 年法は、共通の幾何学的

及び建築上の基準、並びに一貫した標識などのその他の機能を使用してシステムを建設する
ことを要求していた。特定の基準は、米国州道路および交通行政官協会（

）によって開発され、 とその
後継機関である連邦道路庁（ ： ）によって採用され
た。基準には次の要件が含まれていた。

・ 施設へのアクセスの完全な制限
・ 都市地域では マイル、農村地域では マイルの完全制御アクセスインターチェンジ

間の最小間隔
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）。契約に基づいて、 は各認可サイクルで更新する必要がある。

イインンタターースステテーートトのの出出現現とと進進化化

年法の成立により、州は世界最大の建設プロジェクトに着手した。これは、家庭の旅
行パターンを形成し、長距離トラック輸送部門を変革し、大都市圏の分散化に貢献すること
により、目に見える結果を迅速にもたらす事業である。総支出を抑えるのを助けるために、

年法では、連邦補助金で建設できる総距離が制限されていた（ 、 ）。その後
の再認可により、元のシステムに距離の増分が追加された。たとえば、 年の陸上交通補
助法（ ）には、インターステート建設（ ）資金の使
用に対する合計 マイルの承認が含まれていた（ 、 、出版年記載なし、 ）。
インターステートの特徴の つは、州間での均一性である。 年法は、共通の幾何学的

及び建築上の基準、並びに一貫した標識などのその他の機能を使用してシステムを建設する
ことを要求していた。特定の基準は、米国州道路および交通行政官協会（

）によって開発され、 とその
後継機関である連邦道路庁（ ： ）によって採用され
た。基準には次の要件が含まれていた。

・ 施設へのアクセスの完全な制限
・ 都市地域では マイル、農村地域では マイルの完全制御アクセスインターチェンジ

間の最小間隔

・ 時速 ～ マイルの設計速度（地形のタイプによる）
・ 各方向に最低 つの走行レーン
・ フィートのレーン幅
・ フィートの右舗装路肩
・ フィートの左舗装路肩
・ 構造物の フィートの上方空間（当初は軍事配備のニーズを満たすように設定され

ていた）
・ 共通の標識。

高速道路交通の橋梁の耐久性への影響に関してだけでなく、米国州道路行政官協会
（ ）道路試験などの研究活動も、 年の設
計寿命を含むインターステート舗装の基本的な耐久性要件を提供する上で主要な役割を果
たした（ 他、 ）。

これらの基本的なシステムの基準と財源調達メカニズムが整ったため、システムの建設は
年法の成立のほぼ直後から始まり、道路建設の技術と活動に革命をもたらした。 年

後半にシステムを建設する最初の契約が締結されてから数年以内に、州は、最終的にパナマ
運河を建設するために必要な地球の体積の 倍以上を動かし、厚さ フィート、高さ フィ
ート、世界を取り囲むのに十分な長さの壁を建設するのに足る量のコンクリートを注ぐこと
になる（ ）。システムの認可から 周年を迎えるまでに、州は マイル以上
を開通させ、さらに マイルを建設中であり、これは計画されたシステムの半分以上を
占めていた（ ）。

年までに、合衆国本土のすべての州でインターステートが建設され、あるいは建設中
であったが、区間の間に多くの間隙があった。これらの間隙は数年以内に減少したが、完全
になくなるまでには時間がかかった。実際、システム内の主要な大陸横断ルートのひとつで
ある は、 年まで完成しなかった（ ）。
インターステートの前半は、その多くが開放された農村地域を通過したため、非常に迅速

に建設できた（ – – ）。また、それよりも数年前に建設されて
いたいくつかの高速道路も組み込まれた。たとえば、ニューヨーク州クイーンズのグランド
セントラルパークウェイの一部は、 年に開通し、後に の一部としてインターステ
ートに組み込まれた。アーウィン（ピッツバーグの南東）とカーライル（ハリスバーグの西）
の間のペンシルベニアターンパイクは、 年に開通し、後に と として指定された。
インターステートの後半の大半は、最も困難な地形を横断し、都市地域を横断するため、完
成するのにさらに 年かかる（ ）。実際、元の計画は、最後の不連続部
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であるペンシルベニア州とニュージャージー州の境界にある の区間が 年に完了し
たため、最近完成した（ ）。
インターステートの建設が 年代に頂点を過ぎ、初期の一部の区間が頻繁な使用のスト

レスから老朽化と摩耗を示し始めたため、議会は元のインターステートプログラムの主要な
側面を修正した。 年連邦補助道路法（ ）は、初めて、「 」、
つまり、再舗装、修復、及び改築のための資金を提供した 。 年に に再建設
（ ）が加わって となり、初めて再建設用の費用の名目で が使えるよう
になった。すべてのインターステート維持は、以前は州の責任であったが、除雪やポットホ
ール修復などの基本的なメンテナンスが依然として州の排他的責任であることとは異なり、
保全のための連邦資金を提供することは国の関心事であるというコンセンサスが成立した 。
法律の連続的な変更は、専用の高速道路建設プログラムを段階的に廃止し、インターステ

ートを連邦補助金の対象となるはるかに大きな一連の高速道路の一部分にすることにより、
インターステートプログラムをさらに修正する。州間でのシステムの不均一な完成に直面し
て、議会は、各州にインターステート建設配分の総額の最低 ％を提供することにより、連
邦補助金の財源調達方式を修正した。新しいインターステートの建設が必要でない場合、州
はインターステートの 事業及び連邦補助金の対象となる他の高速道路の事業に資金を使
用できる。 年のインターモーダル陸上交通効率化法（

）の成立により、議会は、その授権期間中に提供されたインターステート建設
資金が、システムを完成させるための最終資金になると宣言した。 年に、議会はインタ
ーステートを含む マイルのシステムである米国幹線道路網（ ：

）を指定した（ ）。 は、インターステートの特定の設計基準を満た
していない場合でも、州際交通機能を備えたすべての高速道路を含めることを目的としてい
る。

の出現により、インターステートは、連邦補助の対象となる道路のいくつかのカテゴ
リの つになった。これには、 のその他の マイルの非インターステートと、下

プロジェクトは通常、既存の高速道路の保全により耐用年数を延長し、安全性を改善する
ことを目的とした舗装の改善を含む。 修復及び改築の工事には、路盤の強化、路肩工事、排水
工事などの修理が含まれる。これにより、再舗装などの追加の処理を行うことができる。通
常、既存の 次元線形を維持する。
再建設は、主に既存の線形に沿って再建設される道路に適用されるものとして定義される。
「保全とは、良好な補修状態にある交通設備の状態を改善又は維持するために計画及び実行

される作業をいう。 保全活動は一般的に、容量や構造的価値を追加するものではないが、交通
設備の全体的な状態を修復する」（ ）。

年に、議会は 世紀における発展に向けた前進法（ ：
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）の成立により、議会は、その授権期間中に提供されたインターステート建設
資金が、システムを完成させるための最終資金になると宣言した。 年に、議会はインタ
ーステートを含む マイルのシステムである米国幹線道路網（ ：
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していない場合でも、州際交通機能を備えたすべての高速道路を含めることを目的としてい
る。

の出現により、インターステートは、連邦補助の対象となる道路のいくつかのカテゴ
リの つになった。これには、 のその他の マイルの非インターステートと、下

プロジェクトは通常、既存の高速道路の保全により耐用年数を延長し、安全性を改善する
ことを目的とした舗装の改善を含む。 修復及び改築の工事には、路盤の強化、路肩工事、排水
工事などの修理が含まれる。これにより、再舗装などの追加の処理を行うことができる。通
常、既存の 次元線形を維持する。
再建設は、主に既存の線形に沿って再建設される道路に適用されるものとして定義される。
「保全とは、良好な補修状態にある交通設備の状態を改善又は維持するために計画及び実行

される作業をいう。 保全活動は一般的に、容量や構造的価値を追加するものではないが、交通
設備の全体的な状態を修復する」（ ）。

年に、議会は 世紀における発展に向けた前進法（ ：

位カテゴリのさらに マイルの州内及び州際ルート（図 を参照）、合計約 万マイ
ルも含まれる。 年に成立した法律では、議会は新しく設立された全国高速道路性能プロ
グラム（ ）に基づいて プロジェクトへの資金提
供を強化した（ ）。 年にプロジェクトに費やされた連邦高速道路補助資金
のうち、約 ％がインターステートのプロジェクトに使用された 。
今日、インターステートは、図 に示すように、複数の大陸横断ルート、 州すべての

区間、及び合衆国本土のすべての主要都市地域への接続を含む マイル以上で構成され
ている。全体で、システムの建設には、 マイルが約 億ドル（ 年の相場でいえ
ば 億ドル程度）の投資で完成するのに 年かかると 年に予想されていたが、当初
計画された マイルがほぼ完成するのに 年以上かかり、 億ドル（ 年ドルで

億ドル）の州及び連邦の総投資額を要することとなった（ 、出版
年記載なし、 ） 。図 は、システムがほぼ完成したと考えられた 年以
降、インターステートのセンターラインとレーンの距離がどのように変化したかを示してい
る。

）の第 条によりさらに マイルを指定することによ
り、 を拡大した（ 、出版年記載なし、 ）。
連邦道路法は、州が連邦補助金をどのように使うかについてかなりの柔軟性を州に与えてい

る（連邦補助金は道路クラスによって割り当てられるのではない）。 年度に、インタース
テートに対する連邦補助金の国家義務は、州に提供された約 億ドルの連邦道路補助金のう
ち、合計約 億ドル（ ％）であった（ 表 を参照）。連邦ガス税の約

％が交通に充てられているため、インターステートに割り当てられた連邦燃料税の総額の
シェアは、燃料税に由来する陸上交通に対する連邦補助金の総額の 分の 未満になる。
インターステートの建設の最終費用は、 年に 億ドルと推定された（

）。 ミネアポリス連邦準備銀行が公開したインフレ調整指数を使用して、 年と
年の費用を比較した（ 、出版年記載なし）。

33



図 年時点での道路網の他の部分と比較したインターステートシステムの範囲
注： に基づく距離。 ＝自動車走行台マイル（ ）。
出典： 出版年記載なし、 表 出版年記載なし、 。

図 インターステートシステムのルートマップ（ 年）

旅旅客客とと貨貨物物輸輸送送へへのの恩恩恵恵

概概観観
• インターステートシステムは、小型車が走行する総マイルの約 分の 、トラックが
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走行する総マイルの ％を占めている 。
• このシステムは、乗用車と貨物の両方の州際及び長距離移動の大幅な節約の要因とな
っており、場合によっては、建設前の移動時間と比較して移動時間が半分に短縮され
ている。

• インターステートは、国の高速道路システムの背骨として機能するだけでなく、国の
海港、鉄道ターミナル、商業空港にも接続している。

図 インターステートの距離（ ～ 年）
図 インターステートの総延長の推移 ― 年
出典： 表 表 。

運転者は開通するとすぐにインターステートに群がり、その人気は決して衰えなかった。
年までに、インターステートはすでに国の自動車走行台キロ（ ）の ％を占めて

いた（ ）。今日、インターステートは、公道直線マイルの ％強とレーン
マイルの ％を占めており、総 の約 分の を占めている（全小型車の交通量の ％、
全トラックの交通量の ％ ）（ 表 ） 。主に貨物輸送に使用される連結

この数値には、シングルユニット及び連結トラックが含まれている。ピックアップトラ
ックは含まれない。
シングルユニット及び連結トラック。
小型車での移動のほとんどは個人的な性質のものである（ 、表
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トラックが走行するマイルの半分以上がこのシステム上で発生している（ 表
）。

インターステートの人気の明確な理由は、旅客と貨物の移動の両方の移動時間を短縮する
のに役立っていることである。たとえば、ロサンゼルスからワシントン まで、メンフィ
スからアトランタまで、又はボストンからマイアミまでの運転時間は、インターステート前
の時代と比較してほぼ半分に短縮された（表 を参照）。

年に最後に更新された米国旅客流動調査（ ）によると、高速
道路（主にインターステート）による長距離旅行の 分の 近くがビジネス関連の目的で行わ
れたが、 分の は非ビジネス（通勤を含む）及びレクリエーション目的で行われた（

）。これらの数値は、商用利用を超えたインターステートのより広範な影響を示してい
る。

表 インターステート以外のルートでの 年とインターステートルートでの
年の運転距離・時間の比較例

運運転転距距離離（（ママイイルル）） 運運転転時時間間（（時時間間：：分分）） 運運転転時時間間のの短短縮縮
のの概概算算値値 ％％都都市市のの組組合合せせ

ロサンゼルス～ワシントン （一部有料）

ボストン～マイアミ （一部有料）

ソルトレイクシティ～シカゴ （一部有料）

デンバー～セントルイス （一部有料）
ボストン～ニューヨーク市～ワシントン

（一部有料）

メンフィス～アトランタ

： 年の合衆国マイレージチャートのデータから計算。 米国自動車協会。
： マップから取得したデータ。

国の貨物部門においての移動時間の節約も大きく、長距離トラック交通量の著しい成長に
貢献している。たとえば、トラックは 年代半ばにトンマイルの約 ％を占めた
（ 、出版年記載なし、）。 年までに、このシェアはほぼ倍増して ％になり、

年までに、ほぼ ％に達した（ ）。図 は、インターステートシステムを赤
い線で示し、その太さは 日のトラック交通量の平均値に比例する。

、表 、表 を参照）。

36



トラックが走行するマイルの半分以上がこのシステム上で発生している（ 表
）。

インターステートの人気の明確な理由は、旅客と貨物の移動の両方の移動時間を短縮する
のに役立っていることである。たとえば、ロサンゼルスからワシントン まで、メンフィ
スからアトランタまで、又はボストンからマイアミまでの運転時間は、インターステート前
の時代と比較してほぼ半分に短縮された（表 を参照）。

年に最後に更新された米国旅客流動調査（ ）によると、高速
道路（主にインターステート）による長距離旅行の 分の 近くがビジネス関連の目的で行わ
れたが、 分の は非ビジネス（通勤を含む）及びレクリエーション目的で行われた（

）。これらの数値は、商用利用を超えたインターステートのより広範な影響を示してい
る。

表 インターステート以外のルートでの 年とインターステートルートでの
年の運転距離・時間の比較例

運運転転距距離離（（ママイイルル）） 運運転転時時間間（（時時間間：：分分）） 運運転転時時間間のの短短縮縮
のの概概算算値値 ％％都都市市のの組組合合せせ

ロサンゼルス～ワシントン （一部有料）

ボストン～マイアミ （一部有料）

ソルトレイクシティ～シカゴ （一部有料）
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ボストン～ニューヨーク市～ワシントン

（一部有料）

メンフィス～アトランタ

： 年の合衆国マイレージチャートのデータから計算。 米国自動車協会。
： マップから取得したデータ。

国の貨物部門においての移動時間の節約も大きく、長距離トラック交通量の著しい成長に
貢献している。たとえば、トラックは 年代半ばにトンマイルの約 ％を占めた
（ 、出版年記載なし、）。 年までに、このシェアはほぼ倍増して ％になり、

年までに、ほぼ ％に達した（ ）。図 は、インターステートシステムを赤
い線で示し、その太さは 日のトラック交通量の平均値に比例する。

、表 、表 を参照）。

インターステートは、他の輸送モードの接続においても重要な役割を果たす。図 は、
連邦交通省（ ）が全国高速道路貨物ネットワーク（

）の一部として特定した高速道路回廊（赤）の地図を示している。この全国ネッ
トワークのルートは、国全体の貨物システムの性能を改善するための戦略的に指示された
連邦政府のリソースと政策に値すると見なされている。特定された高速道路のほとんどは
インターステートルートであり、国の海港と商業空港へのサービス提供、及び主要な貨物
鉄道ハブの接続に役立つ。

図 インターステートシステム上の 日の平均長距離トラック交通量（ 年）
注：長距離貨物トラックは、通常、少なくとも マイル離れた場所にサービスを提供
する。
ただし、複数のモードによる移動や郵便物で使用されるトラックは除く。

出典： 。

経経済済的的及及びび社社会会的的影影響響のの拡拡大大

概概観観
• 合衆国のインターステート及びその他の道路投資に対する経済的便益の分析により、
高い純社会的収益率が確認されている。

• 都市部のインターステートやその他の自動車専用道路は、郊外化や合衆国の多くの主
要都市の人口減少の一因となった。

• インターステートが計画されていたとき、多くの州及び地方の当局者は、それが都市
部分の混雑を軽減し、中心ビジネス地区の衰退を救うのを助けると考えていたが、常に
そうとは限らなかった。今日、一部の大都市圏では、都市部のインターステート区間に
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蓋掛けをする、又はそれらをトンネルにして、分割されたコミュニティを再統合するな
どの緩和策を検討している。

図 マルチモーダル貨物ネットワーク
出典： 。

終戦以降の政府によるどの単一の行動よりも、これは、直線路、立体交差、橋梁、
細長いパークウェイにより米国の顔を変えることになる。米国経済への影響、つま
り、それが製造と建設で生み出す仕事、それが開拓する農村地域は、予測がつかな
かった。
（ドワイト・ ・アイゼンハワー『改革を行う使命（ ）』、
年（ 、 出版年記載なし、 ）

インターステートの広範囲にわたる影響に関するアイゼンハワー大統領の評価は正当化
されたようである。彼が評価を提示してから 年以上のあいだに、このシステムは合衆国の
経済と米国人の生活にさらに統合されてきた。後になって考えると、元のインターステート
は、交通需要が予見可能な場所を超えて、将来の経済発展とそれが起こる場所に影響を与え
るという重要な触媒としての力を持っていたことがわかる。その結果、合衆国は国内の多く
の地域を隔てる長距離という不利な点を克服することに成功した。この利益により、国は世
界市場で競争するために豊富な人材と天然資源を活用できるようになっただけでなく、シス
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かった。
（ドワイト・ ・アイゼンハワー『改革を行う使命（ ）』、
年（ 、 出版年記載なし、 ）

インターステートの広範囲にわたる影響に関するアイゼンハワー大統領の評価は正当化
されたようである。彼が評価を提示してから 年以上のあいだに、このシステムは合衆国の
経済と米国人の生活にさらに統合されてきた。後になって考えると、元のインターステート
は、交通需要が予見可能な場所を超えて、将来の経済発展とそれが起こる場所に影響を与え
るという重要な触媒としての力を持っていたことがわかる。その結果、合衆国は国内の多く
の地域を隔てる長距離という不利な点を克服することに成功した。この利益により、国は世
界市場で競争するために豊富な人材と天然資源を活用できるようになっただけでなく、シス

テムの接続、移動速度、及び容量の利益を活用して、国、複数の州、地域、及び地方の経済
統合にも貢献した。
これまで国家経済との接点が十分になかった地域は、物品の移動と個人の移動の両方につ

いて、インターステートによってより密接につながるようになった。このシステムは、全国
の住宅地、商業地、工業地の経済を形成した。労働市場へのビジネスのアクセスが拡大され、
人々が職場までより遠くに通勤できるようになり、その結果、住宅や商業開発のために都市
の周辺により多くの土地が開発された。アクセスの改善により、企業は効率を高めるために
自らの業務とロケーションを再構成できた。たとえば、インターステートによって可能にな
ったより高速なトラック輸送サービスにより、企業は生産・流通センターを大きくして、そ
の分その数を減らすことができたため、市場にアクセスしやすくなり、かつ在庫も減らすこ
とができた（ – ）。
これらの影響を定量化することは時として困難を伴う。しかし、一般的に、合衆国の高速

道路投資に対する経済的収益の分析により、高い社会的収益率が確認されている。この収益
は、第二次世界大戦後、国全体の高速道路網が拡大したときに最も高くなった（

） 。 年代及び 年代にインターステートの多くが建設されたとき、
高速道路投資の経済的収益は平均 ～ ％と推定されている。さらに、分析では、高速道路
投資の結果として、経済のほぼすべての部門で大幅な経済的利益が得られたことが示されて
いる（ ）。高品質の高速道路と最も密接にその命運が結びついているトラ
ック輸送業界は、インターステートへの連邦投資から特に大きな生産性の利益を享受してい
ると推定されている。インターステートが形成された 年から 年の間、トラック輸送
業界へのこれらの収益だけを考慮しても非常に大きかったため、この 年間の連邦補助投資
の 分の から 分の を正当化することができた（ ） 。
一般的に、都市部のインターステートやその他の自動車専用道路は、郊外化や合衆国の多

くの主要都市の人口減少の一因となり、これは第二次世界大戦後、拡大する中流階級と急成
長する個人用自動車保有台数に呼応して加速したと理解されている 。他にも多くの要因が
働いていたが、インターステートシステムは、通勤やその他の家庭や社会活動のための自動

これらの結果についての （ ）の最近の解釈も参照されたい。ネットワークが建設
されて配置された後、インターステートの全体的な投資と経済的収益との相関関係は弱まると
予想されることに注意されたい。前の段落で説明したように、ネットワークが完成した時点
で、ネットワークがどれだけ経済に貢献するかは、その性能と接続性、及びそれが経済活動域
に継続的に影響を与える在り方に基づいている。
この報告書の著者は、交通の規制緩和の影響を排除するために、分析の期間を意図的に

年で終わらせている。
このセクションは、文献レビューと （ ）で引用された文献から引かれている。
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車への依存度の増大を促進した。インターステート「ベルトウェイ」は、都市地域や混雑し
た中心ビジネス地区（ ）の周りの長距離の州際交通の方向転換をする目的で、多くの都
市の郊外に建設されたが、これらの高速道路はすぐに地元の交通に頻繁に使用されるように
なった。 年代と 年代には、これらの高速道路に沿って商業及び住宅開発の建設ブー
ムが見られ、その結果、 年代までに、ボストン、ダラス、デンバー、サンディエゴ、セ
ントルイスなどの多くの大都市圏のオフィススペースの大部分が、従来の の外側に配
置された（ 出版年記載なし）。この頃には、インターステートだけで都市
化地域内の 日の の ％を占めており、最も一般的な通勤方法はもはや郊外から
へではなく、郊外から郊外へであった（ ）。
これらの大都市圏の経済発展パターンの変化は、高速道路によってもたらされる時間と費

用の節約を反映しており、大都市圏が経済活動の重要な中心地になるのを助けた。しかし、
都市部のインターステートの影響は、中心都市とその近隣地域にとって完全に有益とは限ら
なかった。戦後の郊外への人々と雇用者の集団移動は、中心市街地人口の減少、住宅ストッ
クの減少、及び都市近接地域の貧困化につながった（ ）。インターステートルート
を都市に導入する計画が始まる前から、すべてのレベルの当局者は、「荒廃した」地域を取
り除き、都市高速道路（エクスプレスウェイ）を導入して混雑を軽減し、 の衰退を救う
ための都市再生プログラムを求めていた（ ）。このように、連邦政府はイン
ターステート及び都市再生プログラムを通じて資金を提供し、中心都市への直接自動車専用
道路アクセスの計画を実施した。 年の連邦補助道路法は、高速道路建設の財源調達方式
を、 年の連邦道路法（ ）に基づいて以前に認可された連邦及び州の
資金の ％のシェアからインターステート・プロジェクトの ％の比に変更した。イ
ンターステートルートを配置する際の地方の交通計画立案者や市当局者に対する州の優先
権（ ）と相まって、この財源調達の変更により、州高速道路機関は都市部のイン
ターステートを建設するためのより大きな能力とインセンティブを、多くの場合、影響都市
と協議したり調整したりすることなく与えられた（ ）。
より多くの協議による高速道路計画を要求するより強力な連邦規定が発効した 年代

まで、州の高速道路計画を変更する能力のない都市は、多くの場合、住民が抵抗する機会や
手段を得る前に、しばしば新しい都市部のフリーウェイを収容するための近隣地域の損失を
経験した（ 出版年記載なし）。ルートの多くは、低所得者層の、多くの場合マイノリ
ティの居住する地域に被害を与えた。たとえば、マイアミのダウンタウンでは、 平方ブロ
ックのインターチェンジが 人以上の主にアフリカ系米国人の住民を移住させ、かつて
繁栄していた に隣接するオーバータウン地区を断片化した（ ）。ニュー
オーリンズでは、インターステート 号線が「貧しい黒人居住区を経由してまっすぐに」建
設された（ ）。ミシガン州知事は、破壊的な 年のデトロイト暴動の
原因は主に、マイノリティの居住地域を経由した都市部のインターステートの立地にあると
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車への依存度の増大を促進した。インターステート「ベルトウェイ」は、都市地域や混雑し
た中心ビジネス地区（ ）の周りの長距離の州際交通の方向転換をする目的で、多くの都
市の郊外に建設されたが、これらの高速道路はすぐに地元の交通に頻繁に使用されるように
なった。 年代と 年代には、これらの高速道路に沿って商業及び住宅開発の建設ブー
ムが見られ、その結果、 年代までに、ボストン、ダラス、デンバー、サンディエゴ、セ
ントルイスなどの多くの大都市圏のオフィススペースの大部分が、従来の の外側に配
置された（ 出版年記載なし）。この頃には、インターステートだけで都市
化地域内の 日の の ％を占めており、最も一般的な通勤方法はもはや郊外から
へではなく、郊外から郊外へであった（ ）。
これらの大都市圏の経済発展パターンの変化は、高速道路によってもたらされる時間と費

用の節約を反映しており、大都市圏が経済活動の重要な中心地になるのを助けた。しかし、
都市部のインターステートの影響は、中心都市とその近隣地域にとって完全に有益とは限ら
なかった。戦後の郊外への人々と雇用者の集団移動は、中心市街地人口の減少、住宅ストッ
クの減少、及び都市近接地域の貧困化につながった（ ）。インターステートルート
を都市に導入する計画が始まる前から、すべてのレベルの当局者は、「荒廃した」地域を取
り除き、都市高速道路（エクスプレスウェイ）を導入して混雑を軽減し、 の衰退を救う
ための都市再生プログラムを求めていた（ ）。このように、連邦政府はイン
ターステート及び都市再生プログラムを通じて資金を提供し、中心都市への直接自動車専用
道路アクセスの計画を実施した。 年の連邦補助道路法は、高速道路建設の財源調達方式
を、 年の連邦道路法（ ）に基づいて以前に認可された連邦及び州の
資金の ％のシェアからインターステート・プロジェクトの ％の比に変更した。イ
ンターステートルートを配置する際の地方の交通計画立案者や市当局者に対する州の優先
権（ ）と相まって、この財源調達の変更により、州高速道路機関は都市部のイン
ターステートを建設するためのより大きな能力とインセンティブを、多くの場合、影響都市
と協議したり調整したりすることなく与えられた（ ）。
より多くの協議による高速道路計画を要求するより強力な連邦規定が発効した 年代

まで、州の高速道路計画を変更する能力のない都市は、多くの場合、住民が抵抗する機会や
手段を得る前に、しばしば新しい都市部のフリーウェイを収容するための近隣地域の損失を
経験した（ 出版年記載なし）。ルートの多くは、低所得者層の、多くの場合マイノリ
ティの居住する地域に被害を与えた。たとえば、マイアミのダウンタウンでは、 平方ブロ
ックのインターチェンジが 人以上の主にアフリカ系米国人の住民を移住させ、かつて
繁栄していた に隣接するオーバータウン地区を断片化した（ ）。ニュー
オーリンズでは、インターステート 号線が「貧しい黒人居住区を経由してまっすぐに」建
設された（ ）。ミシガン州知事は、破壊的な 年のデトロイト暴動の
原因は主に、マイノリティの居住地域を経由した都市部のインターステートの立地にあると

した（ ）。他の都市での同様の影響により、市民団体、公民権指導者、歴
史保存主義者は、 年代及び 年代に か所以上の都市で「フリーウェイ反乱（

）」として知られるようになった抵抗を開始した。
近隣地域を分割し孤立させた都市部の自動車専用道路によって多くの都市の社会構造と

経済的活力に与えられた被害は今日まで続いており、一部の州や大都市圏ではコミュニティ
を再統合するための計画と緩和措置を講じている。サンフランシスコのエンバカデロ、ボス
トンのセントラルアーテリー・トンネル、フィラデルフィアの ペンズ・ランディング・
プロジェクト は、高速道路の機能を維持しながら地方のコミュニティの利益のためにイン
ターステートを置き換えたり、地下に配置したり、蓋掛けしたりすることを目的としたプロ
ジェクトの例である。

国国防防上上のの役役割割

合衆国国防総省（ ）は、国内で長距離にわたり重機と物資の多くを貨物鉄道で輸送し
ている。しかし、戦略的高速道路網（ ： ）も、
のロジスティクスにとって非常に重要である。これには、重装甲、燃料、軍需品、部品、食
料の緊急動員計画と平時の輸送が含まれる。図 に示すネットワークは、 が 及
び州の交通省と共同で開発した。これには、 マイルのインターステート全体と、さら
に マイルの他の主要高速道路が含まれている（ ）。また、軍事施設と海
港を主要高速道路につなぐさらに マイルのより小さい州道と地方道も含まれている。

の 年戦略的海港調査（ ）は、戦略的海港を接続する既存の
高速道路のほとんどが、今日の時点で、また予見可能な範囲において、 の

配備をサポートするのに十分であると結論付けた（ ）。

安安全全上上のの利利益益

概概観観
• インターステートは、走行台キロあたりでみると国内で最も安全な道路である。
• 再建設は、かつて安全上の利益をもたらすことが証明された高度な電子技術を含む、
既知の安全上の利益を備えた近代的な高速道路設計の使用により、インターステート
の安全性能を高める機会を提供する。

フィラデルフィアの —インターステート 号線のセクションを覆うための合計
億 万ドルの投資（ ）。
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図 戦略的高速道路網（ ）
出典： によりシェアされたマップ。

インターステートは、効率的な交通だけでなく安全な交通も提供するように設計された。
インターステートの主要な機能の つである完全なアクセス制限は、おそらく衝突事故率を
下げるのに効果的な最も重要な設計機能である（米国全州道路および交通行政官協会
（ ）、 ）。道路脇のクリアゾーン、幅の広いレーンと路肩、片勾配カーブを備
えたより直線的な形状、並びに、良好な照明と排水、なじみのある読みやすい標識、及び路
面標示の維持に重点を置いていることなど、他の高品質の自動車専用道路で見られるものも
含め、他の多くの機能が貢献している。
走行マイルあたりで、インターステートシステムは合衆国で最も安全な高速道路網である。

他の道路タイプと比較して、インターステートの死亡率は、農村と都市の両方のルートで最
低である。 年に、合衆国では 人の交通事故死亡者が発生し、そのうち 人（約
％）がインターステートで発生した（ 、表 ）。これは比較的速い走行速

度と の ％のシェアにもかかわらずである。 年にインターステートで 億マイ
ル走行されたことを考えると（ 表 ）、この死亡者数は 億マイルの走行
あたり 人の死亡率を表している。対照的に、同年の他のすべての公道での死亡率は、
億 あたり 人であった 。インターステートができて 年を少し過ぎた 年以降、

のデータから計算（ 、表 、表 ）。
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図 戦略的高速道路網（ ）
出典： によりシェアされたマップ。
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インターステートで走行した総マイルを他の道路で走行した場合、より高い死亡衝突事故率
により、さらに 万人以上が死亡したであろうと推定されている 。
とはいえ、年間 以上の人が死亡していることは公安上の深刻な懸念事項であり、イ

ンターステートは引き続き安全性能を高める努力の重点対象である。作業ゾーンの安全性
を確保することは特に考慮すべき事項であり、これは、システムがより多くの補修及び再
建設工事を受けるにつれて、また、交通量が増加するにつれて、さらに困難になる可能性
がある。インターステートの出入口ランプは、歩行者や自転車の交通量が多い一般道路と
合流する場合、特に危険となりうる。実際、都市部のインターステートでの死亡者の約
％は、多くの場合これらの出入口ランプの近くにいる歩行者と自転車運転者に関係して

いる 。

ササママリリーー

本章では、システムの膨大な距離と範囲、他のモードとの接続、旅行者と貨物運送業者に
よる共同使用、国防ロジスティクスのサポート、及び高い安全性能を通じて、インターステ
ートの当初のビジョンがどのように実現されたかについて説明した。主要な点を以下に要約
する。
イインンタターースステテーートトははももととももとと「「従従量量課課金金」」ベベーーススでで財財源源調調達達さされれ、、収収入入はは主主にに連連邦邦燃燃料料税税とと

ささままざざままななトトララッックク料料金金及及びび税税金金のの形形でで、、高高速速道道路路利利用用者者料料金金かからら得得らられれたた。。収入は、連邦補
助プロジェクト専用に使用される高速道路信託基金（ ）に繰り入れられることになった。
これらの総資金のうち、 年法はインターステートの計画と建設に充てられる資金の額を
定めた。
イインンタターースステテーートトはは、、州州間間ででのの均均一一性性ののたためめにに設設計計さされれたた。。システムを作成した 年法

は、共通の幾何学的及びその他の設計基準、並びに標識などの他の機能の均一性を使用して
システムを建設することを要求していた。この法律は、インターステートが、国の主要な大
都市圏と工業の中心地を接続すること、国防に役立つこと、及びすべての適切な境界地点に
大陸的に重要なルートを提供することも要求していた。
インターステートの建設が 年代と 年代にピークを過ぎ、初期に建設された一部
の区間が頻繁に使用されて劣化していたため、議会は、新規建設以外の目的でも、既存の区
間の再舗装、修復、改築、及び再建設などに連邦補助資金を使用できるようにすることで、
元のインターステートプログラムの主要な側面を修正した。議議会会ははままたた、、他他のの道道路路やや公公共共交交
通通へへのの支支出出にに 資資金金をを利利用用ででききるるよよううににししたた。。 年年ににはは、、 かかららのの連連邦邦道道路路補補助助金金

交通事故死亡者の計算と死亡率は、道路安全保険協会によって提供された。
連邦交通省（ ）の死亡者分析報告システム（ ）のデータに基づいて、道路安

全保険協会が提供する分析。
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のの総総額額のの約約 ％％ががイインンタターースステテーートトにに割割りり当当ててらられれたた。。
インターステートは、小型車が走行する総マイルの約 分の 、トラックが走行する総マイ
ルの ％を占めている。イインンタターースステテーートトはは、、主主要要なな貨貨物物鉄鉄道道タターーミミナナルルととのの接接続続もも持持ちちなな
ががらら、、国国のの海海港港とと商商業業空空港港ににササーービビススをを提提供供すするる上上でで重重要要なな役役割割をを担担っってていいるる。。
イインンタターースステテーートトはは、、国国のの大大都都市市圏圏にに善善悪悪ささままざざままなな影影響響をを及及ぼぼししててききたた。。このシステム

は、大都市圏を接続するために、また、通勤と商業の交通回廊として不可欠であり、ビジネ
スと住宅開発を促進してきた。しかし、都市部のインターステートやその他の都市部の自動
車専用道路はまた、郊外化や多くの主要都市の人口減少の一因となったと現在広く考えられ
ている。都市部のインターステートが計画されていたとき、多くの当局者は、それが渋滞を
軽減し、都心の商業地区の問題解決に貢献すると考えていた。一部の大都市圏では現在、自
動車専用道路の悪影響、つまり、コミュニティを分割して孤立させている悪影響を、道路の
周囲や上部に覆いを設置するなどの方法で改善しようとしている。
イインンタターースステテーートトはは、、走走行行台台キキロロああたたりりででみみるるとと国国内内でで最最もも安安全全なな道道路路ででああるる。。幅の広いレ

ーンと路肩、片勾配カーブを備えたより直線的な形状など、多くの要因がシステムの安全性
に貢献している。特に重要な機能は、システムの完全なアクセス制限である。システムが補
修及び再建設される際、作業ゾーンの安全性を確保することが課題になる。再建設は、近代
的な設計基準や既知の安全上の利益をもたらすその他の機能を使用することにより、インタ
ーステートの安全性を高める機会も提供する。

参参考考文文献献
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第第 章章 新新たたなな課課題題

半世紀以上にわたって国内交通システムのバックボーンとして機能してきたインタース
テートは老朽化しており、多くの場所で摩耗し、渋滞している。それにもかかわらず、今後
数十年間、バックボーンとして機能することが期待されている。それを可能にするために、
国家は多くの課題に直面している。いくつかは長期にわたって明らかであったことであり、
ほぼ確実に短期的な注意を必要とするものである。また、現在明らかになりつつあり、その
効果がさらに要求され、変革が必要とされるものもある。
長期にわたり明らかにあった重大な課題には、システムの劣化している基盤 の大規模な

更新の必要性、および、現時点ですでに大量となっている、場所の拡大と変化が続いている
交通量を収容し管理するための容量のアップグレードなどがある。半世紀以上にわたる集
中的な使用がシステムに打撃を与えている。かつて近代性の模範だったインターステート
には、老朽化と摩耗の影響を受けている数万マイルの舗装面があり、定期的な再舗装と控え
めな容量の追加が行われているだけである。これらはすべて、著しい使用の増加に直面して
いる。老朽化した基礎の修復のやり残しと慢性的な交通遅延により、このシステムで最も交
通量の多い都市ルートに問題が発生している。需要と容量への未対応が見受けられること
が多い。このシステムは、国内および地域間のカバー範囲と接続性の面で長い間完全である
と考えられてきたが、国内人口と経済活動の地理的変化により、新しいノードとリンクの追
加、そして場合によってはコミュニティにとって不当介入だと受け止められる、都市部の修
正または変更の需要が生まれている。
このような長年にわたる、しかし、緊急性が増しつつある課題に注意が必要であると同時

に、新しい課題が出現し、さらに厄介なことが判明する可能性がある。より効率的で高速な
施工方法や耐久性の高い材料、そして電子的料金徴収システム、およびつながる車両・自動
運転車両の増加 など、テクノロジーの継続的な進歩により、インターステートの再建設と
その容量の配分がしやすくなり、安全性の向上という継続的な目標が推進される可能性が
ある。しかし、急速に変化するテクノロジーは、新たな課題を生み出す可能性もある。例え
ば、システムの運用により新たな安全性リスクが生まれないようにする、そして、それがサ
イバー攻撃から保護されるようにすることなどである。このような不測の事態は、ほぼ確実

路盤と橋梁の基礎は、路盤とそれに関連する強化材で構成されているが、その目的は、舗装
または橋梁の構造から土または路床に荷重を伝達することである。
「つながる車両」という用語は、同じテクノロジーを搭載する他の車両、施設、または人と

通信することが可能なテクノロジーを組み込んだ車両を指す。一方、自動運転車両システムの
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ドライバーは車両の動作の制御に関連する一部または全部のタスクを免除される。
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に、気象変動の状況で発生し、交通当局は、海面上昇や異常な気象現象による損傷や混乱に
対してインターステートを強靭化することが非常に重要になる。さらに、気候変動の最悪の
影響を回避するために、必要なレベルまで温室効果ガス（ ）の排出量を削減すること
によりインターステートを近代化することが不可欠である。
こうした展開が今後数十年にわたってどのように進行するかは不明だが、それらが重要

な課題を提示することにほとんど疑問の余地はない。システムの基盤を再建設し、その容量
を合理化する必要性は避けられない。インターステートシステムが 世紀により進化する
なかで、技術と気候にも大きな変化が生じている。本章では、これらの課題を一般的な用語
で説明している、次章では、国内の変化する人口動向、経済、気候、および技術的状況の文
脈でそれらを検討していく。

シシスステテムムのの基基盤盤のの再再建建設設

概概観観
・舗装の基礎が劣化し続けると、舗装表面の損傷を修復できなくなるので、舗装構造
を下層路盤から再建設する必要がある。

・インターステートシステムのほとんどのセグメントは、元の基礎構造を維持してい
る。数千マイルの舗装が全面的再建設の期限を過ぎている。今後 年間でさらに数
千マイルが期限を迎える。

・再舗装を繰り返し行うと、全面的な周期的な舗装の再建設に比べて、ライフサイク
ルコストが高くなる可能性がある。

・インターステートの最新のセグメントでさえ、今後 年以内に再建設する必要があ
るだろう。同期間に マイルのシステム全体を再建設する場合、毎年平均
マイル以上を再建設する必要がある。

・現在、インターステートの橋の 分の 以上が 年以上使用されている。それらによ
り、システムの舗装基盤を更新するという課題に対して、投資を大幅に増やす必要
が生じる。

インターステートの高速道路のほとんどは 年以上前のもので、約 分の は 年以
上前のものである。ほぼすべての路面が、多くの場合何度も再舗装されている。ただし、ほ
とんどの場合、その設計時にはほとんど予期されていなかった重交通量レベルによる数十
年のストレスにもかかわらず、その基盤は再建設されていない（ 他、 ）。舗装
道路の基礎の状態は、交通量と積載量、建設の質と材料、設計の詳細、排水の機能、土壌の
特性、凍結防止剤と除氷剤の有害な影響を含むさまざまな要因の影響を受ける（ 未公
開）。舗装の基礎が劣化すると、最終的に表面にひび割れ、わだち掘れ、破砕した路面とし

52



に、気象変動の状況で発生し、交通当局は、海面上昇や異常な気象現象による損傷や混乱に
対してインターステートを強靭化することが非常に重要になる。さらに、気候変動の最悪の
影響を回避するために、必要なレベルまで温室効果ガス（ ）の排出量を削減すること
によりインターステートを近代化することが不可欠である。
こうした展開が今後数十年にわたってどのように進行するかは不明だが、それらが重要

な課題を提示することにほとんど疑問の余地はない。システムの基盤を再建設し、その容量
を合理化する必要性は避けられない。インターステートシステムが 世紀により進化する
なかで、技術と気候にも大きな変化が生じている。本章では、これらの課題を一般的な用語
で説明している、次章では、国内の変化する人口動向、経済、気候、および技術的状況の文
脈でそれらを検討していく。

シシスステテムムのの基基盤盤のの再再建建設設

概概観観
・舗装の基礎が劣化し続けると、舗装表面の損傷を修復できなくなるので、舗装構造
を下層路盤から再建設する必要がある。

・インターステートシステムのほとんどのセグメントは、元の基礎構造を維持してい
る。数千マイルの舗装が全面的再建設の期限を過ぎている。今後 年間でさらに数
千マイルが期限を迎える。

・再舗装を繰り返し行うと、全面的な周期的な舗装の再建設に比べて、ライフサイク
ルコストが高くなる可能性がある。

・インターステートの最新のセグメントでさえ、今後 年以内に再建設する必要があ
るだろう。同期間に マイルのシステム全体を再建設する場合、毎年平均
マイル以上を再建設する必要がある。

・現在、インターステートの橋の 分の 以上が 年以上使用されている。それらによ
り、システムの舗装基盤を更新するという課題に対して、投資を大幅に増やす必要
が生じる。
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開）。舗装の基礎が劣化すると、最終的に表面にひび割れ、わだち掘れ、破砕した路面とし

て影響が現れる。これらの路面は、滑らかさと実用性を回復するために短い間隔で修復し、
再舗装する必要がある。基礎が劣化し続けると、舗装表面の修復では損傷を回復できなくな
り、舗装構造を下層路盤から再建設する必要が生じる（図 参照）。
インターステートの多くの古い区間の舗装は、システムの最終計画区間が建設されてい

たにもかかわらず、 年以前に設計寿命が終了した。現在、 年代から 年代初
頭に建設された舗装でさえ、システムの最初の建設段階の終了時に、設計寿命が終了してい
るか、まもなく終了する。インターステート区間がすでに完全に再建設されている場合、通
常、舗装の実用性に加えて、交通容量や安全性の向上などの理由で事業が行われた。完全に
再建設されたシステム上の車線マイル数は記録されていないが、完全に再建設された区間
はシステム全体の車線マイルのわずかな割合しか占めておらず、ほとんどの区間が当初の
下位構造を持っていると合理的に結論付けられる。したがって、数千マイルのインターステ
ートは全面的な再建設の期限を過ぎている。また、今後 年間でさらに数千マイルが期限
を迎える。

図 高速道路の断面図
注意：本報告書において、下層路盤、路床および自然土壌の断面は、再建設への投資に
関連していることから、基礎の構成要素と見なされる。

様々な優先順位を強調してきた連邦法と政策は、この再建作業の延期に寄与している。イ
ンターステートプログラムの最初の 年間、連邦の高速道路資金は、法律に従い、新規建
設と全面的な再建設にのみ使用することができた。しかし、 年の連邦補助道路法によ
り、州が主要な補修や部分的な再建に連邦資金を使用して、高速道路システムの劣化部分を
保守可能な状態に保つことが許可されたときに、この方針は変更された。この政策変更の結

表層

路盤

下層路盤

路床および自然土壌
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果、連邦基金はインターステート舗装の再舗装と修復に使用できるようになった。各州はこ
の変化を歓迎した。なぜなら、損害を受けた舗装を新しい基準に完全に再建設するコストが
増大し、交通量の多さがそのようなプロジェクトの計画と実行を複雑にし、ストレスを受け
たシステムが老化するにつれて、路面損傷を維持する高速道路区間の数が着実に増加した
からだ（ – ）。したがって、各州は、連邦政府の援助の大部分を新しい建設
と路面の維持に費やしたが、老朽化し損傷した高速道路の基礎に対し、必要な交換を繰り返
し延期するという犠牲が払われた。
インターステートの当初の計画者は、連邦政府の政策がこの変更に寄与するという状況

を予期していなかった。 年、議会は、最初にインターステート建設に資金を提供した
とき、 年に予想される交通量についての計画と設計を州に要求した（

）。議会と州は、 年代と 年代の乗用車とトラックの交通量の急激な増加を予
期していなかった。国内人口は 年から 年の間に ％増加し、合計の自動車走行
台キロ（ ）は ％増加した 。 年には、国の自動車移動の ％がインターステ
ートを利用していた（ 、表 ）。主に州の重量制限の変更だけでなく、連邦
政府の方針の変更により、トラックの移動が増加して、トラックの積載量が予想よりもはる
かに大きくなった。インターステートを生み出した 年の法律には、 ポンドの
軸トラックの重量制限、 ポンドのタンデム車軸の重量制限、および ポンドの
車両総重量（ ）制限が含まれていた。これらの制限は、連邦政府の資金を受け取るた
めの条件として設定されたが、州により高い重量制限を許可する既得権規定も付随してい
た。州ごとの重量制限のばらつきが貨物の長距離移動の非効率性を生み出したという懸念
に対応して、 年の議会では、すべての州に対し、 軸およびタンデム車軸の最小車軸
重量制限をそれぞれ ポインドおよび ポンドに増やすよう要求した 。議会は
また、最大 を ポンドに引き上げた。
トラックの重量と交通量の増加により、インターステート舗装道路の積載量が大幅に増

加した。この増加は、 年から 年までを対象とする、図 の国内の地方のイン
ターステートで示されている。舗装は予想よりも急速に悪化しており、州は消耗した区間に
リソースを分散するよう迫られており、より高価で抜本的で時間を要する全面的な再建設
ではなく、より高速で安価な舗装のオーバーレイを支持している。
ボックス は、米国交通省（ ）が 年ごとに発行する『状態とパフォーマンス

（ ＆ ）レポート』（ ）で報告されているインターステート舗装の状態の傾向
をまとめたものである。前に述べたように、舗装状態の標準的な指標は、表面の粗さまたは

この段落の交通統計は、連邦道路庁（ ）（ 、表 ）から取得している。
年の陸上輸送援助法（公法 ）。
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滑らかさの測定で構成されるが、この指標によると、州が近年、舗装および部分的な再建作
業に慎重に焦点を置くことにより、インターステート舗装オーバーレイの状態が改善され
ていることが示唆される 。しかし、基本的な構造状態は一般に、表面の滑らかさと粗さの
測定によっては明らかにならない。高速道路のライフサイクルコストの研究では、舗装の再
舗装を繰り返して滑らかさを回復する方法を調査した結果、時間の経過とともに利点が減
少すること、つまり、連続するオーバーレイ間の運用期間が短くなることを確認している。
これらの研究では、この方法が、舗装の補修とオーバーレイの頻度と総数を削減するタイミ
ングに合わせて全面的な舗装の再建設を採用するアプローチよりも、高いライフサイクル
コストが発生する可能性があることが確認された。

舗装表面層の再建設に焦点を当てたが、その全ての層ではない。
アリゾナ州交通省の「継続的舗装保存設計戦略と再建の費用便益の評価」（ 他、
）では、 ～ サイクルの改修後に、再建が継続的な保存（例、薄層オーバーレイ、マイク

ロサーフェシング、または他のサーフェシング技術を使用）と同程度の費用対効果になること
が示された。
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図 年～ 年の地方のインターステートの 日の交通量と積載量の変化
率
注意：このグラフでは、負荷は同等の 軸負荷を意味する。 日の平均負荷はトラ

ックのみを指し、 日の平均交通量はすべての車両を指す。
出典： 、表 。

（オレンジの線）一日の平均負荷
（青い線）一日の平均交通量
（縦軸） 年以降の割合の変化
（横軸）年
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ボックス
表表面面状状態態ををププロロキキシシととししてて使使用用ししたたイインンタターースステテーートト舗舗装装状状態態のの決決定定

舗装の表面状態の標準的な尺度は、国際ラフネス指数（ ）である。これは舗装の累積
垂直たわみを マイルあたりインチ数で測定する。 年版の『状態とパフォーマンス
（ ＆ ）レポート』（ ）では、舗装の品質を良好、中程度、不良の つのカ
テゴリで判断している。良好または中程度と評価されたマイレージは、「許容可能」とし
て特徴付けられる。これらの格付けをまとめたチャートが示すように、許容可能な格付け
を得ているマイレージは、地方および都市のインターステートの両方で過去 年にわた
って増加している。ただし、都市部のインターステートでは、不良な状態にあると評価さ
れたマイレージの割合が高くなっている。さらに、表面状態測定に基づく評価では、舗装
の基礎となる状態（すなわち、下部構造を含む）は明らかにならない。表面処理のために
主にプログラムされた州の支出を単に反映しているに過ぎない。

（ ）

（ ）出典： 、表
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年代および 年代に建設されたインターステートの舗装の設計寿命は 年だっ
た。これらの舗装の多くが、予測よりもはるかに多い積載量と交通量の下で ～ 年後も
まだ稼働しているという事実は、その時代の設計および建設手順が設計記録に示されてい
るよりも堅牢であることを示唆している（ 他、 ）。それにもかかわらず、
舗装構造が完全な再建を必要とするまで 年も持続すると仮定しても、これは古いインタ
ーステート舗装に交換の必要があり、 年代と 年代に建設された最新の区間でさ
えも、今後 年間で再建設する必要があることを示唆している。 年～ 年経過した舗
装道路から着手して、 マイルのシステム全体をこの期間に再建設する必要があると
すると、毎年平均 マイル以上を再建設しなければならないことを意味する。
インターステートの再建計画の全国の明細は入手できないが、各州はインターステート

の一部の主要な再建作業の日程を組む必要性を認識している兆候がある。ペンシルベニア
州交通省の情報では、 年～ 年の間に州内のインターステートの約 ％（～ マ
イル）が建設されたか、再建された 。ミシガン州交通省によると、 年～ 年の間
に州内の ％の距離にあたるインターステートの再建設を予定している 。アイオワ州（
）などのその他の州では、州内のインターステートシステムの一部の主要な再建を計画し

ている（ ）。カリフォルニア州インペリアル郡の に関する、付録 の
ケーススタディでは、およそ マイルの劣化したインターステート舗装表面と基礎を、鉄
筋コンクリート舗装に置き換えるプロジェクトについて説明しており、これにより実質的
に最大 年長い運用期間が実現されると予想している。 のこの区間は、都市と農村が
混合する使用頻度の高い移動回廊であり、交通の混乱が都市間輸送と貨物の両方の流れに
悪影響を与える可能性がある。したがって、カリフォルニア州は、将来の再建介入のニーズ
を最小限に抑えるために長寿命の舗装構造を建設することを決定した。カリフォルニア州
はまた、都市回廊において再建プロジェクトを実施している。例えば、 年には、長寿
命補修戦略プログラムを実施して、一般の移動者による負担を軽減する形で老朽化する都
市高速道路の舗装構造を再建設した。デヴォアにおける 年の の再建設は、この
プログラム（ 、出版年記載なし）のプロジェクトの一例である。デヴォアプロジェ
クトでは、 マイルにわたる劣悪な舗装の再建が 日以内に完了した。従来の方法なら
ば、 か月の道路閉鎖が必要とされるはずだった。
インターステートの舗装が老朽化し、予想よりも大きなトラフィック負荷が課されてい

るのと同様に、システムの多くの橋梁にも同様の現象が起きている。現在、 基以上
あるインターステート橋梁の 分の 以上が 年以上使用されている（図 を参照）。

ペンシルベニア州交通省のスタッフとの個人的なコミュニケーションによる。
ミシガン州交通省スタッフとの個人的なコミュニケーションによる。
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年代および 年代に建設されたインターステートの舗装の設計寿命は 年だっ
た。これらの舗装の多くが、予測よりもはるかに多い積載量と交通量の下で ～ 年後も
まだ稼働しているという事実は、その時代の設計および建設手順が設計記録に示されてい
るよりも堅牢であることを示唆している（ 他、 ）。それにもかかわらず、
舗装構造が完全な再建を必要とするまで 年も持続すると仮定しても、これは古いインタ
ーステート舗装に交換の必要があり、 年代と 年代に建設された最新の区間でさ
えも、今後 年間で再建設する必要があることを示唆している。 年～ 年経過した舗
装道路から着手して、 マイルのシステム全体をこの期間に再建設する必要があると
すると、毎年平均 マイル以上を再建設しなければならないことを意味する。
インターステートの再建計画の全国の明細は入手できないが、各州はインターステート

の一部の主要な再建作業の日程を組む必要性を認識している兆候がある。ペンシルベニア
州交通省の情報では、 年～ 年の間に州内のインターステートの約 ％（～ マ
イル）が建設されたか、再建された 。ミシガン州交通省によると、 年～ 年の間
に州内の ％の距離にあたるインターステートの再建設を予定している 。アイオワ州（
）などのその他の州では、州内のインターステートシステムの一部の主要な再建を計画し

ている（ ）。カリフォルニア州インペリアル郡の に関する、付録 の
ケーススタディでは、およそ マイルの劣化したインターステート舗装表面と基礎を、鉄
筋コンクリート舗装に置き換えるプロジェクトについて説明しており、これにより実質的
に最大 年長い運用期間が実現されると予想している。 のこの区間は、都市と農村が
混合する使用頻度の高い移動回廊であり、交通の混乱が都市間輸送と貨物の両方の流れに
悪影響を与える可能性がある。したがって、カリフォルニア州は、将来の再建介入のニーズ
を最小限に抑えるために長寿命の舗装構造を建設することを決定した。カリフォルニア州
はまた、都市回廊において再建プロジェクトを実施している。例えば、 年には、長寿
命補修戦略プログラムを実施して、一般の移動者による負担を軽減する形で老朽化する都
市高速道路の舗装構造を再建設した。デヴォアにおける 年の の再建設は、この
プログラム（ 、出版年記載なし）のプロジェクトの一例である。デヴォアプロジェ
クトでは、 マイルにわたる劣悪な舗装の再建が 日以内に完了した。従来の方法なら
ば、 か月の道路閉鎖が必要とされるはずだった。
インターステートの舗装が老朽化し、予想よりも大きなトラフィック負荷が課されてい

るのと同様に、システムの多くの橋梁にも同様の現象が起きている。現在、 基以上
あるインターステート橋梁の 分の 以上が 年以上使用されている（図 を参照）。

ペンシルベニア州交通省のスタッフとの個人的なコミュニケーションによる。
ミシガン州交通省スタッフとの個人的なコミュニケーションによる。

一般に、舗装道路とは対照的に、主要な補修作業の長期的な延期は、橋梁に対し壊滅的な影
響を与える可能性がある。そのため、州は、インターステート橋梁が老朽化し、使用または
自然現象による損害を被ることについて、細心の注意を払う必要がある。インターステート
の橋の約 ％は、 年の ＆ レポート（ 年のデータに基づく）（ ）で
低い評価を受けており、都市システムの橋梁では割合がわずかに高くなっている（図 を
参照）。低評価を受けた橋梁が安全でないことはめったになく、ほとんどの場合に、欠陥に
対処するために州の投資の対象となっている。しかし、インターステート橋を良好な状態に
保つニーズは、州のインターステート舗装を再建する際に州が直面する課題と関連性があ
る。州は、老朽化したインターステート橋梁の完全性を維持するために投資を行う際に、舗
装道路が再建設と舗装表面の修復の両方への投資により、継続して運用性を維持するよう
確保する必要もある。

年以上
～ 年
～ 年
年未満

図 築年数別（単位：年）の 基のインターステート橋梁に占める割合（
年）

出典：

インターステートの当初の舗装基礎の多くは交換されておらず、再建の期限が過ぎてい
るため、この目的のための相当な再投資が必要である。次章で説明するように、この作業が
どれほど複雑で費用がかかるかについての不確実性が残る。このことは、交通量の増加が悪
化を加速し、高速道路の補修に伴う混乱が増大している場合は特に当てはまる。都市部のイ
ンターステートは、大規模な再建について特に要求が厳しくなるだろう。ただし、それらは、
インターステート交通量の将来的増大を経験する可能性が非常に高く、舗装の再建設のニ
ーズが激化するだろう。
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地方のインターステート

良好 中程度 不良 （ ）

都市部のインターステート

良好 中程度 不良 （ ）

図 状態別の（ ）約 基の地方インターステート橋梁、および（ ）
基の都市インターステート橋梁の割合（ 年）

注意：概数のためデータの合計が ％にならない場合がある。
出典：
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地方のインターステート

良好 中程度 不良 （ ）

都市部のインターステート

良好 中程度 不良 （ ）

図 状態別の（ ）約 基の地方インターステート橋梁、および（ ）
基の都市インターステート橋梁の割合（ 年）

注意：概数のためデータの合計が ％にならない場合がある。
出典：

都都市市部部ののシシスステテムムのの容容量量のの拡拡大大とと管管理理

概概観観
・ 年～ 年の間に、インターステートシステムを走行した車両の移動距離は

％以上増加した（他のすべての公道では ％増加した）が、システムの総車線
マイルの増加はわずか ％だった。

・ 都市部の車線マイルは 年から 年にかけて ％増加したが、これらの高速
道路の交通量は ％以上増加し、大都市圏は国内人口と経済成長の大部分を経験
すると予測されている。

・ トラック業界は、主に都市部でのインターステートの渋滞により 年の運営費が
億ドル以上増加したと推定している。

・ 都市高速道路の渋滞は特に複雑な問題であり、車線の追加などの物理的手段による
緩和は、費用がかかり、しばしば選択肢として実行不可能になっている。

渋渋滞滞のの増増加加

インターステートが 年以上前に現在の長さ（中心車線マイル）の ％、および現在の
車線マイルの ％に達していることから見ても、システムの容量は明らかに利用者の需要
に追いついていない。 年～ 年の期間、インターステートの走行台キロは、他のす
べての公道での ％の増加と比較して、 ％以上増加した（図 を参照）。この 年間
の利用者需要の急激な増加の間、インターステートの総車線マイルはわずか ％増加した
に過ぎない（ 、表 、 、表 ）。
利用者の需要に追いつくのは、特に都市部では困難であった。都市部のインターステート

の車線マイルは、 年から 年に ％増加した。同時期に、国内では地方で人口増
加がほぼゼロであったのに対して都市の人口は ％以上増加したため、インターステート
の都市部交通量は ％以上増加した （米国国勢調査局 ）。米国は地理的に広大であ
るが、人口は比較的少数の大都市圏に集中している。現在、全米の 億 万人の人口の
うち 億 千万人以上が大都市圏に住んでおり、人口が多いトップ の地域（それぞれに
万人以上が居住）の人口が、米国の人口の約半分を占めている（ ）。

都市の車線マイルと が増加した理由の一部は、以前は農村として指定されていた一部
のシステム区間（約 マイル）が、国の大都市圏の人口と土地面積の増加に伴い都市とし
て再指定されたことである。
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図 インターステートおよび他のすべての公道の自動車走行台マイルの増加（ ～
年）

出典： 、表

インターステート自体が国の大都市の成長に貢献しており、通勤やその他の地方および
都市内移動にとって同システムがますます重要になっている。 年、都市のインタース
テートは、都市の走行台キロ全体の約 ％を占め、 年には、 ％を占めていた（

、表 ）。さらに、インターステートは、「巨大都市圏」の成長に貢献している。
なぜなら、インターステートの延長上には北東回廊（メイン州ポートランドからバージニア
州リッチモンドなど）、テキサス・トライアングル（ダラス、ヒューストン、サンアントニ
オ）、および南カリフォルニア（ロサンゼルスからサンディエゴ郡）といった複数の大都市
圏を結ぶ都市区間比率の高い路線が広がっているからだ。（

）。
地元の需要が多い時期には、中心都市内外の都市部のインターステートの大部分が、地域

内および地域間および長距離移動者の需要に対応することができない。衝突、工事、および
気象現象に起因して繰り返し発生する一時的な渋滞は、通勤および非通勤の両方の時間帯
で、都市システムの多くの区間で慢性的な問題を引き起こしている。テキサス ＆ 交通
研究所（ ）および の研究者は、 年、都市高速道路を移動する場合 回に
回は渋滞による遅延の影響を受けやすく、運転者は非渋滞中と比較して渋滞中に平均 ％
多く車中で過ごしていることを突き止めた（ 他、 。 と のデ
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図 インターステートおよび他のすべての公道の自動車走行台マイルの増加（ ～
年）

出典： 、表

インターステート自体が国の大都市の成長に貢献しており、通勤やその他の地方および
都市内移動にとって同システムがますます重要になっている。 年、都市のインタース
テートは、都市の走行台キロ全体の約 ％を占め、 年には、 ％を占めていた（

、表 ）。さらに、インターステートは、「巨大都市圏」の成長に貢献している。
なぜなら、インターステートの延長上には北東回廊（メイン州ポートランドからバージニア
州リッチモンドなど）、テキサス・トライアングル（ダラス、ヒューストン、サンアントニ
オ）、および南カリフォルニア（ロサンゼルスからサンディエゴ郡）といった複数の大都市
圏を結ぶ都市区間比率の高い路線が広がっているからだ。（

）。
地元の需要が多い時期には、中心都市内外の都市部のインターステートの大部分が、地域

内および地域間および長距離移動者の需要に対応することができない。衝突、工事、および
気象現象に起因して繰り返し発生する一時的な渋滞は、通勤および非通勤の両方の時間帯
で、都市システムの多くの区間で慢性的な問題を引き起こしている。テキサス ＆ 交通
研究所（ ）および の研究者は、 年、都市高速道路を移動する場合 回に
回は渋滞による遅延の影響を受けやすく、運転者は非渋滞中と比較して渋滞中に平均 ％
多く車中で過ごしていることを突き止めた（ 他、 。 と のデ
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ータはすべての都市高速道路の移動を対象としているが、インターステートで都市の走行
台キロの多く（ ％）が発生していることは、費用の高くつく遅延の多くが、これらの高速
道路で発生していることを示唆している。
長距離の貨物を運ぶときにインターステートを走行するトラックは、都市部での頻繁な

渋滞の影響を特に受ける（ ）。国内最大の大都市圏の一部（およびバージニア州リ
ッチモンドとマサチューセッツ州とニューハンプシャー州の州境を結ぶ マイルの
回廊の大部分）に位置する都市部インターステートの平均トラック速度は、 未満で
ある（図 ）。連邦道路庁（ ）のデータによると、国内のトップ のトラック渋滞
箇所のうち 箇所が首都圏のインターステート・インターチェンジにあることがわかる
（ ）。トラック輸送業界は、米国内のマルチモーダル貨物システムの最大の構成要
素であり、出荷額の ％を占めている。このことから、 年にインターステートの渋滞
によりその運用コストが 億ドル増加したと推定される（ ）。
都市の高速道路の渋滞は複雑な問題であり、車線の追加などの物理的手段による緩和は、

システムの通行権が土地の利用可能性によって制約されている場合、費用が高額となり、し
ばしば実行不可能な選択肢となる。土地を取得したり、既存の用地をより集約的に使用した
りできる場合でも、都市部は建設には高価な環境であり、容量拡大の提案は、環境やコミュ
ニティへの影響により、懸念や全面的反対に直面することがよくある（ 付録 を参
照 ）。一部の反対者は、都市の高速道路の容量を高めると、大都市圏が外部にさらに拡大す
ることになり、公共需要が増して、さらに多くの道路とインフラが必要となると考えている
（ 他、 ）。また、既存のルートを拡張したり、新しい車線を建設した
りして容量を拡大すると、追加の移動が発生し、高速道路の走行台キロが増加して、時間の
経過に伴う渋滞と温室効果ガス排出量が増大するという意見もある（

）。したがって、容量拡張計画は、物理的な拡張と需要管理に対する取り組みを組み合
わせて追求するとよいかもしれない。

運用とモビリティの強化による需要管理

本報告書で実施されたいくつかのケーススタディ（表 および付録 を参照）では、混
雑した都市部のインターステートを拡張する能力が限られていること、および、将来的容量
追加を需要管理と組み合わせる必要があることが示されている。需要を管理するための運
用戦略には、可変速度制限、車線制御信号、舗装路肩から走行車線への動的な変換が含まれ
る。また、回廊レベルでのモビリティ管理プログラムによって、並行道路と地域公共交通サ
ービスの運用が調整され、回廊の混雑が緩和され、全体的な処理能力が改善される（ 、
出版年記載なし）。例えば、デンバーの とサンディエゴの では、高速道路機関と
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都市圏計画機関（ ）は、より効率的な交通流を生成するために容量と需要を管理する
運用戦略を選択した。

図 年のインターステートの平均トラック速度
注意：速度と走行時間の信頼性については、貨物量が顕著な 本の回廊における
万台を超えるトラックについて、毎年測定を行った（ ）。

出典：

米国交通省は、回廊レベルの統合型モビリティ管理プログラムの実施に関心のある高速
道路機関にガイダンスを提供している。これらの回廊レベルのモビリティ管理プログラム
によって、並行道路と地域公共交通サービスの運用が調整され、回廊の渋滞が緩和され、全
体的な処理能力が改善される（ 、出版年記載なし）。連邦政府の支援を受けた調査
が行われたことで、交通システムの管理と運用のためのツールが進歩し、将来さらに効果的
な回廊管理が約束される（例として、 、出版年記載なし、 を参照のこと）。バージ
ニア州交通省は、 年にワシントン 外部の で、上記の積極的交通管理（ ）
の多くを実施した。以前は、この回廊にはすでに該当する時間帯（ピーク時）の路肩走行が
設定されていたため、新しい積極的交通管理はオフピーク・パフォーマンスの改善を目指し
ていた。上記の計画者は、オフピーク時に回廊の移動時間が ～ ％減少し、遅延を引き起
こす衝突が ％以上減少したと推定している 。最近、コネチカット州交通省は、汎用車線

本セクションのバージニア州に関連する情報は、 年 月に （バージ
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都市圏計画機関（ ）は、より効率的な交通流を生成するために容量と需要を管理する
運用戦略を選択した。

図 年のインターステートの平均トラック速度
注意：速度と走行時間の信頼性については、貨物量が顕著な 本の回廊における
万台を超えるトラックについて、毎年測定を行った（ ）。

出典：

米国交通省は、回廊レベルの統合型モビリティ管理プログラムの実施に関心のある高速
道路機関にガイダンスを提供している。これらの回廊レベルのモビリティ管理プログラム
によって、並行道路と地域公共交通サービスの運用が調整され、回廊の渋滞が緩和され、全
体的な処理能力が改善される（ 、出版年記載なし）。連邦政府の支援を受けた調査
が行われたことで、交通システムの管理と運用のためのツールが進歩し、将来さらに効果的
な回廊管理が約束される（例として、 、出版年記載なし、 を参照のこと）。バージ
ニア州交通省は、 年にワシントン 外部の で、上記の積極的交通管理（ ）
の多くを実施した。以前は、この回廊にはすでに該当する時間帯（ピーク時）の路肩走行が
設定されていたため、新しい積極的交通管理はオフピーク・パフォーマンスの改善を目指し
ていた。上記の計画者は、オフピーク時に回廊の移動時間が ～ ％減少し、遅延を引き起
こす衝突が ％以上減少したと推定している 。最近、コネチカット州交通省は、汎用車線

本セクションのバージニア州に関連する情報は、 年 月に （バージ

の渋滞を緩和する手段として、 に沿って走るバス高速輸送路線を開始した（ ）。
この例では、表 のバージニア州北部およびシアトルの事例のように、インターステート
が地方交通ネットワークと相互接続し、乗車人数の少ない自動車と乗車人数の多いバスの
両方に対応できることが示されている。

表 都市回廊と都市間貨物回廊に関係するプロジェクトに関するいくつかのケース
スタディ

ププロロジジェェククトト 計計画画 改改善善ののタタイイププ
スマート 管理モーターウ

ェイ、コロラド州デンバー
インテリジェント輸送システム

統合型回廊管理、カリフ
ォルニア州サンディエゴ

統合型回廊管理、インテリジェント輸送システム

バージニア州北部ベルト
ウェイ外部

管理車線、移動手段の選択肢の増加（バスおよび鉄道
輸送との統合、パーク・アンド・ライド用駐車場）、路
肩の活用、道路およびインターチェンジの再建設

ワシントン州シアトル 車線管理、多人数乗車車両（ ）専用車線の転
換、インターチェンジの強化、ピーク時の路肩活用、バ
スおよび高速バス（ ）サービスの強化

および 、アイオワ州
カウンシル・ブラフス

車線追加とインターチェンジ改良
用に 本のエクスプレス車線、 ／ 用に

本のローカル車線を建設
ニューヨーク州ロチェ

スターのウィントン・インター
チェンジ

サービスレベルを改善するためのダイアモンド型イン
ターチェンジ の再建設

ジョージア州トラウプ郡
ウェストポイントのキア・ブー
ルバード・インターチェンジ

製造施設へのアクセスを改善する新しいインターチェ
ンジ、橋梁の建設の加速

ダイアモンド型とは、左折車両が、前からくる車両の進路を横断する必要性がなくなる
インターチェンジのタイプである。
出典：

料金設定による需要管理
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渋滞の激しい大都市圏では、インターステートで混雑課金が設定され始めている（ボック
ス を参照）。ただし、 年にこのシステムが創設される前に有料道路であった特定
目的の車線や高速道路などを含む、インターステートの一部では通行料の徴収が許可され
ているが、その後、連邦政府の支援を受けて建設されたインターステートの大部分では、そ
れは禁止されている。したがって、この管理ツールは、ほとんどの汎用目的のインターステ
ートの渋滞を緩和するためには使用できない 。料金は、既存の多人数乗車車両（ ）専
用車線、および州や地方自治体による連邦政府の援助なしで、場合により民間投資家とのパ
ートナーシップで支払われた新規建設の車線での適用に限定されている。カリフォルニア
州には、運用中の約 マイルの多人数乗車車両有料（ ）車線と、建設中の上記の
マイルの車線がある。バージニア州は最近、ワシントン の外側の と 、および

ベルトウェイの内側の に 車線を開設した。同州はまた、ベルトウェイの外
側の とハンプトンロードの に可変料金施設を追加する予定である。

ボックス
混混雑雑課課金金

道路の渋滞レベルによって異なる通行料を請求するという概念には長い歴史がある
が、米国の高速道路への適用はかなり最近のことである（ ）。手短に言えば、混
雑する時間帯に道路使用料を請求することで、最も経済的に効率的な方法で需要に応じ
た利用可能な供給を割り当てられる。価値のある商品やサービスの需要が供給よりも多
い場合、不足が発生する。固定費または資本コストが高い産業では、短期的に供給を拡大
することはできない。その間、価格は需給が均衡するまで上昇する。商品とサービスは、
需要と供給に見合った価格により、米国経済全体で配分されている。
バリュープライシングあるいは管理車線とも呼ばれる混雑課金のバリエーションは、

いくつかの都市部のインターステートを含め、約 年にわたって米国の高速道路に適用
されており、肯定的な結果が得られている（ 、出版年記載なし、 ）。通行料金を
支払う運転手は、時間を節約し、それにより獲得した収入は容量の向上に使うことができ
る。混雑した時間帯に料金を支払わなければならないドライバーは、料金を払う以外の選
択肢がある。例えば、より混雑しない時間帯に移動時間を変更したり、料金なしのルート
で移動したり、乗り物を共有したり、乗り継ぎに切り替えたりするなどである。インター

一般目的または一般利用車線（ ）とは、高速車線、有
料、多人数乗車車両専用（ ）レーン、または多人数乗車有料（ ）レーンではないす
べての車線を指す。
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道路の渋滞レベルによって異なる通行料を請求するという概念には長い歴史がある
が、米国の高速道路への適用はかなり最近のことである（ ）。手短に言えば、混
雑する時間帯に道路使用料を請求することで、最も経済的に効率的な方法で需要に応じ
た利用可能な供給を割り当てられる。価値のある商品やサービスの需要が供給よりも多
い場合、不足が発生する。固定費または資本コストが高い産業では、短期的に供給を拡大
することはできない。その間、価格は需給が均衡するまで上昇する。商品とサービスは、
需要と供給に見合った価格により、米国経済全体で配分されている。
バリュープライシングあるいは管理車線とも呼ばれる混雑課金のバリエーションは、

いくつかの都市部のインターステートを含め、約 年にわたって米国の高速道路に適用
されており、肯定的な結果が得られている（ 、出版年記載なし、 ）。通行料金を
支払う運転手は、時間を節約し、それにより獲得した収入は容量の向上に使うことができ
る。混雑した時間帯に料金を支払わなければならないドライバーは、料金を払う以外の選
択肢がある。例えば、より混雑しない時間帯に移動時間を変更したり、料金なしのルート
で移動したり、乗り物を共有したり、乗り継ぎに切り替えたりするなどである。インター

一般目的または一般利用車線（ ）とは、高速車線、有
料、多人数乗車車両専用（ ）レーン、または多人数乗車有料（ ）レーンではないす
べての車線を指す。

ステートでは、新しく追加された車線のみに料金を課すことができる。つまり、運転手に
は常に料金のかからない車線を走行する選択肢がある。 人～ 人の乗員を乗せた車両と
公共交通車両に対し混雑課金を免除し、また、得られた収入を容量拡大と回廊での追加の
公共交通サービスの費用に充てることで、通常、公平性の問題は対処される。都市化地域
のインターステートの場合、土地の制約、資本コスト、環境への懸念、およびコミュニテ
ィの反対により、追加可能な容量が制限される。混雑した時間帯の課金は、利用可能な需
要を配分するための効果的かつ効率的なメカニズムになる。

本報告書では、 つの計画された レーンプロジェクト（バージニア州北部のベルト
ウェイ外側の とシアトルの 高速有料レーン）をケーススタディとして分析して
いる（表 および付録 を参照）。汎用車線と有料管理車線を組み合わせて使用すると、
つの回廊の車両処理能力がそれぞれ ％と ％増加すると予測されている。 の場合、

管理車線は、 およびバス輸送オプションに対する無料のインセンティブの提供により、
以前に汎用車線を使用していた一部の移動者を引き付けることが期待されている。したが
って、回廊は、現在の回廊構成に比べて ％多くの移動者を運ぶと予測されている 。同様
に、テキサスの および に沿った新しい管理車線の創設により、これらの回廊に
沿った交通処理能力が増加した 。例えば、 年までに、 沿いの汎用車線は、管理
車線が建設される前よりも ～ ％多い車両を運んだ。こうした増加があっても、汎用車線
の平均速度は ～ ％高まっただけである。管理車線では自由に流れる交通が確保された
一方で、汎用車線の混雑も ～ ％減少した 。ただし、汎用車線の乗客に与えられる利点
は、需要が増え続けるため、一過性のものになる可能性がある。
大都市圏において国内の人口と経済成長の大部分が継続的に発生するため、追加の物理

的能力と、新規および既存の容量のより積極的かつ革新的な管理を求める要求はほぼ確実
に増加する。次章で説明するように、こうした予想される増加がどのように乗用車とトラッ
クの交通量の増加につながるかについては不確実性がある。ただし、この不確実性は、場所
ではなく、増加する量の規模に関係しており、主に都市部のシステムにおいて起きることが
予想される。ここで説明したケーススタディに基づくと、大都市圏では新たな料金徴収施設
を建設する選択肢を引き続き追求する可能性があるが、用地権の物理的な制約により、最終

本セクションのバージニア州に関連する情報は、 年 月に （バージ
ニア州交通省）が委員会に提出した資料に基づいている。

および に関連するこのセクションの情報は、 年 月
に が委員会に提出した資料に基づいている。
時速 マイル未満の速度として運営事業者によって定義される。
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的にこの選択肢の適用が制限される可能性のあることが示唆される。さらに、システムの混
雑が広範に及んでいる大都市圏では、代替のルートや交通モードの使用を奨励し、より多く
の交通をオフピーク時間にシフトするために、インターステートの料金設定をより広範に
行う必要性が生じる可能性がある。実際、付録 のケーススタディの つで説明したよう
に、サンフランシスコのベイエリアでは、 マイルの有料管理車線（インターステートと
非インターステート）ネットワークの開発を計画中である。都市交通委員会（

）（ ）は、 マイルのうちの マイルのネットワーク
を、 マイルの既存のカープール車線の変換と マイルの新車線の追加により、運用す
る予定である。

シシスステテムムのの延延長長ととレレイイアアウウトトのの変変更更へへのの要要求求

概概観観
・ 特定の地域での経済および人口の増加から生じる新たな交通需要により、インタース
テートの全体延長と対象範囲の変更が必要になる可能性がある。

・今日、南部および西部の開発の結果として、人口が 人を超える か所を超える
都市化地域でも、インターステートへのアクセス・ポイントが近くにない。

・インターステートがユーザーの変化する要求に確実に対応できるようにするには、特
に国際貿易、地域間および地域内の交通、そして地方、地域および国家の経済発展な
どのために、システムの想定される役割に関して選択を行う必要がある。

第 章で説明したように、当初のインターステートシステムの主要な計画基準のひとつ
は、米国の人口 人以上の都市の大部分を相互に接続することだった（

）。システムが 年代と 年代に計画されていたときには、水路と鉄道が国内
人口と経済の中心地に接続する主な交通手段だった。実際、 年代と 年代に開発
されたインターステートマップと、 世紀と 世紀における国の主な鉄道幹線のマップ
とを比較すると、かなりの重複が見られる。
しかし、インターステートは、その出現以来、この初期の米国の開発パターンを強化する

とともに、都市化が進む西部と南部の各州に合わせて再調整するのに役立った。これらの
「サンベルト」都市の多くは、インターステートの開発以降、最大の人口と商業的成長を経
験している。インターステートに接続されていなかった南部と西部の都市は、ラスベガスや
フェニックスなど、比較的小規模な人口集中地だったが、現在では国内で最大かつ最も急速
に成長する複合都市圏に数えられている。それらは航行可能な水路や鉄道のハブから遠く
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・インターステートがユーザーの変化する要求に確実に対応できるようにするには、特
に国際貿易、地域間および地域内の交通、そして地方、地域および国家の経済発展な
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第 章で説明したように、当初のインターステートシステムの主要な計画基準のひとつ
は、米国の人口 人以上の都市の大部分を相互に接続することだった（

）。システムが 年代と 年代に計画されていたときには、水路と鉄道が国内
人口と経済の中心地に接続する主な交通手段だった。実際、 年代と 年代に開発
されたインターステートマップと、 世紀と 世紀における国の主な鉄道幹線のマップ
とを比較すると、かなりの重複が見られる。
しかし、インターステートは、その出現以来、この初期の米国の開発パターンを強化する

とともに、都市化が進む西部と南部の各州に合わせて再調整するのに役立った。これらの
「サンベルト」都市の多くは、インターステートの開発以降、最大の人口と商業的成長を経
験している。インターステートに接続されていなかった南部と西部の都市は、ラスベガスや
フェニックスなど、比較的小規模な人口集中地だったが、現在では国内で最大かつ最も急速
に成長する複合都市圏に数えられている。それらは航行可能な水路や鉄道のハブから遠く

離れた場所に位置し、そのほとんどが自動車とインターステートの導入後に出現し、開発さ
れた（ ）。

サンベルトの開発は 世紀半ばには初期段階だったが、当初のインターステートの計画
立案者にとってその速度と規模を想像することは難しかっただろう。図 は、過去 年
間で最大の人口増加を経験した主に南部と西部の地域を示している（
付録 を参照）。この不均等な開発のため、 年には、人口が 人を超える か
所を超える都市化地域で、 マイル以内にインターステートが存在しなかった（表 を
参照） 。これらの都市のほぼ半分はカリフォルニア州とテキサス州にあり、残りのほとん
どは南部と西部の他の州にあった。
インターステートの利用範囲は静的ではないが、その拡張部は戦略的なガイダンスなし

に、ほとんど断片的に追加されたと言うことができる。 年後半の時点で、米国連邦道
路庁（ ）の最新の記録によると、表 に掲載されている都市の一部がインターステ
ート（ 、出版年記載なし ）に接続されているのがわかる。例えば、ウィスコンシン
州での の追加はオシュコシュとフォンデュラックを接続し、アーカンソー州での
の追加はジョーンズボロを接続した。テキサス南部では、新興の 貿易回廊に沿った新
しいインターステート建設により、さらに つの未整備都市、ブラウンズビル、ハーリンゲ
ン、マッカレンが完全に接続されることになる。
その他の数千マイルの、しばしば高品質の道路（主に マイルの米国幹線道路網）

もまた国内人口集中部の接続に役立つが、インターステートへのアクセスの欠如は、表
に列挙されたこれらの小さな新興都市の一部において、それらの成長と発展に害を及ぼし
ているとみなされている。特に懸念されるのは、インターステートが国の主要なトラック回
廊で構成されており、ユーザーが貨物の流れを正確に管理する精巧に調整された物流シス
テムにますます依存していることである。インターステートが第二次世界大戦後の新興都
市における経済成長の不規則な拡大と形成に果たした役割は失われておらず、インタース
テートが支える国自身がダイナミックに変化している中で、システムが「完全」なものとし
て取り扱われているという理論的根拠に課題を突き付けている。

マイルの距離は、人口調査で定義された都市部の境界から最も近いインターステート道
路までの距離である。
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図 年～ 年までの郡別の人口増加（破線は、既存および新興の大都市圏を示す）
出典： （付録 を参照）

表 年時点でインターステートから マイル以上離れた（人口 人超
の都市化地域

市市 人人口口
テキサス州マッカレン
カリフォルニア州フレズノ
カリフォルニア州オックスナード
カリフォルニア州サンタローザ
ニュージャージー州アトランティックシティ
カリフォルニア州ヴァイセーリア
テキサス州ブラウンズビル
サウスカロライナ州 ノースカロライナ州、マートルビーチ ソカスティー
カリフォルニア州サンタバーバラ
カリフォルニア州サリナス
テキサス州カレッジステーション–ブライアン
フロリダ州パナマシティ
カリフォルニア州マーセド
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図 年～ 年までの郡別の人口増加（破線は、既存および新興の大都市圏を示す）
出典： （付録 を参照）

表 年時点でインターステートから マイル以上離れた（人口 人超
の都市化地域

市市 人人口口
テキサス州マッカレン
カリフォルニア州フレズノ
カリフォルニア州オックスナード
カリフォルニア州サンタローザ
ニュージャージー州アトランティックシティ
カリフォルニア州ヴァイセーリア
テキサス州ブラウンズビル
サウスカロライナ州 ノースカロライナ州、マートルビーチ ソカスティー
カリフォルニア州サンタバーバラ
カリフォルニア州サリナス
テキサス州カレッジステーション–ブライアン
フロリダ州パナマシティ
カリフォルニア州マーセド

テキサス州ハーリンゲン
カリフォルニア州サンタマリア
ノースカロライナ州グリーンビル
カリフォルニア州シーサイド–モントレー
メリーランド州ソールズベリー デラウェア州
テキサス州サンアンジェロ
オレゴン州ベンド
カリフォルニア州マデラ
アラバマ州フローレンス
テキサス州ジャクソン湖–アングルトン
ウィスコンシン州オシュコシュ
カリフォルニア州ポータービル
アラバマ州ドーサン
アイオワ州ドゥビューク イリノイ州
アーカンソー州ジョーンズボロ
カリフォルニア州エルパソデロブレス（パソロブレス）–アタスカデロ
テキサス州ビクトリア
インディアナ州ココモ
テキサス州シャーマン
フロリダ州セブリング エイボンパーク
カリフォルニア州サンルイス オビスポ
メリーランド州レキシントンパーク–カリフォルニア–チェサピークランチ・エ
ステート
ミネソタ州マンケート
ハワイ州カフルイ
ウィスコンシン州フォンデュラック
ニューメキシコ州ファーミントン
カリフォルニア州アロヨグランデ–グローバービーチ
アイダホ州ルイストン ワシントン州
カリフォルニア州ロンポック
ニュージャージー州ヴィラ
ノースカロライナ州ニューバーン

年後半の時点でこれらの都市化された地域は、インターステートから マイル以
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内に位置している。

インターステートの当初の計画者は、人の移動のために国内人口集中地区を接続するこ
とに加えて、長距離貨物回廊の改善を追求した。この計画で国際貿易の貨物需要がどの程
度考慮されたかは不明であるが、 年以降までは輸入品と輸出品の年間価値が 億ド
ルにもならなかったことを考えると、おそらく最小限しか考慮されなかったのだろう（
年の国民総生産 の ％）（経済分析局 世界銀行、出版年記載なし）。それで
も、複数の東西ルートを含むシステムの当初の計画は先見の明があった。 年代に開始
された日本、韓国、中国、その他の環太平洋諸国との貿易の拡大に対応して、西海岸のいく
つかの港（ロングビーチ–ロサンゼルス、オークランド、シアトル、タコマなど）の地位が
強化された。しかし、 年にようやく南北 の最後のセクションが完成し、まもなく
米国の最大の貿易相手国となるカナダとメキシコの両方と接続する最初の連続した南北高
速道路が形成された。

図 議会から将来のインターステートとして指定された優先度の高い回廊（ 年）
注意：明確化のために便宜上色が付けられている。回廊の番号は、修正された

のセクション （ ）の法定リストに対応している。将来のインター
ステートの一部はインターステート規格に合わせて建設され、交通に開放され、イ
ンターステートとして標識が表示される。 年 月 日時点で入手可能な情
報に基づく回廊。
出典： 、出版年記載なし、
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内に位置している。

インターステートの当初の計画者は、人の移動のために国内人口集中地区を接続するこ
とに加えて、長距離貨物回廊の改善を追求した。この計画で国際貿易の貨物需要がどの程
度考慮されたかは不明であるが、 年以降までは輸入品と輸出品の年間価値が 億ド
ルにもならなかったことを考えると、おそらく最小限しか考慮されなかったのだろう（
年の国民総生産 の ％）（経済分析局 世界銀行、出版年記載なし）。それで
も、複数の東西ルートを含むシステムの当初の計画は先見の明があった。 年代に開始
された日本、韓国、中国、その他の環太平洋諸国との貿易の拡大に対応して、西海岸のいく
つかの港（ロングビーチ–ロサンゼルス、オークランド、シアトル、タコマなど）の地位が
強化された。しかし、 年にようやく南北 の最後のセクションが完成し、まもなく
米国の最大の貿易相手国となるカナダとメキシコの両方と接続する最初の連続した南北高
速道路が形成された。

図 議会から将来のインターステートとして指定された優先度の高い回廊（ 年）
注意：明確化のために便宜上色が付けられている。回廊の番号は、修正された

のセクション （ ）の法定リストに対応している。将来のインター
ステートの一部はインターステート規格に合わせて建設され、交通に開放され、イ
ンターステートとして標識が表示される。 年 月 日時点で入手可能な情
報に基づく回廊。
出典： 、出版年記載なし、

回廊が完成するまでに、国際貿易の価値は 年のインフレ調整後（米国国勢調査
局 ）で 倍近くに増加し、カナダとメキシコとの貿易がこれを先導した。 年の
カナダと米国の自由貿易協定、およびメキシコも加盟した 年の北米自由貿易協定
（ ）は、この南北パターンを高めて、その後エスカレートしていった。 今日、カナ
ダとメキシコは両国で合衆国の国際貿易の価値の約 ％を占めている（米国国勢調査局

）。
法案の通過前でさえ、議会は 年の総合陸上輸送効率化法（ ）におい

て、 本の潜在的な将来的貨物回廊（議会優先回廊と呼ばれる）を特定し、この高速道路
はアップグレードされ、インターステートの一部に指定されることになった。北米貿易回
廊（ ）は、 （カリフォルニア州サンディエゴ郡からカナダのアルバータ州に
またがる）と並行して、ずっと東方に存在するインターステートのルートを整備するよう
に想定されていた。 は完成したが、もう つの南北貿易回廊 （カナダのオンタリ
オ州サーニアからテキサス州のリオグランデ渓谷下流部に至る）が、ずっと当方に構想さ
れていた。無数の州高速道路ルートからなる の整備は、充当される資金不足などの多
くの要因により遅延が生じている。
変化していく国際貿易のレベルとパターンに追いつくようにすることは、当然、インタ

ーステートの延長とレイアウトの変更を求める需要のひとつの要因に過ぎない。議会は、
年以降、優先度の高いインターステート回廊のリストを何度か修正してきた。図

に示すように、このリストにはバージニア州からカンザス州までの東西回廊とサウスカロ
ライナ州からミシガン州までの南北回廊が含まれている。さらに、このリストには、単一の
州または つまたは つの州にまたがる断続的なシステムの橋渡しするためのいくつかの
拡張機能が含まれている。こうした拡張は、拡大する巨大都市圏の中心都市（例：ローリ
ー・ノーフォーク回廊）を接続する目的に役立てる意図があり、農場から市場へのアクセス
の提供（ベーカーズフィールドからサクラメントへ）、地域間および農村の経済開発を促す
（メンフィスからバーミンガムへのルートに沿って）。

第 章で説明したように、現在の法律では、連邦道路庁（ ）は州の要請により、
インターステートに吸収される マイルの米国幹線道路網のセクションを指定でき
るが、この権限には、必要な改修のための連邦政府の追加資金が付随していない。各州は既
存の収入源を使用しなければならず、これらはシステムの他のどこかで競合する要求の影
響をすでに受けているはずである。必要な投資は多額になる可能性がある。テキサスで
の一部となる の マイルの改修計画（付録 を参照）は、 マイルあたり 万

ドル以上かかると予測されている。改修には、幾何学的な改善、インターチェンジの追加、
舗装の再建設が含まれる。これらはすべて、容量を増やして安全性を高めることを目的と
している。
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優先順位の高い回廊に指定された を に変換するプロジェクトは、リオグラン
デ渓谷とミシガン州とカナダの国境との間の貨物の流れに新しい接続を提供するなど、複
数の目的に役立つと予想される。これにより、トラック、鉄道、航空、メンフィスの内陸水
路による貨物移動のマルチモーダル統合が促進され、テネシー州西部のコミュニティの接
続性が向上する。このプロジェクトは、国際貿易や地域間の交通の流れの促進から地元お
よび地域の経済発展の支援に至るまで、インターステートの変化する需要を確実に満たす
取り組みの例である。しかし、これは、特に連邦政府の援助配分を誘導するなどの、目的を
優先的に実施するための基準が確立されていないことを示す事例でもある。

概概観観
• インターステートは、国内で最も安全な高速道路であるが、年間 人以上の死

者を出す交通事故が発生している。
• 高度な車両とシステムが交通の流れに影響を与え、インフラストラクチャへの対応

が必要となるため、高速道路機関にとって安全性保証は引き続き課題となる。
• 安全保証の課題の中の重要な要素として、サイバー攻撃からの保護を提供すること

がある。

インターステートは移動距離の単位距離あたりで最も安全な高速道路であるが、米国交
通省の統計では、 年には交通事故の死亡者の約 ％を占める 人以上が、インタ
ーステートでの自動車事故が原因であることが示されている（図 を参照）。また、イン
ターステートのトラック交通量が当初の予測よりもはるかに速く拡大し、死亡者の多く
（ ％）が大型トラックの衝突事故に関係していることにも注目される。これらの死亡の大
部分（ ％） は、大型トラックと道路を共有する小型の乗用車で発生している。インター
ステートの歩行者の死亡者数（ 年の 人中 人）は、主に高速道路が人口密集地
域を横断する都市システムで発生している 。こうした死亡者には、インターチェンジでイ
ンターステートと合流する他の道路で発生した死亡者は含まれていない。

米国交通省の致死率分析報告システム（ ）のデータに基づき米国道路安全保険協会
（ ）が提供した分析による。
分析は のデータに基づいて、米国道路安全保険協会が提供した。また、追加の調査に

より、 年から 年までの都市部と農村部でのインターステートでの歩行者死亡率は
対 であることが判明した（ ）。

車車両両のの増増加加とと変変化化にに対対応応ししななががらら安安全全性性をを確確保保
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優先順位の高い回廊に指定された を に変換するプロジェクトは、リオグラン
デ渓谷とミシガン州とカナダの国境との間の貨物の流れに新しい接続を提供するなど、複
数の目的に役立つと予想される。これにより、トラック、鉄道、航空、メンフィスの内陸水
路による貨物移動のマルチモーダル統合が促進され、テネシー州西部のコミュニティの接
続性が向上する。このプロジェクトは、国際貿易や地域間の交通の流れの促進から地元お
よび地域の経済発展の支援に至るまで、インターステートの変化する需要を確実に満たす
取り組みの例である。しかし、これは、特に連邦政府の援助配分を誘導するなどの、目的を
優先的に実施するための基準が確立されていないことを示す事例でもある。

概概観観
• インターステートは、国内で最も安全な高速道路であるが、年間 人以上の死

者を出す交通事故が発生している。
• 高度な車両とシステムが交通の流れに影響を与え、インフラストラクチャへの対応

が必要となるため、高速道路機関にとって安全性保証は引き続き課題となる。
• 安全保証の課題の中の重要な要素として、サイバー攻撃からの保護を提供すること

がある。

インターステートは移動距離の単位距離あたりで最も安全な高速道路であるが、米国交
通省の統計では、 年には交通事故の死亡者の約 ％を占める 人以上が、インタ
ーステートでの自動車事故が原因であることが示されている（図 を参照）。また、イン
ターステートのトラック交通量が当初の予測よりもはるかに速く拡大し、死亡者の多く
（ ％）が大型トラックの衝突事故に関係していることにも注目される。これらの死亡の大
部分（ ％） は、大型トラックと道路を共有する小型の乗用車で発生している。インター
ステートの歩行者の死亡者数（ 年の 人中 人）は、主に高速道路が人口密集地
域を横断する都市システムで発生している 。こうした死亡者には、インターチェンジでイ
ンターステートと合流する他の道路で発生した死亡者は含まれていない。

米国交通省の致死率分析報告システム（ ）のデータに基づき米国道路安全保険協会
（ ）が提供した分析による。
分析は のデータに基づいて、米国道路安全保険協会が提供した。また、追加の調査に

より、 年から 年までの都市部と農村部でのインターステートでの歩行者死亡率は
対 であることが判明した（ ）。

車車両両のの増増加加とと変変化化にに対対応応ししななががらら安安全全性性をを確確保保

他の高速道路に比べてインターステートが安全に設計されているにもかかわらず、シス
テム上の衝突回数を減らすことは明らかに重要な課題である。将来のインターステートで
は、交通量の増加と制限速度の上昇から生じるリスクを軽減するために、最先端の安全対
策を引き続き採用する必要がある。さらに、増加する交通需要に対応するための変更には、
それらの変更による潜在的な安全性への影響の評価と対策を導入する必要性が伴う。例え
ば、路肩の用途を走行車線として再考したり、トラックが電子システムを使用して隊列を
組むことを許可したりする対策である。

図 自動車衝突事故の重傷者：道路の分類別および年間総死亡者数に対する割合
（ 年）

出典： 、表
（左から）インターステート その他のフリーウェイと高速道路 その他の主
要幹線道路 補助幹線道路 主要集散道路 補助集散道路 地方
（縦軸）自動車事故の重傷者の人数

開発、導入が始まっている多くの新しい高速道路および車両技術は、インターステート
を含む高速道路システムの運用および安全性に変化をもたらす可能性がある。これらの技
術の多くは、運転支援機能や自動運転車など、車両が中心であるが、他方で交通制御装置を
調整するリアルタイムの交通分析システムなどは、インフラ指向が強い。さらに他の技術
は、接続性を高めることで車両と高速道路を統合することを目的としている（例えば車車
間 および車路間 通信）。
これらの機能は安全性と操作性を高めることが期待されているが、それらの導入には課

題もある。特に、そうした技術が自らの約束を果たすためには、確実かつ安全に機能するこ
とが非常に重要になる。こうした新システムを設計して、信頼性を確保し、意図しない安全
上の危険をもたらす可能性を最小限に抑えることは、自動車メーカー、サプライヤー、およ
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び高速道路エンジニアにとって継続的な課題である。高度な車両とシステムはインタース
テート内外を問わず交通の流れに影響し、その機能の一部をサポートするためにインフラ
の調整が必要になる可能性があるため、安全性の確保は高速道路機関にとって特別な課題
になるだろう。自動運転車両の将来についてこれまで多数の報道があったが、それでも、今
後 年間にわたり道路上のほとんどの車両には引き続き人間の運転手が乗ることになる
だろう。自動運転車両と人間が操作する車両の混在には、特定の課題がある。
安全性確保の課題は、サイバー攻撃からの保護も必要とされる。自動運転車両の高度な

電子システム、コンピューターシステム、および通信システムには、個人による攻撃と敵国
による攻撃の機会をもたらす可能性のある大量のデータを収集、分析、および送信する機
能が備えられているからだ。この問題に対処するために、自動車業界は、新興技術に関連す
るサイバーセキュリティ・リスクを評価し、自動車情報共有・分析センター（ ）
などの共同組織を通じて、車両通信のセキュリティを確保するためのベスト・プラクティ
スを開発し、共有している（ ）。同様に、米国道路交通安全局（

）は、国立標準技術研究所（
）と協力して、 のテクノロジー・サイバーセキ

ュリティ・フレームワーク（ ）（ 、出版年記載な
し）を使用して、自動車産業にサイバーセキュリティを改善する手続きの採用を奨励して
いる（ 、出版年記載なし）。また、既存の高速道路設計基準も が採用して
いるテクノロジー・サイバーセキュリティ・フレームワークも、インフラストラクチャ関連
技術のサイバーセキュアな展開に対応していないが、インターステートやその他の高速道
路でのつながる車両技術の見通し は、高速道路機関がそのような取り組みにおいてはるか
に重要な役割を果たす必要性を示唆している。

自動運転車両やつながる車両技術の開発と、インターステートへの適用は、多くの潜在
的なテクノロジー、システム、機能が関与する複雑なトピックである。委員会は、技術の状
態とその進展、そして新しいテクノロジーが今後 年、 年、 年にわたってインター
ステートの運行にどのように影響するかについての評価の概要を示す論文（付録 を参照）
の作成を委託した。次章で説明する委員会によるこの評価および関連する所見では、影響
が広範囲に及ぶ可能性があり、現時点では明確に定義できない期間に及ぶ可能性があるこ
とを示唆している。インターステートの将来を検討している意思決定者にとっての課題は、

自動運転車両技術により、ドライバーは、車両の制御とナビゲートに関連する一部、おそら
く全部のタスクを免除される。つながる車両技術は、同じ車両、他の車両、または道路インフ
ラ内の他のデバイスと情報を交換する車両にインストールされたデバイスである。
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路でのつながる車両技術の見通し は、高速道路機関がそのような取り組みにおいてはるか
に重要な役割を果たす必要性を示唆している。

自動運転車両やつながる車両技術の開発と、インターステートへの適用は、多くの潜在
的なテクノロジー、システム、機能が関与する複雑なトピックである。委員会は、技術の状
態とその進展、そして新しいテクノロジーが今後 年、 年、 年にわたってインター
ステートの運行にどのように影響するかについての評価の概要を示す論文（付録 を参照）
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が広範囲に及ぶ可能性があり、現時点では明確に定義できない期間に及ぶ可能性があるこ
とを示唆している。インターステートの将来を検討している意思決定者にとっての課題は、

自動運転車両技術により、ドライバーは、車両の制御とナビゲートに関連する一部、おそら
く全部のタスクを免除される。つながる車両技術は、同じ車両、他の車両、または道路インフ
ラ内の他のデバイスと情報を交換する車両にインストールされたデバイスである。

システムの堅牢性と適応性を確保し、資産への時期尚早な投資を回避し、また開発経路を
妨害し、禁止する基準の導入を回避することである。

強強靭靭性性をを高高めめるる

概概観観
• 気候変動や異常気象現象がインターステートシステムに及ぼす潜在的な影響は深刻
で、多岐にわたる。

• 強靭性を高めるためにインターステートのインフラを設計し、改造するには、費用
の高くつく作業が必要であり、リスクに基づいた戦略的なアプローチが欠かせな
い。

• 各州は、システムに関連する気候変動の影響、それらの影響がどのように出現する
可能性があるか、どのシステム・セグメントが最も脆弱であるかを特定する必要が
ある。

年代と 年代にインターステートの多くが計画、設計、建設されていたとき、
温室効果ガス（ ）の蓄積の脅威と、気候変動が海面上昇や異常気象現象などの影響に
より交通システムやその他の重要なインフラにどのように悪影響を与える可能性があるか
については理解されていなかった。インターステートの個々の部分は、過去に地域で経験
した典型的な天候と気候の範囲に合わせて設計され、建設されていた。例えば、降雨の予想
期間や強度などの環境要因は、地下、材料、排水能力に関する設計の選択に影響を与えた。
これは、一般的に 年に一度レベルの嵐や洪水など、過去に経験した異常環境を考慮し
た選択であった。
インターステートやその他の交通モードを気候変動の影響に対して強靭化する必要性は、

最近の経験や科学界の多くの予測が部分的に寄与して、現在広く認知されている。予測さ
れた気候変動の影響として、酷暑の日の日数、降水事象の頻度と強度、およびハリケーンの
強度の増大が現在観察されている 。例えば、アラスカでは、永久凍土の融解により、路盤
と橋梁の支持体が沈下している。ヒューストン市は、 年に 億ドル以上の損害を
もたらしたハリケーン「ハービー」を含め、 年以降に 年に一度レベルの嵐を 回
経験している（ ）。 年、巨大ハリケーン「サンディ」はニューヨーク市、

インターステートインフラへの潜在的な影響の範囲の検証内容は、 『特別報告書 ：気
候変動が米国の輸送に及ぼす潜在的な影響 （

）』に記載されている（ ）。特に、第 章
「輸送に対する気候変動の影響」を参照していただきたい。
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ニュージャージー州の海岸、および北東海岸に沿った他の地点に深刻な影響を与え、 億
ドル以上の損害をもたらした。米国海洋大気庁（

）のデータによると、 年以来、米国では、損害、対応、後片付けの費用
が一事象当たり 億ドルを超す気象・気候災害が 件超発生している（図 を参照）。
これらの事態の総費用は 兆ドルを超えた。すべての米国の州が、大規模な熱波、暴風雨、
竜巻、干ばつ、洪水、ハリケーン、および山火事を含むこれらの壊滅的な事象の一つ以上の
影響を受けた。表 は、悪天候のため最近閉鎖されたインターステートの様子である。
気候変動や異常気象が高速道路システムに及ぼす潜在的な影響は多岐にわたる。舗装と

橋は、極端な変化だけでなく、雨の多い冬や乾燥した夏などの通常の気象パターンからの
予期しない逸脱によっても悪影響を受ける可能性がある。影響は致命的になる可能性があ
る。具体的には、道路基盤の浸食、緩やかな地盤沈下による橋梁支持の浸食、過度の熱によ
る舗装の軟化、わだち掘れ、座屈、および、凍結融解サイクルと熱膨張による、橋梁と舗装
の接合部とデッキの損傷などがある。例えば、一般に湿った状態では、舗装構造の耐荷重が
低下し、表面および地下の排水の改善が必要となる。気候変動の極端な影響としては、沿岸
の高速道路を浸水させ（図 の例を参照）、洪水をさらに内陸に移動させる高潮による
被害や広範囲にわたる洪水；および、長時間にわたって高速道路を損傷し閉鎖する、急速に
移動する山火事；乾燥した干ばつ地域にある高速道路を埋没させ洗い流す鉄砲水と土砂崩
れなどがある。さらに、そのような損害が発生した場合、インターステートの運用の結果と
して生じる混乱は、緊急時の対応と避難を妨げることで、さらに深刻な結果をもたらす可
能性がある。

図 自然災害による米国の深刻な損失事象数の増加傾向（事象の種類別、各年ベ
ース）（ 年～ 年）
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注意：「 ％ のコスト」は、コストの不確実性の ％信頼区間推定値を示す。「
年平均」は、 年間の平均コストを示す。
出典： （付録 を参照）

表 異常気象により閉鎖されたインターステート
イインンタターースステテ

ーートト 場場所所 天天候候事事象象 年年

ルイジアナ州ニューオーリンズ ハリケーン「カトリーナ」と
「リタ」

ミシシッピ州ビロクシ ハリケーン「カトリーナ」と
「リタ」

テネシー州ナッシュビル 鉄砲水
ニュージャージー州、コネチカット

州、ニューヨーク州 巨大ハリケーン「サンディ」

カリフォルニア州デザートセンター 鉄砲水
ノースカロライナ州フェイエットビ

ル
ハリケーン「フローレンス」

出典：

図 ハリケーン「ハービー」の影響でテキサス州ヒューストンに広範囲にわたる洪
水が発生した時に水没した の区間（ 年 月 日）。

出典：

79



次章で説明するように、気候変動の影響は地域によって異なると予想され、それらが時間
とともにどのように変化するかについては不確実性がある。ただし、影響を考慮して、全国
の交通当局が高速道路の計画、設計、建設、運用、および保守の方法を修正する必要がある
のは確かである。特にインターステート、主要な橋梁、緊急アクセスおよび避難ルートなど
の主要施設では、異常事象の頻度と深刻度に対応する堅牢な設計および建設基準を策定し
て導入する必要がある。また、政府機関も、新しい資産を設置する場所と設置しない場所を
評価し、決定する必要がある。これらの取り組みには、材料（アスファルトやコンクリート
の混合設計など）、設計基準、建設技術、保守慣行などの分野での研究、テスト、革新が必
要となるだろう。また、これらの取り組みでは、利用可能な気候予測を、将来のインフラ・
プロジェクトの計画、設計の際に実践者が使用できるガイダンスおよびエンジニアリング
標準に変換する必要がある（ 他、 。

舗装など、設計寿命が比較的短い一部の資産は、インターステートを改修して強靭性を強
める機会が早期にやってくるが、橋梁や高速道路を高架にする、用地権を移転するなど、特
定のインターステート・インフラの再設計と改修の費用は、投資決定のために戦略的でリス
クに基づくアプローチが必要となり、費用が高くつくことになる。インターステートには、
交換されないか、何年も大規模な再建が行われない、長期にわたる多くの資産が含まれてい
る。さらに、いくつかのルートをどこに配置するかについての過去の選択（例えば、沿岸や
河川沿いの脆弱な環境）は、大規模な財政投資とコミュニティの混乱なしに取りやめにする
ことはできない。
課題は、一般にリスク管理「システム」の問題として見ることができる。こうした問題で

は、州が下記について明らかにする必要がある。すなわち、特定のシステムに最も関連する
気候変動の影響（海面上昇、異常降水事象など）、それらの影響がどのように現れるか（例
えば、高潮からの浸水）、およびどのシステム区間が最も脆弱であり、対策が講じられなか
った場合または遅延した場合に最大のリスクを提示するのはどのシステムかということで
ある。このオプションでは、将来の専門家が適応性のある設計とリスク管理についてトレー
ニングを受ける必要がありそうである 。自然環境の将来の変化をインフラス計画および設
計に組み込むための戦略が、現在浮上している。これは、部分的には最近の災害で促された

気候変動への適応に関する米国土木学会（ ）の委員会が、適応性のある設計・リスク
管理に関する実践マニュアルを作成していることは注目に値する。適応性のある設計・リスク
管理は、潜在的な損失の定量的および確率的分析に基づく方法論を採用しており、実際のオプ
ションに基づく適応性のあるソリューションの経済的評価と利益コスト分析を促す。これらの
適応性のあるソリューションは、将来の予測される危険の変化に対応してオプションを行使す
るという概念を紹介する（ ）。
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次章で説明するように、気候変動の影響は地域によって異なると予想され、それらが時間
とともにどのように変化するかについては不確実性がある。ただし、影響を考慮して、全国
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の混合設計など）、設計基準、建設技術、保守慣行などの分野での研究、テスト、革新が必
要となるだろう。また、これらの取り組みでは、利用可能な気候予測を、将来のインフラ・
プロジェクトの計画、設計の際に実践者が使用できるガイダンスおよびエンジニアリング
標準に変換する必要がある（ 他、 。

舗装など、設計寿命が比較的短い一部の資産は、インターステートを改修して強靭性を強
める機会が早期にやってくるが、橋梁や高速道路を高架にする、用地権を移転するなど、特
定のインターステート・インフラの再設計と改修の費用は、投資決定のために戦略的でリス
クに基づくアプローチが必要となり、費用が高くつくことになる。インターステートには、
交換されないか、何年も大規模な再建が行われない、長期にわたる多くの資産が含まれてい
る。さらに、いくつかのルートをどこに配置するかについての過去の選択（例えば、沿岸や
河川沿いの脆弱な環境）は、大規模な財政投資とコミュニティの混乱なしに取りやめにする
ことはできない。
課題は、一般にリスク管理「システム」の問題として見ることができる。こうした問題で

は、州が下記について明らかにする必要がある。すなわち、特定のシステムに最も関連する
気候変動の影響（海面上昇、異常降水事象など）、それらの影響がどのように現れるか（例
えば、高潮からの浸水）、およびどのシステム区間が最も脆弱であり、対策が講じられなか
った場合または遅延した場合に最大のリスクを提示するのはどのシステムかということで
ある。このオプションでは、将来の専門家が適応性のある設計とリスク管理についてトレー
ニングを受ける必要がありそうである 。自然環境の将来の変化をインフラス計画および設
計に組み込むための戦略が、現在浮上している。これは、部分的には最近の災害で促された

気候変動への適応に関する米国土木学会（ ）の委員会が、適応性のある設計・リスク
管理に関する実践マニュアルを作成していることは注目に値する。適応性のある設計・リスク
管理は、潜在的な損失の定量的および確率的分析に基づく方法論を採用しており、実際のオプ
ションに基づく適応性のあるソリューションの経済的評価と利益コスト分析を促す。これらの
適応性のあるソリューションは、将来の予測される危険の変化に対応してオプションを行使す
るという概念を紹介する（ ）。

ものである。以下はその例である。米国連邦道路庁（ ）が 年に発表した流体工
学サーキュラー（ ） 、『沿岸環境の高速道路：異常事象の評価、第 巻』（ ）
および 年に発表した 、『沿岸環境の高速道路： 氾濫原、異常事象、リスク、
強靭性、第 版』 （ ）。これらの文書では、海面上昇、高潮と波の作用、異常
洪水事象などの気候変動で考慮すべき事項を沿岸および河川環境の高速道路プロジェクト
の計画と設計に取り入れるための、技術的ガイダンスと方法論が示されている。この種のツ
ールは、脆弱性と社会的影響の定量的測定と指標と並んで、交通当局が資源配分の決定を通
知し、システムの計画、設計、運用、保守活動のガイダンスを提供する際にさらに必要にな
るだろう。
この点で、州と連邦道路庁は、耐震保護などの分野で得られた経験を活用できる。過去

年にわたり、交通当局は、大規模な地震から学んだ教訓を評価し、解決策を研究し、橋梁と
インフラスの設計の改善と改修のガイドラインと基準を積極的に導入してきた。例えば、カ
リフォルニア州では、地震の脆弱性を分析するためにリスクに基づくアプローチを長い間
駆使して、高速道路橋梁の改修および交換の優先順位を決定してきた。これらの努力により、
州は地震保護のための投資を効果的に全体的に利用することができたが、それでも総投資
は相当なものだった。インターステートを気候変動に対してより強靭性のあるものにする
ために必要なリソースは確かに相当なものになるだろう。しかし、現時点ではその投資が正
確にどの程度になるかは不明であり、今後しばらくはその状態が続くだろう。

ササママリリーー

本章では、インターステートシステムへの期待を満たそうとするときに直面する差し迫
った新たな課題について説明した。
シシスステテムムのの舗舗装装をを再再建建設設すするるとといいうう膨膨大大ななタタススククはは、、老老朽朽化化ししてていいくく橋橋梁梁ののメメンンテテナナンンスス

をを行行いいななががらら、、シシスステテムムのの長長いい区区間間でで舗舗装装がが使使用用ででききななくくななるる前前にに開開始始すするる必必要要ががああるる。。
年代および 年代に建設されたインターステートの舗装の多くは、 年の耐用年数を
想定して設計されていたが、現在では予想よりもはるかに高い交通負荷にもかかわらず、上
層路盤と基礎の再建設なしで 年以上使用されている。全面的再建が必要になるまで、舗
装構造が 年持ちこたえると仮定したとしても、システムの最も古い区間はこの事業を本
来の実施時期をすでにかなり過ぎてしまっている。 年代と 年代に建設された、
ほとんどの最新のインターステート区間も、今後 年間で再建設する必要があるだろう。
この作業は道路上で行われるため、州では、インターステートの老朽化した橋梁の交換、そ
の完全性の維持に投資するために相当なリソースが引き続き必要となる。
大大都都市市圏圏がが今今後後数数十十年年ににわわたたっってて国国内内人人口口とと経経済済成成長長のの大大部部分分をを経経験験しし続続けけるる中中でで、、物物理理

的的容容量量へへのの投投資資とと都都市市シシスステテムムのの積積極極的的なな管管理理にに対対すするる増増大大すするる需需要要をを満満たたすす必必要要ががああるる。。
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インターステートの大部分、特に大都市圏は、すでにひどく混雑しており、地方、地域間、
および長距離の移動者の要求に対応できていない。車線の追加などの物理的手段による都
市高速道路の渋滞問題の緩和は、特にシステムの用地権が土地の利用可能性によって制約
される場合、費用が高くつき、しばしば実行不可能な選択肢となる。土地を取得したり、既
存の用地をより集中的に使用したりできる場合でも、都市部は建設には高価な環境であり、
容量拡大の提案は、コミュニティへの影響により、懸念や全面的反対に直面することがよく
ある。
シシスステテムムがが国国内内人人口口とと経経済済のの継継続続的的なな進進化化にに適適応応ででききるるよよううにに確確保保すするる必必要要ががああるる。。イン

ターステート以外の数千マイルの高品質の道路が国の人口中心部を接続しているが、イン
ターステートへのアクセスの欠如は、特にこのシステムに国内の主要なトラック輸送回廊
が含まれていることを考えると、一部の小規模なコミュニティや新興都市では成長と発展
に弊害をもたらすと考えられる。インターステートは、 年代に計画され、都市部、西
部、南部へと需要のパターンが変化しているにもかかわらず、 年代に完了すると考え
られていた。
交交通通量量のの増増加加にに対対応応ししてて、、シシスステテムムがが容容量量とと処処理理能能力力をを高高めめるるよよううにに変変更更さされれるる中中でで、、シシ

スステテムムのの安安全全性性をを向向上上ささせせるる必必要要ががああるる。。インターステートは、米国で最も安全な高速道路
であるが、年間 人以上の交通死亡事故の原因となっている。交通量の増加から生じる
追加のリスクを軽減するために、将来のインターステートに最新の安全対策を継続して採
用する必要がある。
シシスステテムムをを堅堅牢牢にに保保ちち、、かかつつ変変化化すするる車車両両テテククノノロロジジーーにに確確実実にに適適応応ででききるるよよううににすするる。。

ここれれににはは、、時時期期尚尚早早なな投投資資をを回回避避しし、、ままたた開開発発経経路路をを妨妨害害ままたたはは排排除除すするる基基準準のの導導入入をを回回避避
すするるここととがが必必要要ででああるる。。多くの新しいテクノロジーには、インターステートを含む、国の高
速道路システムの運用と安全性を変えていく潜在能力がある。これらのテクノロジーは、運
転支援機能や自動運転車など、車両が中心になっているものもあるが、一方で、交通制御装
置に情報を伝達するリアルタイムの交通分析システムなどはインフラ指向が強い。その他
のテクノロジーは、車両とインフラの接続を巻き込んでいくだろう。これらのテクノロジー
の多くには、部外者による悪用からの保護が必要となる潜在的な脆弱性がある。
将将来来のの気気候候条条件件にに対対処処すするる戦戦略略をを策策定定しし、、そそれれららををイインンフフララのの計計画画とと設設計計にに組組みみ込込むむ。。まま

ずず、、異異常常気気象象事事象象のの頻頻度度とと深深刻刻度度にに対対応応すするる頑頑健健なな標標準準のの開開発発かからら着着手手すするる必必要要ががああるる。。
年代と 年代にインターステートの多くが計画、設計、建設されていたとき、温室効果
ガスの脅威と、気候変動が交通システムにどのように悪影響を与える可能性があるかにつ
いては理解されていなかった。それらによる影響には、海面上昇と異常気象関連の事象が含
まれる。全国の交通当局が、これらの影響を考慮して、高速道路の計画、設計、建設、運用、
および保守の方法を修正する必要があるのは確かである。
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シシスステテムムがが国国内内人人口口とと経経済済のの継継続続的的なな進進化化にに適適応応ででききるるよよううにに確確保保すするる必必要要ががああるる。。イン

ターステート以外の数千マイルの高品質の道路が国の人口中心部を接続しているが、イン
ターステートへのアクセスの欠如は、特にこのシステムに国内の主要なトラック輸送回廊
が含まれていることを考えると、一部の小規模なコミュニティや新興都市では成長と発展
に弊害をもたらすと考えられる。インターステートは、 年代に計画され、都市部、西
部、南部へと需要のパターンが変化しているにもかかわらず、 年代に完了すると考え
られていた。
交交通通量量のの増増加加にに対対応応ししてて、、シシスステテムムがが容容量量とと処処理理能能力力をを高高めめるるよよううにに変変更更さされれるる中中でで、、シシ

スステテムムのの安安全全性性をを向向上上ささせせるる必必要要ががああるる。。インターステートは、米国で最も安全な高速道路
であるが、年間 人以上の交通死亡事故の原因となっている。交通量の増加から生じる
追加のリスクを軽減するために、将来のインターステートに最新の安全対策を継続して採
用する必要がある。
シシスステテムムをを堅堅牢牢にに保保ちち、、かかつつ変変化化すするる車車両両テテククノノロロジジーーにに確確実実にに適適応応ででききるるよよううににすするる。。

ここれれににはは、、時時期期尚尚早早なな投投資資をを回回避避しし、、ままたた開開発発経経路路をを妨妨害害ままたたはは排排除除すするる基基準準のの導導入入をを回回避避
すするるここととがが必必要要ででああるる。。多くの新しいテクノロジーには、インターステートを含む、国の高
速道路システムの運用と安全性を変えていく潜在能力がある。これらのテクノロジーは、運
転支援機能や自動運転車など、車両が中心になっているものもあるが、一方で、交通制御装
置に情報を伝達するリアルタイムの交通分析システムなどはインフラ指向が強い。その他
のテクノロジーは、車両とインフラの接続を巻き込んでいくだろう。これらのテクノロジー
の多くには、部外者による悪用からの保護が必要となる潜在的な脆弱性がある。
将将来来のの気気候候条条件件にに対対処処すするる戦戦略略をを策策定定しし、、そそれれららををイインンフフララのの計計画画とと設設計計にに組組みみ込込むむ。。まま

ずず、、異異常常気気象象事事象象のの頻頻度度とと深深刻刻度度にに対対応応すするる頑頑健健なな標標準準のの開開発発かからら着着手手すするる必必要要ががああるる。。
年代と 年代にインターステートの多くが計画、設計、建設されていたとき、温室効果
ガスの脅威と、気候変動が交通システムにどのように悪影響を与える可能性があるかにつ
いては理解されていなかった。それらによる影響には、海面上昇と異常気象関連の事象が含
まれる。全国の交通当局が、これらの影響を考慮して、高速道路の計画、設計、建設、運用、
および保守の方法を修正する必要があるのは確かである。
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第第４４章章 直直面面すするる不不確確実実なな未未来来

前章では、インターステートを更新、規模適正化及び近代化しようとする意思決定者が直
面する現在の及び現れつつある課題を明らかにした。これらの課題には以前から認識され
ていたものもあれば、最近になって注目されるようになったものもある。第 章で、現在に
おいて理解されているそれらの問題を記述したが、将来においては、利用者の需要、技術的
可能性、経済的及び環境的な条件、その他の状況 ― 政策的選択を含む ― の変化に応じて、
全く異なった側面を現すかもしれない。本章では、変化が起こりうるいくつかの分野につい
て検討しており、それらは、一体となって不確実な未来に寄与することとなるが、いずれに
しても、意思決定者は、インターステートを含む高価で長寿命の資産について、どこに、い
つ、どのくらい投資すべきかを決定する際に、取り組まなければならなくない。

第 章で議論したように、委員会は、 件の委託調査を実施し（付録を参照）、インタース
テートに実質的に影響を及ぼしうるいくつかの変化が、将来どのように進展していくかに
ついて検討を行った。

・ （参照 付録 ）は、合衆国の人口及びその地理的分布の変化が、国内の各々の地域
におけるインターステートの需要にどのように影響するかを検証している。

・ （参照 付録 ）は、経済の地理的及び産業部門別の変化により、
インターステートの需要がどのように影響されるかを検討している。

・ 過去の交通需要に関する影響を評価した後に、 （参照 付録 ）は、人口、経済
活動、テクノロジーその他の要因 ― 道路交通以外の代替手段の利用可能性を含む ―
に関する複合的な変化が、自動車交通一般、及び特にインターステート交通の増加率に
どのように反映されるかについて議論している。

・ （参照 付録 ）は、つながる・自動運転車両技術の開発及び実用化が、交通
の供給及び需要の両面、及びインターステートにどのように影響するかを検討している。

・ （参照 付録 ）は、気候変動とその帰結が、インターステートの
状態、パフォーマンス及びその利用にどのように影響するかを検証している。

これらの資料によれば、人口増加率及びその地理的分布のようないくつかの変化は、特に
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テクノロジーの変化のようなものよりも、実質的により良く予測することができることが
確認される。しかしながら、いずれの場合も、変化の規模、方向及び性質は不確実であるこ
とから、将来のインターステートの需要及び供給に関する予測は複雑なものとなる。その複
雑性は、これらの変化が相互に影響を及ぼすことで、さらに複合的なものとなる。前章で記
したように、インターステートの当初の計画策定者は、議会による承認からわずか 年後
についても、インターステートがどのように使われ、機能するかに関する予測を見誤った。
合衆国の人口に関するかなり正確な推計はなされていたが、 年代の計画策定者は、例
えば、女性ドライバーの大幅な増加、国際貿易の著しい成長、トラックの合法的重量及び交
通量の大幅な増大といった、人口、経済及び政策に関する重要な変化の兆候がいかに予測に
影響を及ぼすかについて、ほとんど洞察していなかった。今日でさえも、交通計画策定者は、
情報通信機能に関する予期せざる変化に対応するため、近い将来の交通量の予測を見直し
ている。それは、テレワークを増加させ、宅配の増加を伴うオンライン・ショッピングを可
能とし、さらに、移動者への情報提供により、リアルタイムのモード及びルートの選択を可
能とするものである。

以下の最初の節では、合衆国の人口推計について、国全体及び地域別の双方を示しており、
最小はカウンティー（郡）レベルである。カウンティー・レベルの人口推計は、より上位の
ものと比べて不確実性が大きくなるが、それにより、今後 年間に、インターステートの
カバー範囲やコミュニティへの近接性又は接続性がどのように変化しうるかを考察するこ
とができる。おそらく他のどの変化よりも、人口増加及びその地理的分布は、合理的な程度
の信頼性で評価することができ、それはインターステート及びその地理的カバー範囲の変
化に関係してくる。需要は、人口の規模及び分布以外のことにも依存しているため、本節で
は、地域間における経済活動の部門、構成及び立地のシフトが、インターステートへのアク
セスに関する需要にどのように影響するかについても検討している。

第 章で議論したように、 年から 年の間に、インターステートにおける自動車
走行台キロ（ ）は ％以上増加したが、これに比して、他の
全ての公道では ％の増加であった。今後数十年にわたり、合衆国の人口及び経済が成長
するとすれば、それは合理的に予期できることであるが、そうだとすれば、道路交通もほぼ
確実に増加し、インターステートは全体として、より多く利用されることになるであろう。
人口及び経済の成長に関する合理的な予測はできるが、成長の複合的要素に関する想定が
必要であり、それは道路交通の需要の変化につながりうる。増加する人口は老年か若年か、
住居の規模の大小、集中する地域は都市部か地方部か、などが全て需要に影響を与える。同
様に、成長する経済が、モノ中心かサービス中心か、それに伴う取引の多寡などにより、交
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テクノロジーの変化のようなものよりも、実質的により良く予測することができることが
確認される。しかしながら、いずれの場合も、変化の規模、方向及び性質は不確実であるこ
とから、将来のインターステートの需要及び供給に関する予測は複雑なものとなる。その複
雑性は、これらの変化が相互に影響を及ぼすことで、さらに複合的なものとなる。前章で記
したように、インターステートの当初の計画策定者は、議会による承認からわずか 年後
についても、インターステートがどのように使われ、機能するかに関する予測を見誤った。
合衆国の人口に関するかなり正確な推計はなされていたが、 年代の計画策定者は、例
えば、女性ドライバーの大幅な増加、国際貿易の著しい成長、トラックの合法的重量及び交
通量の大幅な増大といった、人口、経済及び政策に関する重要な変化の兆候がいかに予測に
影響を及ぼすかについて、ほとんど洞察していなかった。今日でさえも、交通計画策定者は、
情報通信機能に関する予期せざる変化に対応するため、近い将来の交通量の予測を見直し
ている。それは、テレワークを増加させ、宅配の増加を伴うオンライン・ショッピングを可
能とし、さらに、移動者への情報提供により、リアルタイムのモード及びルートの選択を可
能とするものである。

以下の最初の節では、合衆国の人口推計について、国全体及び地域別の双方を示しており、
最小はカウンティー（郡）レベルである。カウンティー・レベルの人口推計は、より上位の
ものと比べて不確実性が大きくなるが、それにより、今後 年間に、インターステートの
カバー範囲やコミュニティへの近接性又は接続性がどのように変化しうるかを考察するこ
とができる。おそらく他のどの変化よりも、人口増加及びその地理的分布は、合理的な程度
の信頼性で評価することができ、それはインターステート及びその地理的カバー範囲の変
化に関係してくる。需要は、人口の規模及び分布以外のことにも依存しているため、本節で
は、地域間における経済活動の部門、構成及び立地のシフトが、インターステートへのアク
セスに関する需要にどのように影響するかについても検討している。

第 章で議論したように、 年から 年の間に、インターステートにおける自動車
走行台キロ（ ）は ％以上増加したが、これに比して、他の
全ての公道では ％の増加であった。今後数十年にわたり、合衆国の人口及び経済が成長
するとすれば、それは合理的に予期できることであるが、そうだとすれば、道路交通もほぼ
確実に増加し、インターステートは全体として、より多く利用されることになるであろう。
人口及び経済の成長に関する合理的な予測はできるが、成長の複合的要素に関する想定が
必要であり、それは道路交通の需要の変化につながりうる。増加する人口は老年か若年か、
住居の規模の大小、集中する地域は都市部か地方部か、などが全て需要に影響を与える。同
様に、成長する経済が、モノ中心かサービス中心か、それに伴う取引の多寡などにより、交

通のパターン及びレベルは様々である。従って、本章の 番目の節では、合衆国の人口及び
経済の将来の変化が、相互に、また、移動行動に関連する他の要因とどのように作用し合っ
て、旅客及び貨物交通の一般的な及び特にインターステートでの増加に影響するかについ
て検討している。これらの増加率は、インターステートの容量に関する需要、舗装及び橋梁
の劣化に密接な関係があるが、かなりの不確実性を伴うため、一定の幅の信頼性の範囲内で
予測されなければならない。
本章の第 及び第 の節は、２つの主要な分野に関する進展について検討している。それ
らは、インターステートに甚大な影響を及ぼすことが予期されているが、その時期及び性質
を、人口及び経済の変化と同様なやり方で予測及び評価することができないものである。そ
の最初の分野は、主要なテクノロジーの変化であり、なかでも最も顕著なものは、つながる・
自動運転車両の大規模な開発の見通しである。 番目の主要な分野は、劇的な気候変動とそ
の環境面の帰結であり、それは大きな経済的及び社会的崩壊につながりかねないものであ
る。増加しつつある自動化された交通システムや気候変動はともに、かなり可能性があるも
のとみなされるので、その潜在的な影響を考慮しないで将来のインターステートを考える
ことは支持できない。これらの分野における将来の変化は詳細には評価できないが、本章の
２つの節では、近い将来の意思決定に参考となりうる、可能性のある結果について検討して
いる。

人人口口及及びび経経済済活活動動のの中中心心のの変変化化

概観
・西部及び南部における堅調な人口増加という歴史的な傾向は、今世紀に入っても継続
している。これらの地域の州では、インターステートへのアクセスに関する需要の増加
を予期することができる。地理的に不均衡な増加により、需要の圧力を増幅するととも
に、地域間でのアクセス格差を助長することになる。

・推計によれば、現在、インターステートへのアクセスを有しないが、顕著な人口増加が
見込まれるいくつかのカウンティー（郡）が示される。

本節は、合衆国の人口及び経済における地理的及び部門別の予測される変化が、インター
ステートのカバー範囲の調整に関する需要に、どのように影響するかに焦点を置いている。
インターステートをどこに延伸するか、あるいは場合によっては区間の再計画に関する意
思決定を行うためには、全国的又はネットワーク・レベルでの旅客及び貨物交通の流れに関
する検討が不可欠である。
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インターステートのカバー範囲及び合衆国の人口の地理的変化

インターステートへのアクセスの需要は、近隣の人口以外の要素にも影響されるものでは
あるが、移動の需要は人口との高い相関がみられる。表 に示すように、西部及び南部に
おける堅調な人口増加という歴史的な傾向は、今世紀に入っても継続しており、これらの地
域における人口増加率は、北東部及び中西部に比べて概ね 倍となっている。この間にお
いて、アリゾナ、カリフォルニア、フロリダ、ジョージア、ノースカロライナ及びテキサス
の 州は、全国の人口増加の 以上を集めている。過去数十年における、他の道路と比
べたインターステートにおける の増加を前提とすれば、地理的に不均衡な成長が継続
していることは、インターステートへのアクセスに関する地域間の格差を助長することに
なりうる。

表 国勢調査地域別の合衆国の人口変化
国勢調査地域 年の増加率（ ）
北東部
中西部
南部
西部
合衆国全体
出典： 合衆国国勢調査局（ ）

国勢調査局（ ）は、合衆国の人口について、複数の時間軸及び様々な属性
（例えば、年齢、性別、人種及び民族）での将来推計を行っている。これらの推計は、人口
及び人口密度の地理的な変化に応じて、今後 年間におけるインターステートへの需要を、
カウンティー（郡）レベルで推計するために利用することができる。図 は、カウンティ
ー別の人口及び人口密度について、 年時点から 年までに推計される変化のパタ
ーンを示している。国勢調査局の中位推計によれば、合衆国の総人口は、この間に 増
加し（ 百万人から 百万人）、人口増加が集中する地域は、アリゾナ州、カリフォル
ニア州、コロラド州、フロリダ州、ハワイ州、オレゴン州、テキサス州の南東部、ユタ州、
ワシントン州、東海岸の大都市地域のカウンティー、そして、アトランタ、ノースカロライ
ナ州及びナッシュビル間の三角地帯である。注目すべきは、人口減少が見込まれるカウンテ
イー、そのほとんどは地方部であるが、その数は、人口増加が見込まれるカウンティーの数
よりも多いということである。前者のカウンティーは、主として、アパラチア地方の北東部、
ミシガン湖を除く五大湖沿岸、ミシシッピ川沿い、ディープサウス及びアラスカに所在して
いる。
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インターステートのカバー範囲及び合衆国の人口の地理的変化

インターステートへのアクセスの需要は、近隣の人口以外の要素にも影響されるものでは
あるが、移動の需要は人口との高い相関がみられる。表 に示すように、西部及び南部に
おける堅調な人口増加という歴史的な傾向は、今世紀に入っても継続しており、これらの地
域における人口増加率は、北東部及び中西部に比べて概ね 倍となっている。この間にお
いて、アリゾナ、カリフォルニア、フロリダ、ジョージア、ノースカロライナ及びテキサス
の 州は、全国の人口増加の 以上を集めている。過去数十年における、他の道路と比
べたインターステートにおける の増加を前提とすれば、地理的に不均衡な成長が継続
していることは、インターステートへのアクセスに関する地域間の格差を助長することに
なりうる。

表 国勢調査地域別の合衆国の人口変化
国勢調査地域 年の増加率（ ）
北東部
中西部
南部
西部
合衆国全体
出典： 合衆国国勢調査局（ ）

国勢調査局（ ）は、合衆国の人口について、複数の時間軸及び様々な属性
（例えば、年齢、性別、人種及び民族）での将来推計を行っている。これらの推計は、人口
及び人口密度の地理的な変化に応じて、今後 年間におけるインターステートへの需要を、
カウンティー（郡）レベルで推計するために利用することができる。図 は、カウンティ
ー別の人口及び人口密度について、 年時点から 年までに推計される変化のパタ
ーンを示している。国勢調査局の中位推計によれば、合衆国の総人口は、この間に 増
加し（ 百万人から 百万人）、人口増加が集中する地域は、アリゾナ州、カリフォル
ニア州、コロラド州、フロリダ州、ハワイ州、オレゴン州、テキサス州の南東部、ユタ州、
ワシントン州、東海岸の大都市地域のカウンティー、そして、アトランタ、ノースカロライ
ナ州及びナッシュビル間の三角地帯である。注目すべきは、人口減少が見込まれるカウンテ
イー、そのほとんどは地方部であるが、その数は、人口増加が見込まれるカウンティーの数
よりも多いということである。前者のカウンティーは、主として、アパラチア地方の北東部、
ミシガン湖を除く五大湖沿岸、ミシシッピ川沿い、ディープサウス及びアラスカに所在して
いる。

人口の変化

人口密度の変化
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人口変化の割合（ ）

図 人口の変化 、人口密度の変化 、及び人口変化の割合（ ） 年
出典： （参照 付録 ）

年のカウンティー別の人口及び人口密度の推計に現在のインターステートの地図を
重ね合わせると（参照 図 ）、人口及び人口密度が増加するカウンティーは、一部の例外
を除いて、現状のインターステートによって接続されている。現状で、 のカウンティ
ーのうち がインターステートにつながっている。インターステートまで マイル以
内にあるカウンティーを含めると、 がインターステートへのアクセスを有していると
みなされ、アクセスがないのは である。 年において、インターステートへのアク
セスを有するカウンティーの平均人口の推計は 人であり、これに対して、インター
ステートへのアクセスがないカウンティーの平均人口は 人である。インターステー
トまで マイル以内にあるカウンティーの人口は、同年までに、平均で 人の増加
が見込まれるのに対して、 マイル以遠にあるカウンティーでは 人に過ぎない。

このような 年に向けたカウンティー・レベルの推計によれば、人口増加が特に大き
いと想定されるのは、ワシントン州からサンディエゴまでの 沿線、ロサンゼルスからフ
ェニックスまでの 沿線、ロサンゼルスからアルバカーキまでの 沿線、ロサンゼル
スからユタ州までの 沿線、ダラスから広がる 、 及び の沿線、サンアント
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人口変化の割合（ ）

図 人口の変化 、人口密度の変化 、及び人口変化の割合（ ） 年
出典： （参照 付録 ）

年のカウンティー別の人口及び人口密度の推計に現在のインターステートの地図を
重ね合わせると（参照 図 ）、人口及び人口密度が増加するカウンティーは、一部の例外
を除いて、現状のインターステートによって接続されている。現状で、 のカウンティ
ーのうち がインターステートにつながっている。インターステートまで マイル以
内にあるカウンティーを含めると、 がインターステートへのアクセスを有していると
みなされ、アクセスがないのは である。 年において、インターステートへのアク
セスを有するカウンティーの平均人口の推計は 人であり、これに対して、インター
ステートへのアクセスがないカウンティーの平均人口は 人である。インターステー
トまで マイル以内にあるカウンティーの人口は、同年までに、平均で 人の増加
が見込まれるのに対して、 マイル以遠にあるカウンティーでは 人に過ぎない。

このような 年に向けたカウンティー・レベルの推計によれば、人口増加が特に大き
いと想定されるのは、ワシントン州からサンディエゴまでの 沿線、ロサンゼルスからフ
ェニックスまでの 沿線、ロサンゼルスからアルバカーキまでの 沿線、ロサンゼル
スからユタ州までの 沿線、ダラスから広がる 、 及び の沿線、サンアント

ニオからペンサコラまでの 沿線、フロリダ州南部及び中部の 及び の沿線、
アトランタ、ノースカロライナ州及びナッシュビル間の三角地帯にあるインターステート
沿線、ワシントン からボストンまでの 沿線、ミネアポリスからデトロイトまでの

及び の沿線である（ 参照 付録 ）。

人口の推計
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人口密度の推計

図 年の人口及び人口密度の推計と現在のインターステートとの比較
出典： （参照 付録 ）

この分析によれば、人口は、既にインターステートにつながっている地域において、最も
増加し続けることが示されるが、推計によれば、人口が増加するカウンティーで、現状では
インターステートにつながっていないものがあることが示されている（そのうちの一部は、
インターステートから マイル以内に位置しているかもしれないが）。図 は、 年
から 年までの人口及び人口密度の増加率で上位 以内にランクすると推計される
カウンティーで、現状ではその域内にインターステートがないものを示している。これらの
カウンティーは、ワシントン州北西部からコロラド州の西部にかけて、ニューメキシコ州南
東部からヒューストンにかけて、モンタナ州、サウスダコタ州及びノースダコタ州の 州
隣接地域、ノースダコタ州北西部及びハワイ州に散在している。
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人口密度の推計

図 年の人口及び人口密度の推計と現在のインターステートとの比較
出典： （参照 付録 ）

この分析によれば、人口は、既にインターステートにつながっている地域において、最も
増加し続けることが示されるが、推計によれば、人口が増加するカウンティーで、現状では
インターステートにつながっていないものがあることが示されている（そのうちの一部は、
インターステートから マイル以内に位置しているかもしれないが）。図 は、 年
から 年までの人口及び人口密度の増加率で上位 以内にランクすると推計される
カウンティーで、現状ではその域内にインターステートがないものを示している。これらの
カウンティーは、ワシントン州北西部からコロラド州の西部にかけて、ニューメキシコ州南
東部からヒューストンにかけて、モンタナ州、サウスダコタ州及びノースダコタ州の 州
隣接地域、ノースダコタ州北西部及びハワイ州に散在している。

図 人口及び人口密度の増加率が上位 以内と推計されるカウンティーでインタ
ーステートにつながっていないもの

出典： （参照 付録 ）

インターステートのカバー範囲及び経済活動の地理的変化

合衆国では、今後数十年にわたり、おそらく従来の経年的な増加に沿って、全般的な経済
成長が続くことが見込まれている 。経済成長は、全般的な交通量の増加を引き起こすとと
もに、経済活動の立地の変化も伴っている傾向がある（ ）。経
済活動の増大及びその立地の変化は、乗用車及びトラック交通の規模及び割合、平均トリッ
プ距離、及び出発地 目的地のパターンに遠大な影響を及ぼしうる。

合衆国の経済の中心的な牽引者は、例えば、鉱業、農業、林業、製造業、テクノロジー及
びサプライチェーン・サービスのような基礎的産業であるが、それらは、商品及びサービス
を国内及び国際的に幅広く販売するため、最も現実的で有利な場所に立地する（

参照 付録 ）。その構成も、立地と同様に、時とともに変化し、雇用及び所得
の地域的な分布に影響を及ぼす。人口増加は、このような基礎的産業における雇用機会の変
化に伴って生じ、さらに、例えば、教育、ヘルスケア、小売業、個人サービス業のような、

米国の経済は、 年まで穏やかに成長すると見込まれており、実質の国内総生産
は年平均 で成長すると推計されている。同じ期間において、実質の一人当たり可処分所
得は、それよりやや低い年 で増加すると推計されている（ ）。
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より地域的な産業の成長に影響を及ぼす。情報産業へのシフトが続くのであれば、ここ数十
年における都市化の進展は今後も継続するであろう。
図 は、このような基本的な関係が、どのように乗用車及びトラックの移動の変化に結
び付くかを図式的に表したものである。雇用の増加は、通勤トリップの増加につながる
（ 参照 参照 付録 ）。雇用の増加により所得が上
がれば、商品の消費が増え、貨物交通の需要につながる。また、自動車の購入が増え、仕事
及び余暇のトリップでの利用が増加する。基礎的産業に特化した地域経済が増加すると、商
品及びサービスの出発地 目的地のパターンがさらに変化することとなり、それは貨物交通
のモード分担やトリップの場所及び長さに密接に関係する。また、地域的な特化が進むと、
出荷の距離はより長くなる傾向があり、インターステートのトラック回廊でのトラック交
通の増加につながる。

図 は、 年から 年までに、合衆国における雇用増加の地理的なパターンがど
のように変化したかを示しており、雇用及び所得を失っている地域がある一方で、増加して
いる地域もある。雇用、所得と との相関関係の強さについては本章の後半で詳しく検
討されるが、それらに正の相関関係があることから、人口の地理的な変化が起こるにつれて、
高速道路へのアクセスの需要が既存のインターステートとは必ずしも整合しなくなるとい
う結論が導かれる。

図 経済の変化が、どのように乗用車及びトラックの に影響を及ぼすか
注： 出発地（ ） 目的地（ ）
出典： （参照 付録 ）
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図 カウンティー別の雇用の変化 年
出典： （参照 付録 ）

経済活動の規模及び立地の変化だけが高速道路へのアクセス需要を変化させる要因では
なく、その構成の変化もまた要因の一つである。産業によって高速道路の利用には大きな違
いがあり、特にトラックの を発生させる程度において違いがある（参照 表 ）。こ
のような産業間での高速道路利用の違いは、経済活動の地理的なパターンの変化と組み合
わされて、貨物に関する高速道路利用について重要な関係を有している。「貨物集約度」
（ ）という指標 ― 当該産業の労働者一人当たり貨物トン数を全産業に関
する全国平均と比較したものとして定義される ― により、ある産業における雇用の地域
的な変化が、物流に関する需要の違いにどのように結び付くかをみることができる（

参照 付録 ）。図 は、 年から 年の間における、全国平均と
比較した貨物集約度の変化を示したもので、産業構成の変化を反映している。経済活動の立
地及び構成の変化が、重要ではあるが予測することが困難な関係要因であることは明らか
である。
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図 全国平均と比較した貨物集約度（ ）の変化 カウンティー別
年

出典： （参照 付録 ）

表 産業別の貨物トン数、トラック依存度、出荷距離及び価格の違い
産業 貨物トン

数
百万ﾄﾝ

労働者１
人当たり
トン数

トラック
の割合

ﾏﾙﾁ･ﾓｰﾀﾞﾙ
の割合

出荷当た
りの距離
マイル

トン当た
りの価格
千ドル

農業
畜産業
林業
漁業 等
石油・ガス
採掘業
鉱業・採石業
食料品製造
業
飲料・たばこ
製造業
繊維工業
ｱﾊﾟﾚﾙ製造業
革製品製造
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図 全国平均と比較した貨物集約度（ ）の変化 カウンティー別
年

出典： （参照 付録 ）

表 産業別の貨物トン数、トラック依存度、出荷距離及び価格の違い
産業 貨物トン

数
百万ﾄﾝ

労働者１
人当たり
トン数

トラック
の割合

ﾏﾙﾁ･ﾓｰﾀﾞﾙ
の割合

出荷当た
りの距離
マイル

トン当た
りの価格
千ドル

農業
畜産業
林業
漁業 等
石油・ガス
採掘業
鉱業・採石業
食料品製造
業
飲料・たばこ
製造業
繊維工業
ｱﾊﾟﾚﾙ製造業
革製品製造

業
木材製品製
造業
製紙業
印刷業
石油・石炭製
品製造業
化学工業
ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ･ｺﾞﾑ
製品製造業
非金属鉱物
製品製造業
一次金属製
造業
金属製品製
造業
機械器具製
造業
電子計算機・
電子部品製
造業
電気機械器
具製造業
輸送用機械
器具製造業
家具製造業
その他の製
造業
卸売業
ﾒﾃﾞｨｱ･情報ｻ
ｰﾋﾞｽ業
事業ｻｰﾋﾞｽ業

注： マルチモーダルには、トラック 鉄道、トラック 航空及びトラック 海運を含む。
出典： （参照 付録 ）

国勢調査局は、地域別の将来人口の推計を行っており、それはインターステートへのアク
セス需要を見積もるために用いることができる。しかしながら、予測は、経済活動の規模及
び構成によって変化し、それは人口移動を伴い、また、加速させるので、その結果としての
交通需要については、様々な考慮を必要とする。将来のシナリオに関するいくつかの想定に
より、経済活動の変化がインターステートを含む道路交通の需要に及ぼす影響について検
討することができる。本件調査で検討されたシナリオは、人口、世帯数、世帯規模・所在地、
労働力人口、退職者・年少者数、雇用者、 以上の産業部門で生み出された雇用者所得な
どの変化に関して、広く使われている人口及び経済の推計を利用している。シナリオは、例
えば、国際市場の成長率、生産性、エネルギーその他の資源価格、さらに物価上昇率、金利
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といった、どの変数が経済成長及び産業構成に影響を及ぼすかの想定により変化する。

最善のシナリオでは、 年に、 万人以上の雇用を生み出すことが予測されるが、
平均よりも高い雇用の増加が見込まれるのは 産業部門だけである。図 は、このよう
な産業における雇用の増加のパターンが人口増加に及ぼす影響の見込みを示しており、雇
用の増加には基礎的産業における変化を受けたサービス産業における雇用の増加も含んで
いる。平均よりも高い増加が見込まれるカウンティーには、既に急速に成長している地域が
含まれており、例えば、カリフォルニア州南部、サンフランシスコ湾岸地域、テキサス州三
角地帯、フロリダ州南部、及びいくつかの大都市地域である。このようなパターンにより、
大都市地域及びメガリージョンにおける高速道路への需要は、さらに増加することが見込
まれる。

図 は、このような産業成長の地理的パターンが、貨物集約度の変化（全国平均に対す
る相対的変化）、ひいてはトラック交通の需要の変化にどのように結び付くかを示したもの
である。産業活動の予測パターンによれば、貨物集約度は、西部、南部及び南東部 中部大
西洋地域の一部で増加することが見込まれる。
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出典： （参照 付録 ）

図 全国平均と比較した貨物集約度（ ）の変化 カウンティー別
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年
出典： （参照 付録 ）

将来の経済変化は不確実であることから、当委員会は、他の代替シナリオに関する検討も
行った。それは、例えば、より強い合衆国経済の繁栄、不況の先送り、より低い燃料価格及
び輸送費用を想定したものである（参照 図 ）。より低い燃料価格及び輸送費用が貨物交
通量に及ぼす影響の予測は、産業部門によって著しく異なっており、高速道路ネットワーク
にも異なった影響を及ぼす。例えば、エネルギー需要が減少する地域にある高速道路では貨
物トン数の減少（図 の青線）が見込まれる。それは、低い燃料価格により不利な影響を
受ける原油及びシェール・オイルを産出する州である。逆に、低い燃料価格により生産性及
び収益性が改善する製造業及び運送業が立地する高速道路では、このシナリオのもとで、貨
物トン数の増加（同図の赤線）が生じる。

図 より低い燃料価格及び輸送費用の将来シナリオによる物流の変化
出典： （参照 付録 ）

他のシナリオに関しても同様の計算及び図示をすることができるが、この検討の目的は、
変化する経済が、人口変化と相乗して、インターステートへの需要に関して、いかに重要な
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他のシナリオに関しても同様の計算及び図示をすることができるが、この検討の目的は、
変化する経済が、人口変化と相乗して、インターステートへの需要に関して、いかに重要な

意味を持っているかを示すことである。インターステートが旅客及び貨物交通の新たな地
理的及び容量面の需要に見合って構成されることを確保するためには、国の経済及び人口
の変化のペースに合わせていくことが重要である。次の節では、委員会は、今後数十年にお
いて、特にインターステートにおける移動の需要の変化につながりうる経済、人口その他の
状況について検討する。

将将来来のの交交通通需需要要ととイインンタターースステテーートト

概観
・ 世紀後半における自動車走行台キロ（ ）の増加要因のな
かには既に影響力が低下しているものがある一方、将来の交通需要の傾向に重大な関連
を有する新たな要因も現れている。

・ 年代初めから交通需要の増加が緩和していることは、経済の景気循環による減速
（グレート・リセッション）と関係していると推測されているが、完全に証明されたも
のではない。このため、将来の交通需要の推計は複雑なものとなっている。

・都市部のインターステートにおける 需要の過去のトレンドが継続すれば、既に容
量が逼迫している都市部のインターステートにさらに負荷をかける交通需要の増大に
帰結する。このような容量拡大に関する政策選択は、複雑な社会的、環境的及び資金的
な検討を必要とするであろう。

自動車交通のトレンドに歴史的に影響を与えてきた要因については、少なくとも過去半世
紀にわたってよく研究されており、将来において交通の傾向がどのように変化し、インター
ステートの利用に影響を及ぼすかに関する洞察を得ることができる。 の過去のトレン
ドは、多数の要因に影響されており、その多くは、将来の交通需要にも影響し続けるもので
ある（例えば、所得の上昇、人口の増加）。これに対して、 世紀後半における の増
加要因のなかには、既に影響力が低下しているものもある（例えば、労働力人口に参入する
女性の大幅な増加）。一方、将来の交通需要の傾向に重大な関連を有する新たな要因も現れ
ている（例えば、 コマース、ベビーブーム世代の引退）。

図 は、 年以降の長期の のトレンドと合衆国の人口増加を表したものであ
る。 年から 年までの間で、 は年平均 以上で増加しているのに対し、人
口は年平均 を若干上回る程度で増加している。同じ期間において、国内総生産（ ）
の成長率は年平均 をやや上回る程度であった。この 年間に、米国の経済及び社会に
おいて大きな変化が起きており、それが人口増加よりも相対的に高い の増加率をもた
らした。そのような変化には、多数の女性が労働力人口に参入し運転免許を取得したこと、
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ベビーブーム世代が成人し世帯を持ったこと、また、第 次大戦後の大都市地域における
分散化及び郊外化の加速、そして高速道路の建設によりさらに拍車が加わったことなどが
含まれる。 年代から 年代の初めまでに、男性と女性の運転者の割合は同等にな
り、ベビーブーム世代は中高年となり、高速道路の建設ブームも終わったことから、それら
の変化の多くは終息しつつある。

図 合衆国の自動車走行台キロ（ ）及び人口の年増加トレンド
年

出典： （参照 付録 ）

ベビーブーム世代の高齢化その他の人口及び社会の変化は予測可能であったが、 年
代の初めに確認された交通需要の増加の緩和を予測した交通需要予測の専門家はほとんど
いなかった。図 は、 年以降の全国の 及び一人当たり のトレンドを示
している。十数年以上にわたって、一人当たり はピーク時の 年を下回っ
たままであるが、総 はグレート・リセッション以降にリバウンドしている 。 年

年から 年までの間に、人口は年約 増加し、 は年約 増加した
（ 年と 年はマイナス成長）。 は合計で 億台マイル増加したが、 年
の▲ を最大とする減少があり、 年から再度増加している（ ）。

年までに の年増加率は 以上となった（ ）。
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している。十数年以上にわたって、一人当たり はピーク時の 年を下回っ
たままであるが、総 はグレート・リセッション以降にリバウンドしている 。 年

年から 年までの間に、人口は年約 増加し、 は年約 増加した
（ 年と 年はマイナス成長）。 は合計で 億台マイル増加したが、 年
の▲ を最大とする減少があり、 年から再度増加している（ ）。

年までに の年増加率は 以上となった（ ）。

代後期における の減少はグレート・リセッションに帰しうるが、一人当たり が
横ばいとなっている原因は明らかではない。

交通需要は多くの要因に影響されるので、アナリストは、このような近年の移動パターン
の変化を説明しうる要因を特定するため、需要の様々な構成要素を分析してきた。このよう
な努力は、概して不成功となっており、このような変化の原因に関する需要分析においては、
大幅な不確実性が残されている。このような不確実性は、移動の将来トレンドの予測を妨げ
ることになる。従って、合衆国の人口が今後 年間で 分の 以上増加することが見込ま
れていても、その増加が、どのように の変化、ひいてはインターステートへの需要に
結び付くかについては疑問のままである。

図 全国の自動車走行台キロ（ ）及び一人当たり のトレンド
か月合計 年

出典： （参照 付録 ）

例として、人口学者は、合衆国の人口が今後 年間に全体として高齢化することは合理
的な確信を持って予測することができる。高齢の人々は若い人々よりも、経年的に、運転が
少なく、 歳以下の者と比べて日々のトリップが少なく、移動距離が短く、移動時間が短
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いということは、よく理解できる。また、高齢者は、退職している可能性が高いので、若い
人々とは異なった一日の時間帯に多く運転し、従って、ピークの通勤時間帯の交通に対して
はあまり影響しないことになる。予測によれば、 年から 年までの間に、 歳以
上人口の割合は、全人口の から に増加する 参照 図 参照 付録 ）。
歳以上の人口は、 万人強から 万人以上に倍増する。特筆すべきは、最も高齢

の区分である 歳以上の人口が、 年の 万人から 年の 万人に増加す
る。しかしながら、このような高齢者及びその移動行動が、どのように のトレンドに
影響し続けるかについては、かなりの不確実性が残っている。調査によれば、運転免許を保
有して、運転する高齢者の数は増加している。彼らは、日常活動のほとんどに自動車を使う
ことに慣れて成長してきており、その多くは、代替の交通手段が得られない郊外部に住んで
いる。高齢者自身ではそれほど運転しないとしても、オンラインの配達サービスやカーシェ
アリングを通じて、高速道路の利便性を依然として必要とするかもしれない。また、完全な
自動運転車両が、運転免許を持たない者に対して自家用車の利用の機会を提供することに
より、テクノロジーも大きな影響を持ちうるものである。

図 合衆国の高齢者人口（ 歳以上）の予測
年

出典： （参照 付録 ）

将来の は、人口のみならず、 、家計所得、そして燃料価格、交易、生産性のよ
うな他の経済条件に影響される。これらの要因のいくつかのトレンドは、合理的な程度の信
頼性を持って予測することができるが、全体的には、数十年にわたる高速道路交通の予測に
必然的に伴う不確実性を増大させる。前述した産業部門ごとの貨物集約度の違い及び産業
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構成の変化がインターステートへのアクセス需要に及ぼす効果も、高速道路におけるトラ
ック台数及び商業交通量に影響を及ぼし得る。例えば、鉱業、製造業、農業のような主要産
業について、世界経済における合衆国の役割の変化は、トラック運送に重要な影響を及ぼし
得る（ 参照 付録 ）。高速道路への需要に影響を及ぼし得る他の経済及び事業の変
化には、鉄道及びトラックのモードの相対的な競争力を変化させる新たなテクノロジーが
ある。同様の観察は、事業活動にも当てはまることができ、例えば、当日配送の幅広い採用
は物流戦略に影響を及ぼす。

旅客交通に対するテクノロジーの役割及び影響も増大しつつあるが、ほとんどは不明確な
ままである。電子メール、ソーシャルメディア、スマートフォンにより、多くの人々は、仕
事に在宅勤務の要素を組み入れることができるようになった。テクノロジーの支援により、
地域の交通手段の選択肢が広がっており、例えば、時刻表及び路線の選択肢に関するリアル
タイムの情報が入手可能となることで公共交通がナビゲートしやすくなる。在宅勤務や情
報テクノロジーにより高速道路での移動の必要性は減少すると想定している予測の専門家
もいるが、調査結果によれば、影響は複合的であることが示されている（ ）。
例えば、カーシェアリングの利用者は、インターステートの都市部の区間における地域的な
移動を表している。これが相乗りによる移動を容易にするものであれば、都市部のインター
ステートにおける、特にピーク時間帯のトリップ全体を減らすことができる。あるいは、そ
れが公共交通から利用者を引き付けて自動車トリップの総数を増加させるのであれば、都
市部の高速道路におけるピーク時間帯の混雑の度を深めることになりうる。

歴史的には、インターステートへの需要の増加は均一ではなく、都市部に集中してきた。
図 は、全国の を担っている都市部と地方部のインターステートの相対的な役割
を示している。そのトレンドをみると、都市部のインターステートは、 を担うために、
ますます重要な役割を果たしている一方、地方部のインターステートの役割は減少してい
る。このようなトレンドは今後も続きそうであるが、これが続くとすれば、全国的な
の増加が最も穏やかであったしても、都市部のインターステートにおける交通量が不均衡
に増大することにより、容量に対するさらなる負荷をもたらすことになる。
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図 を担う都市部及び地方部のインターステートの役割
出典： （参照 付録 ）

将来の移動行動及びその基礎となる経済的、社会的及びテクノロジー的条件 ― 自動運転
車両の導入による変革的な影響の見通しを含む（後述）－ がかなり不確実であることから、
将来の需要について様々なシナリオに対応できる戦略が好ましいといえる。今後 年間に
おける全国レベルでの の年増加率の想定は、人口増加に関する国勢調査局の基本推計
と概ね同じ率（約年 ）とするのが、低位の推計値として合理的である（ 参照
付録 ）。高位の推計値としては、 増加率はその約 倍（年 のオーダー）とする
ことで、さらなる交通需要を生み出す強い経済成長の想定を説明するものとなる。この幅を
超える（高い又は低い） 増加率が支持されるのは、経済の顕著な変化（例えば、非常
に長期の不況又は好況）や劇的に影響があるテクノロジーに直面した場合のみに見込まれ
るものである。後者に関しては、自動運転車両技術の成熟化及び市場への浸透は、長期の

の増加について全く異なった増加率を示唆するかもしれない。しかしながら、現時点
においては、その影響の規模だけでなく、方向に関しても不明確なままである。
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将将来来ののイインンタターースステテーートトににおおけけるるつつななががるる・・自自動動運運転転車車両両のの影影響響

概観
・つながる・自動運転車両の開発及び普及は、将来のインターステートに複合的な影響を
及ぼし、自動車走行台キロ（ ）を減少させる場合もあれば、増加させる場合もあ
る。このような への影響の規模及び方向を推計することは非常に困難であり、そ
のタイミングについても同様である。完全な自動運転車両については、そのような車両
に関する社会的な受容度は、現時点では分からない。

・少なくとも今後 年間について、全国の高速道路においては、幅広いレベルの自動運
転車両と非自動運転車両が混在する状況が続くというのが合理的な予測といえる。

・つながる・自動運転車両に関連するものとして現在認識されている、より困難な技術的
問題を解決するには、 年のタイム・フレームが適当であろう。しかしながら、経済
的及び社会的な変化は相当に大きいので、そのようなテクノロジーの発展をインタース
テートの需要及び供給の推計に取り込むことは、かなり投機的なものとなるであろう。

インターステートは、それが建設された当時、高度に革新的なものであり、アクセス制限、
立体交差のインターチェンジ、クリアーな路側、方向別の交通を分ける中央分離帯などを含
む一連のイノベーションを通じて、より速く、より安全な移動を実現した。今日のインター
ステートその他のフリーウェイを移動する自動車運転者の観点から、おそらく過去 年間
で最も目立った変化は、電子的料金収受の導入及び交通状況に関するリアルタイム情報の
入手であろう。料金所における渋滞を減少させ、また、移動者に迂回の選択肢を提供するこ
とにより、これらの技術的イノベーションは高速道路における混雑問題に対処してきた
（ ）。作業区域の標識、設定及び防護柵に関する改善は、作業員だけでなく運転者
にとっても高速道路を、より安全にしてきた。

しかしながら、高速道路における運転に関して、おそらく最も影響が大きいイノベーショ
ンは、自動車それ自体において実現されてきた。今では当たり前と思われている自動車のイ
ノベーション、例えば、信頼できるラジアルタイヤ、静かな車内、エアコンなどは、運転を、
より信頼性があり、魅力的なものとしてきた。過去 年間だけでも、快適性及び安全性を
提供する電子システムが、自動車内で増殖している。スマートフォン、インターネット接続、
及びビデオプレーヤーは、長い移動や交通渋滞の間に旅客を楽しませ、高速道路での移動の
面倒を軽減している。現代の自動車は初期のものに比べて格段に信頼性が高く、また、緊急
時には携帯電話で助けを呼べるので、自動車運転者は、故障による立ち往生の心配が少なく
なっている。 によるナビゲーションは、知らないルートや悪天候での運転のストレス
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を軽減する。その他の通信、センサー、電子システムの導入は、運転者の車両コントロール
を支援し、例えば、回避行動の実施、安全な車間距離の維持、車線の位置取り、死角側での
警報などがある（ ）。

総じて、これらのテクノロジーの発展は変革的であったということは是認できる。しかし
ながら、旅客や貨物の移動について、より大きな変化を約束するテクノロジーが、まさに広
範に導入されようとしている。なかでも特筆すべきは、つながる・自動運転車両（

）のテクノロジーであり、その開発及び普及はインタース
テートの将来に影響を及ぼしうる。つながる車両システムは、車両相互間及び車両と道路イ
ンフラとの間で情報を交換し、また、自動運転車両システムは、車両の運転及びナビゲーシ
ョンに関する作業の一部又は全部について運転者の負担を軽減する。これらのテクノロジ
ーについては、ボックス で簡潔に、また、付録 で詳細に検討されている。

ボックス
つながる・自動運転車両テクノロジー

車両対車両（ ）の接続は、次のようなアプリケーションを可能に
する。
・ 協同の衝突警報及び危険通報
・ アクティブ・ブレーキの搭載による協同の衝突軽減又は回避
・ 従来のアダプティブ・クルーズ・コントロール（ ）に比べて、より緊密な車間
距離制御及び強化された安定走行を実現する、協同の 。

・ 空力的ドラフティング及びレーン容量の増加を可能とする、密集編隊による自動隊
列走行

・ 合流地点又は交差点における自動的な運転調整
・ 公共交通バス接続確保

これらのアプリケーションのほとんどでは、相互通信によるデータは、自車に搭載の遠隔
センサーで取得されたデータを補強するために使われており、時間的又は安全上クリテ
ィカルな状況においては、後者のデータが依然として主たる情報源となる。

インフラ対車両（ ）の接続は、次のようなことを可能にする。
・ 交通信号の状態に関する情報を車両内のディスプレーにリアルタイムで運転者に提
供、信号違反の警報やグリーン・ウェイブ速度に関する助言。

・ 交通及び気象に関する情報を運転者に提供、リアルタイムのルーティングの助言。
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・ 車両のルーティング及びスケジューリングによるフリート管理
・ 閉鎖施設に対するアクセス制限
・ 運転者又は車両に直接提供される可変速度制限及び助言（ 協同によるアダプテ
ィブ・クルーズ・コントロール）

・ 渋滞行列の末端の警告
・ 車線案内のアクティブ支援

車両対インフラ（ ）の接続は、次のようなことを可能にする。
・ 詳細な交通情報（速度、交通量、移動時間、渋滞行列長、停止）又は路面の状況に
関する情報（舗装のラフネス又はスリップの状況）を提供する車両測定データのア
プリケーション

・ 事故時の救難信号（ ）や各種コンシェルジュ・サービスの提供（例えば、オ
ンスター（ ）のようなもの）

・ 電子的料金収受（ ）及び駐車料金の支払
・ 交通信号への優先リクエスト
・ フリート管理に関する車両の状態の情報提供（特に、公共交通及びトラックのフリ
ート）

自動運転車両は、運転操作に対する人間の関与のレベルに応じて次のように分類される。
・ レベル１ ― 特定の操作以外は運転者が操作し、運転者が運転環境を監視しなけれ
ばならない。技術としては、アダプティブ・クルーズ・コントロール（ ）、又は
レーン・キーピング・アシスタンス（ ）が含まれる。

・ レベル２ ― 運転者は運転環境を監視しなければならない（これを確保するため、
システムは頻繁に運転者に照会し、又は、自ら機能停止する）。技術としては、アダ
プティブ・クルーズ・コントロール（ ）及びレーン・キーピング・アシスタン
ス（ ）、トラフィック・ジャム・アシスト（渋滞運転支援）、及び外部監視付駐車
支援が含まれる。

・ レベル３ ― 運転者は読書、ウェブ閲覧などができるが、必要がある場合は介入す
る準備ができていなければならない。レベル２の技術に加えて、トラフィック・ジ
ャム・パイロット（渋滞自動運転）機能を備えた車両が含まれる。

・ レベル４ ― 運転者は睡眠もできる。システムは必要がある場合は最小限のリスク
状態に復帰する。このレベルの自動運転の例には、高速道路自動パイロット、閉ざ
された構内での無人運転シャトル、駐車場での無人バレット・パーキングがある。

・ レベル５ ― 車両は、どこでも、運転者なしで運転される。このレベルの自動運転
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には、ユビキタスな自動運転タクシー（子供向けも含む）、ユビキタスなカーシェア
リング・システムを含む。

これらのシステムがインターステートの将来にどのように影響するかという問題に関し
ては、それらによる高速道路の需要面及び供給面について予測される影響をみる必要があ
る。需要に対する影響については、増加及び減少の両方があるが、次のようなことが見込ま
れる。（ 参照 付録 ）。

・ 代替的な遠距離通信の機会による移動の必要性の減少
・ 最悪の混雑及び安全上の問題を避け、より良い選択を促進する情報提供による、移動
スケジュールの変更

・ 利用可能な選択肢に関する情報に基づいた、より効率的な移動のルート及びモードの
選定

・ 移動時間の非効率性の減少、その結果として、潜在的需要の顕在化を促し、立地の転換
による新たな交通需要を生み出す可能性

・ 公共交通サービスの品質の改善により、自家用車から公共交通に旅客のモードシフト
を促進

・ 電子ショーファーにより、運転できない移動者に手ごろなモビリティを提供し、従来
よりも多く移動することを促進

・ トラック運送の効率性の増大及びサービス品質の改善 ― それには、トラック運用者
にとってより良いルート選択を可能にする高品質でリアルタイムの交通及び気象情報
や混雑したトラック路線において容量を拡大し、交通を円滑化するトラックの隊列走
行を含む ― は、貨物のトラック運送へのモーダル・シフトを促進する。

つながる・自動運転車両（ ）のテクノロジーは、安全、移動時間、混雑、エネルギー
使用、排気ガス、及び移動の快適性・利便性などに影響する交通運用の様々な側面で変化を
もたらすことにより、供給面においてさらに大きな影響を及ぼしうるものであり、例えば、
次のようなことが挙げられる。

「立地の転換」とは、土地利用計画の用語であり、人々が住居を異なった立地に移動するこ
とを決定し、また、企業が事務所や店舗を異なった立地に移動することを決定することをい
う。本章の文脈においては、長距離通勤がそれほど負担にならなければ、個人は、勤務場所か
らかなり離れた広い敷地に大きな住宅を購入する決断をするかもしれない。
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には、ユビキタスな自動運転タクシー（子供向けも含む）、ユビキタスなカーシェア
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ては、それらによる高速道路の需要面及び供給面について予測される影響をみる必要があ
る。需要に対する影響については、増加及び減少の両方があるが、次のようなことが見込ま
れる。（ 参照 付録 ）。

・ 代替的な遠距離通信の機会による移動の必要性の減少
・ 最悪の混雑及び安全上の問題を避け、より良い選択を促進する情報提供による、移動
スケジュールの変更

・ 利用可能な選択肢に関する情報に基づいた、より効率的な移動のルート及びモードの
選定

・ 移動時間の非効率性の減少、その結果として、潜在的需要の顕在化を促し、立地の転換
による新たな交通需要を生み出す可能性

・ 公共交通サービスの品質の改善により、自家用車から公共交通に旅客のモードシフト
を促進

・ 電子ショーファーにより、運転できない移動者に手ごろなモビリティを提供し、従来
よりも多く移動することを促進

・ トラック運送の効率性の増大及びサービス品質の改善 ― それには、トラック運用者
にとってより良いルート選択を可能にする高品質でリアルタイムの交通及び気象情報
や混雑したトラック路線において容量を拡大し、交通を円滑化するトラックの隊列走
行を含む ― は、貨物のトラック運送へのモーダル・シフトを促進する。

つながる・自動運転車両（ ）のテクノロジーは、安全、移動時間、混雑、エネルギー
使用、排気ガス、及び移動の快適性・利便性などに影響する交通運用の様々な側面で変化を
もたらすことにより、供給面においてさらに大きな影響を及ぼしうるものであり、例えば、
次のようなことが挙げられる。

「立地の転換」とは、土地利用計画の用語であり、人々が住居を異なった立地に移動するこ
とを決定し、また、企業が事務所や店舗を異なった立地に移動することを決定することをい
う。本章の文脈においては、長距離通勤がそれほど負担にならなければ、個人は、勤務場所か
らかなり離れた広い敷地に大きな住宅を購入する決断をするかもしれない。

・ 車両追従運動の違いによる交通フローの安定性 の変化
・ 車両追従間隔の違いによる高速道路のレーン容量の変化
・ より信頼性のある交通管理及び状況に応じた速度制限の実施による高速道路のボトル
ネックにおけるスループットの増大

・ 協同の車両合流制御によるレーン・ドロップ 及び入口・出口ランプにおける交通のか
く乱の削減

・ 事故に関して、より高度に正確な情報を事故対応者、さらには運転者が得られること
による事故管理能力の改善

・ 拡充された情報及びコントロールの仕組みを通じた、都市地域におけるマルチモーダ
ルな回廊・マネジメントの改善
の開発による帰結は、 を減少させる場合もあるし、 を増加させる場合も

あることは明らかである。需要面において、モビリティの増進効果が卓越した場合、
は増加するであろう。ただし、自動運転のジットニー（小型乗合バス）によるライド・シェ
アリングが都市部及び郊外部における望ましい交通モードとなる場合は、 は減少しう
る。供給面での効果は、高速道路における移動を、より安全及び効率的にすることで、
に影響を与えるであろうが、そのような影響の程度を現段階で評価することは、非常に不明
瞭である。

の開発による帰結については、その規模を推計するのが困難なだけでなく、タイミ
ングについてもかなり不明確である。というのは、テクノロジーの開発ペース、開発された
後の利用者の受容性の程度、車両のフリート及び高速道路のインフラの変更に必要な期間
などに関しては分からないからである。情報テクノロジーの開発を予測することは、この分
野では短期のサイクルによる技術変化が特徴であることから、不確実性に満ちている。例え
ば、集積回路（ ）の一世代の寿命は約 箇月であるが、自動車は 年以上の供用寿命
で設計・製造され、高速道路インフラは 年先の計画が必要であり、そして、実世界での
普及時期は、関連する影響のなかでも最も遅いものによって支配されがちである（
参照 付録 ）。 テクノロジーの導入を遅らせる深刻な技術的問題は、サイバー攻撃
に対して十分な保護を確保する必要性である。サイバー・セキュリティの確保は、既に現在
の自動車電子システムでも課題であるが、攻撃者が高度に自動化された車両及びつながる
車両の集団への攻撃に傾注するにつれ、さらに重大なものになりうる。
合理的な予測としては、見通し得る将来、即ち少なくとも今後 年間又はそれ以上にお

ここでの文脈では、安定性とは、密度及び速度に関する望ましいパターンをいう。
レーン・ドロップ（ ）とは、交通に供される車線数が減少する車道の箇所をい
う。
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いて、高速道路における交通システムは、幅広く様々なレベルの自動運転車両の混在状態に
あり続けるであろう。安全性及び移動の快適性を増進する低レベルの自動運転車両ととも
に、さらに、公共交通において、より高度な自動運転車両が利用できるようになっても、非
自動運転車両も、その混在状態の一部であり続けるであろう。今後 年以内に、ある種の
つながる車両は実質的にユビキタスとなり、移動者及び交通システム運営者に、より良い意
思決定を支援するため、総合的な情報を提供するようになるであろう（ 参照 付
録 ）。そのような進展に備えるため、連邦道路庁（ ）は、それらのテクノロジーを
受け入れられるように高速道路インフラを対応させる方法について検討を始めている
（ ）。
先進的な車両テクノロジーの導入に関する近年及び現在の経験によれば、 の普及率
について慎重な評価が支持される。図 は、前面衝突防止機能である自動緊急ブレーキ
がどのように導入され、車両フリートに採用されてきたかを示している。 年までに、
新規の車両モデルの が自動緊急ブレーキを標準又はオプション機能として備えており、

年前にそれが導入されて以降、毎年増加している。しかしながら、この機能がますます
利用可能になっているにもかかわらず、 年において、路上の車両の約 しか、この
機能を備えていない。保険会社によれば、自動緊急ブレーキ・システムが、登録された車両
のなかで多数を占めるようになるのは、 年から 年までの間のどこかであると推
計されている（参照 図 ）。

開発による将来の需要・供給サイドへの影響を予測することが困難であることは、
将来のインターステートの計画に関して、多くの寿命の長い資産が含まれることから、問題
となるものである。従って、インフラ投資やモビリティ需要を考察する交通に関する意思決
定者にとって、将来のある時点までに特定のテクノロジーが利用できるようになることに
基づいた、ある一つの予期される結果に過度に依存しないようにすることが重要である
（ 参照 付録 ）。

付録 の による文献調査によれば、 の導入が将来の 増加率にどのよう
に影響するかに関する幅広い推計がなされている。その調査は、 年を超える の予
測は、直近の意思決定の目的に関しては、限定された価値しか持たないという結論を支持し
ている。この結論は、 が移動に大きな影響を及ぼすことは将来にわたり起こりそうも
ないということを意味しているのではなく、テクノロジー開発及び導入の段階をよくモニ
ターし、その影響のタイミング、方向及び規模が、意思決定のための情報として十分に早く
認識される必要があるということである。また、今後 年から 年における実際の変化
に対する準備として最適なものに満たないことになるリスクがあるかもしれないが、ある
程度の変化及び不確実性に対応できるようにしておく戦略を採用することも必要であろう。
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いて、高速道路における交通システムは、幅広く様々なレベルの自動運転車両の混在状態に
あり続けるであろう。安全性及び移動の快適性を増進する低レベルの自動運転車両ととも
に、さらに、公共交通において、より高度な自動運転車両が利用できるようになっても、非
自動運転車両も、その混在状態の一部であり続けるであろう。今後 年以内に、ある種の
つながる車両は実質的にユビキタスとなり、移動者及び交通システム運営者に、より良い意
思決定を支援するため、総合的な情報を提供するようになるであろう（ 参照 付
録 ）。そのような進展に備えるため、連邦道路庁（ ）は、それらのテクノロジーを
受け入れられるように高速道路インフラを対応させる方法について検討を始めている
（ ）。
先進的な車両テクノロジーの導入に関する近年及び現在の経験によれば、 の普及率
について慎重な評価が支持される。図 は、前面衝突防止機能である自動緊急ブレーキ
がどのように導入され、車両フリートに採用されてきたかを示している。 年までに、
新規の車両モデルの が自動緊急ブレーキを標準又はオプション機能として備えており、

年前にそれが導入されて以降、毎年増加している。しかしながら、この機能がますます
利用可能になっているにもかかわらず、 年において、路上の車両の約 しか、この
機能を備えていない。保険会社によれば、自動緊急ブレーキ・システムが、登録された車両
のなかで多数を占めるようになるのは、 年から 年までの間のどこかであると推
計されている（参照 図 ）。

開発による将来の需要・供給サイドへの影響を予測することが困難であることは、
将来のインターステートの計画に関して、多くの寿命の長い資産が含まれることから、問題
となるものである。従って、インフラ投資やモビリティ需要を考察する交通に関する意思決
定者にとって、将来のある時点までに特定のテクノロジーが利用できるようになることに
基づいた、ある一つの予期される結果に過度に依存しないようにすることが重要である
（ 参照 付録 ）。

付録 の による文献調査によれば、 の導入が将来の 増加率にどのよう
に影響するかに関する幅広い推計がなされている。その調査は、 年を超える の予
測は、直近の意思決定の目的に関しては、限定された価値しか持たないという結論を支持し
ている。この結論は、 が移動に大きな影響を及ぼすことは将来にわたり起こりそうも
ないということを意味しているのではなく、テクノロジー開発及び導入の段階をよくモニ
ターし、その影響のタイミング、方向及び規模が、意思決定のための情報として十分に早く
認識される必要があるということである。また、今後 年から 年における実際の変化
に対する準備として最適なものに満たないことになるリスクがあるかもしれないが、ある
程度の変化及び不確実性に対応できるようにしておく戦略を採用することも必要であろう。

図 自動緊急ブレーキを提供している新規の車両モデルの割合（上図）及び同機能
を実装した登録車両の割合（下図）

出典：
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図 自動緊急ブレーキを実装した登録車両の割合の将来推計
出典：

気気候候変変動動ととイインンタターースステテーートト

概観
・気候変動は、インターステートの資産の劣化を加速し、運用上の破綻を増加させ、構造
物の一部の壊滅的な損壊を引き起こす。

・既存の及び将来のインターステート・インフラが、いかにして気候変動の影響に対し
て、脆弱性が少なく、より強靭になりうるのか、そして、インターステート自体の変化
が、どのように気候変動及びその影響の要因の一部を緩和することに貢献できるのか、
ということについて意思決定がなされる必要があるだろう。

過去 年間にわたって、世界は温暖化しており、それは 年代後期の産業革命以来
の大気中における二酸化炭素（ ）その他の温室効果ガス（ ）の急速な増加に帰せ
られる（ 参照 付録 による文献調査を参照）。地球の大気における

の量は常に循環的ではあるが、その濃度は、過去 年間で急激に増加している（参照
図 ）。地球の気候は、自然による影響では説明できないペースとパターンで変化してお
り、多くの異なった筋からの証拠によれば、人類が排出する がこのような気候変動
の大きな要因となっていることが示されている（ 参照 付録 ）。
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図 自動緊急ブレーキを実装した登録車両の割合の将来推計
出典：

気気候候変変動動ととイインンタターースステテーートト

概観
・気候変動は、インターステートの資産の劣化を加速し、運用上の破綻を増加させ、構造
物の一部の壊滅的な損壊を引き起こす。

・既存の及び将来のインターステート・インフラが、いかにして気候変動の影響に対し
て、脆弱性が少なく、より強靭になりうるのか、そして、インターステート自体の変化
が、どのように気候変動及びその影響の要因の一部を緩和することに貢献できるのか、
ということについて意思決定がなされる必要があるだろう。

過去 年間にわたって、世界は温暖化しており、それは 年代後期の産業革命以来
の大気中における二酸化炭素（ ）その他の温室効果ガス（ ）の急速な増加に帰せ
られる（ 参照 付録 による文献調査を参照）。地球の大気における

の量は常に循環的ではあるが、その濃度は、過去 年間で急激に増加している（参照
図 ）。地球の気候は、自然による影響では説明できないペースとパターンで変化してお
り、多くの異なった筋からの証拠によれば、人類が排出する がこのような気候変動
の大きな要因となっていることが示されている（ 参照 付録 ）。

図 人間活動による世界の二酸化炭素（ ）排出量
出典：

意思決定者が、インターステートの将来について熟考する際に、大きく現れつつある考慮
事項は、このような地球の気候の変化とそれに伴う気温、降水量、海面レベルその他の気象
条件への影響が、国の交通インフラにどのように影響するか、また、その悪影響はどのよう
にして軽減できるか、ということである。合衆国全体の交通システムにおける、インタース
テートの中心的役割を前提とすれば、その将来における完全性及び機能性は、特に重要な考
慮事項である。

特に懸念すべきは、ここ数十年において、ある種の異常気象の頻度、強度、期間、そして
社会への影響が増加する傾向にあることの強い証拠であり、この傾向は温暖化の最も重要
な帰結といわれている（ 参照 付録 ）。そのような異常気象は、高
い気温と多い降水量による事象であり、より強力で、より中緯度のハリケーン及び熱帯低気
圧、サイクロン、そして、雷雨を伴う雹や竜巻が含まれる。海面の上昇も、世界的な気温の
上昇と密接に関連している。今世紀中に海面がどの程度上昇するかについては不確実性が
残っているが、浸水の増加、より頻繁で過度の洪水、そして浸食などの結果として、沿岸地
域のコミュニティー、インフラ、生態系に、増大する課題を提起することはほぼ確実である。

既存の調査によれば、今後数十年で異常気象の頻度及び強度がいずれも増大することが示
されている（ 参照 付録 ）。特に交通インフラに関連する結果とし
ては、猛烈な降雨の増加、北極地域の気温上昇（永久凍土の溶解につながる）、海面の上昇、
猛暑日及び熱波、ハリケーンの強度の増大が挙げられる。特にインターステートに関しては、
気候の不安定及び変動は、資産の劣化を加速し、運用及びサービスの破綻をもたらし、構造
物の一部の壊滅的な損壊を引き起こす。合衆国交通省により特定された顕著な影響には、次
のものを含む（ ）。
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・ より猛烈な降雨、海面上昇、高潮による、地下トンネル及び低地のインフラにおける、
より頻繁で激しい洪水。排水設備及びポンプの増強を要する。
・ 高潮及び海面上昇の頻度及び規模の増加。インフラの寿命を縮める可能性。
・ 高い気温と熱波の頻度及び期間の増加による舗装面の熱膨張の増大。サービス品質の
低下及び供用寿命の短縮をもたらす可能性。
・ 気温の上昇及び高潮への曝露による、道路及び橋梁の維持・建設費用の上昇。
・ 高い気温及び更新周期の短縮による、アスファルトの劣化。通行制限、混雑及び費用の
上昇をもたらす。
・ 降雨の強度の変化及び融雪時期の変化による、カルバート及び排水インフラの損傷
・ 悪天候による運転者の疲労による、運転者及び運用者のパフォーマンス及び意思決定
能力の低下。
・ 過酷な気象における自動車事故の増加リスク

季節の降水量の変化、降雨の強度の増大、降雪・降雨の遷移もまた、多くの面でインター
ステートに影響を及ぼしうるものであり、最も劇的には、高速道路、トンネル、排水設備、
及び接続道路の洪水リスクの増大がある（ 参照 付録 ）。長期間の
降雨による洪水及び泥流に対するインターステートの脆弱性は、 年の上半期において、
数日から数週間にわたるインターステートの通行止めを伴う５つの大規模な洪水及び泥流
により明らかにされた。それらには、 月のカリフォルニア州北部（ ）及び南部（ ）、
２月のカリフォルニア州北中部（ ）、３月のアイダホ州（ ）、及び５月のミズーリ州（
及び ）を含む合衆国中部が含まれる。すべての地域が気候変動による洪水の増加の

影響を受ける可能性があり、特に北東部では、豪雨の増加によるリスクを受けやすく、太平
洋岸の北西部では斜面の安定性の問題が増加し、中西部の北部では気候変動による春の洪
水に対する脆弱性が増大している（参照 図 ）。
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・ より猛烈な降雨、海面上昇、高潮による、地下トンネル及び低地のインフラにおける、
より頻繁で激しい洪水。排水設備及びポンプの増強を要する。
・ 高潮及び海面上昇の頻度及び規模の増加。インフラの寿命を縮める可能性。
・ 高い気温と熱波の頻度及び期間の増加による舗装面の熱膨張の増大。サービス品質の
低下及び供用寿命の短縮をもたらす可能性。
・ 気温の上昇及び高潮への曝露による、道路及び橋梁の維持・建設費用の上昇。
・ 高い気温及び更新周期の短縮による、アスファルトの劣化。通行制限、混雑及び費用の
上昇をもたらす。
・ 降雨の強度の変化及び融雪時期の変化による、カルバート及び排水インフラの損傷
・ 悪天候による運転者の疲労による、運転者及び運用者のパフォーマンス及び意思決定
能力の低下。
・ 過酷な気象における自動車事故の増加リスク

季節の降水量の変化、降雨の強度の増大、降雪・降雨の遷移もまた、多くの面でインター
ステートに影響を及ぼしうるものであり、最も劇的には、高速道路、トンネル、排水設備、
及び接続道路の洪水リスクの増大がある（ 参照 付録 ）。長期間の
降雨による洪水及び泥流に対するインターステートの脆弱性は、 年の上半期において、
数日から数週間にわたるインターステートの通行止めを伴う５つの大規模な洪水及び泥流
により明らかにされた。それらには、 月のカリフォルニア州北部（ ）及び南部（ ）、
２月のカリフォルニア州北中部（ ）、３月のアイダホ州（ ）、及び５月のミズーリ州（
及び ）を含む合衆国中部が含まれる。すべての地域が気候変動による洪水の増加の

影響を受ける可能性があり、特に北東部では、豪雨の増加によるリスクを受けやすく、太平
洋岸の北西部では斜面の安定性の問題が増加し、中西部の北部では気候変動による春の洪
水に対する脆弱性が増大している（参照 図 ）。

図 アイオワ州シーダーフォールズの のオンランプ。 年の洪水。
出典： 合衆国空軍

道路当局は、特に洪水に対する橋梁の脆弱性に備える必要があるだろう（
参照 付録 ）。橋梁の機能障害について最も一般的な２つの形態は、洗掘、すなわ

ち、浸食によって橋梁の基礎が弱体化することと、１回の洪水により構造的に崩壊すること
である。合衆国環境保護庁（ ）は、全体で約 の橋梁が、気候変動による影響、
特に洗掘に対して脆弱であると推計している（ ）。 は、インターステートに
特化した推計は出していないが、北東部における橋梁の約 は、内陸の洪水及び長期的
な河川の流れの変化に対して構造的に脆弱であると推計している（参照 図 ）。
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図 ２１世紀後半において気候変動の結果として脆弱であると認められる橋梁
出典： 図 による

前述したように、海面の上昇は、沿岸及び低地に位置する高速道路にとって特に問題である。
今世紀末までに、世界の海面は１から４フィート上昇すると予測されている（

参照 付録 ）。地形及び開発のパターンの違いにより、もたらされる脅威は地域及
び立地により異なっており、大西洋及びメキシコ湾沿岸の州では、太平洋沿岸の州に比較し
て、より大きな影響を受けることが予期されている（参照 図 ）。
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図 ２１世紀後半において気候変動の結果として脆弱であると認められる橋梁
出典： 図 による

前述したように、海面の上昇は、沿岸及び低地に位置する高速道路にとって特に問題である。
今世紀末までに、世界の海面は１から４フィート上昇すると予測されている（

参照 付録 ）。地形及び開発のパターンの違いにより、もたらされる脅威は地域及
び立地により異なっており、大西洋及びメキシコ湾沿岸の州では、太平洋沿岸の州に比較し
て、より大きな影響を受けることが予期されている（参照 図 ）。

図 年の合衆国における地域別の海面レベル上昇 ﾌｨｰﾄ 。関係機関の中位シナ
リオによる予測。世界平均の海面レベル上昇は、 年までに ﾒｰﾄﾙ ﾌｨｰﾄ
と予測されている。合衆国の東部及び南部のほとんどは、世界平均よりも高い海
面レベルの上昇に見舞われると予測されている。

出典：

沿岸地域のインターステート・インフラは、既に異常気象によって脆弱となっており、す
なわち、より多くの熱帯及び非熱帯の暴風雨や地盤沈下に伴う海面上昇、高潮による脆弱性
の増大である。ハリケーン・マシュー（ ）、サンディ（ ）、アイク（ ）及びカ
トリーナ（ ）は、沿岸地域の道路及び鉄道に何十億ドルもの被害をもたらし、暴風雨の
最中及び事後における交通の途絶による重大な経済的損失も含まれる。インターステート
の重要な回廊及び資産 ― 例えば、ニューヨーク州 ニュージャージー州の沿岸地域におけ
る 及び ― は、海水の洪水・氾濫の影響を受けやすい。バージニア州のハンプト
ンローズ地域における 、 及び は、海面上昇及び高潮に対して特に脆弱であ
る。これらのバージニア州の高速道路は、百万人以上の地域人口や東海岸の主要港湾の一つ
のために役立っているだけでなく、国の最大の海軍基地その他 以上の軍事基地及び支援
施設のために使われている。同様に、メキシコ湾岸の 、 及び に沿った区間も、
海面上昇及び高潮に対して脆弱であるとみなされている。

123



化石燃料からの温室効果ガス（ ）の排出及び土地利用の変化について、現在及び今後
数十年になされる選択は、今世紀及びその後のさらなる温暖化の拡大に影響を及ぼすであ
ろう。しかしながら、つながる・自動運転車両（ ）による影響と同様に、気候変動の影
響と必要な対応は、不確実な条件のもとで考慮されなければならない。将来において、経済
がどのように発展し、どのようなタイプのエネルギーが使われ、都市、建築物及び自動車が
どのようにデザインされるか、ということに関する不確実性は、気候の変動を予測する可能
性を制約する要因となる。合衆国の温室効果ガス（ ）排出の約 が自動車からのも
のであり、自動車走行台キロ（ ）の約 分の がインターステートにおけるものであ
ることを前提とすれば、将来のインターステートの利用は、その選択肢の重要な一部となる
であろう。

インターステートにおける移動は、現在、合衆国の年間 排出量の約 を占めてい
る 。この割合をいかにして変えるかは、 排出がより少ない燃料のさらなる開発及び
使用に関する公的部門の主導による部分もあるだろう。フランス、中国、イギリスを含めた、
いくつかの国では、いくつかの自動車製造業者も含めて、内燃機関による自動車を廃止する
意向を表明しており、石油会社は電気自動車（ ）への充電ステーションに投資している
（参照 ）。そして、いくつかの州は、ゼロエミッション車覚書（

）を通じて電化を奨励している
（ ）。カリフォルニア州のゼロエミッション車（ ）規
制は、他の９州でも採用されているが、販売台数の最低割合以上を、例えば、電池、燃料電
池、プラグイン・ハイブリッドといったゼロエミッション車とする必要がある。合衆国エネ
ルギー情報局（ ）は、電気自動車の販売が自動車の
総販売台数に占める割合は、 年の 未満から、 年には に増加すると予測し
ている（ ）（参照 図 ）。このような電気動力の開発は有望であるが、 の
排出を顕著に減らすためには、必要なものであるとはいえ、十分なものとはいえない。今日、
米国の電力の約 分の は、炭化水素の燃料を用いて発電されている（ ）。

この推計は、 （ ）によるインターステートの 、
（ ）（ ）による

ガロン当たり輸送距離、環境保護庁（ ）（ ）による燃料（ガソリン及びディーゼ
ル）の 排出量、及び （ ）による 以外の に関する
調整係数により算出された。

124



化石燃料からの温室効果ガス（ ）の排出及び土地利用の変化について、現在及び今後
数十年になされる選択は、今世紀及びその後のさらなる温暖化の拡大に影響を及ぼすであ
ろう。しかしながら、つながる・自動運転車両（ ）による影響と同様に、気候変動の影
響と必要な対応は、不確実な条件のもとで考慮されなければならない。将来において、経済
がどのように発展し、どのようなタイプのエネルギーが使われ、都市、建築物及び自動車が
どのようにデザインされるか、ということに関する不確実性は、気候の変動を予測する可能
性を制約する要因となる。合衆国の温室効果ガス（ ）排出の約 が自動車からのも
のであり、自動車走行台キロ（ ）の約 分の がインターステートにおけるものであ
ることを前提とすれば、将来のインターステートの利用は、その選択肢の重要な一部となる
であろう。

インターステートにおける移動は、現在、合衆国の年間 排出量の約 を占めてい
る 。この割合をいかにして変えるかは、 排出がより少ない燃料のさらなる開発及び
使用に関する公的部門の主導による部分もあるだろう。フランス、中国、イギリスを含めた、
いくつかの国では、いくつかの自動車製造業者も含めて、内燃機関による自動車を廃止する
意向を表明しており、石油会社は電気自動車（ ）への充電ステーションに投資している
（参照 ）。そして、いくつかの州は、ゼロエミッション車覚書（

）を通じて電化を奨励している
（ ）。カリフォルニア州のゼロエミッション車（ ）規
制は、他の９州でも採用されているが、販売台数の最低割合以上を、例えば、電池、燃料電
池、プラグイン・ハイブリッドといったゼロエミッション車とする必要がある。合衆国エネ
ルギー情報局（ ）は、電気自動車の販売が自動車の
総販売台数に占める割合は、 年の 未満から、 年には に増加すると予測し
ている（ ）（参照 図 ）。このような電気動力の開発は有望であるが、 の
排出を顕著に減らすためには、必要なものであるとはいえ、十分なものとはいえない。今日、
米国の電力の約 分の は、炭化水素の燃料を用いて発電されている（ ）。

この推計は、 （ ）によるインターステートの 、
（ ）（ ）による

ガロン当たり輸送距離、環境保護庁（ ）（ ）による燃料（ガソリン及びディーゼ
ル）の 排出量、及び （ ）による 以外の に関する
調整係数により算出された。

図 合衆国におけるバッテリー電力車の販売台数
出典：

連邦道路庁（ ）が、代替燃料回廊（ ）プログラム（議会
により要請されたもの）を通じて、州との協同により、充電及び給油インフラに関する特定
の要件を満たす高速道路を指定して、代替燃料の開発を促進しているということは特記さ
れるべきである 。州の目標は、急速充電機能を提供する給油所を、インターステート沿線
に マイル以内ごとに確保し、出口ランプから マイル以内に設け、一般公衆がアクセス
できるものとすることである（参照 図 ）。

代替燃料回廊プログラムは、既に代替燃料（即ち、電気、圧縮天然ガス、液化天然ガス、水
素及びプロパン）へのアクセスがあるインターステート回廊を指定することに注力している。
毎年の指定プログラムは、 年に開始され、州から回廊の推薦を受けて、指定要件に対する
回廊の評価が行われる。推薦されたインターステート回廊が要件に適合している場合は、代替
燃料回廊として指定される。 年 月時点で、都市及び地方で 以上のインターステート
代替燃料回廊が指定されており、指定回廊は 州及びコロンビア特別区に所在している。
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図 メキシコ湾岸及び低緯度大西洋沿岸の州におけるインターステートに近接する
電気自動車の充電ステーション

出典： ウェブサイト。
作成。オレゴン州交通局その他の州交通局（ ）と連邦

道路庁（ ）による共同プロジェクト。
（ ）

再充電インフラへのアクセスの増加を通じて、また、他の側面も含めて、将来のインター
ステートは、電気自動車（ ）の促進において補完的な役割を果たしうる（参照 ボックス

）。将来においては、電気自動車の再充電が舗装自体を通じて可能となることが考えられ、
電磁誘導による充電（これは、路面の充電パッド又はレーン中央に沿った細い筋に埋め込ま
れたコイルによって、蓄電機能を車両のバッテリーから道路に転換させる。）のような技術
が合衆国及び海外で試行されている（ ）。このように、将来のインターステートに
ついて意思決定者が直面する不確実性は多方面にわたっており、それには、気候変動により、
現在進行中の、また、今後予期される悪影響に対して、どのようにしてインターステートを
より強靭なものにするか、将来のテクノロジーの選択肢を取り込むために、差し当たっての
高速道路建設において、どのような準備がなされるべきか、気候変動の原因の緩和に資する
ため、インターステート自体はどう変わるべきか、といったことに関する選択が含まれる。

ボックス
気候変動緩和イニシアティブに対するインターステートの補完的役割

気候変動に関する政府間パネル（ ）の
最近のレポートによれば、地球温暖化の速度を弱めるためには、人間活動による温室効果
ガス（ ）の排出を、 年までに約半分に、 年までにさらに大幅に削減しな
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図 メキシコ湾岸及び低緯度大西洋沿岸の州におけるインターステートに近接する
電気自動車の充電ステーション

出典： ウェブサイト。
作成。オレゴン州交通局その他の州交通局（ ）と連邦

道路庁（ ）による共同プロジェクト。
（ ）

再充電インフラへのアクセスの増加を通じて、また、他の側面も含めて、将来のインター
ステートは、電気自動車（ ）の促進において補完的な役割を果たしうる（参照 ボックス

）。将来においては、電気自動車の再充電が舗装自体を通じて可能となることが考えられ、
電磁誘導による充電（これは、路面の充電パッド又はレーン中央に沿った細い筋に埋め込ま
れたコイルによって、蓄電機能を車両のバッテリーから道路に転換させる。）のような技術
が合衆国及び海外で試行されている（ ）。このように、将来のインターステートに
ついて意思決定者が直面する不確実性は多方面にわたっており、それには、気候変動により、
現在進行中の、また、今後予期される悪影響に対して、どのようにしてインターステートを
より強靭なものにするか、将来のテクノロジーの選択肢を取り込むために、差し当たっての
高速道路建設において、どのような準備がなされるべきか、気候変動の原因の緩和に資する
ため、インターステート自体はどう変わるべきか、といったことに関する選択が含まれる。

ボックス
気候変動緩和イニシアティブに対するインターステートの補完的役割

気候変動に関する政府間パネル（ ）の
最近のレポートによれば、地球温暖化の速度を弱めるためには、人間活動による温室効果
ガス（ ）の排出を、 年までに約半分に、 年までにさらに大幅に削減しな

ければならないとしている（ ）。交通部門は、合衆国における二酸化炭素その
他の温室効果ガス（ ）排出の最大の寄与者であり、その総排出量に占める割合は増
加している（ ）。合衆国における交通部門のバックボーンとして、インターステ
ートは、それらの排出に寄与しており、従って、その削減について重要な役割を果たすこ
とができる。インターステートが、低密度の郊外開発及び自動車への依存を促進してきた
ことから、低炭素及び零炭素の交通システムへの転換は、その計画に、公共交通からゼロ
エミッションのトラックまで、低炭素の移動手段に関する計画を、より一層取り込んだも
のとなるであろう。

多くの州、カウンティー及び都市は、低炭素の交通ソリューションに投資しており、低炭
素のモビリティと経済成長の双方を達成する新たな機会の創出を模索している。それら
は、低炭素の燃料及び車両の使用、交通システムの運用の効率性の改善、そして、化石燃
料に頼らない代替の交通モードを促進している（ ）。現在、 の州がゼロ
エミッション車の販売を義務付けており（ ）、それらの州及び他のいく
つかの法域では、電気自動車の購入についてインセンティブを設けている（ ）。
これらの政策を補完して、中部大西洋岸及びニューイングランドの各州は、交通及び気候
イニシアティブ（ ）を通じて協同し、電気自動車回
廊を促進するとともに、地域の低炭素交通政策の選択肢を探索している（ ）。
同様に、ロッキー山脈地方の各州は、電気自動車が、充電が途切れることなく長距離を移
動できるように配置された充電インフラの開発に関する計画について協力している
（ ）。

ササママリリーー

インターステートの計画及び投資を行っている連邦及び州の意思決定者は、同高速道路の
将来の利用及び開発について、多くの不確実性に直面している。今後数十年にわたる同高速
道路の状況は、国の人口増加及び経済成長のペース及び配置といったことから、テクノロジ
ーにおける革新的変化や気候変動による破壊的な影響まで、多くの要因に影響される。多く
の影響要因に関する不確実性は、相互に影響し合っており、それぞれの要因が様々に展開す
る可能性から、意思決定に際して複雑な環境を生み出しているが、インターステートその他
の長寿命の交通インフラへの投資に際しては、考慮されなければならないものである。本章
では、次のような主要な要因について検討を行った。

人人口口及及びび経経済済成成長長 将来のインターステートの交通需要、さらにパフォーマンス及び状態
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にほぼ確実に影響を及ぼす、いくつかの要因 ― 特に、少なくとも穏やかな人口増加の可能
性 ― は、破滅的な事象がない限り、合理的な程度の信頼性をもって予測することができる。
継続する経済成長も、今後数十年は合理的に期待することができ、これら２つの要因は相ま
って、自動車の移動全般、特にインターステーにおける需要の増加につながる。インタース
テートにおける の増加率として、今後 年間に、年平均 から というのは
合理的であるが、 が少なくとも人口増加の見通しに合わせて増加し、所得及び経済成
長の結果としてさらに急速に増加する可能性を前提とすれば、明らかに幅広い計画の余地
がある。この の増加分は、大都市地域に集中するとみなすのが合理的であり、そこで
は、過去数十年にわたり、人口及び の大幅な増加がみられた。

国国のの人人口口増増加加及及びび経経済済成成長長のの地地理理的的及及びび部部門門別別のの分分布布 これらの要因も、インターステー
トへの接続需要に影響を及ぼす。国の人口増加のほとんど、及びそれに伴う経済活動の増加
の多くは、南部及び西部の諸州とその急成長している都市及び大都市地域に集中するとい
う過去数十年のパターンを踏襲するであろう。経済の部門別の変化は、貨物集約度が高い又
は低い産業間の経済活動の複合も含めて、将来のインターステートの交通需要に影響する
要因であるが、このようなより細分化された変化は、人口及び経済成長全般の傾向と比較し
て、長期間の予測が、より一層困難である。

つつななががるる・・自自動動運運転転車車両両のの導導入入及及びび広広範範なな普普及及 将来のインターステートにおいて潜在的
に革新的なこの要因は、同高速道路に関する需要及び供給の両面で関連を有している。今後

年間では、これらの展開による同高速道路への大きな影響の可能性は、穏やかなものと
思われる。というのは、技術的に重大な進展が、なお必要であるからであり、それには、安
全性及びサイバーセキュリティの確保、適切に維持され装備されたインフラを確保するた
めのプロトコール及び手順の開発及び実施、また、自動車がより高価で長持ちするという単
純な事実、車両編成を更新する期間の長期化といったことが含まれる。 から 年以降、
及びその後の数十年においては、この分野におけるテクノロジーの変化は革新的でありう
るが、どのような観点でどのような影響があるか、－ が増加するのか、減少するのか
についてさえも ― 現時点では憶測の域を出ないものであり、特に、国の交通システムの一
つの要素、すなわちインターステートについて検討する場合にはそうである。

気気候候変変動動 気候変動は、海岸沿い及び河川沿いの地域に、劇的な影響の現実的な見通しを
提起している。それは、海面上昇及び洪水、極端で壊滅的な気象現象の頻度及び程度の増大、
そして、長らく高速道路の設計、建設及び維持の基準の基礎となってきた気象及び環境条件
の変化によるものである。これらの進展は、インターステートの将来に重要な意味を持つも

128



にほぼ確実に影響を及ぼす、いくつかの要因 ― 特に、少なくとも穏やかな人口増加の可能
性 ― は、破滅的な事象がない限り、合理的な程度の信頼性をもって予測することができる。
継続する経済成長も、今後数十年は合理的に期待することができ、これら２つの要因は相ま
って、自動車の移動全般、特にインターステーにおける需要の増加につながる。インタース
テートにおける の増加率として、今後 年間に、年平均 から というのは
合理的であるが、 が少なくとも人口増加の見通しに合わせて増加し、所得及び経済成
長の結果としてさらに急速に増加する可能性を前提とすれば、明らかに幅広い計画の余地
がある。この の増加分は、大都市地域に集中するとみなすのが合理的であり、そこで
は、過去数十年にわたり、人口及び の大幅な増加がみられた。

国国のの人人口口増増加加及及びび経経済済成成長長のの地地理理的的及及びび部部門門別別のの分分布布 これらの要因も、インターステー
トへの接続需要に影響を及ぼす。国の人口増加のほとんど、及びそれに伴う経済活動の増加
の多くは、南部及び西部の諸州とその急成長している都市及び大都市地域に集中するとい
う過去数十年のパターンを踏襲するであろう。経済の部門別の変化は、貨物集約度が高い又
は低い産業間の経済活動の複合も含めて、将来のインターステートの交通需要に影響する
要因であるが、このようなより細分化された変化は、人口及び経済成長全般の傾向と比較し
て、長期間の予測が、より一層困難である。

つつななががるる・・自自動動運運転転車車両両のの導導入入及及びび広広範範なな普普及及 将来のインターステートにおいて潜在的
に革新的なこの要因は、同高速道路に関する需要及び供給の両面で関連を有している。今後

年間では、これらの展開による同高速道路への大きな影響の可能性は、穏やかなものと
思われる。というのは、技術的に重大な進展が、なお必要であるからであり、それには、安
全性及びサイバーセキュリティの確保、適切に維持され装備されたインフラを確保するた
めのプロトコール及び手順の開発及び実施、また、自動車がより高価で長持ちするという単
純な事実、車両編成を更新する期間の長期化といったことが含まれる。 から 年以降、
及びその後の数十年においては、この分野におけるテクノロジーの変化は革新的でありう
るが、どのような観点でどのような影響があるか、－ が増加するのか、減少するのか
についてさえも ― 現時点では憶測の域を出ないものであり、特に、国の交通システムの一
つの要素、すなわちインターステートについて検討する場合にはそうである。

気気候候変変動動 気候変動は、海岸沿い及び河川沿いの地域に、劇的な影響の現実的な見通しを
提起している。それは、海面上昇及び洪水、極端で壊滅的な気象現象の頻度及び程度の増大、
そして、長らく高速道路の設計、建設及び維持の基準の基礎となってきた気象及び環境条件
の変化によるものである。これらの進展は、インターステートの将来に重要な意味を持つも

のである。これらの影響に対して、インターステートを、より脆弱性が少なく、より強靭な
ものとするためには、かなりの投資がなされる必要があり、長寿命の資産が計画、配置、建
設及び再建設される場合には、すぐに始められなければならない。気候変動及びその影響の
予測は、新たに改訂される高速道路の設計・建設基準に反映される必要があるだろう。それ
は、そのような影響が広範に明らかになる前になされる必要があり、総体的にインターステ
ートへの投資の主要な領域である日常的な修繕及び改築のプロジェクトに関するものも含
める必要がある。多くの必要な強靭化のための投資は、その状況及び立地に特有のものであ
り、環境の変化による影響に応じて数十年にわたり実施されるものであることから、今日の
意思決定者は、劇的でありうるインターステートの変化への備えを始めなければならない
が、詳細な強靭化プログラムの計画や必要な投資の規模を把握するための情報が非常に少
ない状況で行わなければならない。順応性が、王国の通宝（ ） 通用性
が高いもの となりうる。
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インターステートが 歳代を迎えるにつれ、広範な更新や近代化をしないままで、さ

らに多年にわたって効果的に国に奉仕し続けることができるという主張は支持できない。
未来は予測困難であり、特に今後 年間を超える場合には、これまでの章で述べたように、
技術進歩や気候変動が、深刻であるが未だ不確実な影響をインターステートに及ぼす可能
性があることを前提とすれば、一層困難である。このような不確実性にもかかわらず、今後

年ほどにわたるインターステートの未来は、全く計りがたいということではない。その
間にわたり、インターステートは、人口増加と経済成長に相応した需要の増加に直面するこ
とは合理的に予測でき、その需要の多くは既に過度に利用されている都市部の区間で発生
する。

安全で、信頼でき、強靭で、かつ、良好に機能するインターステートが、今後 年及び
その後にわたる交通量の増加に対応するために必要とされることは疑いがないが、より長
期においては、技術進歩による恩恵が活用されるようにし、気候変動による脆弱性が最小化
されるようにすることが、より一層不可欠であるといえる。中期的な投資戦略 ― すなわち、
より予測可能な未来である今後 年間を目標とする投資戦略 ― は、インターステートの
経年劣化した舗装及び橋梁を更新・近代化し、増加する交通需要の予測に対応して容量を配
分するものであるが、この投資戦略は、インターステートが、さらに今世紀に向けて好機や
課題に備えていくための長期的な基盤となるものである。

本章の主眼は、交通量の増加に関する様々な経年的想定のもとで、インターステートを更
新・近代化するための 年間の投資戦略を構成する主要な要素及びそれに関する必要条件
を明確にすることである。これらの構成要素に関する必要な年平均投資額は、利用可能なモ
デリング・システムにより推計することができるものもあるが、一方、必要なデータ、モデ
ルの能力、その他算定に必要な特定の作業に関する情報の欠如のために、直ちに算定するこ
とができないものもある。このため、以下に提示した推計金額は、最低限のものとみなされ
る。これらの推計がどのように算定されたかに関する説明が本章における議論の多くを占
めているが、年間支出額の推計を伴わずに本章で特定されている分野に関する投資 ― 例
えば、インターチェンジの再建設、システムの強靭性の増強 － が、優先度が低いものとみ
なされるべきではない。

第第 章章 投投資資必必要要額額：：今今後後２２００年年間間

133



投投資資必必要要額額をを推推計計すするる一一般般的的なな方方法法

概観
・道路及び橋梁の投資必要額の推計に関する連邦道路庁（ ）の標準モデルが、今後

年間にわたるインターステートの更新・近代化に必要な投資水準を推計するための
主要な基礎として用いられており、交通量について、いくつかの選択的な増加率を想定
している。

・ある投資が「必要である」と分類されるかどうかは、道路の状態及びパフォーマンスに
関する結果が、意思決定者にとって、望ましい又は許容しうるものであるかによってい
る。このような結果は主観的なものではあるが、本章で算出されている推計値は費用便
益分析モデルに基づいて導き出されたものである。― この方式は、本件調査の要請に
おいて議会が推奨したものである。

・本章で提示されている推計値は、今後 年間に必要となる投資の規模に関して、意思
決定者に一般的な目安を提供することを意図している。

今後 年間にわたるインターステートの更新・近代化に必要なニーズを明らかにし、そ
のようなニーズへの対応に必要となる年平均支出額を概算するため、委員会は、連邦道路庁
（ ）の標準モデルを採用するとともに、そのモデルが不十分であるときは、他の情報
及び手法により補完した。この方式は、本件調査に関する議会の要請と整合しており、調査
の要請において議会は、全米共同道路研究プログラム（ ）プロジェクト

の報告書において提案された分析手法を用いることを推奨し
ている。同報告書は、道路及び橋梁の投資必要額（以下に記述）について のモデリ
ング・システムを用いることを推奨しており、インターステートのプロジェクトに関するケ
ーススタディから得られた情報により補完されている。これにより、将来のインターステー
トの交通量の増加に関するいくつかの異なった想定のもとで、状態及びパフォーマンスに
関する所定の結果を達成するために必要な投資水準が予測される。

「投資必要額」という用語は、本報告書の文脈で用いられる際に説明を要するものである。
ある投資が「必要である」かどうかは、どのような結果が望ましい又は許容しうるとみなさ
れるかによっている。それは、例えば、どの程度の舗装の滑らかさが望ましいか、あるいは

訳注 ３Ｒ： （再舗装）、 （修復）、 （改築）
４Ｒ：３Ｒ＋ （再建設）
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投投資資必必要要額額をを推推計計すするる一一般般的的なな方方法法

概観
・道路及び橋梁の投資必要額の推計に関する連邦道路庁（ ）の標準モデルが、今後

年間にわたるインターステートの更新・近代化に必要な投資水準を推計するための
主要な基礎として用いられており、交通量について、いくつかの選択的な増加率を想定
している。

・ある投資が「必要である」と分類されるかどうかは、道路の状態及びパフォーマンスに
関する結果が、意思決定者にとって、望ましい又は許容しうるものであるかによってい
る。このような結果は主観的なものではあるが、本章で算出されている推計値は費用便
益分析モデルに基づいて導き出されたものである。― この方式は、本件調査の要請に
おいて議会が推奨したものである。

・本章で提示されている推計値は、今後 年間に必要となる投資の規模に関して、意思
決定者に一般的な目安を提供することを意図している。

今後 年間にわたるインターステートの更新・近代化に必要なニーズを明らかにし、そ
のようなニーズへの対応に必要となる年平均支出額を概算するため、委員会は、連邦道路庁
（ ）の標準モデルを採用するとともに、そのモデルが不十分であるときは、他の情報
及び手法により補完した。この方式は、本件調査に関する議会の要請と整合しており、調査
の要請において議会は、全米共同道路研究プログラム（ ）プロジェクト

の報告書において提案された分析手法を用いることを推奨し
ている。同報告書は、道路及び橋梁の投資必要額（以下に記述）について のモデリ
ング・システムを用いることを推奨しており、インターステートのプロジェクトに関するケ
ーススタディから得られた情報により補完されている。これにより、将来のインターステー
トの交通量の増加に関するいくつかの異なった想定のもとで、状態及びパフォーマンスに
関する所定の結果を達成するために必要な投資水準が予測される。

「投資必要額」という用語は、本報告書の文脈で用いられる際に説明を要するものである。
ある投資が「必要である」かどうかは、どのような結果が望ましい又は許容しうるとみなさ
れるかによっている。それは、例えば、どの程度の舗装の滑らかさが望ましいか、あるいは

訳注 ３Ｒ： （再舗装）、 （修復）、 （改築）
４Ｒ：３Ｒ＋ （再建設）

どの程度の交通の遅延が許容しうるか、である。国民にとって望ましい又は許容しうる結果
を決定することは主観的なものであるため、公共支出の「必要な」水準を確定的に推計する
ことは、明らかに不可能である。しかしながら、議会は、委員会に対して、望ましい投資水
準に関する分析を行い、判断をくだすために、上記 報告書で提案された手法に基
づいて行うことを、明示的に指示している。上述のように、この手法の主要なコンポーネン
トは、道路投資必要額に関する連邦道路庁（ ）のモデリング・ツール － すなわち、
道路経済的必要条件システム（ ）及び全国
橋梁投資分析システム（ ）である。
は、状態とパフォーマンス（ ＆ ）に関する議会に対する隔年のレポート（ ）
において、このモデルを用いている。これにより、 ＆ レポートは、一定の状態及びパフ
ォーマンスの結果を達成するため一定の期間において必要となる投資総額の推計を議会に
提供するとともに、それに代替する投資水準がこれらの結果にどのように影響するかを評
価することを可能にしており、その逆もしかりである。

年間の投資水準を推計するために本章で用いられている手法は、上記 報告書
で提案された手法から派生したものである。委員会は、推奨されたモデルを用いて、自動車
交通の増加率に関する一定範囲の予測を適用することにより、投資額の推計を行った。その
結果は、現状の状態及びパフォーマンスを表すモデルに用いられたデータベースの範囲及
び設計、その他以下に記するいくつかの要因により、限定的なものとなっている。しかしな
がら、委員会としては、 及び が、今後 年間にわたりインターステートを
更新・近代化するために必要な投資の規模に関して有益な情報を提供することができ、また、
これらのモデルの手法及び結果は、議会を含む意思決定者にとって馴染みやすいという重
要な利点を有している、との結論に至った。

及び は、舗装及び橋梁の改良に関する標準的な選択肢を検討するために設
計されていることから、インターステートに実施されうる改良について全面的な検討を可
能にするためには他のデータ又はツールにより補完される必要がある。本章では、今後
年間において採用されうる、いくつかの改良事業の選択肢も検討しており、例えば、特定目
的有料レーン及びトラック専用レーンの建設である。本章はまた、インターステーに強靭性
を付加するために、あるいは、利用者の需要の地勢的変化に対応して延長及びカバー範囲を
修正するために、いずれは必要となる改良に関する簡単な議論も含んでいるが、このような
議論は、委員会が、今後 年間にそのような改良を行うための費用の推計に関する合理的
な根拠を見いだせなかったことから、やむを得ず限定的なものである。

135



今後 年間にわたるインターステートの更新・近代化に必要な年間支出について検討す
る前に、本章では、過去 年間のインターステートに対する支出について、今後に行われ
る投資の性質及び規模を計るための文脈として検討する。この検討は、将来の投資の出発点
を理解するためにも重要であり、それは道路及び橋梁の補修、更新の未処理残高や、容量拡
大、さらに管理のニーズを含んでいる。

最最近近ののイインンタターースステテーートトのの資資本本的的支支出出額額及及びび投投資資のの未未処処理理残残高高

概観
・ 年に、州の財源及び連邦補助を含めて、 億ドルがインターステートに支出さ
れた。このうち、 億ドルが舗装及び橋梁の改良に充てられ、 億ドルが新規建設及
び移転事業に充てられ、 億ドルが主要な拡幅事業に充てられ、残りが交通管制・管
理システム及び安全・環境の増進に充てられた。

・州は、舗装の表層の補修・更新に関する支出を徐々に増やしてはいるが、舗装の基礎の
完全な再建設に関する支出は、当初の設計寿命を超えている舗装資産が増えているにも
かかわらず、変わらないままである。

・たとえ将来の交通量及び荷重の増加が穏やかだとしても、先延ばしされている舗装の
更新事業のために必要な何百憶ドルが、今後 年間のうちに支出を余儀なくされるで
あろう。

年 ― 資本的支出に関する完全で詳細なデータが入手できる最新年 ― において、
州は、自らの財源及び連邦補助を含めて、インターステートに 億ドルを支出した。こ
のうち、 億ドルが既存の舗装及び橋梁の改良に充てられ、 億ドルが道路及び橋梁の
新規建設に充てられ、 億ドルが主要な拡幅事業に充てられた。残りの支出は、資本的支
出として、交通管制・管理システム及び安全・環境の増進に充てられた（ 表

）。これらの数字には、日々の維持管理業務、例えば、氷雪管理、窪みの補修、中央
分離帯その他道路敷の草刈りなどに関する支出は含まれない。このような後者の支出は、資
本的支出には分類されず、本報告書では考慮されていない。ただし、維持管理業務及びその
費用が資本投資の選択による影響を受けているとみなされる場合を除く。

年におけるインターステートへの資本的支出の総額は、過去 年にわたる支出の規
模を大まかに示唆するものではあるが、いくつかの例外がある。図 は、 ～ 年
の 年間における舗装に関する州の支出（ 年価格）を示したものであり、 に
よる。（本報告書が作成された時点で、支出に関する最新の完全なデータは、 年のもの
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今後 年間にわたるインターステートの更新・近代化に必要な年間支出について検討す
る前に、本章では、過去 年間のインターステートに対する支出について、今後に行われ
る投資の性質及び規模を計るための文脈として検討する。この検討は、将来の投資の出発点
を理解するためにも重要であり、それは道路及び橋梁の補修、更新の未処理残高や、容量拡
大、さらに管理のニーズを含んでいる。

最最近近ののイインンタターースステテーートトのの資資本本的的支支出出額額及及びび投投資資のの未未処処理理残残高高

概観
・ 年に、州の財源及び連邦補助を含めて、 億ドルがインターステートに支出さ
れた。このうち、 億ドルが舗装及び橋梁の改良に充てられ、 億ドルが新規建設及
び移転事業に充てられ、 億ドルが主要な拡幅事業に充てられ、残りが交通管制・管
理システム及び安全・環境の増進に充てられた。

・州は、舗装の表層の補修・更新に関する支出を徐々に増やしてはいるが、舗装の基礎の
完全な再建設に関する支出は、当初の設計寿命を超えている舗装資産が増えているにも
かかわらず、変わらないままである。

・たとえ将来の交通量及び荷重の増加が穏やかだとしても、先延ばしされている舗装の
更新事業のために必要な何百憶ドルが、今後 年間のうちに支出を余儀なくされるで
あろう。

年 ― 資本的支出に関する完全で詳細なデータが入手できる最新年 ― において、
州は、自らの財源及び連邦補助を含めて、インターステートに 億ドルを支出した。こ
のうち、 億ドルが既存の舗装及び橋梁の改良に充てられ、 億ドルが道路及び橋梁の
新規建設に充てられ、 億ドルが主要な拡幅事業に充てられた。残りの支出は、資本的支
出として、交通管制・管理システム及び安全・環境の増進に充てられた（ 表

）。これらの数字には、日々の維持管理業務、例えば、氷雪管理、窪みの補修、中央
分離帯その他道路敷の草刈りなどに関する支出は含まれない。このような後者の支出は、資
本的支出には分類されず、本報告書では考慮されていない。ただし、維持管理業務及びその
費用が資本投資の選択による影響を受けているとみなされる場合を除く。

年におけるインターステートへの資本的支出の総額は、過去 年にわたる支出の規
模を大まかに示唆するものではあるが、いくつかの例外がある。図 は、 ～ 年
の 年間における舗装に関する州の支出（ 年価格）を示したものであり、 に
よる。（本報告書が作成された時点で、支出に関する最新の完全なデータは、 年のもの

である。）この図から明らかなように、 年に支出の大幅な増加がみられるが、これは、
年米国復興・再投資法（ ）に基づく連

邦補助道路財源の一時的な増加の結果である。しかしながら、 年以降、舗装の改築に
関する支出が徐々に増加していることも明らかであり、それには、表層補修、再舗装、及び
類似の修復・保全工事が含まれる。

図 インターステートの舗装の再建設、再舗装、改築及び修復に関する州の投資額、
連邦補助を含む（ 年価格 デフレーターを使用）

出典：

最も一般的な舗装の改築方法は、再舗装によって表層を取り替えるもので、典型的にはア
スファルト・オーバーレイ により行われる。 年に、この部門の支出額は、州の舗装に
関する支出の約３分の２を占めており、それ以前の 年では 、 年では で
あった。過去 年間での舗装に関する支出総額は、 年代中期から実質価格で ～
増加しているが、そのほとんどは舗装の表層の処置に関する支出の増加によるものである。
これと比較して、舗装の再建設 ― 容量の追加を伴うものと伴わないものの双方を含む ―
に関する支出は、この期間において相対的に変わらないままである。舗装の再建設は、オー

典型的には、この処置には、破損又は不良の接合部の取替え、再舗装に先立つ基層の安定
化、剛性舗装の研削又は溝切り、劣化した材料の取替え、を含みうる（参照

）。
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バーレイの付加や表層の欠陥の補修を超えたことを行うもので、ほとんどの場合、舗装構造
を新たな材料で取り替えることを伴っている。この部門の支出額は、フルデプス（ ）
の再建設に関する支出額を含んでいるが、それのみに特定された金額ではない。フルデプス
の再建設とは、舗装の表層及び路盤の全面取替え、下層路盤の安定化又は地均し及び締固め
を伴うものである。

図 は、同じ 年間における、インターステートの橋梁に関する州の年間の資本的支
出を示している。ここにおいても、 年に、米国復興・再投資法による支出の突然の増
加がみられる。しかしながら、それを除けば、実質価格での橋梁への年間支出額は、 年
以前の 年間を通じて安定的であった。最後に、図 は、同じ 年間における、道路
及び橋梁の新規建設に関する資本的支出を示している。この場合も、年間支出額の傾向は、
フラットか、やや減少傾向にあり、特に 年代の投資水準を、それ以前の 年間と比
べた場合にそうである。

図 インターステートの橋梁の架け替え及び改築に関する州の投資額、連邦補助を含
む（ 年価格 デフレーターを使用）

出典：
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バーレイの付加や表層の欠陥の補修を超えたことを行うもので、ほとんどの場合、舗装構造
を新たな材料で取り替えることを伴っている。この部門の支出額は、フルデプス（ ）
の再建設に関する支出額を含んでいるが、それのみに特定された金額ではない。フルデプス
の再建設とは、舗装の表層及び路盤の全面取替え、下層路盤の安定化又は地均し及び締固め
を伴うものである。

図 は、同じ 年間における、インターステートの橋梁に関する州の年間の資本的支
出を示している。ここにおいても、 年に、米国復興・再投資法による支出の突然の増
加がみられる。しかしながら、それを除けば、実質価格での橋梁への年間支出額は、 年
以前の 年間を通じて安定的であった。最後に、図 は、同じ 年間における、道路
及び橋梁の新規建設に関する資本的支出を示している。この場合も、年間支出額の傾向は、
フラットか、やや減少傾向にあり、特に 年代の投資水準を、それ以前の 年間と比
べた場合にそうである。

図 インターステートの橋梁の架け替え及び改築に関する州の投資額、連邦補助を含
む（ 年価格 デフレーターを使用）

出典：

図 インターステートの道路及び橋梁の新規建設及び移転事業に関する州の投資額、
連邦補助を含む（ 年価格 デフレーターを使用）

出典：

インターステートに関する資本的支出は、 年以降、平均して年 億ドル（ 年
価格）であるが、インターステートは初期の状態にはなく、過去において先送りされた投資
は将来実施される必要があるだろう。このような将来の投資には、継続する経年劣化や利用
の結果として必要となる補修、再建設や拡幅のために必要な支出を伴っている。 年の
Ｃ＆Ｐレポートにおいて、 は、 年において、インターステートを経済的に正当
化される水準の状態及びパフォーマンスまでに引き上げるためには、 億ドルの投資の
未処理残高が支払われる必要があると算定している。表 は、この推計値の詳細な内訳と

年における状態及びパフォーマンスのデータに基づいた時点修正の算定結果であり、
そのデータは の道路パフォーマンス・モニタリング・システム（ＨＰＭＳ

）及び全国橋梁台帳（ＮＢＩ ）
から取り出されたものである。 年時点の算定結果によれば、舗装に関する未処理残高
は減少しており、これは図 で示されたように、舗装に関する州の投資額が近年増加して
いることに対応したものであろう。しかしながら、橋梁に関する未処理残高は増加しており、
容量追加のために必要な未処理残高も同様である。

年から 年までの間で橋梁に関する未処理残高が増加していることは、年間投資額
が増加しても、同じ期間における未処理残高を比例的に改善する結果にはならないということ
を表している。これは、資産台帳における橋梁の経過年数、状態、劣化の程度が様々であるこ
とを反映したものである。
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表 インターステートへの投資の未処理残高に関する連邦道路庁（ ）の推計

年
改 築

容量追加 合 計
舗 装 橋 梁 計

億ﾄﾞﾙ 億ﾄﾞﾙ 億ﾄﾞﾙ 億ﾄﾞﾙ 億ﾄﾞﾙ
億ﾄﾞﾙ 億ﾄﾞﾙ 億ﾄﾞﾙ 億ﾄﾞﾙ 億ﾄﾞﾙ

舗装に関しては、改築には再舗装及び表層部分の再建設を含む。
投資必要額の分析の文脈においては、容量追加とは車線の追加をいう。

出典： Ｃ＆Ｐレポート。 年データに基づくとともに、 年データ
を用いて同様の方法により時点修正。

このような未処理残高を減少させるために必要となる事業の種類は時によりいくぶん変
化しているが、合計額は依然として約 億ドルとなっている。以下で議論されるよう
に、この数字は、経年劣化した舗装の基盤を再建設するために必要となるであろう支出に完
全に見合ったものではなく、舗装の基盤の状態については では記録されていない。

将来を見越すと、今後 年間のインターステート投資戦略によって、このような未処理
残高を速やかに減らすことができると信じることは現実的ではないであろう。実際、インタ
ーステートを更新・近代化する将来の支出の多くは、過去において再建設事業や容量追加を
先送りする決定をしてきたことを淵源とするものである。将来の交通需要の伸び及びそれ
によるインターステーの舗装の状態や運用パフォーマンスに及ぼす影響は、将来の投資必
要額に関する重要な決定要素であるが、決定要素はそれだけではない。実際、たとえ交通量
や荷重の伸びが穏やかだとしても、過去数十年間にわたり先延ばしされてきた更新・近代化
事業に何百憶ドルもの支払いが余儀なくされるであろうことは、合理的な確証をもってい
うことができる。

将将来来のの投投資資必必要要額額のの推推計計にに用用いいらられれたたモモデデリリンンググ・・ツツーールル及及びび想想定定条条件件

モデルの能力及び制約

道路経済的必要条件システム（ ）及び全国橋梁投資分析システム（ ）は、複
数の観点から投資必要額を評価するために用いることができる。例えば、これらのシステム
は、舗装及び橋梁の状態及び運用パフォーマンスを一定期間にわたり維持及び改善するた
めに毎年どの程度の水準の支出が必要とされるか、あるいは、一定の規模の支出額が与えら
れたときに一定期間においてどの程度の水準の状態及び運用パフォーマンスが達成される
か、といった質問に答えることができる。このような質問に答えるため、 及び
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表 インターステートへの投資の未処理残高に関する連邦道路庁（ ）の推計

年
改 築

容量追加 合 計
舗 装 橋 梁 計

億ﾄﾞﾙ 億ﾄﾞﾙ 億ﾄﾞﾙ 億ﾄﾞﾙ 億ﾄﾞﾙ
億ﾄﾞﾙ 億ﾄﾞﾙ 億ﾄﾞﾙ 億ﾄﾞﾙ 億ﾄﾞﾙ

舗装に関しては、改築には再舗装及び表層部分の再建設を含む。
投資必要額の分析の文脈においては、容量追加とは車線の追加をいう。

出典： Ｃ＆Ｐレポート。 年データに基づくとともに、 年データ
を用いて同様の方法により時点修正。

このような未処理残高を減少させるために必要となる事業の種類は時によりいくぶん変
化しているが、合計額は依然として約 億ドルとなっている。以下で議論されるよう
に、この数字は、経年劣化した舗装の基盤を再建設するために必要となるであろう支出に完
全に見合ったものではなく、舗装の基盤の状態については では記録されていない。

将来を見越すと、今後 年間のインターステート投資戦略によって、このような未処理
残高を速やかに減らすことができると信じることは現実的ではないであろう。実際、インタ
ーステートを更新・近代化する将来の支出の多くは、過去において再建設事業や容量追加を
先送りする決定をしてきたことを淵源とするものである。将来の交通需要の伸び及びそれ
によるインターステーの舗装の状態や運用パフォーマンスに及ぼす影響は、将来の投資必
要額に関する重要な決定要素であるが、決定要素はそれだけではない。実際、たとえ交通量
や荷重の伸びが穏やかだとしても、過去数十年間にわたり先延ばしされてきた更新・近代化
事業に何百憶ドルもの支払いが余儀なくされるであろうことは、合理的な確証をもってい
うことができる。

将将来来のの投投資資必必要要額額のの推推計計にに用用いいらられれたたモモデデリリンンググ・・ツツーールル及及びび想想定定条条件件

モデルの能力及び制約

道路経済的必要条件システム（ ）及び全国橋梁投資分析システム（ ）は、複
数の観点から投資必要額を評価するために用いることができる。例えば、これらのシステム
は、舗装及び橋梁の状態及び運用パフォーマンスを一定期間にわたり維持及び改善するた
めに毎年どの程度の水準の支出が必要とされるか、あるいは、一定の規模の支出額が与えら
れたときに一定期間においてどの程度の水準の状態及び運用パフォーマンスが達成される
か、といった質問に答えることができる。このような質問に答えるため、 及び

は、候補となる改良事業のセットに関する費用便益を貨幣価値化するとともに、それらの事
業による状態及びパフォーマンスの側面への影響を算出する。

ボックス は、 において貨幣価値化された費用便益カテゴリーのリスト、さらに、
状態及びパフォーマンスを算出する際に用いられる指標のリストを挙げている。貨幣価値
化された便益は、運転者への影響（例えば、移動時間、自動車走行費用、安全性）及び社会
への影響（例えば、排気ガス）を含むとともに、道路当局の維持・運用予算の節約を含んで
いる。貨幣価値化された費用は、専ら、改良事業を実施するために当局が負担した支出によ
り構成され、道路用地の取得や工事施工のための請負事業者との契約を含む。状態及びパフ
ォーマンスの指標には、舗装の表面の状態に関する指標（例えば、平滑性又はラフネス）及
び運用パフォーマンスに関する指標（例えば、ピーク交通量 容量比、絶対遅延時間）を含
んでいる。

ボックス
道路経済的必要条件システム（ ）における費用・便益、状態及びパフォーマンスの
カテゴリー

考慮される便益のカテゴリー
・利用者の移動時間費用の変化
・自動車走行費用の変化（燃料、オイル、タイヤ、メンテナンス、劣化）
・事故費用の変化
・汚染費用の変化（一酸化炭素 、窒素酸化物 、粒子状物質 、揮発性
有機化合物 、硫黄酸化物 及び道路ダストに関する複合費用）
・当局の道路維持・運用投資の変化

考慮される費用のカテゴリー
・当初の道路用地取得
・建設費用

状態及びパフォーマンスのカテゴリー（改良の前・後）
・混雑の指標（ピーク交通量 容量比）
・区間ごとの速度及び道路機能分類ごとの平均
・遅延
・舗装状態の指標
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・選択された道路改良の延長
・幾何構造に関する欠陥率
・事故率
・死者数

出典：米国交通運輸研究会議（ＴＲＢ）交通経済委員会（日付不明）

明らかに、このように限定的な貨幣価値化された費用便益の項目では、社会的経済的影響
のすべてを説明することはできず、また、状態及びパフォーマンスに関する指標は、道路の
利用者及び政策立案者が関心を有しうるすべての判断基準を含んでいるものではない。さ
らに、 及び のいずれも、政策立案者が特定の望ましい結果を達成するために
自由に使えるものとして、道路及び橋梁について可能性があるすべてのタイプの改良事業
又は選択肢の幅広い組合せを考慮しているものではない。抜けている選択肢のなかには、こ
れらのモデルで考慮されているものよりも費用便益がより良いものがあるかもしれない。
容量の不足に対応するために考慮がなされていない選択肢の例としては、全く新規の道路
建設、 レーンその他の形態のマネージド・レーンの追加、リバーシブル・レーンの実
施、土地利用規制のようなインターステート交通の需要を減少させうる施策の実施、既存の
道路上において増大する需要を受け入れる公共交通への投資、などがある。同様に、一連の
安全性に関する改良も考慮されていない。 においては、レーン拡幅、路肩拡幅、カー
ブ・勾配の線形改良がなされた場合に限り、安全性の改善が考慮されている。 では、
例えば短い加速・減速ランプのような安全でない幾何構造を撤去することは考慮されてい
ない。舗装の状態に関しては、 で考慮されていない道路の改良は、フルデプスの舗装
の再建設である。

さらに、 が現在のインターステートの状態及びパフォーマンスを確認するために用
いている のデータベースは、道路の個々の区間に関する大規模なサンプルで構成さ
れている。従って、 が改良事業に関する費用便益を計算する場合、より長い路線やル
ートというよりは、それぞれの区間について独立して計算を行っている。このことは
についても同様であり、それぞれの橋梁の改良に関する費用便益を独立して考慮している。
従って、これらのモデルは、一定の道路の区間又は橋梁に対する変化の事前又は事後の「複
合的」影響をとらえることはできない。

最後に、 及び のいずれについても、需要は外生的な入力であり、モデルの
中からは導かれない。例えば、容量に関する改良事業の将来のニーズを推計するために、モ
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・選択された道路改良の延長
・幾何構造に関する欠陥率
・事故率
・死者数

出典：米国交通運輸研究会議（ＴＲＢ）交通経済委員会（日付不明）

明らかに、このように限定的な貨幣価値化された費用便益の項目では、社会的経済的影響
のすべてを説明することはできず、また、状態及びパフォーマンスに関する指標は、道路の
利用者及び政策立案者が関心を有しうるすべての判断基準を含んでいるものではない。さ
らに、 及び のいずれも、政策立案者が特定の望ましい結果を達成するために
自由に使えるものとして、道路及び橋梁について可能性があるすべてのタイプの改良事業
又は選択肢の幅広い組合せを考慮しているものではない。抜けている選択肢のなかには、こ
れらのモデルで考慮されているものよりも費用便益がより良いものがあるかもしれない。
容量の不足に対応するために考慮がなされていない選択肢の例としては、全く新規の道路
建設、 レーンその他の形態のマネージド・レーンの追加、リバーシブル・レーンの実
施、土地利用規制のようなインターステート交通の需要を減少させうる施策の実施、既存の
道路上において増大する需要を受け入れる公共交通への投資、などがある。同様に、一連の
安全性に関する改良も考慮されていない。 においては、レーン拡幅、路肩拡幅、カー
ブ・勾配の線形改良がなされた場合に限り、安全性の改善が考慮されている。 では、
例えば短い加速・減速ランプのような安全でない幾何構造を撤去することは考慮されてい
ない。舗装の状態に関しては、 で考慮されていない道路の改良は、フルデプスの舗装
の再建設である。

さらに、 が現在のインターステートの状態及びパフォーマンスを確認するために用
いている のデータベースは、道路の個々の区間に関する大規模なサンプルで構成さ
れている。従って、 が改良事業に関する費用便益を計算する場合、より長い路線やル
ートというよりは、それぞれの区間について独立して計算を行っている。このことは
についても同様であり、それぞれの橋梁の改良に関する費用便益を独立して考慮している。
従って、これらのモデルは、一定の道路の区間又は橋梁に対する変化の事前又は事後の「複
合的」影響をとらえることはできない。

最後に、 及び のいずれについても、需要は外生的な入力であり、モデルの
中からは導かれない。例えば、容量に関する改良事業の将来のニーズを推計するために、モ

デルのユーザーが自動車走行台キロ（ ）の増加の水準を指定す
る。このことは、これらのモデルは、容量の変化が 自体に及ぼす影響について完全に
は説明できないことを意味する。容量追加に呼応した移動行動の変化は、一般に、「潜在
（ ）」又は「誘発（ ）」交通需要と呼ばれている。前者の用語は、最も一般的に
は、移動者がより速い移動スピードの利便を活かそうとすることで、施設の改良により期待
されていた水準をさらに超えて生じる交通量の増加を表すために用いられる。例えば、移動
者は、他のルート又は公共交通から転換してくるかもしれない。加えて、道路容量の増加の
結果である改善された交通状態（例えば、移動速度及び信頼性）により、既存の移動者は、
より多くのより長い移動ができるようになるかもしれない。さらに長期には、増加した道路
容量は、地域のアクセスを改善し、経済及び土地開発を活性化し、それにより、新たな移動
の創出を促し、需要を誘発する。逆に、容量が圧迫され増加しない場合、道路混雑が増すた
め、それによる遅延を避けるよう、一部の移動者はその行動を変えるかもしれず、そのよう
な場合、全体的な影響は交通需要をある程度抑制することになるだろう。要するに、どのよ
うな容量の増加（又は道路における移動費用の減少）も移動を増加させる一方、どのような
容量の減少（又は道路における移動費用の増加）も移動を減少させる。

は、道路インフラの 供給状態が需要に及ぼす影響を部分的に考慮する方法として、
需要の弾力性 を取り入れている。改良された施設については、 の大幅な増加率が想
定されており、遅延の節減効果の一部が相殺されるかもしれない。他方、未改良の施設につ
いては、混雑レベルの増加に応じて の伸びが抑制されるものと想定されている。後者
の要素は、混雑によって無制約な交通の伸びが抑制されるものであり、そうでなければ混雑
により交通の流れが滞るであろう。多くの大都市地域の計画組織及び州の交通局は、交通需
要と 道路インフラの 供給状態との間の相互作用に、少なくとも部分的に対応する交通需要
予測（ ）モデルを開発してきた。このような モデルは、
通常、移動のルート、モード及び目的地の変化を説明することにより、短期の移動行動の変
化による への影響を推計する。より洗練されたモデルは、移動時間のシフトについて
も説明する。しかしながら、長期の誘発需要効果について、モデルで対応しているものはほ
とんどなく、それは、 道路インフラの 供給の変化が、どのように土地利用の変化につなが
り、交通量の変化に帰着するのかを予測することが困難であることによる。

委員会としては、既存の モデルは、インターステートへの投資による全体的な影響

需要の弾力性とは、交通需要の変化率を移動価格の変化率で除したものをいい、移動価格
は、移動時間あるいは移動に伴う総費用に換算して測ることができる。
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を評価するために必要な全国的又は地域的なレベルでの予測能力を提供していないとの結
論を下した。さらに重要なことは、これらのモデルは、 と同様に、インターステート
又は他のルートやモードにおける交通の再配分を説明するために用いることはできない。
国全体又は地域レベルの交通ネットワークにおける需要の反応を分析する既存のツールは
ないので、唯一の選択肢は、過去の の増加率で示された移動行動の最近の履歴を参考
として、将来の の増加率について合理的な一定の幅を設定し、 及び モ
デルに適用することである。本章で議論された 及び の制約は、ボックス
にまとめられている。

ボックス
道路経済的必要条件システム（ ）及び全国橋梁投資分析システム（ ）のモデ
リング・システムの本件調査への適用可能性

本件調査に関する議会の要請は、インターステートが米国の交通システムにおいて首位
の立場にあるために、これを再建するのに必要となる投資を推計するため、連邦道路庁
（ ）の 及び モデルを用いることである。委員会は、これらの２つの
モデルが、概して、連邦補助道路プログラム全体に関する将来の投資必要額について、議
会の意思決定に必要な情報を提供する目的で設計されていることは理解しており、これ
と対照的に、個々の施設への投資に関する意思決定に必要な情報を提供するものではな
い（それは州により行われる）。委員会は、これら２つのモデルには本件調査に特化した
目的のために制約があることを認識したが、以下にまとめたように、これらの制約は対応
可能であり、さらに、より適切な能力を有する代替的なモデルは存在せず、また、本件調
査のために特に開発することもできない、との結論に至った。

及び ともに、インターステートの区間及び構造物の現在の状態及びパフォ
ーマンスに関するサンプル（道路パフォーマンス・モニタリング・システム ）又
は悉皆調査（全国橋梁台帳 ）によるデータベースに基づいている。このような現在
の状態及びパフォーマンスの水準に関する基礎的情報を有することは、交通量の水準を
変化させながら様々なタイプの道路改良に関する様々な支出水準による影響をテストす
るために必須である。この観点における の制約は、その基礎になるデータベース
である が、インターステートのインターチェンジ及び舗装の基盤の状態及びパフ
ォーマンスに関する情報を保有していないということであり、これらはインターステー
トに関する重要な費用の構成要素である。
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を評価するために必要な全国的又は地域的なレベルでの予測能力を提供していないとの結
論を下した。さらに重要なことは、これらのモデルは、 と同様に、インターステート
又は他のルートやモードにおける交通の再配分を説明するために用いることはできない。
国全体又は地域レベルの交通ネットワークにおける需要の反応を分析する既存のツールは
ないので、唯一の選択肢は、過去の の増加率で示された移動行動の最近の履歴を参考
として、将来の の増加率について合理的な一定の幅を設定し、 及び モ
デルに適用することである。本章で議論された 及び の制約は、ボックス
にまとめられている。

ボックス
道路経済的必要条件システム（ ）及び全国橋梁投資分析システム（ ）のモデ
リング・システムの本件調査への適用可能性

本件調査に関する議会の要請は、インターステートが米国の交通システムにおいて首位
の立場にあるために、これを再建するのに必要となる投資を推計するため、連邦道路庁
（ ）の 及び モデルを用いることである。委員会は、これらの２つの
モデルが、概して、連邦補助道路プログラム全体に関する将来の投資必要額について、議
会の意思決定に必要な情報を提供する目的で設計されていることは理解しており、これ
と対照的に、個々の施設への投資に関する意思決定に必要な情報を提供するものではな
い（それは州により行われる）。委員会は、これら２つのモデルには本件調査に特化した
目的のために制約があることを認識したが、以下にまとめたように、これらの制約は対応
可能であり、さらに、より適切な能力を有する代替的なモデルは存在せず、また、本件調
査のために特に開発することもできない、との結論に至った。

及び ともに、インターステートの区間及び構造物の現在の状態及びパフォ
ーマンスに関するサンプル（道路パフォーマンス・モニタリング・システム ）又
は悉皆調査（全国橋梁台帳 ）によるデータベースに基づいている。このような現在
の状態及びパフォーマンスの水準に関する基礎的情報を有することは、交通量の水準を
変化させながら様々なタイプの道路改良に関する様々な支出水準による影響をテストす
るために必須である。この観点における の制約は、その基礎になるデータベース
である が、インターステートのインターチェンジ及び舗装の基盤の状態及びパフ
ォーマンスに関する情報を保有していないということであり、これらはインターステー
トに関する重要な費用の構成要素である。

モデルに関するもう一つの制約は、これらのモデルが、交通量の増加率はモデルの出力に
対して、一般に外生的であるとみなしていることであり、モデルのユーザーが交通量の増
加率を指定しなければならない。理論的には、交通量の増加率とパターンは、インタース
テートの状態及びパフォーマンスに関する予測された変化に反応して、改良された区間
を超えた交通の変化の拡大につながる。 及び は、インターステート全体に
わたる反応を、フィードバックを含めてモデル化する能力に欠けている。このことは、よ
り長期間を見据えた効果の推計に関して特に問題となりうるものであり、そのような場
合では、需要と供給の条件がより可変的で相互に影響し合っている。

これらのモデルは、限定された改良事業のセットに関する効果をテストしている。これら
のモデルは、新規施設の影響を評価するために用いることはできず、また、道路への課
金、技術開発、及び可能な形態変更の選択肢、例えば、特定目的へのレーン転換（例、
レーン、トラック専用レーン）なども考慮されていない。これらのモデルは、投資に関し
て、社会的な費用便益というよりは、限定された費用便益のセット（支出額及び状態の変
化から生じた費用便益）を算定する。関心の単位がより細かくなるにつれ（例えば、大都
市地域における都心部の高速道路）、これらのモデルは、適切でないかもしれない固定パ
ラメーターを用いており、その結果は、特定の状況に十分に見合ったものとはなっていな
い。

本章で提示されている投資必要額の分析においては、これらのモデルの制約は注記され
ており、また、いくつかのケースでは補足されている。

想定された将来の 増加率

インターステートへの投資必要額を推計するために 及び を用いる場合には、
これらのモデルへの入力として、将来の 増加率を指定する必要がある。インターステ
ートの現在の状況は将来の投資必要額に関する主要な決定要素であるが（投資の未処理残
高に関する議論において前述したところ）、将来の交通量は、舗装及び橋梁への荷重及び損
耗の追加、さらに新規容量への需要の結果として、投資必要額を増やすことになる。
及び のいずれもが、舗装及び橋梁における乗用車とトラックの交通量の増加率及び
それによる荷重の違いを区別していないため ― これはモデルの特筆すべき欠陥である
― 、混合された 増加率（乗用車とトラックの移動が合体したもの）のみが指定され
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る 。たとえ、それらのモデルで、より詳細な の指定ができたとしても ― 例えば、
地方、地域間、さらにより長距離の州際移動 ― 、そのような入力をするために入手可能な
データは限られている。例えば、連邦交通省（ ）の米国旅客流動調査（

）は、道路のトリップも含めた長距離移動に関する唯一の全国レベルのデータ
ベースであるが、 年以上も更新されていない。

以前の章で議論されたように、道路計画策定者は、 の予測について様々な経験を積
んできている。長続きする交通インフラへの投資計画には、 の予測が必要である。し
かしながら、たとえ 年間であっても、このような予測には課題がある。交通需要の変化
の規模、配置及び時期は、人口及び経済の変化に関連した多くの要因に依存しており、また、
移動者が混雑や新規容量の供給にどのように反応するか、新規容量は特定の利用者に限定
されているか、インターステート以外による選択肢の可能性があるか、といったことに依存
している。交通当局は、特に都市部においては、例えば混雑課金のような、より積極的な運
用及び需要管理の手法を取るかもしれず、それは交通需要の水準に影響を及ぼすだろう。よ
り近い将来においては、つながる・自動運転車両が交通需要に及ぼす影響は限定的であろう
が、 から 年後においては、ある程度の影響がみられるかもしれない。

本件調査のために 氏が作成した資料に基づいて（付録 参照）、第 章における
結論では、今後 年間の の増加率は、年 から の範囲とすることが合理
的な予測であるとした。これは、過去数十年間の実際の傾向と比較し、国の人口推計と整合
し、経済成長の見込みを考慮している。本報告書では、 増加率の中位又は「ノミナル
値」として 、低位及び高位の振れとして、それぞれ と を使用しており、委
員会は、これは合理的な低位及び上位の幅であると考えている（参照 図 ）。低位の幅は、
より積極的な需要管理の手段が取られるような地域における将来像を表しうるものであり、
例えば、交通量の多い都市部のルートでの混雑課金などを通じて行われる。高位の幅は、慢
性的な混雑は現在問題となっておらず、人口増加及び経済成長により交通需要が増加して
いるような地域における将来像を表しうるものであり、例えば、新興の大都市地域などであ
る。

モデル利用者が乗用車と貨物車について異なった 増加率を指定できないとしても、い
ずれのモデルでも、影響分析を行う場合、乗用車とトラックの重量及び荷重について説明す
ることができる。例えば、 のデータベースは、それぞれの道路の区間の一つ又は複数
におけるトラックの割合に関するデータを持っており、 は、トラックに関して典型的
な荷重のパターンを想定している。また乗用車に関しても同様である。
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んできている。長続きする交通インフラへの投資計画には、 の予測が必要である。し
かしながら、たとえ 年間であっても、このような予測には課題がある。交通需要の変化
の規模、配置及び時期は、人口及び経済の変化に関連した多くの要因に依存しており、また、
移動者が混雑や新規容量の供給にどのように反応するか、新規容量は特定の利用者に限定
されているか、インターステート以外による選択肢の可能性があるか、といったことに依存
している。交通当局は、特に都市部においては、例えば混雑課金のような、より積極的な運
用及び需要管理の手法を取るかもしれず、それは交通需要の水準に影響を及ぼすだろう。よ
り近い将来においては、つながる・自動運転車両が交通需要に及ぼす影響は限定的であろう
が、 から 年後においては、ある程度の影響がみられるかもしれない。

本件調査のために 氏が作成した資料に基づいて（付録 参照）、第 章における
結論では、今後 年間の の増加率は、年 から の範囲とすることが合理
的な予測であるとした。これは、過去数十年間の実際の傾向と比較し、国の人口推計と整合
し、経済成長の見込みを考慮している。本報告書では、 増加率の中位又は「ノミナル
値」として 、低位及び高位の振れとして、それぞれ と を使用しており、委
員会は、これは合理的な低位及び上位の幅であると考えている（参照 図 ）。低位の幅は、
より積極的な需要管理の手段が取られるような地域における将来像を表しうるものであり、
例えば、交通量の多い都市部のルートでの混雑課金などを通じて行われる。高位の幅は、慢
性的な混雑は現在問題となっておらず、人口増加及び経済成長により交通需要が増加して
いるような地域における将来像を表しうるものであり、例えば、新興の大都市地域などであ
る。

モデル利用者が乗用車と貨物車について異なった 増加率を指定できないとしても、い
ずれのモデルでも、影響分析を行う場合、乗用車とトラックの重量及び荷重について説明す
ることができる。例えば、 のデータベースは、それぞれの道路の区間の一つ又は複数
におけるトラックの割合に関するデータを持っており、 は、トラックに関して典型的
な荷重のパターンを想定している。また乗用車に関しても同様である。

図 インターステートの年間総自動車走行台キロ（ＶＭＴ）、 年以降の実績及び
年以降の予測、想定された増加率による

出典：

投資必要額の算定方法

上述で議論されたように、 及び は、 の異なった増加率を前提として交
通需要を設定し、インターステートの改良事業に関する費用便益を算定する。例えば、
では、候補となる改良事業の便益は、利用者の経費節減（移動時間の短縮、安全性の改善、
例えば、燃料、タイヤ、車両損耗費用などの自動車走行費用の減少）、道路当局の経費節減
（維持費用の低下）、社会の経費節減（排気ガスに伴う費用の節減）といった観点から測ら
れる。そして、これらの貨幣価値化された便益は、このような改良事業を実施するために必
要な支出額と比較され、費用便益比率（ ）が算定される。一般に、

が１を超える場合、改良事業は費用対効果があるとみなされる。しかしながら、モデ
ルでは、改良事業の選択基準として、より高い又はより低い を利用者が設定すること
もできる。例えば、改良事業の実施予算が限られている場合は、より高い の基準が選
ばれうる。
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委員会の結論は、投資必要額の中位値の推計の基礎としては、 が１であるべきとし
た。第 章で説明したように、議会がインターステートの再建及び改良に必要な投資の推
計を要請した際、予算の制約については明示していない。しかしながら、インターステート
への投資のために利用可能な財源が限られていることを認識して、委員会は、より高い
の基準である を満たす改良事業を実施するために必要な支出水準も算定した。いずれの
場合も、モデルは、投資が、例えば、舗装の平滑性や遅延の人・時間（ ）とい
った、特定のインターステートの状態にどのように影響するのかを示すのに用いることが
できる。

注記すれば、投資による結果指標は、必ずしも「良好な修繕状態（ ）」
ではない。この用語は交通部門のアセット・マネジメントで一般的となっているが、何をも
って「良好な」状態というのかは不明確なままである。そのような状態を追求することが、
すべての欠陥が修正されるべきであることを意味している限りにおいて、その結果は過大
投資となりうるものであり、正味の便益を生み出さない。ここでの前提は、政策立案者は、
プラスの正味便益が期待できる投資を求めるということである。

図 は、モデリング手法の様々な構成要素を図示したものである。 及び
のモデルを補完する他のツール、すなわち舗装健全性履歴（ ）
ツールの利用については次節で説明されており、委員会が舗装及び橋梁の改築及び再建設
の必要額をどのように推計したかを記述している。
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委員会の結論は、投資必要額の中位値の推計の基礎としては、 が１であるべきとし
た。第 章で説明したように、議会がインターステートの再建及び改良に必要な投資の推
計を要請した際、予算の制約については明示していない。しかしながら、インターステート
への投資のために利用可能な財源が限られていることを認識して、委員会は、より高い
の基準である を満たす改良事業を実施するために必要な支出水準も算定した。いずれの
場合も、モデルは、投資が、例えば、舗装の平滑性や遅延の人・時間（ ）とい
った、特定のインターステートの状態にどのように影響するのかを示すのに用いることが
できる。

注記すれば、投資による結果指標は、必ずしも「良好な修繕状態（ ）」
ではない。この用語は交通部門のアセット・マネジメントで一般的となっているが、何をも
って「良好な」状態というのかは不明確なままである。そのような状態を追求することが、
すべての欠陥が修正されるべきであることを意味している限りにおいて、その結果は過大
投資となりうるものであり、正味の便益を生み出さない。ここでの前提は、政策立案者は、
プラスの正味便益が期待できる投資を求めるということである。

図 は、モデリング手法の様々な構成要素を図示したものである。 及び
のモデルを補完する他のツール、すなわち舗装健全性履歴（ ）
ツールの利用については次節で説明されており、委員会が舗装及び橋梁の改築及び再建設
の必要額をどのように推計したかを記述している。

図 今後 年間のインターステートへの投資必要額の算定に関する 及び
モデルの適用図式
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今今後後 年年間間のの舗舗装装及及びび橋橋梁梁のの更更新新にに関関すするる投投資資必必要要額額のの推推計計

概観
・費用対効果があるすべての改良事業に投資するという戦略をとった場合、舗装に関す
る投資必要額は、今後 年間について、年平均 ～ 億ドルの水準となる（概し
て現在の支出水準の 倍）。推計の基礎となる の想定増加率は、年 から

の範囲としている。この投資水準には、インターステートの舗装及びその基盤を
完全に再建設する費用が含まれる。

・モデルによれば、州は、インターステートの橋梁の維持及び改良を続けるために、既に
に十分な資金を充てていることが示唆されている。現在行われているよりも幾分か高い
年間投資額（～ ）により、これらの橋梁について、床版部分の欠陥を構造的に減ら
すことで、物理的状態をさらに改善することになるだろう。しかしながら、このような
欠陥は、一般には、安全性の問題というよりは、サービス性能又は乗り心地の問題とみ
なされている。年平均 億ドルの投資水準 ― 現在支出されている額と同水準 ― が、
今後 年間のインターステートの橋梁に関する投資必要額として合理的な推計といえ
る。

本節は、今後 年間でインターステートの舗装及び橋梁を更新するために必要な投資額
の推計を示している。その投資額には、先送りされた投資の未処理残高を減らすことが含ま
れており、さらにインターステートの継続する老朽化及び将来の利用から生ずる差し迫っ
たニーズに対応するために必要なものである。

舗装の投資必要額

前に議論したように、 は、全国の舗装の投資必要額の推計に関する の主た
るモデルであるが、それは、 の データベースから得られる現在のインタース
テートの状態及びパフォーマンスに関する情報を使用している（ ）。 は、
特定の 増加率を与えてプログラムされた場合、その結果として生じる交通量及び荷重
がインターステートの物理的状態及び運用パフォーマンスに及ぼす影響を算出し、道路の
幅員、舗装及び線形さらに追加レーンといった標準的な改良事業の候補のセットを出力す
る。そして、利用者が設定した に従って、アルゴリズムにより、どの改良事業が実施
されるべきかを算定する。

前述のように、舗装の投資必要額の推計に関して、 の重大な短所は、舗装の状態や
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今今後後 年年間間のの舗舗装装及及びび橋橋梁梁のの更更新新にに関関すするる投投資資必必要要額額のの推推計計

概観
・費用対効果があるすべての改良事業に投資するという戦略をとった場合、舗装に関す
る投資必要額は、今後 年間について、年平均 ～ 億ドルの水準となる（概し
て現在の支出水準の 倍）。推計の基礎となる の想定増加率は、年 から

の範囲としている。この投資水準には、インターステートの舗装及びその基盤を
完全に再建設する費用が含まれる。

・モデルによれば、州は、インターステートの橋梁の維持及び改良を続けるために、既に
に十分な資金を充てていることが示唆されている。現在行われているよりも幾分か高い
年間投資額（～ ）により、これらの橋梁について、床版部分の欠陥を構造的に減ら
すことで、物理的状態をさらに改善することになるだろう。しかしながら、このような
欠陥は、一般には、安全性の問題というよりは、サービス性能又は乗り心地の問題とみ
なされている。年平均 億ドルの投資水準 ― 現在支出されている額と同水準 ― が、
今後 年間のインターステートの橋梁に関する投資必要額として合理的な推計といえ
る。

本節は、今後 年間でインターステートの舗装及び橋梁を更新するために必要な投資額
の推計を示している。その投資額には、先送りされた投資の未処理残高を減らすことが含ま
れており、さらにインターステートの継続する老朽化及び将来の利用から生ずる差し迫っ
たニーズに対応するために必要なものである。

舗装の投資必要額

前に議論したように、 は、全国の舗装の投資必要額の推計に関する の主た
るモデルであるが、それは、 の データベースから得られる現在のインタース
テートの状態及びパフォーマンスに関する情報を使用している（ ）。 は、
特定の 増加率を与えてプログラムされた場合、その結果として生じる交通量及び荷重
がインターステートの物理的状態及び運用パフォーマンスに及ぼす影響を算出し、道路の
幅員、舗装及び線形さらに追加レーンといった標準的な改良事業の候補のセットを出力す
る。そして、利用者が設定した に従って、アルゴリズムにより、どの改良事業が実施
されるべきかを算定する。

前述のように、舗装の投資必要額の推計に関して、 の重大な短所は、舗装の状態や

改良事業の種類をすべて網羅しているものではないことであり、その原因の一部はモデル
のデータソースである の制約によるものである。舗装の状態は、主として、乗り心
地の指標である国際ラフネス指数（ ）により に記
録されており、それは構造的な状態を説明するものではない。従って、 における舗装
の改良事業の選択肢は、表層の処置又は最上層の部分的な再建設に限られており、それは単
に改築又は保全工事として特徴づけられるものである。

第 章で議論したように、舗装の供用寿命は、再舗装のような改築を通じて伸ばすことが
できるが、最終的には、舗装及びその基盤が表層の補修がもはや効かないところまで劣化し、
下層路盤以上から舗装構造全体の取替えが必要となる。このような結末になるタイミング
は、設計の選択（例えば、舗装の厚さ、路盤の深さ）、当初の建設工事及び材料の品質、交
通の荷重、及び環境要因などを含む多くの要素に依存している（ ）。しかしながら、
当初の基盤のほとんどは再建設されていないため、今後 年間及びその後において、州が、
インターステートの舗装の再建設に関する支出を増やす必要性を認識するであろうことは
予期できる。

がフルデプスの再建設の必要額を推計できないことは、舗装に関する長期の投資必
要額の推計に関して問題となるものである。必要となるフルデプスの再建設及びその費用
について、より良い理解を得るため、委員会は の 分析ツールを利用した。
は、 と同様に、 のデータを使用しているが、表層の平滑性の指標（例えば、
）だけでなく、観察された疲労クラックの発生に基づいて舗装の欠陥を確認することに

より、基盤の劣化の兆候をより綿密にスクリーニングすることができる。そして、 で
は単に改築が必要であるとみなされる舗装の欠陥の一部について、 においては、フル
デプスの再建設を含めた他の方法により取り扱われるべきであるという判断が下される。

ボックス で説明しているように、 を の舗装の標本データに適用すること
により、委員会は、 で推計した舗装の改築の必要額に適用される調整係数を算定し
た。要するに、疲労クラックを追加で考慮することとした結果、 の算出結果は係数
２ により上方に調整されるべきことが示唆された。以下の節では、舗装の投資必要額は、
最初に のみを用いて算出され、 番目に から求められた調整係数を適用して算
出している。 番目の推計額は必要な再建設工事を含んでいることから、将来の投資必要額
をより良く表していると考えられる。
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ボックス
インターステートの投資必要額の分析において、状態に基づいたフルデプスの舗装の再
建設に関する費用便益の推計

本調査は、インターステート再建設の投資必要額を推計するために、道路経済的必要条件
システム（ ）に加えて、舗装健全性履歴（ ）分析を用いている。 と同様
に、 も、舗装の区間データを道路パフォーマンス・モニタリング・システム（ ）
のデータベースから引き出しており、それにより、欠陥のある区間をスクリーニングし、
実現可能な改良事業の選択肢を特定し、費用便益に基づいた最適の選択肢を選定し、そし
て、最終的に改良事業の費用を推計している。しかしながら、 と比較して、
では、舗装の状態に関する多様な測定基準（例えば、疲労クラック 、轍

、段差 ）を選択することができ、欠陥箇所をスクリーニングするために
国際ラフネス指数（ ）を用いることもできる。疲労クラックの存在は、すべてのタイ
プの舗装においてフルデプスのクラックがあることのよい指標となるものであり、本件
調査においては、構造的欠陥の指標として用いられている。

の 以上の区間を標本データとし、 と を組み合わせて、改良事業
の投資必要額の予測に関する比較分析を実施した。この分析の目的は、調整係数を算定す
ることであり、それを の出力結果に対して適用した場合、必要となる舗装の改良
事業が示される（すなわち、フルデプスの再建設か表層処置か）

比較分析は、以下の２つのシナリオに従って実施された。

・シナリオ１：このシナリオでは、 のみに基づいて 及び から投資必要
額を算出した。これは、 と の主な出力結果の違いを比較して、同様の結
果になることを確保するために、 に適切なキャリブレーションを行うための参
照基準を得るためのものである。

・シナリオ２：このシナリオでは、 のみを作動させ、 と疲労クラックの両方を
用いて、欠陥箇所のスクリーニングを行うとともに、舗装に関する典型的な維持工
事について選択肢の幅を広げて、結果を算出した。

シナリオ１の結果、 と の主な出力結果（分析対象である の 以
上の区間における処置後の の改善の平均及び費用便益比率の平均）はほぼ合致して
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ボックス
インターステートの投資必要額の分析において、状態に基づいたフルデプスの舗装の再
建設に関する費用便益の推計

本調査は、インターステート再建設の投資必要額を推計するために、道路経済的必要条件
システム（ ）に加えて、舗装健全性履歴（ ）分析を用いている。 と同様
に、 も、舗装の区間データを道路パフォーマンス・モニタリング・システム（ ）
のデータベースから引き出しており、それにより、欠陥のある区間をスクリーニングし、
実現可能な改良事業の選択肢を特定し、費用便益に基づいた最適の選択肢を選定し、そし
て、最終的に改良事業の費用を推計している。しかしながら、 と比較して、
では、舗装の状態に関する多様な測定基準（例えば、疲労クラック 、轍

、段差 ）を選択することができ、欠陥箇所をスクリーニングするために
国際ラフネス指数（ ）を用いることもできる。疲労クラックの存在は、すべてのタイ
プの舗装においてフルデプスのクラックがあることのよい指標となるものであり、本件
調査においては、構造的欠陥の指標として用いられている。

の 以上の区間を標本データとし、 と を組み合わせて、改良事業
の投資必要額の予測に関する比較分析を実施した。この分析の目的は、調整係数を算定す
ることであり、それを の出力結果に対して適用した場合、必要となる舗装の改良
事業が示される（すなわち、フルデプスの再建設か表層処置か）

比較分析は、以下の２つのシナリオに従って実施された。

・シナリオ１：このシナリオでは、 のみに基づいて 及び から投資必要
額を算出した。これは、 と の主な出力結果の違いを比較して、同様の結
果になることを確保するために、 に適切なキャリブレーションを行うための参
照基準を得るためのものである。

・シナリオ２：このシナリオでは、 のみを作動させ、 と疲労クラックの両方を
用いて、欠陥箇所のスクリーニングを行うとともに、舗装に関する典型的な維持工
事について選択肢の幅を広げて、結果を算出した。

シナリオ１の結果、 と の主な出力結果（分析対象である の 以
上の区間における処置後の の改善の平均及び費用便益比率の平均）はほぼ合致して

おり、これは、 の出力結果に対してキャリブレーションを行う必要はなく、シナリ
オ２と組み合わせた調査について健全なベースとなっていることを意味している。シナ
リオ２による分析の結果によれば、 に加えてフルデプスのクラックを加味することに
より、 舗装の構造的欠陥を確認し、 ライフサイクルで最適な改良事業の選択肢を選
定する能力を高めることができる。結論として、疲労クラックを維持管理の意思決定で考
慮した場合、計画的な維持の取組みを要する区間の個所数及びそれに伴う費用が著しく
増加する一方、パッチングのような補修的維持を必要とする区間の個所数は減少する。
要約すれば、シナリオ１（ のみ）と比較して、疲労クラックを維持管理の意思決定に
おいて追加で考慮することにより、改良事業の費用の予測が全体として、係数で約 ０
増加する（すなわち、 高くなる）結果となった。同時に、費用便益比率（ ）に
よる便益及び舗装寿命の延伸については、欠陥箇所のスクリーニングの要素及び維持工
事後の修復状態の基準として のみを用いて算出された場合よりも、著しく高い結果
となった。従って、投資必要額の推計において、状態に基づいたフルデプスの再建設を選
択肢として考慮する場合、この方法を用いることで、増加する費用便益に関する基本的な
推計を得ることが可能となる。これまでに再建設されていないインターステートの区間
において、舗装の再建設の必要額が著しく過小評価されていないかどうかを判断するた
めに、 のすべての区間について、より確固とした分析（本件調査の範囲を超える
が）が切に望まれる。

を用いた改築のみの推計

表 は、今後 年間の舗装の改築について、高位、中位及び低位の の予測のも
とで、 が算定した年間投資必要額を示している。それぞれのケースについて 通りの

による投資の判断基準（ ≧１又は ≧ ）に基づいている。また、この表に
は、表層のラフネスで測定した場合に（すなわち、 ）、貧弱な状態にある舗装が占める割
合について、これらの判断基準の適用が及ぼす影響も示している。改築の支出額は、いずれ
の場合も、 の増加率が高いほど増加している。 ≧１であるすべての改良事業に投
資した場合、貧弱な表層状態にある舗装の割合は、 年後においても、現状の の水準を
維持するであろう。この方策による場合、交通量の増加率に応じて、約 ～ 億ドルの
年間投資額を必要とする。より高い である を適用した場合、これは厳しい財政制
約のもとでありうることであるが、改築の支出の約 分の が縮減される一方で、舗装の
表層の状態は著しく下落するであろう。
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表 異なった 増加率の想定のもとにおける、舗装の改築のみの選択肢に関する
今後 年における年間投資額、併せて、 年後において貧弱な表層状態にある
舗装の割合を示す（丸括弧内）

の年増加率
低 位 中 位 高 位

投資の判断基準
≧ 億ﾄﾞﾙ 億ﾄﾞﾙ 億ﾄﾞﾙ
≧ 億ﾄﾞﾙ 億ﾄﾞﾙ 億ﾄﾞﾙ

注：道路経済的必要条件システム（ ）を用いた分析の結果
：費用便益比率（ ）

に を組み合わせて用いた再建設及び改築の推計

ここ数十年で、州は、より長い供用寿命を達成するようにインターステートの舗装の表層
及び基盤を設計及び建設してきている（ ）。しかしながら、道路の再建設プロジェ
クトにおける投資により、実際に影響を受けた延長の規模は分からない。州は、インタース
テートの再建設プロジェクトに関する年間総支出額を に報告する必要があるが、対
象の道路延長又は車線延長を報告する必要はない。少なくとも全国レベルでは、再建設され
たインターステートの延長は分からないので、全体のうちのどのくらいが、良好な状態にあ
るとみなしうる履歴があるかを知ることは困難である。しかしながら、インターステートの
最初の ～ 年間は、再建設にはほとんど支出されていない（第 章で議論したように）。
インターステートのかなりの部分は、 年代及び 年代初めに設計寿命 年で建設さ
れたことから、当初の舗装の基盤の多くの割合はそのまま残っており、完全に取り替えるべ
き時期にきているか、あるいは、その時期をかなり超過していると考えるのが合理的である。

表 は、表 と同様の の増加率及び による投資判断基準の組合せのもと
で、 の複合による分析の結果を示している。これらの結果によれば、今後 年
間の舗装への投資額は、 で算定された額の概ね 倍であり、インターステートの舗装
の基盤は、単なる改築ではなく完全な再建設を必要とする。中位の 増加率（年 ）
の想定で、 が１以上の改良事業を選択した場合、舗装に関する年間投資額は年 億
ドルのオーダーとなる。表 は、このような改築及び再建設の投資必要額が、 の増
加率に関する３つのシナリオの間で、それほど大きく変わらないことを示している。

の複合による推計が、 単独による推計よりも著しく高くなる理由は、
再建設が単純な改築よりも多額の費用を要することによる。本件調査において実施された
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表 異なった 増加率の想定のもとにおける、舗装の改築のみの選択肢に関する
今後 年における年間投資額、併せて、 年後において貧弱な表層状態にある
舗装の割合を示す（丸括弧内）

の年増加率
低 位 中 位 高 位

投資の判断基準
≧ 億ﾄﾞﾙ 億ﾄﾞﾙ 億ﾄﾞﾙ
≧ 億ﾄﾞﾙ 億ﾄﾞﾙ 億ﾄﾞﾙ

注：道路経済的必要条件システム（ ）を用いた分析の結果
：費用便益比率（ ）

に を組み合わせて用いた再建設及び改築の推計

ここ数十年で、州は、より長い供用寿命を達成するようにインターステートの舗装の表層
及び基盤を設計及び建設してきている（ ）。しかしながら、道路の再建設プロジェ
クトにおける投資により、実際に影響を受けた延長の規模は分からない。州は、インタース
テートの再建設プロジェクトに関する年間総支出額を に報告する必要があるが、対
象の道路延長又は車線延長を報告する必要はない。少なくとも全国レベルでは、再建設され
たインターステートの延長は分からないので、全体のうちのどのくらいが、良好な状態にあ
るとみなしうる履歴があるかを知ることは困難である。しかしながら、インターステートの
最初の ～ 年間は、再建設にはほとんど支出されていない（第 章で議論したように）。
インターステートのかなりの部分は、 年代及び 年代初めに設計寿命 年で建設さ
れたことから、当初の舗装の基盤の多くの割合はそのまま残っており、完全に取り替えるべ
き時期にきているか、あるいは、その時期をかなり超過していると考えるのが合理的である。

表 は、表 と同様の の増加率及び による投資判断基準の組合せのもと
で、 の複合による分析の結果を示している。これらの結果によれば、今後 年
間の舗装への投資額は、 で算定された額の概ね 倍であり、インターステートの舗装
の基盤は、単なる改築ではなく完全な再建設を必要とする。中位の 増加率（年 ）
の想定で、 が１以上の改良事業を選択した場合、舗装に関する年間投資額は年 億
ドルのオーダーとなる。表 は、このような改築及び再建設の投資必要額が、 の増
加率に関する３つのシナリオの間で、それほど大きく変わらないことを示している。

の複合による推計が、 単独による推計よりも著しく高くなる理由は、
再建設が単純な改築よりも多額の費用を要することによる。本件調査において実施された

インターステートの舗装の再建設プロジェクトに関するケーススタディ（参照 付録 ）に
よれば、平均の投資額は、地方部のインターステートについてレーンマイル当たり約 万
ドル、都市部のインターステートについてレーンマイル当たり約 百万ドルである（舗装
の再建設を超えたいかなる改良も含まない）。しかしながら、再建設された舗装に関する
年間の投資は、ここで考慮されている 年間を超えた数十年にわたり、より大きなサービ
ス性能とより少ない再舗装の支出額につながるはずである。

表 異なった 増加率の想定のもとにおける、舗装の改築及び再建設に関する今
後 年における年間投資額、併せて、 年後において貧弱な表層状態にある舗
装の割合を示す（丸括弧内）

の年増加率
低 位 中 位 高 位

投資の判断基準
≧ 億ﾄﾞﾙ 億ﾄﾞﾙ 億ﾄﾞﾙ
≧ 億ﾄﾞﾙ 億ﾄﾞﾙ 億ﾄﾞﾙ

注：道路経済的必要条件システム（ ）及び舗装ヘルス・トラック（ ）を用いた分析
に基づく
：費用便益比率（ ）

舗装の投資必要額に関する評価の要約

インターステートは、その供用年数を前提とすれば、広範な舗装の基盤に関する工事が
先延ばしにされている状況にあり、委員会として、 のみによる舗装の投資必要額の推
計に依拠することは躊躇する。 と を組み合わせた手法は、投資必要額について
概算の推計が得られるだけであるが、委員会は、その結果が完全な再建設を含んでいること
から、支出必要額の推計として、より現実的であると確信している。この手法を用いて、
の基準値を とした場合、舗装の投資必要額は、今後 年間にわたり年 ～ 億ドル
となる。基礎となる 増加率は、年 ～ の幅である。

上述の支出水準は、インターステートの舗装に関する現状の支出額に対して大幅な増加と
なる。前述のように（参照 図 ）、 年に、州は、インターステートの舗装の改築及び
再建設に、約 億ドルを支出した。これは、同年のインターステートへの資本的支出の
総額である 億ドルのほぼ を占めている。

ここ及び以下の個所における 年の州交通局（ ）によるインターステートに対す
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橋梁の投資必要額

橋梁の構成要素は、典型的に記述すれば、 下部構造（橋台、橋脚）、 上部構造（桁、
トラス）、 デッキ である。それぞれの構成要素は、独自の供用寿命及び維持修繕の必要
条件を有しており、それは設計及び材料（例えば、プレストレスト・コンクリート（ ）、
スチール）や風雨や交通に晒された程度に依存している。良好に維持された下部構造及び上
部構造は、特に、凍結防止剤の溶出や海洋環境での海水の飛散による塩化物への暴露がない
場合、優に 年以上は存続するものであり、そのような逆境的な状況がない南部及び西部
の州においては、可能性として 年以上もありうる。これに対して、多くのコンクリート・
デッキは、 ～ 年の供用寿命で設計されているにもかかわらず、過重なトラック交通や、
特に寒冷地では、凍結防止剤の頻繁かつ多量の使用により、その寿命は、より短くなること
が多い（ ）。海洋環境や凍結防止剤の塩化物に晒された、初期の
多くのインターステート橋梁のデッキは、塩化物がデッキ内部の被覆されていない鉄筋に
達すると早急に劣化し、コンクリート表面の剥落や穴を生じさせる腐食をもたらすことと
なった。

デッキは、橋梁に関する州の支出額の多くを占めており、それは主として、腐食及び過重
な交通負荷の影響による損傷のために必要となった補修及び改築に要するものである
（ ）。橋梁の下部構造に関しても、ジョイント、ベアリング及
びピアの塩化物による汚染（デッキからの凍結防止剤の溶出による）が、維持及び改築工事
が必要となる主たる要因となっている。過去 年以上にわたり、損傷したインターステー
ト橋梁のデッキ及び下部構造は、エポキシ樹脂塗装又は亜鉛めっきの鉄筋、あるいはステン
レス鋼を用いて再建設されており、凍結防止処置や海水暴露により生じる腐食損傷をかな
り抑制してきている。

を用いた橋梁の投資必要額の推計

は、 の橋梁投資分析ツールであるが、インターステートの橋梁について改
良事業の必要額の推計を算出する。その推計額は、 （橋梁の情報は持っていない）で
算出されたものと同様に、費用便益計算に基づいている。 のモデルは、より詳細に
は付録 で議論されているが、州による点検で記録され、全国橋梁台帳（

）のデータベースに登録された橋梁の状態に関するデータを用いている。

る資本的支出額への参照は、 （ 表 ）による。
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橋梁の投資必要額
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多くのインターステート橋梁のデッキは、塩化物がデッキ内部の被覆されていない鉄筋に
達すると早急に劣化し、コンクリート表面の剥落や穴を生じさせる腐食をもたらすことと
なった。

デッキは、橋梁に関する州の支出額の多くを占めており、それは主として、腐食及び過重
な交通負荷の影響による損傷のために必要となった補修及び改築に要するものである
（ ）。橋梁の下部構造に関しても、ジョイント、ベアリング及
びピアの塩化物による汚染（デッキからの凍結防止剤の溶出による）が、維持及び改築工事
が必要となる主たる要因となっている。過去 年以上にわたり、損傷したインターステー
ト橋梁のデッキ及び下部構造は、エポキシ樹脂塗装又は亜鉛めっきの鉄筋、あるいはステン
レス鋼を用いて再建設されており、凍結防止処置や海水暴露により生じる腐食損傷をかな
り抑制してきている。

を用いた橋梁の投資必要額の推計

は、 の橋梁投資分析ツールであるが、インターステートの橋梁について改
良事業の必要額の推計を算出する。その推計額は、 （橋梁の情報は持っていない）で
算出されたものと同様に、費用便益計算に基づいている。 のモデルは、より詳細に
は付録 で議論されているが、州による点検で記録され、全国橋梁台帳（

）のデータベースに登録された橋梁の状態に関するデータを用いている。

る資本的支出額への参照は、 （ 表 ）による。

橋梁のそれぞれの要素（例えば、デッキ、高欄、桁、床桁）について、同モデルは、劣化の
状態、欠陥の有無を考慮し、欠陥に対応するための処置の選択肢（維持、補修、改築及び補
強を含む）を特定し、そのような処置の費用便益を算定する。改良事業について費用対効果
がない、橋梁の設計面からみて実現可能性がない、あるいは構造の劣化状況からみて現実的
でない場合には、橋梁の架け替えの必要額が算出される。これは、州が登録した新規橋梁に
関する構造価値に基づいている。

計算に当たって、 は、様々な改良及び維持の選択肢に関する単価のセットを用いて
おり、同モデルは、それぞれの選択肢の評価に関する約 のパフォーマンス指標を持っ
ている。望ましいパフォーマンスの水準を指定することができ、支出額及び許容し得る
により制約することもできる。問題は、 は、例えば、今後 年にわたり現状の橋梁
の状態を維持するために毎年どの程度の水準の支出が必要か、また、所定の改良事業の投資
により、どの程度の利用者便益が達成されるか、といった問題に対応できるのかということ
である。

今後 年間のインターステート橋梁への投資必要額を推計するために、委員会は、
を、 とは異なったやり方で適用した。というのは、年 ～ の幅の 増加
率は、結果に対してわずかな影響しか及ぼさなかったからである。所定の 以上である
すべての改良事業を算出し、その結果の支出水準を表にまとめるというやり方ではなく、橋
梁に対する異なった年間の支出水準を設定し、それがインターステートの橋梁の物理的状
態にどのように影響を与えるかをテストした。

表 今後 年におけるインターステート橋梁の改良に関する年間投資必要額の推計
今後 年間の
年平均投資額

年価格

構造的欠陥がある
デッキ域の割合

健全度指数

年 年 年 年
億ﾄﾞﾙ

億ﾄﾞﾙ 現状水準
億ﾄﾞﾙ

注：全国橋梁投資分析システム（ ）を用いた分析

橋梁の状態について、次の つの指標を用いている。 すべてのインターステート橋梁
のデッキ域について、構造的欠陥があると格付けられた割合。 カリフォルニア州のバー
ジョンによる橋梁の「健全度」指数。これは、 ～ の橋梁の主要な構成要素（下部構造、
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上部構造及びデッキ）に関する状態の評価に基づいたもので、インターステート橋梁資産の
全体に適用されたものである。ある意味で、インターステート橋梁資産の全体が、資産台帳
に含まれるすべての構成要素の数量及び状態の区分を包含したものとして、あたかも一つ
の構造物のように扱われて算定されたものである。

３つの年間支出の水準 ― 年 レポートによる現状の年間支出水準である 億
ﾄﾞﾙを含む（ ）－ を設定して、今後 年における橋梁の状態に
対する影響を測定した。表 は、この分析の結果を示している。これによれば、現状の舗
装への投資とは異なり、インターステート橋梁に対する現状水準の投資により、橋梁のデッ
キの構造的状態及び台帳資産全体としての健全性は継続的に改善されることになる。構造
的欠陥があるデッキ域の割合は、数％ポイント減少することが期待され、インターステート
橋梁の全体的な健全度指数は、本質的に変わらないままである（ から にわずかに
増加する。ここで、健全度指数が高いほうが状態は良い。）。指数の値が 台にあるという
ことは、インターステートの橋梁は一般に良い状態にあることを示唆している。橋梁に対す
る年間支出額を 億ドル増加した場合、欠陥があるデッキ域の割合はさらに大きく減少す
るが、健全度指数の増加は穏やかである。

橋梁の投資必要額に関する評価の要約

の分析によれば、州は、既に、インターステートの橋梁の維持及び改良を継続する
ために十分な資金を充てていることが示唆される。これは、安全上の理由及びインターステ
ート橋梁の高い利用価値から優先順位が高くなる傾向があることによる。幾分か高い年間
投資額（～ ）により、構造的欠陥があるデッキ域の割合を減少させ、物理的状態をさら
に改善することができる。しかしながら、このような欠陥は、一般には、安全性の問題とい
うよりは、サービス性能又は乗り心地の問題とみなされている。デッキの状態をさらに改善
するため、年平均 億ドルの投資水準 － 現在支出されている額と同水準 ― が、今後
年間の橋梁への投資必要額として適当である。

今後 年間の容量拡大に関する投資必要額の推計

概観
・費用対効果がある改良事業をすべて包含するという投資戦略を前提とすれば、インタ

当該指数に関する完全な説明は、 （ ）を参照。
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上部構造及びデッキ）に関する状態の評価に基づいたもので、インターステート橋梁資産の
全体に適用されたものである。ある意味で、インターステート橋梁資産の全体が、資産台帳
に含まれるすべての構成要素の数量及び状態の区分を包含したものとして、あたかも一つ
の構造物のように扱われて算定されたものである。

３つの年間支出の水準 ― 年 レポートによる現状の年間支出水準である 億
ﾄﾞﾙを含む（ ）－ を設定して、今後 年における橋梁の状態に
対する影響を測定した。表 は、この分析の結果を示している。これによれば、現状の舗
装への投資とは異なり、インターステート橋梁に対する現状水準の投資により、橋梁のデッ
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橋梁の全体的な健全度指数は、本質的に変わらないままである（ から にわずかに
増加する。ここで、健全度指数が高いほうが状態は良い。）。指数の値が 台にあるという
ことは、インターステートの橋梁は一般に良い状態にあることを示唆している。橋梁に対す
る年間支出額を 億ドル増加した場合、欠陥があるデッキ域の割合はさらに大きく減少す
るが、健全度指数の増加は穏やかである。

橋梁の投資必要額に関する評価の要約

の分析によれば、州は、既に、インターステートの橋梁の維持及び改良を継続する
ために十分な資金を充てていることが示唆される。これは、安全上の理由及びインターステ
ート橋梁の高い利用価値から優先順位が高くなる傾向があることによる。幾分か高い年間
投資額（～ ）により、構造的欠陥があるデッキ域の割合を減少させ、物理的状態をさら
に改善することができる。しかしながら、このような欠陥は、一般には、安全性の問題とい
うよりは、サービス性能又は乗り心地の問題とみなされている。デッキの状態をさらに改善
するため、年平均 億ドルの投資水準 － 現在支出されている額と同水準 ― が、今後
年間の橋梁への投資必要額として適当である。

今後 年間の容量拡大に関する投資必要額の推計

概観
・費用対効果がある改良事業をすべて包含するという投資戦略を前提とすれば、インタ

当該指数に関する完全な説明は、 （ ）を参照。

ーステートのレーン追加のための 年間の年平均投資額は、自動車走行台キロ（ ）
の増加率に応じて、 ～ 億ドルのオーダーであろう。この投資必要額の推計は、
将来の交通需要の想定に大きく依存しており、それは予測が困難であることから、舗装
や橋梁に関する推計よりも、信頼性がかなり低い。

・インターチェンジは、ボトルネックとなり、交通遅延の重要な発生源であるが、インタ
ーチェンジの改良事業は、既存の分析モデルには含まれていない。同様に、インタース
テートのインターチェンジに関する全国的な台帳やその状態に関する記録は存在せず、
将来の更新の必要性に関する粗い推計でさえも実施困難である。

・物理的な容量追加だけが、混雑を緩和する唯一の手段ではない。ランプ・メータリング、
事故管理システム、路肩走行、マネージド・レーン、可変速度制限、統合回廊マネジメ
ント、気象管理などは、すべて増加する交通量を調節する手段となりうる。これらの改
良は、今後 年間で年平均 億ドルの投資が必要であると推計される。

・有料レーン、トラック専用レーン及びリバーシブル・レーンについては、標準的なモデ
ルを用いて検証することができない。従って、ここでの推計のために補完的な技法が必
要とされた。これら つのなかで、有料レーンが混雑の削減に関して最も大きな効果が
あり、多くの状況において約 分の を削減している。リバーシブル・レーンは、投資
は最も少ないが実施が困難であることが多い。トラック専用レーンは、実施は最も容易
であろうが、有料レーンと比較して混雑の削減効果は小さく費用が相対的に高くなる。

舗装及び橋梁の改築及び再建設に対するかなりの投資とともに、将来の交通需要に対応で
きるよう、インターステートの容量を拡大及び管理するために、追加の投資が必要となるで
あろう。前述のように、交通需要に対応するために必要な投資額を予測することは、将来の
交通需要及び容量との関係に関する想定に大きく依存しているため、大変に困難である。

は、異なった 増加率が、運用パフォーマンスや容量追加の投資額にどのように
影響するかを確定するのに有用なツールであるが、それには重要な制約がある。長期間にわ
たる投資を検討する場合、移動行動に影響する無数の要素が変化し、また、移動者は容量の
変化に反応する。従って、以下に述べる容量に関する投資必要額の推計は、 の変化に
よる影響がより少ない舗装及び橋梁に関する推計よりも、信頼性がかなり低い。 の増
加率について実際の履歴による幅を用いることで、委員会は、今後 年間の物理的及び運
用上の容量改善に必要な支出額の規模に関する大まかな推計を行った。

以下の節では、様々な容量拡大の投資が、 増加率の幅に応じて を用いて評価
されている。最初の選択肢は、一般目的レーンの追加及び運用上の改善（例えば、事故管理）
である。次に検討されているのは、有料レーン、トラック専用レーン及びリバーシブル・レ
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ーンである。後者の選択肢については、 を用いて直ちには分析できないため、補完的
な評価が必要とされた。

一般目的レーンの追加

が増加すると見込まれる場合、 は、指定されたパラメーター以内に混雑を抑
えるよう、交通の増加に対応するための複数の選択肢について検討し、それぞれの選択肢に
関する を算定する。新規のレーンを建設することにより容量を追加することも、選択
肢の一つである。表 は、レーンの追加がインターステートの交通混雑の水準にどのよう
に影響するかを、 が 又はそれ以上の場合について示している。 増加率を年 ％
と想定した場合、今後 年間で年平均 億ドルを支出すれば、混雑は現状とほぼ変わら
ない水準となる。これに対して、 増加率を年 ％とした場合は、今後 年間で年平
均 億ドルの支出が必要となり、より多額の投資にもかかわらず、混雑は現状の水準よ
りも ％近く増加する。この場合、 億ドルを超える投資は、主として、都市部におい
て必要な道路用地を取得することが困難であることから、費用対効果がないであろう。
遅延を概ね現在の水準に抑えるために年 億ドルが必要である（今後 年間について

増加率は年 ％）という による予測は、許容できる投資であろう。しかしな
がら、物理的な容量追加だけが混雑を緩和する唯一の手段ではなく、特に、遅延が交通障害
（例えば、事故、故障車両）、道路工事及び特別なイベントのような非反復的事象が原因で
ある場合はそうである。従って、以下では、混雑を防止又は緩和するための運用上の手段に
対する付加的な投資の可能性について検討している。

表 今後 年間における 増加率の想定に対応するために必要なインターステ
ートのレーン追加に関する年平均投資額及び 年後における遅延への影響

の年増加率
投資の判断基準 ％ ％ ％

≧１
年平均投資額（億ﾄﾞﾙ）
年間ピーク時間帯遅延
（百万人・時間）

≧
年平均投資額（億ﾄﾞﾙ）
年間ピーク時間帯遅延
（百万人・時間）
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ーンである。後者の選択肢については、 を用いて直ちには分析できないため、補完的
な評価が必要とされた。

一般目的レーンの追加

が増加すると見込まれる場合、 は、指定されたパラメーター以内に混雑を抑
えるよう、交通の増加に対応するための複数の選択肢について検討し、それぞれの選択肢に
関する を算定する。新規のレーンを建設することにより容量を追加することも、選択
肢の一つである。表 は、レーンの追加がインターステートの交通混雑の水準にどのよう
に影響するかを、 が 又はそれ以上の場合について示している。 増加率を年 ％
と想定した場合、今後 年間で年平均 億ドルを支出すれば、混雑は現状とほぼ変わら
ない水準となる。これに対して、 増加率を年 ％とした場合は、今後 年間で年平
均 億ドルの支出が必要となり、より多額の投資にもかかわらず、混雑は現状の水準よ
りも ％近く増加する。この場合、 億ドルを超える投資は、主として、都市部におい
て必要な道路用地を取得することが困難であることから、費用対効果がないであろう。
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増加率は年 ％）という による予測は、許容できる投資であろう。しかしな
がら、物理的な容量追加だけが混雑を緩和する唯一の手段ではなく、特に、遅延が交通障害
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表 今後 年間における 増加率の想定に対応するために必要なインターステ
ートのレーン追加に関する年平均投資額及び 年後における遅延への影響

の年増加率
投資の判断基準 ％ ％ ％

≧１
年平均投資額（億ﾄﾞﾙ）
年間ピーク時間帯遅延
（百万人・時間）

≧
年平均投資額（億ﾄﾞﾙ）
年間ピーク時間帯遅延
（百万人・時間）

注：道路経済的必要条件システム（ ）を用いた分析に基づく。

表 にはインターステートの多くのインターチェンジを改良するために必要な投資額は
含まれていないことは注記されるべきである。前述のように、インターチェンジの改良事業
は では取り扱われていないが、このことは、インターチェンジがボトルネックとな
り交通遅延の重要な発生源であることに鑑みれば、特筆すべき欠陥である。インターチェン
ジを再構成及び再建設することは、運用上の問題を生み出し、かなりの道路用地が必要とな
ることから、多額の費用を要することになりうる。安全性を改善する新しいインターチェン
ジの設計（例えば、「分岐ダイヤモンド型（ ）」）は必要な道路用地が少な
くなるが、インターステートのインターチェンジの更新・近代化は、依然として多大な費用
がかかるであろう。ケーススタディによれば、費用は、インターチェンジ当たり、 千万ド
ルから 億ドルとなっており、インターチェンジの複雑さやその立地により異なっている
（参照 付録 ）。これらのプロジェクトは、幅広い事業を伴っており、再構成、拡幅、構造
物の取替え、再編及び移転を含んでいる。これらの投資は の出力に含まれていない
ことから、表 の投資水準は低い領域にあるものと考えられる。

運用上の改善の追加

様々な交通量に対応するための選択肢で を用いた分析になじみやすいものは、ラン
プ・メータリング、事故管理システム、路肩走行、マネージド・レーン、可変速度制限、統
合回廊マネジメント及び気象管理である。図 は、異なった の年増加率のもとで、
このような運用上の改善の組合せへの投資が、どのように遅延に影響するかを示している。
これは、 が 以上であるすべての舗装の改良事業及び上述したレーン追加への投資に
ついて、運用上の改善（年 億ドルの投資）を伴っているものと想定している。運用上の
措置への追加的な投資は、運用システムに対する現状の支出をかなり増加させるものであ
り、遅延を概ね ％削減する効果がある。遅延に対する年 億ドルの投資による効果につ
いては、後に本章で 年間の投資必要額についてまとめる際に注記される。
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図 （舗装の改良及び容量の拡大に対して）運用上の改善に関する年 億ドルを追
加することによる 年後における交通遅延に及ぼす影響

注：費用便益比率（ ）≧１

有料レーン、トラック専用レーン及びリバーシブル・レーンの活用

前述のように、 は、インターステートの更新・近代化に関して、すべての範囲の選
択肢を検討できるものではない。対象外となっている選択肢には、有料レーン、トラック専
用レーン及びリバーシブル・レーンがある。これら３つの選択肢が有効となる具体的な状況
は異なるが、いずれについても、交通量の増加の多くが発生し、慢性的に高いピーク時間帯
の混雑に見舞われている都市部の路線において、大きな適用可能性を有している。

有料制は、都市部において貴重な高速道路の容量を配分するためにますます用いられるよ
うになっている。それは、典型的には有料レーンを追加することで実施され、エクスプレス・
トール・レーン（ ）と呼ばれる場合もある。料金は、通常、 日の時間帯及
び 又は交通の流れの状況に応じて変化し、混雑課金の形態となっている。有料レーンに関
する州の支出額は、 に個別には報告されていないが、ある調査によれば、国内で
箇所で実施されており、うち 箇所がインターステートである 。リバーシブル・レーン
は、通常、より大きな回廊マネジメントの一環として導入され、最も多い交通の流れの方向

参照
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における容量を増加させるため、既存のレーンに可動式のバリアを設置する場合が多い。有
料レーンやリバーシブル・レーンとは異なり、トラック専用レーンは、インターステートで
は実施されていない。大量の貨物交通があるインターステート路線において、有料のトラッ
ク専用レーンを設けることについて、多くの提案がなされてきた（例えば、 分離トラ
ック・レーン提案、ジョージア州 分離トラック・レーン提案及び 回廊専用トラッ
ク・レーン調査）。これらの提案のなかには、例えば、ロー又はゼロ・エミッション・トラ
ックの利用促進といった、交通量のコントロール以外の便益を達成するために、レーン利用
の制限を目論んでいるものもある。

ここで検討されている３つの 増加率の想定のもとで、上述の３つの方策が混雑の緩
和に及ぼす影響を評価するため、 のデータから、以下に述べる想定とルールに基づ
いて、インターステートの区間の候補が選定された。

有料レーン

のマネージド・レーン・プロジェクトに関する編集物によれば、有料レーンの追加
にはマイル当たり 万ドルの費用がかかり、１レーンにつき時間当たり 台（

）のフリーフローの容量を実現することが期待できる（
）。 におけるインターステートの区間データを用いるとともに、想定のルールとし

ては、一般目的レーンから の交通量を取り除き、それを有料レーンに割り当て
たとしても、一般目的レーンが依然として予測された混雑となるという状況においてのみ、
有料レーンが開発されることとした。ここでの分析では、混雑は、レーンのピーク交通量
容量比（ ）が 以上の場合に発生すると想定している。
ドライバーが引き続きプレミアムなサービスに料金を支払うようにするためには、一般目
的レーンにおいて混雑が継続していなければならないことから、上述のルールは必要であ
る。従って、交通量 容量比が よりも若干高い区間であっても、マネージド・レーンを
追加しない場合もある。というのは、プレミアム・レーンが追加された後に一般目的レーン
に十分な混雑が残らないからである。

トラック専用レーン

最近の 報告書のデータによれば、トラック専用レーンの追加は、マイル当たり約
万ドルの費用を要する（ ）。ここでの分析では、

におけるインターステートの区間データを用いるとともに、トラック専用レーンは以下の

163



条件に合致する場合に開発されるという想定とした。それは、その高速道路において予測さ
れるトラック交通量が 台 日を超えなければならない、又は、当該区間の交通量 容
量比が から の間である場合に当該区間において予測されるトラックの割合が ％
を超えなければならない、ということである。さらに、新規のトラック専用レーンは、（一
般目的レーンにおける）交通量 容量比を 以下に削減する効果がなければならない（す
なわち、新規レーンは混雑を有意義に削減する）。この分析では検証されていないが、つな
がる・自動運転車両に関する技術の出現とあいまって、結果としてトラック専用レーンに結
びつくことがありえ、それにより容量のポテンシャルを増大させる。このような車両技術が
どのように発展し、展開されるかは、明らかにトラック専用レーンの選択肢に影響を与える
ものである。

リバーシブル・レーン

入手可能な情報によれば、リバーシブル・レーンの整備に要する費用は、レーン・マイル
当たり 万ドルである（ ）。この選択肢の評価において
（ここでも におけるインターステートの区間データを用いている）、リバーシブル・
レーンにおける交通の方向に対して反対方向では混雑がなく、順方向において予測される
速度が少なくとも時速 マイル（ ）まで増加する場合にリバーシブル・レーンが設け
られる、という想定とした。

結果

表 は、これら３つの混雑緩和措置に関する分析の結果を示している。３つの選択肢の
なかで、有料レーンが最も大きな効果があり、それが設けられた区間において混雑を約 分
の 削減している。しかしながら、多くの混雑は大都市地域で発生しており、そこでは道路
用地の制約やコミュニティーの問題により新規レーンの追加は法外なコストを要すること
から、有料レーンによる全般的な影響は限られたものとなっている。リバーシブル・レーン
は、費用は最も少ないが、適用可能性が最も低く、従って、交通混雑全体に対する影響は限
られている。トラック専用レーンは、最も高い適用可能性があるが、相対的に費用が高く、
また、有料レーンに比べて混雑の緩和は少ない。

これら３つの混雑緩和措置は、一般に、互いに代替可能であり、また、前述の改良事業の
一部とも代替可能であるので、表 における費用の推計は、以下の節におけるサマリーの
数字に加えることはできない。
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表 混雑緩和措置の選択肢による混雑への影響及び費用
の年増加率 ％

※
追加延長 マイル 混雑緩和 年間の費用

トラック専用レーン 億ドル
有料レーン 億ドル
リバーシブル・レーン 億ドル未満

の年増加率 ％
※

追加延長 マイル 混雑緩和 年間の費用
トラック専用レーン 億ドル
有料レーン 億ドル
リバーシブル・レーン 億ドル未満

の年増加率 ％
※

追加延長 マイル 混雑緩和 年間の費用
トラック専用レーン 億ドル
有料レーン 億ドル
リバーシブル・レーン 億ドル未満

※：対策を取らなかった場合に、 年のインターステートにおいて混雑が発生する
レーン・マイル延長（ 予測される交通量 容量比＞ ）

年間の投資必要額に関するサマリー

合衆国の人口及び経済成長の予測に基づくインターステートの交通量の増加率を想定し
て、 の 及び のモデルは、今後 年間にわたりインターステートを更
新・近代化していくために、多大な資金的コミットメントを追加する必要があることを示唆
している。その資金は、一部は、インターステートの基盤の部分を未修復の状態にしている
先送りされた投資の埋め合わせのために、また、一部は、継続する経年劣化及び増加する交
通需要の予測に対応するために必要となるであろう。
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表 は、ここで用いられたモデルから得られた推計値のサマリーであり、追加的な情報
により補足されているものもある。この表は、正味便益がプラスである改良事業のみを含め
ている（ ≧１）。 の増加率 ― 年 ～ ％ ― に応じて、２０年間のインター
ステートの更新・近代化事業に必要となる投資額の推計は年 ～ 億ドルのオーダーで
あり、中位値の投資額は年 億ドルとなる（ 増加率＝年 ％）。この投資額の大半
は、インターステートの舗装構造の再建設に充てられるが、かなりの資金がインターステー
トの容量の増強・調節のためにも必要であり、特に、 増加率が高位にある場合はそう
である。後者の場合、拡幅に加えて、容量をより良く配分するための補強の投資がほぼ確実
に必要となり、それには、例えば、土地が希少で地価が高い都市部のレーンにおける混雑課
金のような運用上の投資が含まれる。
表 に提示された支出の規模は、インターステートへの現在の投資額である年間約

億ドルに対して、大幅な増額となる。 増加率について中位値である の
想定とした場合、今後 年間の投資額は、年平均で 憶ドルを必要とし、これは現在の
支出水準の倍以上である。
これらの多額の投資にもかかわらず、インターステートの状態及びパフォーマンスの中に
は改善されないものがあり、現状に比べて 年後にはおそらく悪化しているものがあると
いうことは特筆すべきである。例えば、 増加率が年 の場合、舗装、橋梁及び容量
に関する改良事業のために年平均 億ドルを支出したとしても、交通の遅延の水準は現
状と大差ない結果となる。より低い遅延の水準（例えば、現状のピーク時間帯遅延時間の

）を達成するためには、図 に示すように、より高い支出水準が必要となる。このよ
うな高い支出水準は、モデルで算定されるように、費用便益の基準からは正当化されないで
あろう。
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支出水準の倍以上である。
これらの多額の投資にもかかわらず、インターステートの状態及びパフォーマンスの中に
は改善されないものがあり、現状に比べて 年後にはおそらく悪化しているものがあると
いうことは特筆すべきである。例えば、 増加率が年 の場合、舗装、橋梁及び容量
に関する改良事業のために年平均 億ドルを支出したとしても、交通の遅延の水準は現
状と大差ない結果となる。より低い遅延の水準（例えば、現状のピーク時間帯遅延時間の

）を達成するためには、図 に示すように、より高い支出水準が必要となる。このよ
うな高い支出水準は、モデルで算定されるように、費用便益の基準からは正当化されないで
あろう。

表 今後２０年間のインターステートの更新・近代化に関する投資必要額の推計
（ 費用便益比率 ＝ 以上 ）

年平均投資額（億ドル）
年の州・

連邦投資額
の年増加率

低位 中位 高位

再舗装、一部・全部の
再建設
橋梁の改築・架け替え
改築・再建設 小計
容量の追加
運用上の改善
容量関係 小計
合計

現状
全ての投資が実施された場合の 年後

の状態及びパフォーマンス
貧弱な舗装表層の
割合（マイル ）
年平均ピーク時間帯
遅延（億人・時間）
年平均ピーク時間帯
遅延 一人当たり時間

表 によるデータ
年の投資額にはインターステートの新規建設に関する 憶ﾄﾞﾙが含まれるが、ここでの合計

には含まれない。
道路経済的必要条件システム（ ）の分析から得られる遅延の人・時間の数値は、都市部にお
ける平日のピーク時間帯に関するものである。一人当たりの遅延時間を推計するため、都市部の総
人口の数字（ で使われている ）が採られた。
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図 年と比べて 年後におけるピーク時間帯遅延の水準を指定の割合とするために必
要な年平均投資額（連邦及び州）（ の年増加率を と想定）

図 は、 増加率の想定ごとに、総投資額がより増加するほど、舗装表層の状態及
び交通の遅延に対してどのように影響するかを表している。 増加率が中位値（年 ）
の場合、舗装表層の状態を現状の水準と同程度に維持するとともに、遅延の水準を現状より
も 削減するためには、現在の年平均投資額を 倍にする必要がある（年 憶ドル以
上）。これらの必要額は、 増加率を年 と想定した場合は、さらに多額の増加が必要
となる。 増加率の想定が低位の年 の場合であっても、年間の支出額は、現状の
水準を２倍にする必要がある。この場合も、このような高い支出水準は、モデルによれば、
経済的に正当化されないであろう。
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図 年と比べて 年後におけるピーク時間帯遅延の水準を指定の割合とするために必
要な年平均投資額（連邦及び州）（ の年増加率を と想定）

図 は、 増加率の想定ごとに、総投資額がより増加するほど、舗装表層の状態及
び交通の遅延に対してどのように影響するかを表している。 増加率が中位値（年 ）
の場合、舗装表層の状態を現状の水準と同程度に維持するとともに、遅延の水準を現状より
も 削減するためには、現在の年平均投資額を 倍にする必要がある（年 憶ドル以
上）。これらの必要額は、 増加率を年 と想定した場合は、さらに多額の増加が必要
となる。 増加率の想定が低位の年 の場合であっても、年間の支出額は、現状の
水準を２倍にする必要がある。この場合も、このような高い支出水準は、モデルによれば、
経済的に正当化されないであろう。

図 の年増加率の想定ごとに、 年後のインターステートへの年平均投資額
が遅延及び舗装表層の状態に与える影響モデル

注：投資額は 年価格

これらの予測はすべて、上述のような短所を有するモデルに基づいている。しかしながら、
委員会の判断としては、予測された総投資額は、実際の投資必要額を過大評価しているとい
うよりは、むしろ過小評価している可能性が高い。この判断は、今後 年間の交通量の増
加率の想定にかかわらず、既存のインターステートが、それ自体かなりの投資を必要とする
多額の未処理残高を有しているという事実に基づいている。インターステートの舗装基盤
は、実証された耐久性はあるとしても、最終的には使用不能になるであろうし、その多くは
既に 年以上を経過している。

また、国の人口は増加しており、混雑した高速道路のほとんどが存在する大都市地域にさ
らに集中しつつある。インターステートの舗装基盤及び交通容量の双方に投資する必要性
は、都市部にあるインターステートに偏って生じるものであり、そこでは、建設及び再建設
に要する費用は最も高く、モデルではおそらく過小評価されているであろう。

強強靭靭性性及及びび規規模模適適正正化化にに関関すするる補補完完的的投投資資

上述の推計値は、第 章及び第 章で議論された３つの重要なニーズに関する検討を含ん
でいないが、それらは、特に、本章が対象としている今後 年間を超えたときに、インタ
ーステートに深刻な影響を与える可能性があるものである。その第 は、インターステー
トを、気候変動の影響に対して、より強靭にすることである。第 は、地理的にシフトする
人口及び経済に対応してインターステートがカバーする範囲を最適化することであり、そ
れには、一部のインターステートの地域コミュニティへの侵食の問題も含まれる。第 は、
急速な技術進歩への適応であり、それには、完全電気自動車、完全自動運転車両、さらにド
ローンの利用拡大などが含まれる。

計画及び調査研究に対する連邦補助は、州や大都市地域が脆弱性の評価や対応の選択肢を
分析するために利用することはできるが、強靭性に特化した連邦補助プログラムはない
（ ）。 のレポートによれば、 年のハリケーン・サンディによる被
害を受けた北東部の高速道路に関して 億 千万ドル以上が支出された。しかしながら、
高速道路の補修のための投資は、インターステートが強靭性を欠いていた結果として生じ
た費用のごく一部でしかない。異常気象は、高速道路の通行止め及びそれによる通商への影
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響により、多大な経済的費用を生じさせる。今後 年間で、気候変動による影響が、より
顕著で問題が大きくなるとすれば、インターステートをより強靭にするために、追加の支出
が必要となるであろう。重要なことは、特にインターステート資産の長い供用寿命を考慮す
れば、インターステートの強靭性の改善に当たって、多くの費用効率的なステップをとるこ
とができるといことである。

規模適正化に関しては、 は、インターステートの路線の追加及び廃止に関する判断
基準を定めている（参照 ボックス ）。

ボックス
インターステート路線の追加又は廃止に関する連邦の基準

当初に授権されたインターステート路線に加えて、 年まで、議会は、新規の路線の
追加及びインターステート建設（ ）基金に関する適格性の拡
大を認めてきた。しかしながら、 年の陸上交通補助法（

）は、同法の成立後に、 基金を新規の路線延長に充てることを
禁止した。この措置が施行される以前の時点で、総延長 マイルが、 基金による
開発対象として指定されていた。現行法のもとで、 は、一つ又は複数の州の要請
により、米国幹線道路網（ ）の区間を、インターステート
の新規区間として指定することができる。ただし、そうしたとしても追加の財源は授権さ
れない。新規のインターステート路線の要請を評価する判断基準の指針は、以下のとおり
である（連邦規則集 第 編 § インターステートに関する手続 付録 ）

１ 提案された路線が、長距離の州際交通に資するために十分な延長を有していること。
例えば、主要な大都市又は国防及び経済発展のために重要な産業中心を相互に接続
する路線であること。

２ 提案された路線が、他のインターステート路線と重複していないこと。他のインタ
ーステート路線で対応されていない州際交通の用に供されるものであること。

３ 提案された路線が、主要な高速道路交通の発生要因に対して直接的に供されるもの
であること。「主要な高速道路交通の発生要因」（ ）の
用語は、人口 万人以上の都市地域、又はこれに類似した主要な集中的土地利用で
あって州際及び州内広域の人及び物の長距離移動を発生及び吸収するもの、を意味
する。「これに類似した主要な集中的土地利用」の典型的な例は、主要な産業コンビ
ナート、政府センター、軍事施設又は交通ターミナルを含む。
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響により、多大な経済的費用を生じさせる。今後 年間で、気候変動による影響が、より
顕著で問題が大きくなるとすれば、インターステートをより強靭にするために、追加の支出
が必要となるであろう。重要なことは、特にインターステート資産の長い供用寿命を考慮す
れば、インターステートの強靭性の改善に当たって、多くの費用効率的なステップをとるこ
とができるといことである。

規模適正化に関しては、 は、インターステートの路線の追加及び廃止に関する判断
基準を定めている（参照 ボックス ）。

ボックス
インターステート路線の追加又は廃止に関する連邦の基準

当初に授権されたインターステート路線に加えて、 年まで、議会は、新規の路線の
追加及びインターステート建設（ ）基金に関する適格性の拡
大を認めてきた。しかしながら、 年の陸上交通補助法（

）は、同法の成立後に、 基金を新規の路線延長に充てることを
禁止した。この措置が施行される以前の時点で、総延長 マイルが、 基金による
開発対象として指定されていた。現行法のもとで、 は、一つ又は複数の州の要請
により、米国幹線道路網（ ）の区間を、インターステート
の新規区間として指定することができる。ただし、そうしたとしても追加の財源は授権さ
れない。新規のインターステート路線の要請を評価する判断基準の指針は、以下のとおり
である（連邦規則集 第 編 § インターステートに関する手続 付録 ）

１ 提案された路線が、長距離の州際交通に資するために十分な延長を有していること。
例えば、主要な大都市又は国防及び経済発展のために重要な産業中心を相互に接続
する路線であること。

２ 提案された路線が、他のインターステート路線と重複していないこと。他のインタ
ーステート路線で対応されていない州際交通の用に供されるものであること。

３ 提案された路線が、主要な高速道路交通の発生要因に対して直接的に供されるもの
であること。「主要な高速道路交通の発生要因」（ ）の
用語は、人口 万人以上の都市地域、又はこれに類似した主要な集中的土地利用で
あって州際及び州内広域の人及び物の長距離移動を発生及び吸収するもの、を意味
する。「これに類似した主要な集中的土地利用」の典型的な例は、主要な産業コンビ
ナート、政府センター、軍事施設又は交通ターミナルを含む。

提案された路線は、両端においてインターステートに接続していること。ただし、
国境において大陸間の路線に接続するもの、又は、他のインターステート路線が供
されていない「主要な高速道路交通の発生要因」を終端とするもの、を例外とする。
後者の場合、インターステート路線の終端は、交通を適切に処理することができる
米国幹線道路網（ ）の路線に接続していること。提案された路線は、主要幹線
道路として機能分類されるとともに、米国幹線道路網（ ）の一部を構成するも
のであること。
提案された路線は、インターステートに関する連邦規則集（ ）第 編第 部
に定められた現行の全ての幾何構造及び安全性に関する基準に適合していること。
又は、州と連邦道路庁の間で、 年以内に当該路線をそれらの基準に適合して建設
する旨の公式の合意が締結されていること。これらの基準に対する例外の提案は、
すべて指定の時点で承認されていること。
合衆国法典（ ）第 編 による指定の提案がなされている路線は、
当該路線に関して、最終の承認された環境関係文書を有していること（必要な場合
は、合衆国法典（ ）第 編 § の承認を含む。）。プロジェクトは、
指定の時点において、設計を進める準備ができていること。インターステートの基
準により建設された路線は、上記の全ての基準に明らかに合致しない限り、必ずし
も当然にインターステートに追加されるものではない。

インターステートの廃止も、認められる（ ）。廃止に関する基準で定められ
た理由としては、都市部のインターステートの支脈であって、都心域に終端があり、都市
路線に降格されたほうが、地域の交通及び居住生活のニーズをより満たすこととなるも
のが含まれる。インターステートの区間又は路線の廃止については、当該高速道路が位置
している州の交通部門のみが要請することができ、 に対して公式に要請されなけ
ればならない。また、連邦規則集（ ）第 編は、インターステートの区間として以
前に州によって取得された財産の使用及び処分についても規定している。それは、連邦補
助道路に関する資金の配分を受けて州が取得した財産について、連邦政府へ資金の返還
を要することとする手続について定めている（連邦規則集（ ）第 編 ）。

連邦規則集（ ）第 編 第 部

これらの基準は、接続性の確保及び重複の防止を意図したものではあるが、投資のなかで
も国の利害に資するものと、主として州又は地方の利害に資するものを区別している。この
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基準には、インターステートの区間の再配置に関する根拠も含まれている（ ）。
それには、見方によっては「建て過ぎ」（ ）である都市部のインターステートの支
脈であって、都心域に終端があり、地域的な利用に関してよりアクセスしやすいように降格
したほうが、あるいはさらに撤去したほうが、地域コミュニティの利益により資することと
なるものが含まれる。 年時点までに、 は、 の州からインターステートの区
間の廃止のやり方に関する問合せを受けた（インターステートの の区間を含む。）。近年
では、同庁は、 件のそのような要請を承認している（ ）。例えば、 年に、
ワシントン の交通局（ ）は、 の一部区間の廃止に関する要請を行った。
同区間は、完成の見込みがないルートの一部となっていたものである。 は、廃止さ
れたインターステートの区間を街路に転換する計画とした。

インターステートへの格上げに関して主要な候補となるものは、米国幹線道路網（ ）
に含まれる道路であって、現状においてインターステートと類似した機能を果たしており、
今後 年に多大の交通需要が見込まれるもの、である。どのぐらいの延長が適格となるか
を推計するため、 増加率を全ての において中位値（年 ）と想定し、交通量
による影響を推計するために 年の データを用いた。特定の区間において、交
通量 容量比（ ）が 以上となり、年平均日交通量（

）が 台以上となった場合、その区間の道路をインターステート
に転換するために、マイル当たり 千万ドルの投資（第 章で議論された の実績に基
づく）が必要となると想定した。このような基準によれば、表 に示すように、地方部の

のうち約 マイル、都市部の のうち マイル以上が、適格性を有するも
のと推計される。このような延長の追加には、約 億ドルの投資を必要とする。（明らか
に、これらの延長の一部には、路線というよりは短距離の区間にすぎないため、インタース
テートへの転換の候補にならないものもある。）

表 インターステートへの格上げの候補となる の州別の延長。 増加率
を年 とした場合に予測される混雑水準に基づく。

センターライン・
マイル

センターライン・
マイル

地方 都市 地方 都市
アラバマ ミズーリ
アリゾナ ネブラスカ
アーカンソー ネバダ
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基準には、インターステートの区間の再配置に関する根拠も含まれている（ ）。
それには、見方によっては「建て過ぎ」（ ）である都市部のインターステートの支
脈であって、都心域に終端があり、地域的な利用に関してよりアクセスしやすいように降格
したほうが、あるいはさらに撤去したほうが、地域コミュニティの利益により資することと
なるものが含まれる。 年時点までに、 は、 の州からインターステートの区
間の廃止のやり方に関する問合せを受けた（インターステートの の区間を含む。）。近年
では、同庁は、 件のそのような要請を承認している（ ）。例えば、 年に、
ワシントン の交通局（ ）は、 の一部区間の廃止に関する要請を行った。
同区間は、完成の見込みがないルートの一部となっていたものである。 は、廃止さ
れたインターステートの区間を街路に転換する計画とした。

インターステートへの格上げに関して主要な候補となるものは、米国幹線道路網（ ）
に含まれる道路であって、現状においてインターステートと類似した機能を果たしており、
今後 年に多大の交通需要が見込まれるもの、である。どのぐらいの延長が適格となるか
を推計するため、 増加率を全ての において中位値（年 ）と想定し、交通量
による影響を推計するために 年の データを用いた。特定の区間において、交
通量 容量比（ ）が 以上となり、年平均日交通量（

）が 台以上となった場合、その区間の道路をインターステート
に転換するために、マイル当たり 千万ドルの投資（第 章で議論された の実績に基
づく）が必要となると想定した。このような基準によれば、表 に示すように、地方部の

のうち約 マイル、都市部の のうち マイル以上が、適格性を有するも
のと推計される。このような延長の追加には、約 億ドルの投資を必要とする。（明らか
に、これらの延長の一部には、路線というよりは短距離の区間にすぎないため、インタース
テートへの転換の候補にならないものもある。）

表 インターステートへの格上げの候補となる の州別の延長。 増加率
を年 とした場合に予測される混雑水準に基づく。

センターライン・
マイル

センターライン・
マイル

地方 都市 地方 都市
アラバマ ミズーリ
アリゾナ ネブラスカ
アーカンソー ネバダ

カリフォルニア ニューハンプシャー
コロラド ニュージャージー
コネチカット ニューヨーク
デラウェア ノースカロライナ
ワシントン オハイオ
フロリダ オクラホマ
ジョージア オレゴン
ハワイ ペンシルベニア
イリノイ ロードアイランド
インディアナ サウスカロライナ
カンザス テネシー
ケンタッキー テキサス
ルイジアナ ユタ
メリーランド バージニア
マサチューセッツ ワシントン
ミシガン ウィスコンシン
ミネソタ
ミシシッピ 合 計

ササママリリーー

委員会は、今後 年間のインターステートの更新・近代化に必要な投資額の水準を推計
するため、その主要な基礎として、交通量の増加率に関する一定の幅を考慮しつつ、道路及
び橋梁の投資必要額の推計に関する の標準モデルを用いた。投資額が正当なもので
あるとみなされるかどうかは、最終的には、高速道路の状態及びパフォーマンスに関する結
果が許容できるものと考えられるかどうかに依存している。そのような結果はかなり主観
的なものであるが、本章で算定された推計値は、費用便益計算のモデルから導かれたもので
あり、その手法は、本調査の要請において議会が推奨したものである。以下の推計値は、費
用対効果がある全ての改良事業を包含した適度な投資戦略のもとで、今後 年間に必要と
なる投資の規模に関して一般的な目安を提供することを意図しているものである。

総総投投資資必必要要額額 本章で説明した手法を用いて、委員会は、年平均の総投資必要額に関する
中位の推計値を 億ドル（実施の選択肢及び不確実性に応じて、 ～ 億ドルの範囲）
と算定した。
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舗舗装装にに関関すするる投投資資必必要要額額 舗装に関する投資額は、 増加率について年 ～ の
幅の想定に基づき、今後 年間で、年平均 ～ 億ドルのオーダーと推計された。こ
の推計値には、インターステートの舗装及びその基盤の完全な再建設に要する費用を含ん
でいる。

橋橋梁梁にに関関すするる投投資資必必要要額額 モデルによれば、州は、現状において、インターステートの橋
梁の維持及び改良のために十分な資金を充てていることが示唆される。幾分か高い年間投
資額（～ ）により、欠陥があるデッキ域を減少させ、物理的状態をさらに改善すること
ができる。しかしながら、このような欠陥は、一般には、安全性の問題というよりは、サー
ビス性能又は乗り心地の問題とみなされている。年平均 億ドルの投資水準 － 現在支出
されている額と同水準 ― が、今後 年間におけるインターステートの橋梁に関する投資
必要額として合理的なものである。

レレーーンン追追加加にに関関すするる投投資資 適度な投資戦略の想定のもとで、今後 年間にインターステ
ートのレーン追加に必要な投資額は中位値で年平均 億ドルであり、交通量の増加率に
応じて、 ～ 億ドルの幅となりうる。これらの投資により、ピーク時間帯遅延は、や
はり交通量の増加率に応じて、およそ年間 ～ 億人・時間となる。

イインンタターーチチェェンンジジにに関関すするる投投資資 インターチェンジはボトルネックとなり、交通遅延の重
要な発生源である。しかしながら、インターチェンジの改良事業は、現状ではモデル化でき
ない。インターステートのインターチェンジに関する全国的な資産台帳やその状態に関す
る記録は存在しないので、将来の更新の必要性に関する粗い推計でさえも算定することが
困難である。

運運用用上上のの措措置置にに関関すするる投投資資 インターステートの物理的な容量追加以外の措置、例えば、
ランプ・メータリング、事故管理、路肩走行、マネージド・レーン、可変速度制限、統合回
廊マネジメント及び気象管理のような措置に必要な年平均投資額は、 億ドルと推計され
る。

補補完完的的投投資資 最後に、年平均の総投資必要額に関する中位の推計値 億ドル（実施の選
択肢及び不確実性に応じて、 ～ 億ドルの範囲）は、不完全であるということについ
て注記しておくことが重要である。というのは、その推計値には、現時点では責任を持った
推計ができないが、数十億ドル以上の追加の支出が必要となることが確実な分野における
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投資必要額を含んでいないからである。そのような投資は、約 箇所のインターチェ
ンジの多くの再構成及び再建設（ ）、気候変動の影響に対してインターステー
トをより強靭にすること、大都市地域の内部及び周辺における、より効率的な容量の拡大及
び配分、車両及び高速道路の双方に影響を与える主要な技術革新への適応、などのために必
要なものである。
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第第 章章 投投資資ののたためめのの財財源源調調達達ののオオププシショョンン

第 章では、交通量増加率のノミナル値と つの変位値に基づき、今後 年間にわたりイ
ンターステートを更新および近代化するために必要な年間投資必要額について述べた。この
章で論じているとおり、費用対効果に優れたすべての改良事業に投資する場合、ノミナル値の場
合の支出は年間 億ドル（高位と低位の場合はそれぞれ、 億ドルと 億ドルとする）であ
り、現在の支出の ～ 倍の範囲内となる。ノミナル値は、自動車走行台キロ（

）が 年あたり約 ％増加すると想定している。低位値は、 が 年あたり ％（人
口増加率とほぼ同じペース）伸びると想定している。高位値は、 が 年あたり ％伸び
ると想定しており、過去の伸び率はこれに近い。本章では、このような支出レベルにどのよ
うに対応するかについて検討する 。
連邦補助道路プログラムの財源はかねてから、使用量に基づく支払（ – – ）シ

ステム、すなわち利用者から得た燃料税収入を連邦道路信託基金（ ）に充当する方式
に基づいている。連邦自動車燃料税は、かねてより の収入の大半を占めており、長年
ガロンあたりの固定金額として賦課されている。この固定金額は、最後に 年に引き上
げられて以降、ガソリン ガロンあたり セント、またディーゼル燃料 ガロンあたり
セントである。しかしながら、 の受領額は停滞しており、インフレに加え、近年の自動
車旅行の伸びに歩調を合わせることができていない（参照 図 ）。この状況の理由には、
四半世紀にわたり（すなわち 年以降）ガソリン税が引き上げられていないこともある。

年に が設立されてから 年まで、議会は、インフレの影響を相殺し、資金需要
に対応するために、燃料税を 回、すなわち 年の間、約 ～ 年に 度のペースで引き上げ
た。しかしながら 年以降、自動車燃料価格が大幅に上昇しているにもかかわらず燃料
税率は変わっていない。 年、連邦税はガソリン ガロンの平均小売価格の約 ％を占め
ていたのに対し、 年には ％を占めるに過ぎない （ ）。 セントの連邦
ガソリン税の購買力は、 年以降 ％以上損なわれている（参照 図 ）。

収入の停滞に関するその他要因に、量販車が益々低燃費になっていることがある。す
なわち運転者がより移動距離を伸ばし、システムへの要求が高じたとしても、走行マイルご
との納税額は低くなっている。 年以降、 全車種平均燃費は ％以上向上している

本章では、債券のような特定の資金調達手段について検討するものではないが、道路の投資
の支払いのために必要な本源的な収入を生むことのできる、税金その他利用者料金について検
討する。
使用量に基づく支払い方式とは、収入を得るペースと同じペースでのみ、建設を進めること

をいう。
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（ 表 表 ）。連邦補助道路システムの維持および運営の財源
に対して増大する需要を満たすため、議会は に流入する使用者の税金と手数料を補完
するための一般財源に一段と目を向けている。 年までに、議会は一般財源から に

億ドルを移転することとなる（ ） 。

図 連邦燃料税による 収入、 年～ 年
出典： 、表
縦軸 連邦自動車燃料税の収入（ 億ドル）

最近、道路信託基金の赤字を減らすために、より多くの燃料税収入の移転があったため、す
べての連邦ガソリン税およびディーゼル税は道路および公共交通プログラムに充当可能となっ
た。
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べての連邦ガソリン税およびディーゼル税は道路および公共交通プログラムに充当可能となっ
た。

図 全米高速道路建設費指数（ ）を用いて 年のドル額に調整した、連
邦自動車燃料税の収入（ 年～ 年）

縦軸 収入（ 億ドル）

の燃料税収不足が未解決となっていることを懸念し、議会は将来における陸上交通
の資金調達のニーズを調査し、「安全で、説明責任を果たし、柔軟で効率的な交通公平法：
利用者への遺産（以下「 」）」のシステムに資金提供する選択を勧告するため
に、 年に つの委員会を設立した。これらの委員会は、資金不足に対処する多くの異な
る方法について検討したが、適切であるとされる比較的少数の方法に落ち着いた。これらの
委員会の勧告事項に加えその他の財源調達の選択は、本章および付録 において論じられ、
評価される。
本章は特定の歴史的背景で始まり、 つの委員会の勧告を大まかに見直す。その後財源調

達のオプションを評価するために本委員会が策定した基準を示す。次に、候補となっている
財源調達のオプション――利用者料金といくつかの付加的選択に基づくもの――について
記す。それぞれのオプションについて、長所と短所、制度的および政策的な考察を提示する。
この見直しでは、異なる財源調達のオプションにより提示される機会と課題を浮き彫りに
する。これらのオプションは個別に、又は組み合わせて適用することができるが、―後者の
方法を取る可能性が高いが―それぞれの効果を強調するため、個別に検討する。本章の終わ
りでは、インターステートの更新および近代化に資金を提供するためのより信頼に足る選
択についてまとめる。
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背背景景
年から連邦政府は、新たな高速道路への投資費用負担を州と折半するようになった。

年には、上記および第 章に記載のとおり、連邦政府が州と連携してインターステート
を建設するための新たなコミットメントのために、議会は を設立した。新設分に関し
て国は、 ％を連邦政府、 ％を州が負担するよう設定し、新規プロジェクトは、 に
支払われる燃料その他の利用者料金（利用税）から生じる資金による発生時点支払い基準で
財源調達された。（少数の州においては、すでに存在する有料高速道路施設がインターステ
ートに繰り入れられた。それを除けば、連邦補助を受けている一般目的レーンにおいて料金
を徴収することは禁止されている。） への主要な収入源として、自動車燃料に対する新
たな連邦税は ガロンあたり セントに設定され、この金額は 年に セントに引き上げら
れた。その当時、ガソリンスタンドで購入するガソリンの平均価格は、 ガロンあたり セ
ントであった（ ）。
議会の当初の構想では、 はインターステート・プログラムが完了するまでの一時的

な存在に過ぎないというものだった。しかし時間の経過と共に、 はインターステート
以外の様々なプログラムを対象とするようになり、そのためインターステートが現在受領
しているのは、道路に関する州への連邦補助総額のわずか約 ％である 。
今日 は、道路の資本費と維持費、連邦による環境、安全および計画策定プログラムに

資金を提供している。また、連邦ガソリン税のうち セントは、公共交通勘定に引き当て
られている（ – ）。したがって、インターステートへの資金提供のオ
プションは、議会がどのように陸上交通プログラム全体に資金配分を行うかに依存してい
る。陸上交通の支出に関する過去の授権の過程において、議会は州に対し、連邦補助の投資
方法についてより大きな裁量を与えるようになってきた。例として、現在の授権においては
インターステートへの特定の引き当てはない。しかしながらインターステートへの支出は、
連邦補助道路の他の分類（連邦補助 ％）と比較すると、より有利な比率（連邦補助 ％）
を保っている。

連邦道路法令は、州に対し、連邦補助の支出方法についてかなりの柔軟性を与えている（道
路の等級により割り当てられていない）。 会計年度において、インターステートへの連邦
補助に係る州の義務は、州に付与される連邦道路補助金約 億ドルのうち合計約 億ドル
（ ％）となった（ 、表 を参照）。連邦ガソリン税の約 ％が公共交通
に充てられているため、インターステートに割り当てられた連邦燃料税総額の割合は、燃料税
により生じる陸上交通向けの連邦補助総額の 分の を下回ることになる。
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ートに繰り入れられた。それを除けば、連邦補助を受けている一般目的レーンにおいて料金
を徴収することは禁止されている。） への主要な収入源として、自動車燃料に対する新
たな連邦税は ガロンあたり セントに設定され、この金額は 年に セントに引き上げら
れた。その当時、ガソリンスタンドで購入するガソリンの平均価格は、 ガロンあたり セ
ントであった（ ）。
議会の当初の構想では、 はインターステート・プログラムが完了するまでの一時的

な存在に過ぎないというものだった。しかし時間の経過と共に、 はインターステート
以外の様々なプログラムを対象とするようになり、そのためインターステートが現在受領
しているのは、道路に関する州への連邦補助総額のわずか約 ％である 。
今日 は、道路の資本費と維持費、連邦による環境、安全および計画策定プログラムに

資金を提供している。また、連邦ガソリン税のうち セントは、公共交通勘定に引き当て
られている（ – ）。したがって、インターステートへの資金提供のオ
プションは、議会がどのように陸上交通プログラム全体に資金配分を行うかに依存してい
る。陸上交通の支出に関する過去の授権の過程において、議会は州に対し、連邦補助の投資
方法についてより大きな裁量を与えるようになってきた。例として、現在の授権においては
インターステートへの特定の引き当てはない。しかしながらインターステートへの支出は、
連邦補助道路の他の分類（連邦補助 ％）と比較すると、より有利な比率（連邦補助 ％）
を保っている。

連邦道路法令は、州に対し、連邦補助の支出方法についてかなりの柔軟性を与えている（道
路の等級により割り当てられていない）。 会計年度において、インターステートへの連邦
補助に係る州の義務は、州に付与される連邦道路補助金約 億ドルのうち合計約 億ドル
（ ％）となった（ 、表 を参照）。連邦ガソリン税の約 ％が公共交通
に充てられているため、インターステートに割り当てられた連邦燃料税総額の割合は、燃料税
により生じる陸上交通向けの連邦補助総額の 分の を下回ることになる。

全全米米委委員員会会のの勧勧告告事事項項

年に、議会は において、あらゆる陸上交通モードについて資金調達
のオプションを検討する権限を有する、全米陸上交通政策および収入調査委員会（以下「政
策委員会」）を設立したが、この政策委員会は、連邦補助道路に限定した資金提供について
も勧告を行った（全米陸上交通政策および収入調査委員会 ）。また議会は

において、道路と公共交通の両方について資金調達の選択を検討する権限を有する、全
米陸上交通インフラ資金調達委員会（以下「資金調達委員会」）を設立した（全米陸上交通
インフラ資金調達委員会 ）。資金調達委員会は、およそ の異なる連邦税と利用者料
金のオプションを、 の異なる基準に基づいて評価した。資金調達委員会の収入に関する
オプションの評価についての概要は付録 に記載され、これには検討されたオプションによ
り見込まれる収入について説明した添付書類が含まれる。
いずれの 委員会も、明確な理由により、勧告を利用者料金に関するものに

焦点を置いていた。燃料税と料金は利用者料金の例であり、高速道路の利用をその利用に関
する支払に関連付けるよう努めている。それらには、概ね公平であるだけでなく、利用者の
需要を、当該需要を満たすために必要な収入の創出に（この場合、高速道路の交通容量に）
関連付けるという利点がある。さらに、

• 適用される場合、連邦燃料税がガロン当たりの定額の税であり、その価値がインフレ
により損なわれているという認識により、両委員会は、インフレを考慮した一定の方
法で当該税金を調整することを勧告した。

• 自動車の燃費が改善され、より多くの車両が電気又は代替燃料を使用するようになっ
たことにより、燃料税も収入源としての信頼性を欠き始めたため、両委員会は、燃料
税を増やすか又は置き換えるために走行距離に応じた利用者料金（以下「 」）を
評価することを勧告した。

概概観観
• 「安全で、説明責任を果たし、柔軟で効率的な交通公平法：利用者への遺産法」
（ ）に基づき、議会は  つの委員会を設立し、この委員会は連邦補助
道路の資金調達に関する勧告を行った。

• 両委員会の勧告は、燃料税とその他の利用者料金に関するものに焦点を当てており、
これにはインフレによる税金の引き上げと調整、走行距離に基づく利用者料金の評
価、およびトラックに関連した燃料と利用税の更新が含まれる。
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• 両委員会は、トラックが確実に、舗装面や橋梁の劣化に見合った利用者料金を支払う
よう、トラックに関連する燃料税と物品税を更新することを勧告した。

• インターステートにおける混雑のほとんどは、都市部において発生しており、これら
の場所においては物理的に交通容量を拡大するオプションが限られていることを認
識し、両委員会は、州と大都市圏が、新たなインターステート車線について料金を徴
収し、既存の車線について混雑時の料金を課すことを認めるように勧告した。この料
金は、新たな交通容量の追加を支援するための資金を生み出し、高速道路の需要と供
給をより効率的に管理するための価格メカニズムを提供するだろう。インターステー
トの料金が、州外の交通や通過交通への差別となる方法で設定されることを懸念して、
両委員会は、連邦がこのような手続きを防ぐ政策や手続きを取るように勧告した。

評評価価基基準準

委員会は、本章において検討される様々な財源調達のオプションを評価することのでき
る、以下の基準を策定した。

• 収入規模—高速道路の資本的支出と維持に必要とされる額を集め、その収入を持続可
能な能力を含む。

• 管理上の負担—税金の徴収と取り締まりにかかる費用をいう。
• 効率性の影響—当該オプションにより、インターステートの効率的な利用を促進し、
同システムの投資を賄うことができる収入を創出するかどうかを検討する。

• 公平性の問題—政策立案者の潜在的な関心事項を取り扱う。これには、所得との比較
で不釣り合いな利用料ではないか、資金がどのように徴収され、配分されるかについ
て地理的な公正さはないか、又は当事者が発生させた費用に比例した料金または税金
になっているか、が含まれる。

• 社会的受容可能性—評価が困難と思われるが、世論調査や過去の適用時の経験といっ
た方法で示されることがある。

利利用用者者料料金金にに基基づづくくオオププシショョンン

概概観観
委員会は、利用者料金に基づいた解決策に関する、「安全で、説明責任を果たし、柔軟で
効率的な交通公平法：利用者への遺産」委員会の勧告事項を評価した。勧告されたオプ
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• 両委員会は、トラックが確実に、舗装面や橋梁の劣化に見合った利用者料金を支払う
よう、トラックに関連する燃料税と物品税を更新することを勧告した。

• インターステートにおける混雑のほとんどは、都市部において発生しており、これら
の場所においては物理的に交通容量を拡大するオプションが限られていることを認
識し、両委員会は、州と大都市圏が、新たなインターステート車線について料金を徴
収し、既存の車線について混雑時の料金を課すことを認めるように勧告した。この料
金は、新たな交通容量の追加を支援するための資金を生み出し、高速道路の需要と供
給をより効率的に管理するための価格メカニズムを提供するだろう。インターステー
トの料金が、州外の交通や通過交通への差別となる方法で設定されることを懸念して、
両委員会は、連邦がこのような手続きを防ぐ政策や手続きを取るように勧告した。

評評価価基基準準

委員会は、本章において検討される様々な財源調達のオプションを評価することのでき
る、以下の基準を策定した。

• 収入規模—高速道路の資本的支出と維持に必要とされる額を集め、その収入を持続可
能な能力を含む。

• 管理上の負担—税金の徴収と取り締まりにかかる費用をいう。
• 効率性の影響—当該オプションにより、インターステートの効率的な利用を促進し、
同システムの投資を賄うことができる収入を創出するかどうかを検討する。

• 公平性の問題—政策立案者の潜在的な関心事項を取り扱う。これには、所得との比較
で不釣り合いな利用料ではないか、資金がどのように徴収され、配分されるかについ
て地理的な公正さはないか、又は当事者が発生させた費用に比例した料金または税金
になっているか、が含まれる。

• 社会的受容可能性—評価が困難と思われるが、世論調査や過去の適用時の経験といっ
た方法で示されることがある。

利利用用者者料料金金にに基基づづくくオオププシショョンン

概概観観
委員会は、利用者料金に基づいた解決策に関する、「安全で、説明責任を果たし、柔軟で
効率的な交通公平法：利用者への遺産」委員会の勧告事項を評価した。勧告されたオプ

ションには、以下が含まれる。

• 自動車燃料税とその他既存の連邦利用者料金の引き上げ。
• 州と都市圏による既存の一般目的インターステートの有料化を許可すること。
• その他の利用者料金に代えて、インターステートの利用について走行距離に基づく

利用者料金を創設すること。

本委員会の見解では、 つの委員会の報告は、連邦補助道路プログラムの財源調達をする
ために、利用者料金に基づく解決策を強く主張した。このような解決策は、インターステー
トの更新および近代化の資金を調達するために必要な収入を上げることも可能である。こ
れらのオプションは、以下の形を取ることがある。 従来型の利用者料金（トラックに適
用される自動車燃料税と物品税）又はシステムの利用に対する直接課金を伴う他の種類の
利用者料金、すなわち、 料金、および 。

オプション ：自動車燃料税およびその他既存の連邦利用者料金の引き上げ

自自動動車車燃燃料料税税
燃料税の徴収は、道路システムの利用に結びついた収入源をもたらすことにより、 年以

上にわたり非常に有益であることが分かっているが、その収入創造能力は、あらゆる種類の
税金（特に燃料税）の引き上げに対する過去 年間以上に及ぶ抵抗感により、少なくとも連
邦レベルでは危険にさらされている。にもかかわらず、議会が検討するオプションの一つと
して、今後 年間にわたってインターステートの更新および近代化するのに必要な追加の
財源調達を支援するに足る燃料税の引き上げがある。
インターステートの現行の年次支出を増やすために、新たな収入として約 億ドルを集

めることを目標とする場合（年間支出を 億ドルから 億ドルに増額する）、付録 にお
いて展開する概算では、 が 年あたり ％伸びることを想定すると、連邦ガソリン税
を 年以内に、 ガロンあたり セントから ガロンあたり セント近くまで引き上げる
必要があることを示している（全車種平均燃費の変化および、当該車種において車両が使用
するエネルギーの形態に関し、その他一定の想定をしている）。トラックのディーゼル燃料
税率は、 ガロンあたり セントから約 セントに引き上げられなければならないだろう。
これらの税率引き上げは、現行の税率を約 ％上回ることになる。
長長所所：：燃料税は、インフレと向上する全車種の燃費を考慮して定期的に調整する場合に

は特に、収入創出に関して実績のある財源調達の仕組みである。発生する資金が道路システ
ムに充てられる限り、自動車燃料税は引き続き大多数の一般市民から支持を受ける
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（ ） 。さらに自動車運送産業は、道路システムの改良事業への財
源調達の一助となるよう、自動車燃料税を ガロンあたり セントの引き上げ（ほぼ２倍）
に関して 年初めに支持を表明し（ ）、米国商工会議所も同様の表明を行った
（ 年）。アメリカ自動車協会（ ）もまた、道路に支払うための燃料税の引き上げを
支持した（ ニュースルーム ）。連邦自動車燃料税が最後に引き上げられた 年
以降、全州の 分の が燃料税を引き上げた（参照 図 ）（ ）。 年半ばまでの
年間で、 の州が燃料税を引き上げた（ ）。
燃料税の主な利点は、収入を集める上で管理費用が非常に低いことである—大方の見積

では、徴収費用が総収入の ％を下回っていることを示している。支払われた税金が概して
システムの利用に比例する限り、燃料税は一般的に効率的な利用行動を促進するが、それら
は料金を利用された特定のルートに関連付ける料金、又は特定の時期の特定の施設に対す
る需要に基づき支払われる混雑課金ほどには、効率的ではないかもしれない。ガソリン燃料
およびディーゼル燃料の車両の利用者が一般的に、高速道路システム全体の自らの利用に
比例して支払うという意味において、自動車燃料税は公平であるとみなすことができる—
ただし燃費がよい車両と燃費が悪い車両の所有者は異なる影響を受けることになる。所得
に関する公平性については、以下「短所」の項において論じられている。
短短所所：：議会は、連邦燃料税の引き上げをためらってきた。さらに、連邦燃料税の引き上げ

は過去において常に固定額（すなわち、 ガロンあたりのセント）であり、これは時が経つ
につれてインフレにより目減りした。ただしこの短所は、上記の委員会が勧告するとおり物
価連動にすれば是正が可能である。（燃料価格に結びついた料率するというオプションもあ
るが、経験上、この方法は燃料小売価格の変動により収入額に大幅なぶれが生じることが示
唆されている。）

調査は、一定の条件のもとで、アメリカ人の大多数が交通のためのより高い税金を支持して
いることが示している。例として、回答者の ％が、道路維持を改善するために ガロンあた
り セントのガソリン税引き上げを支持した。一方、その収入がより一般的に交通システム
の維持および改良に使用される場合、支持はわずか ％に低下した。
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（ ） 。さらに自動車運送産業は、道路システムの改良事業への財
源調達の一助となるよう、自動車燃料税を ガロンあたり セントの引き上げ（ほぼ２倍）
に関して 年初めに支持を表明し（ ）、米国商工会議所も同様の表明を行った
（ 年）。アメリカ自動車協会（ ）もまた、道路に支払うための燃料税の引き上げを
支持した（ ニュースルーム ）。連邦自動車燃料税が最後に引き上げられた 年
以降、全州の 分の が燃料税を引き上げた（参照 図 ）（ ）。 年半ばまでの
年間で、 の州が燃料税を引き上げた（ ）。
燃料税の主な利点は、収入を集める上で管理費用が非常に低いことである—大方の見積

では、徴収費用が総収入の ％を下回っていることを示している。支払われた税金が概して
システムの利用に比例する限り、燃料税は一般的に効率的な利用行動を促進するが、それら
は料金を利用された特定のルートに関連付ける料金、又は特定の時期の特定の施設に対す
る需要に基づき支払われる混雑課金ほどには、効率的ではないかもしれない。ガソリン燃料
およびディーゼル燃料の車両の利用者が一般的に、高速道路システム全体の自らの利用に
比例して支払うという意味において、自動車燃料税は公平であるとみなすことができる—
ただし燃費がよい車両と燃費が悪い車両の所有者は異なる影響を受けることになる。所得
に関する公平性については、以下「短所」の項において論じられている。
短短所所：：議会は、連邦燃料税の引き上げをためらってきた。さらに、連邦燃料税の引き上げ

は過去において常に固定額（すなわち、 ガロンあたりのセント）であり、これは時が経つ
につれてインフレにより目減りした。ただしこの短所は、上記の委員会が勧告するとおり物
価連動にすれば是正が可能である。（燃料価格に結びついた料率するというオプションもあ
るが、経験上、この方法は燃料小売価格の変動により収入額に大幅なぶれが生じることが示
唆されている。）

調査は、一定の条件のもとで、アメリカ人の大多数が交通のためのより高い税金を支持して
いることが示している。例として、回答者の ％が、道路維持を改善するために ガロンあた
り セントのガソリン税引き上げを支持した。一方、その収入がより一般的に交通システム
の維持および改良に使用される場合、支持はわずか ％に低下した。

図 連邦燃料税が最後に引き上げられた 年以降、燃料税を引き上げた州

しかしながら、燃料税の収入は次第に高速道路の利用と結びつかなくなっている。これは、
全体としての車両燃費の向上、および現在は交通目的として連邦税の対象となっていない
電力および代替「燃料」の利用増加の両方を理由とする。新車両に関する年次企業別平均燃
費（以下「 」）の軽量車（乗用車と小型トラック）は、 年までに既存の車両の
倍になる予定である（ ） 。こういった目減りの効果は 年あたり
にすると緩やかで小さいが、 年以上経過するうちにかなりの規模になる。このような短
所にかかわらず、連邦燃料税がなお 年に 億ドル以上の収入を生むことは認識すべき
である。年を経るにつれて車両燃費が向上して行っても、この税金は引き続き、連邦補助道
路プログラムの特定の項目に充てることのできる重要な収入源となるだろう（時間の経過
により逓減するとしても）。
所得に関しては、燃料税は逆進的である。すなわちより低所得の運転者が高所得の運転者

より多く運転する場合、自己の所得のより高い割合の燃料代金を支払う。地理的な公平性は、

今後の 基準については現在再検討されている。 年から 年までのモデル年の
基準が提案されているとおり 年のレベルで凍結され、消費者による低燃費の新車両の購
入が減少する場合、燃料税収は、既存の 要件に照らして増加するだろう。 基準の
変更案が修正される時期又は有無が確実でないため、本章の分析は現行の基準に基づいてい
る。
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発生した場所に関連して収入をどのように割り当てるかに依存しており、これはその他の
財源調達のオプションでも同様である。ガソリン税は、道路利用量を支払われる税金に関連
付けることから公正と考えられるが、特定の施設に適用される料金とは異なり、燃料税は道
路システム全体を利用する運転者から収入得る。そのため、当該税からの収入が、大半の燃
料が消費された道路で支出されることを保証することは困難かもしれない。

トトララッックク税税
収入が に充当される燃料税以外の連邦税には、既存の重量車両利用税（以下

））、重量トラックおよびトレーラー売上税、並びにトラック・タ
イヤ税が含まれる（ 付録 参照）。これらの税金を合わせると への利用者料金収入総額
の約 ％を占め、その大半は重量トラックおよびトレーラー売上税に由来している。
とタイヤ税は、車両の重量に応じて高くなり、これは商用重量トラックが舗装道路や橋梁に
与える劣化に対応するように設定されている。例として、荷重による舗装道路の損耗度は指
数関数的に高まる（約 乗で）。したがって最も重い車両は、最も軽い車両と比較して道路イ
ンフラに非常に不均衡な割合の損耗を与える（ ）。さらに車両の分
類内および分類間において、税額には不公平性がある。例として、現行の国の税率（連邦道
路庁［ ］の分析による）では、結果的に、ピックアップ・トラックやバンは、連邦補
助道路の費用に与える影響を考えると著しく過払いとなっている。一方、重量が ポン
ドから ポンドの重量トラックは、最も大型のトラック（ ポンド超）とともに、
発生させている損耗割合を考えると著しく過少払いとなっている 。全分類にわたる商用ト
ラックが、道路に与える影響を公平に負担するために必要なシェアを算定するために、

は定期的に費用アロケーション調査を行っている。
長長所所：：両委員会は、 が 年以降（最新の報告時点で 年間）引き上げられていな

いと述べ、インフレと増加する重量トラック交通を考慮して調整するよう勧告した。
タイヤ税の額は、車両総重量の区分ごとに異なり、これが全重量分類にわたり適用される。

トラックおよびトレーラー税は、販売された物品の価値に伴い上昇する売上税である。これ
らの税金を合わせるとかなりの潜在的収入力を持っているが、収入の大半は とトラ
ック／トレーラー税から生じるだろう。資金調達委員会は、 による収入を ％増額
することにより、 に 億ドルの追加をもたらすことができ、トラック／トレーラー税の

は、コスト・アロケーション調査を通じ、車両の分類により高速道路にもたらす損
耗を定期的に評価している。最新の調査は 年に完了したが、 年に補足情報を伴い更
新された。分類および重量ごとにもたらされる損耗に基づいて算定される支払いについては、

（ 、表 ）を参照すること。
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は定期的に費用アロケーション調査を行っている。
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いと述べ、インフレと増加する重量トラック交通を考慮して調整するよう勧告した。
タイヤ税の額は、車両総重量の区分ごとに異なり、これが全重量分類にわたり適用される。

トラックおよびトレーラー税は、販売された物品の価値に伴い上昇する売上税である。これ
らの税金を合わせるとかなりの潜在的収入力を持っているが、収入の大半は とトラ
ック／トレーラー税から生じるだろう。資金調達委員会は、 による収入を ％増額
することにより、 に 億ドルの追加をもたらすことができ、トラック／トレーラー税の

は、コスト・アロケーション調査を通じ、車両の分類により高速道路にもたらす損
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新された。分類および重量ごとにもたらされる損耗に基づいて算定される支払いについては、

（ 、表 ）を参照すること。

収入を ％増額することで年間 億 万ドルの増額となり、タイヤ税の収入を ％増額
することで年間 万ドルのみの増額となると見込んでいる（参照 付録 ）。資金調達委員会
は、トラック／トレーラー税およびタイヤ売上税の遵守と執行に係る費用はわずかだが、

には場合により支払回避の問題があると指摘した。
短短所所：： の資金調達委員会は、既存の税体系を通じて追加的な道路収入を上

げることには不利益があると指摘した。 は回避されるおそれがあり、当該料金が本質
的に増額する場合にはこれが増える恐れがある。トラックおよびトレーラーの売上税はす
でに新規の車両やトレーラーの購入価格の ％を占めているため、本質的により多くの収
入を生むに足る大きな増額は、強い抵抗を受ける可能性が高い。最後に、トラックタイヤ税
はほとんど収入を生まない。
さらに、指摘されたとおり、ある分類のトラックは舗装道路や橋梁の劣化の割合を考える

と過払いしており、一方最大車両の支払いは不足している。このような支払比率の誤りを是
正するために、効率性と公平性の両方の議論が行われる可能性がある。ディーゼル燃料の税
金自体は、インフラの摩耗に対するトラック軸荷重の指数的効果を完全にとらえていない。
したがって舗装や橋梁の負荷を反映する税金については必要に応じて議論がなされること
だろう。 が実施した直近の道路費用配分調査（ ）は最後に 年に更新さ
れ、最新の車両の特徴と車両分類による道路費用への貢献割合を反映させるための更新に利用
可能である。

制制度度的的おおよよびび政政策策的的なな考考察察

現在 に充てられている連邦自動車燃料税とトラック税には、効率性を高めるための
重要なインセンティブが含まれており、大半につき、執行と遵守の費用が比較的少ない。州
もまた、自らの道路投資について燃料税に大きく依存している。固定税率の利用税である燃
料税には、インフレや向上する車両燃費を考慮して時間の経過と共に上昇することがない
という欠点があるが、物価連動制により対応が可能である。それらの収入創成力は、燃費の
向上に伴い時間の経過と共に減少し続けるが、今後 年ほどについては依然として非常に
大きな収入創成力を持つだろう。トラックがシステムに発生させる費用と整合した税金の
支払割合を保つことが、効率性と公平性の両方の理由により重要である。
連邦燃料税およびトラック税は、州内および州際移動に利用される道路の財源調達に関

する連邦と州との既存の連携の主要な部分であり、燃料税およびその他関連する税金の引
き上げは、長年にわたるこのような関係を基礎とすることになる。燃料税およびトラック税
からの連邦税収入の内、州によりインターステートに割り当てられる部分の割合（ ％）は、
インターステートの移動により創出される連邦燃料税の収入割合（ ％）と一致している
（ ［ 表 、 表 ］から算出）。インターステートへの投資に特定
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して燃料税とトラック税を引き上げることは、ハードルが高いと証明されるかもしれない。
なぜなら、すべての道路および高速道路の利用者に、インターステートの更新および近代化
のために、利用に比して不均衡に過大な支払いを強制する税政策は、一般大衆が受け入れな
いかもしれないからだ。
最重量車両に適用される連邦税を上方に修正することは、すべての利用者が、自らが引き

起こしたインフラの劣化について支払いをするという政策目標に合致している。また、州が
自らの税金と料金を決める際に従う基準を設けることとなる。高速道路利用者の分類ごと
の適切な費用負担額を定めるための最新の連邦コスト・アロケーション調査は、この点を保
証している。

オプション ：州と都市圏に、既存の一般目的のインターステートの有料化を許可すること

インターステートの料金は、インターステートを改良するために生じる債務の返済に必
要な収入源となり得る。南欧や日本では、有料制は自動車専用道路（コンセプトとしては合
衆国のインターステートとほぼ同等）の財源調達に広く利用されている（参照 付録 ）。次
節で述べられている料金の一種である は、重量トラックによる自動車専用道路やそ
の他主要な国道の利用について北欧において益々一般化している（参照 付録 。 他

）。しかしながら米国では、 年に道路に対する連邦資金の補助が開始されたとき、
当該授権法には、連邦補助金を受けた道路の有料化の全面的禁止規定が含まれていた。その
後、多くの例外事項が認められた。これは、特に近年においては、燃料税の収入が議会の承
認した連邦補助プログラムに対して不足していたためである。（ ）。
システムとして、インターステートは合衆国の道路の分類の中で最大であるため、収入を

生みだすための有料制の導入がいずれかの場所で有効となるとすれば、インターステート、
特に大規模で混雑した都市部の区間において、その将来性は最大となるだろう。実際に、現
行の合衆国の有料道路の ％はインターステート上にあり、有料の延長は増えている—
マイルの有料の道路、橋梁およびトンネルが、 年から 年の間にインターステート
に転換又は追加された（ ）。しかしながら、有料制について多く連邦の制限が、
インターステートに適用されている（以下に説明するとおり）。これらの制限が撤廃されれ
ば、インターステートの有料化のオプションを様々な方法で順次導入することができる。有
料制は、インターステートに追加される高速道路の新設区間にすでに許可されている。既存
のインターステートの再建設に係る支払のために料金を徴収することができれば、時間の
経過により、有料インターステートのシステムが出現し、その発展は料金収入に結び付いた
債券発行および官民パートナーシップを通じて加速されるだろう（ ）。
有料制の収入創成力は非常に大きい。 （ ）は、既存の長距離有料道路に課され

ている マイルあたりの平均料率をやや下回る料金であっても、合計すると、インターステ
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）。しかしながら米国では、 年に道路に対する連邦資金の補助が開始されたとき、
当該授権法には、連邦補助金を受けた道路の有料化の全面的禁止規定が含まれていた。その
後、多くの例外事項が認められた。これは、特に近年においては、燃料税の収入が議会の承
認した連邦補助プログラムに対して不足していたためである。（ ）。
システムとして、インターステートは合衆国の道路の分類の中で最大であるため、収入を

生みだすための有料制の導入がいずれかの場所で有効となるとすれば、インターステート、
特に大規模で混雑した都市部の区間において、その将来性は最大となるだろう。実際に、現
行の合衆国の有料道路の ％はインターステート上にあり、有料の延長は増えている—
マイルの有料の道路、橋梁およびトンネルが、 年から 年の間にインターステート
に転換又は追加された（ ）。しかしながら、有料制について多く連邦の制限が、
インターステートに適用されている（以下に説明するとおり）。これらの制限が撤廃されれ
ば、インターステートの有料化のオプションを様々な方法で順次導入することができる。有
料制は、インターステートに追加される高速道路の新設区間にすでに許可されている。既存
のインターステートの再建設に係る支払のために料金を徴収することができれば、時間の
経過により、有料インターステートのシステムが出現し、その発展は料金収入に結び付いた
債券発行および官民パートナーシップを通じて加速されるだろう（ ）。
有料制の収入創成力は非常に大きい。 （ ）は、既存の長距離有料道路に課され

ている マイルあたりの平均料率をやや下回る料金であっても、合計すると、インターステ

ートを拡幅および再建設する上で必要となり得る約 兆ドルの投資額を支払うことが可能
と見込んでいる。（ 兆ドルという算定額は、第 章に記述されているように、インターステ
ートを 年間で更新および近代化するための年間 億ドルから 億ドルのシナリオと概
ね一致している）。 の分析では、乗用車と小型トラックの料率（ 年のドル額によ
る）は、当時存在していた長距離有料道路の平均料率である、乗用車について マイルあた
り セント、重量トラックについて マイルあたり セントに照らすと、 マイルあたり
セントおよび、重量トラックについては マイルあたり セントとなることを示してい

る。
長長所所：：特定の消費者の利用に対する特定の道路、トンネル又は橋梁の利用を対象とする有

料制は、これらの資産の効率的な利用と配分を促進する。またこれは、費用をシステムの受
益者に割り当てる。現在は、道路施設のわずかな割合のみが有料である（連邦補助に適格な
道路延長（センターライン）の ％［ ］）が、インターステートの延長の ％が
有料であり、これには東海岸と西海岸の主要な橋梁やトンネルに加え、北東および中西部の
ターンパイクなどの非常に際立った区域が含まれる。さらに約 の既存の多人数乗車車両
有料レーン（以下「 」）とエクスプレス・レーン （これらの大半はインターステート
である）は、オプションとしての有料制の存在およびインターステートにおける料金の受容
性を拡大している。大多数の世論調査は、大多数が燃料税引き上げなどの他の代替案と比較
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ターステートの料金は、運転者の行動（移動のために選択する時間、ルートおよびモードを
含む）に一定の転換を生じる可能性があり、トラック輸送から鉄道への少量の転換を引き起
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短短所所：：ほとんどのエビデンスは、料金の徴収は燃料税よりも複雑で費用がかかることを示
している。広範な電子的料金徴収を持つ有料道路においてさえも、 （ 表 、 ）は
徴収費用は総収入の ～ ％を占めると報告している。しかしながら、 ら（ ）
は完全電子化され、（かつクレジットカードによる支払いのみを認める）有料道路は、徴収
費用を ％に抑えられると主張している。 ら（ ）は、燃料税徴収には隠れた費
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き費用）があるとも述べている。これらの著者による説明では、こうしたことを勘案すると、

を参照。
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自動車燃料税と完全電子化料金徴収の有料制の差は小さい。しかしながら、既存のインター
ステートに料金徴収テクノロジーを追加するには相当の費用がかかるだろう 。
推計では、インターステートの更新および近代化の財源の調達に必要とされる料率は平

均して、既存の有料道路の料率を下回り、高額な改良費用を維持する都市部のルートでは高
い料率になることが示されている。さらに、交通量の少ない地方のルートでは、料率が高す
ぎて実行不可能となるだろう（ 、付録 ）。彼は、地方部の つの州が、合理的な
料金をもって自州のインターステートに十分な財源を調達することができず、連邦補助又
は州の資金を追加する必要が生じる可能性が高いと見込んでいる。
料金徴収技術の進歩が料金徴収の手続き費用に果たした効率性については明示していな

いものの、自動車運送産業は、有料道路に強い反対を表明している（ ）。独立し
た自営運送業者は、荷主が料金の払い戻しに同意しない限り、特に影響を受けることになる
だろう（ ）。しかしながら、有料制は、トラックが、より安全性が低く、大荷重
に対する備えが不足した無料ルートに迂回するのを助長する恐れがある。ルート迂回とそ
の結果に関する調査は非常に少ない。料率引き上げ後にオハイオ・ターンパイクで計測され
たルート迂回の調査は、衝突事故増加の結果が有料制の経済的便益を上回るおそれがある
ことを示している（ 、 を参照）。インターステートの料金を回避
するために旅客交通が他の高速道路に迂回することは、安全性と混雑にも悪影響を与える
おそれがある。
有料制は、公平性に関する懸念も生じる—料金は、低所得者になるほど相対的に負担が大

きくなるためだ。ただし、このような懸念の一部は、多くの追い越し車線の多人数乗車車両
有料レーン（ ）においてなされているように、公共交通などの代替手段を支援するた
めに料金収入の一部を利用することにより緩和することができる。
有料制への反対意見には、これにより利用者が燃料税と料金の両方を支払うことになる

という「二重課税」の問題が含まれる。ただし一定の収入を得るために 種類のみの財源調
達メカニズムを用いることの合理性は明白ではなく、このような特定の懸念に対処するこ
とのできる方法がある。例として、料金の管理費用を増やすことにはなるが、料金徴収施設

（ ）に言及されているとおり、電子的料金徴収の専門家である は、既
存の地方部のインターステート区間を完全電子的料金徴収システムに切り替える費用を、 マ
イルあたり 万ドル、また都市部のインターステートについては マイルあたり 万ドル
と見込んでいる。 マイルのインターステートについては、概算で、地方部のインタース
テートについて約 億ドルおよび都市部のインターステートについて 億ドル、合計で約

億ドルの転換費用がかかることを示している。これらは大きな金額ではあるが、交通量も
同様である。都市部のインターステートについては、年間 の 億マイルにより、
年かけて車両走行 マイルあたり セント未満で転換費用を賄うことになる。
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年かけて車両走行 マイルあたり セント未満で転換費用を賄うことになる。

において支払われる燃料税を消費者に払い戻すことがある。さらに都市部のインターステ
ートに限ることではあるが、料金のシステムがより広範に及ぶことにより、州際通商の流れ
を不当に妨げるような料金設定を州に控えさせる連邦規制の必要性を増すことがある。（現
行の規制では、州又は地方政府が、連邦補助道路の利用者から徴収する料金収入を交通以外
の目的に転用することを制限しているが、料率自体には触れていない。）すなわち、長年に
わたり議会は連邦補助道路から料金を徴収する能力を拡大してきたが、既存のインタース
テート車線からの料金徴収の制限を緩和することには躊躇してきた 。

制制度度的的おおよよびび政政策策的的なな考考察察

有料制によるインターステートの再建設および拡幅のための財源調達は、インターステ
ートの効率的利用を促進し、予想される交通需要の増加とシステム容量とをよりよく整合
させることができる。しかしながら、これは、連邦政府と州との制度的関係に重要な変化を
もたらし、その他様々な政策上のトレードオフを発生させるだろう。仮に、州が、債券で資
金調達した特定区間の改良事業の支払いをするために必要な収入のみを生む目的で有料制
を用いる場合、料金を通じて実質的収入を生むことができないインターステートの他の区
間の改良事業の支払を支援するための資金を生むことはないだろう。（典型的な債券の発行
条件において、当該施設から生み出される資金の用途は、料金徴収と執行の費用、維持、利
益および債券保有者への返済に制限される。）したがって、必ずしも、料金を通じて実質的
収入を生むことができないインターステートの他の区間の支払いを支援する資金を生むと
は限らない。しかしながら、燃料税の収入が交通量僅少区間を補助するために利用されるの
と同様に、インターステート全体にわたる一般的かつ広範な有料化に際して、交通量の多い
区間が交通量の少ない区間と収入を共有しなければならないという要件を含めることはで
きる。
前述の両委員会は電子的料金徴収のより広範な利用を奨励したが、トラックと通過交通

に過度な料率を課すことを防止するための規制によって生じ得る問題を軽減する必要があ
ると指摘した 。議会は、現在までに、米国交通省またはその他連邦当局に対し料率を規制

法では、新設のインターステート、トンネルおよび橋梁のすべてから料金を徴収する
ことを許可している。既存の橋梁とトンネルは、建て替え又は交換される場合には料金を徴収
することができる。また、既存の回廊に車線容量を追加する場合には料金を徴収することがで
きる。しかし、既存の無料車線マイル数は無料に保たなければならない。料金収入は、料金徴
収施設の所有者と運営者間で配分される。
政策委員会は、インターステートにおける有料制導入につき議会が厳格な基準を設けるよう

提案している。これには、「インターステート利用者又はその他利用者集団に対し差別とならな
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する権限を与えていない。（係争案件は通常、法廷において裁定を下される。 ）もちろん
には料金収入の利用について監督する権限があり、連邦法に従っていない目的に資

金を流用する提案に対して拒否権を発動することができる。料率設定に関する連邦規制は、
州と地方政府の料金徴収の取り決めへの介入を回避する法改正を伴うことになるが、議会
は通商条項に基づき、これを行う憲法上の権限を有する可能性が高い（ – ）。
有料制には、少量のトラック輸送を鉄道に移行させる利点があるが、有料制に関するその

他の主要な政策上の考慮事項は、トラック運転者が、インターステートよりはるかに安全性
に欠け、重量トラックによる摩耗に耐えるよう建設されていない可能性がある無料道路に
迂回することに関係する。州と有料道路事業者は、料率の設定においてこのような問題を考
慮することができる。この問題を回避することは、インターステートの有料化においては、
ドイツとスイスで行われているように、重量トラックによるあらゆる高速道路の利用に対
し、何らかの形態の料金又は税を課する必要が生じる可能性を示唆している（参照 付録 ）。
しかしながら、このオプションは、すでに遭遇している政策上の問題の複雑性を大いに増す
だろう。

補補足足情情報報：：複複合合的的手手法法

有料制の利点について、複合的手法の可能性を検討する価値がある。すでに述べたように、
州に対し再建設又は拡幅の必要がある既存のインターステート区間に料金を課すことを許
可するオプションがある。これによって時の経過と共に、利用者によって直接的に財源調達
されるインターステート区間が実質的に増えることになり得る。米国幹線道路網（ ：

）のいずれかのルートをインターステートにアップグレードする
提案も、料金によるこの費用の財源調達が必要となり得る（このオプションはすでに実施可
能である）。可変料金又は混雑料金は、都市地域において既存の都市部インターステートへ
の需要を管理する上で有用であろう。これは特に、拡張費用が非常に高額となる地域で重要
となり得る。公平性の懸念に対処するために、多くの 車線やエクスプレス・レーン・
プロジェクトにおいて行われているように、取得した収入の一部を代替する公共交通を提
供するために使用することもできる。州又は大都市圏に対し、再建後の既存車線で料金を徴
収することを許可するには、議会による法改正を要するだろう。

オオププシショョンン ：：そそのの他他のの利利用用者者料料金金にに代代わわりり、、イインンタターースステテーートトのの利利用用ににつついいてて走走行行距距離離にに基基

いよう、料率を設定する」という要件が含まれる（全米陸上交通政策および収入調査委員会、
）。

通商条項に関する裁判所の解釈を確認するには、 （ – ）を参照。

194



する権限を与えていない。（係争案件は通常、法廷において裁定を下される。 ）もちろん
には料金収入の利用について監督する権限があり、連邦法に従っていない目的に資

金を流用する提案に対して拒否権を発動することができる。料率設定に関する連邦規制は、
州と地方政府の料金徴収の取り決めへの介入を回避する法改正を伴うことになるが、議会
は通商条項に基づき、これを行う憲法上の権限を有する可能性が高い（ – ）。
有料制には、少量のトラック輸送を鉄道に移行させる利点があるが、有料制に関するその

他の主要な政策上の考慮事項は、トラック運転者が、インターステートよりはるかに安全性
に欠け、重量トラックによる摩耗に耐えるよう建設されていない可能性がある無料道路に
迂回することに関係する。州と有料道路事業者は、料率の設定においてこのような問題を考
慮することができる。この問題を回避することは、インターステートの有料化においては、
ドイツとスイスで行われているように、重量トラックによるあらゆる高速道路の利用に対
し、何らかの形態の料金又は税を課する必要が生じる可能性を示唆している（参照 付録 ）。
しかしながら、このオプションは、すでに遭遇している政策上の問題の複雑性を大いに増す
だろう。

補補足足情情報報：：複複合合的的手手法法

有料制の利点について、複合的手法の可能性を検討する価値がある。すでに述べたように、
州に対し再建設又は拡幅の必要がある既存のインターステート区間に料金を課すことを許
可するオプションがある。これによって時の経過と共に、利用者によって直接的に財源調達
されるインターステート区間が実質的に増えることになり得る。米国幹線道路網（ ：

）のいずれかのルートをインターステートにアップグレードする
提案も、料金によるこの費用の財源調達が必要となり得る（このオプションはすでに実施可
能である）。可変料金又は混雑料金は、都市地域において既存の都市部インターステートへ
の需要を管理する上で有用であろう。これは特に、拡張費用が非常に高額となる地域で重要
となり得る。公平性の懸念に対処するために、多くの 車線やエクスプレス・レーン・
プロジェクトにおいて行われているように、取得した収入の一部を代替する公共交通を提
供するために使用することもできる。州又は大都市圏に対し、再建後の既存車線で料金を徴
収することを許可するには、議会による法改正を要するだろう。

オオププシショョンン ：：そそのの他他のの利利用用者者料料金金にに代代わわりり、、イインンタターースステテーートトのの利利用用ににつついいてて走走行行距距離離にに基基

いよう、料率を設定する」という要件が含まれる（全米陸上交通政策および収入調査委員会、
）。

通商条項に関する裁判所の解釈を確認するには、 （ – ）を参照。

づづくく利利用用者者料料金金をを設設けけるるこことと

全米委員会の報告は両方とも、最終的に自動車燃料税に置き換えるために、
課金を評価した上でこれに移行するよう勧告した。これらの報告書が 年と

年に公開されて以降、「 料金」の用語は米国において「走行距離に応じた利用者料金」
（ ）に置き換えられている。 は料金と類似した収入確保の仕組みだが料金所
はない。そのコンセプトは、利用者に走行距離に応じた料金を課すというもので、走行距離
計の数値に基づく課金から、道路のタイプ、燃費および道路の摩耗（車両の重量を代替的指
標として）に基づき料金を課すというより複雑な手法（ を用いたものもある）までに
及ぶ。典型的な料金（距離に基づくことが多い）と との重要な相違点は、料金が通
常債券保有者への返済に使用されることである。 の収入も同様に使用することも可
能だが、特定の施設に結びつけることなくインターステートに充てることのできる の
資金を創出することもできる。

は多くの運転者にとって比較的なじみのない手法だが、そのコンセプトの実証実
験や評価が米国において 年以上（オレゴン州の場合は 年）進行しており、本書の執
筆時点でいくつかの新たな先行的プロジェクトが進行中である（参照 付録 ）。さらに、欧
州の数か国では に類似した手法が実施されており（重量貨物車向け）、ニュージー
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イインンタターースステテーートトのの走走行行距距離離にに基基づづくく利利用用者者料料金金

（ ）によれば、その他少数の欧州連合加盟国の中でスイス、ドイツお
よびオーストリアは、国境を超える重量トラックに マイルあたりの料金を課している。これ
は、スイスの重量トラックについて マイルあたり ドルの金額となり、ドイツとオースト
リアでは マイルあたり セントから セントの範囲にある。スイスの料金は、通過交通の
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支援するためのディーゼル税に代わり、 年以降ディーゼル燃料を使用するトラックと車両
に を課している。この料金は、道路の摩耗に関する限界費用を反映するよう設定され
ている。トラック料金は マイルあたり セントの金額となることがあり、乗用車の料金は
マイルあたり約 セント、これはガソリン車が支払う金額とほぼ同額である（

、 – を参照）。
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と （ ）はインターステート特有の について両面的な提案を
している。これは、乗用車に対しては既存の技術で導入することが可能であり、トラックに
対してはすべての道路の利用において同様のシステムを要求するものだ。この提案では、イ
ンターステートの旅客および貨物利用者は、アクセスを得るために 、 、

および他の業者によって利用されている電子式トランスポンダーを備える必要が
生じる。利用者は出口で走行距離料金を課金される。インターステートの入口と出口ランプ
には、電子的料金徴収の有料道路で使用されているようなガントリーを追加で設置される。
トラックは、料金がないがその交通に適していない非インターステート道路に迂回する問
題を回避するために、すべての道路の利用について料金を課される。これは、大規模な運送
会社が運転手やトラックの実績を監視するため社有車ですでに利用している ベースの
システム又はその他類似のシステムを利用することで実施可能である。トラックに関する
この提案は、自動車専用道路およびその他主要道路の利用につきトラックに料金を課す、オ
ーストリア、ドイツおよびスイスにおいて利用されているシステムと同様になるだろう（参
照 付録 ）。
インターステート利用者から徴収した資金は、インターステートの維持や改良のため州

に提供され、現行の連邦補助プログラムに類似した方法で割り当てられる。インターステー
ト外で運行する自動車輸送業者から徴収する料金は、連邦補助システムのいずれかの場所
のボトルネックを緩和する貨物インターモーダル・プロジェクトの財源として利用される。
この計画に基づき、議会は地理的に変動する料金を 年ごとに設定するために独立機関を
設立することとなる。これらの変更点を除き、著者らは自らの提案が連邦補助プログラムの
残り部分又は既存の利用者料金を変更しないと述べている。
このオプションを推し進める場合、インターステートを更新し、近代化するために必要と

なる付加的な収入は、インターステートを完全電子化料金徴収（ ）システムに転換する
費用のために第 章において算定されたレベルより高額となるだろう。上記で算定された
一時的投資は約 億ドルとなるだろう。分かりやすく言うならば、この投資は 年を交
換周期とし、当該期間にわたって減価償却される。これによりインターステートを に
転換する費用に 年あたり 億ドルが追加される。手続き費用は獲得される収入の ％
（すなわち 年ごとに追加で ～ 億ドル）と見込まれる。結果的として、 への転換
費用と手続き費用として、インターステートの更新および近代化のための 億ドルの新
たな収入を上げるためには、約 億ドルの収入が必要だろう。付録 に記載されている
とおり、このような収入を創出するために乗用車に必要とされる料率の概算額は、 マイル
あたり セントである必要がある。トラックの料率は、 マイルあたり約 セントとな
る。これらの料率は、現在都市部と地方のインターステート有料道路に課されている マ
イルあたりの料金と比較して低額となると思われる。これらの料金の平均は、乗用車につい
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ては マイルあたり約 セント、トラックについては マイルあたり セントである（参
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長長所所：：インターステートの利用に対する直接課金は、一定の交通をオフピーク又はその他
のモードに転換させることにより、スループットの効率性を高め、需要管理に役立つ。より
多くの貨物を鉄道に転換させることは社会的便益をもたらす（ ）。システムの利
用者に道路使用量に基づき支払うように要求することは、公正な割合について支払うとい
う点では、道路利用者全体に公平となるが、低所得の利用者の負担が大きくなるだろう。電
子的料金徴収の既存システムは、料金請求のための信頼性が証明されたシステムとして十
分に確立され、多くの運転者に受け入れられている。しかしながらインターステートのトラ
ック運転者が受け入れることは別問題である。
かかるシステムは、完全な のように乗用車の運転者の走行全体を追跡するもので

はないため、プライバシーに関する懸念は軽減されるが、インターステートの出入りを記録
することとなる。これは、多額な投資（約 億ドル）を伴いはするものの、一般的な
よりはるかに早く、数年内に導入可能である。このコンセプトの著者が提案するとおり、イ
ンターステート から創出される収入は に戻り、「使用量に基づく支払」（

– ）方式でインターステートの改良事業のために州に再分配されることとなる。こ
れを行うことで、 によってでは財政的に自立できない地方のインターステート区間
に財源を提供するために必要となる相互補助に道を開くこととなる。
提案された両面的手法は、トラックが走行距離料金の支払いを避けるためにインタース

テートから他の ルート又は州道に迂回する問題を回避するとともに、インターステー
トを更新および近代化するための自己調達財源を創成する。これは、陸上交通法の直近の再
授権において議会による対処が特に困難であることが証明されているインターモーダル貨
物輸送のボトルネックに対応するための特定財源も創成するだろう。連邦燃料税およびそ
の他の利用者料金は引き続き残存し、非インターステートの連邦補助道路に利用される。こ
れは、料率の設定における政治的要素を取り除く可能性がある。 がインターステー
トで機能するならば、やがては自動車燃料税の補完というよりも、むしろそれに取って代わ
る のシステムのモデルとなるだろう。

短短所所：：電子的請求が多くの道路利用者から受け入れられている一方で、有料道路利用者の
相当の割合が現金払いを好み、ほとんどの合衆国の道路利用者は、定期的に 支払の有
料道路を利用しているわけではない。したがって、完全電子化料金徴収方式の一般的な親近
感と受容性は保証されていない。過去の調査では、 に関する国民の意識又は理解が
比較的低く、たとえ理解されていたとしても、燃料税の代替案としての の支持率は

197



低い（ 他 ） 。徴収費用は、 システムがその差をかなり狭める可能性が
あるにしても、燃料税よりも収入における割合が大きくなる可能性がある。（ の徴収
費用の見積額は、燃料税の約 ％に対して、 ～ ％の範囲にある［
付録 も参照］ 。）
しかしながら、 方式は一般大衆に受け入れられないかもしれない。銀行やクレジッ

トカードを持てない人々を含めるためには代替的な支払方法を必要とし、それはさらに費
用を増大させる。たとえ多くのトラックがすでに、インターステート以外で マイルあた
りの料金を課すことのできる装備を備えているとしても、重量トラックの相当の割合（約
％）（米国特別配達 ）は、独立した自営業者により運営されており、彼らは間違いな

く追加費用と、自身の運営について精査される可能性に抵抗すると思われる—電子ログ・ブ
ックに長年反対しているように—。自動車運送産業全体が、トラックの道路利用に対して料
金を課す に強く反対すると予想される。有料化は、旅客交通が料金を回避するため
に代替道路に転換することにより、これらのルートにおける安全性と混雑に悪影響を与え
るおそれがある。

制制度度的的おおよよびび政政策策的的なな考考察察

と の提案では、連邦と州の間の既存のパートナーシップの多くを維持
しているため、 により「使用量に基づく支払」（ – ）方式でインタース
テートの財源を調達する上で本質的な制度変更を伴わない。しかしながら、この提案のいく
つかの要素（料率を設定する独立機関に対する一般の受容性など）の実現可能性には疑問が
ある。国内の多様性の大きさを考えると、地域により変動し、年次に調整され、公正かつ受
け入れ可能であり、それでいて十分な収入を創出する料金の設定は、いずれの組織にとって
も容易ではない。したがって、提案された独立の料率設定機関の設立と任命手続きは、政治
的に緊迫したものになるだろう。さらに議会は、選挙民に影響を与える料率を設定する独立
機関に素直に従うとは考えられず、類似した郵便規制委員会に対するのと同様に、議会に、
料率に関する独立機関の決定を再考および拒否する権限がある場合、プロセスは燃料税の

この報告書に要約された調査は、 法により資金調達された の先行プログラム
が開始される前に実施されているので注意すること。この先行プロジェクトの目的のひとつ
が、付録 に記載のとおり、コンセプトについて国民の認識を高め、理解を深めることであ
る。
ドイツの徴収費用は約 ％で、ニュージーランドは約 ％だが、ニュージーランドのシス

テムにおける迂回率はドイツより高く、ニュージーランドはかなりの量の越境のトラック交通
に対処する必要がない。

198



低い（ 他 ） 。徴収費用は、 システムがその差をかなり狭める可能性が
あるにしても、燃料税よりも収入における割合が大きくなる可能性がある。（ の徴収
費用の見積額は、燃料税の約 ％に対して、 ～ ％の範囲にある［
付録 も参照］ 。）
しかしながら、 方式は一般大衆に受け入れられないかもしれない。銀行やクレジッ

トカードを持てない人々を含めるためには代替的な支払方法を必要とし、それはさらに費
用を増大させる。たとえ多くのトラックがすでに、インターステート以外で マイルあた
りの料金を課すことのできる装備を備えているとしても、重量トラックの相当の割合（約
％）（米国特別配達 ）は、独立した自営業者により運営されており、彼らは間違いな

く追加費用と、自身の運営について精査される可能性に抵抗すると思われる—電子ログ・ブ
ックに長年反対しているように—。自動車運送産業全体が、トラックの道路利用に対して料
金を課す に強く反対すると予想される。有料化は、旅客交通が料金を回避するため
に代替道路に転換することにより、これらのルートにおける安全性と混雑に悪影響を与え
るおそれがある。

制制度度的的おおよよびび政政策策的的なな考考察察

と の提案では、連邦と州の間の既存のパートナーシップの多くを維持
しているため、 により「使用量に基づく支払」（ – ）方式でインタース
テートの財源を調達する上で本質的な制度変更を伴わない。しかしながら、この提案のいく
つかの要素（料率を設定する独立機関に対する一般の受容性など）の実現可能性には疑問が
ある。国内の多様性の大きさを考えると、地域により変動し、年次に調整され、公正かつ受
け入れ可能であり、それでいて十分な収入を創出する料金の設定は、いずれの組織にとって
も容易ではない。したがって、提案された独立の料率設定機関の設立と任命手続きは、政治
的に緊迫したものになるだろう。さらに議会は、選挙民に影響を与える料率を設定する独立
機関に素直に従うとは考えられず、類似した郵便規制委員会に対するのと同様に、議会に、
料率に関する独立機関の決定を再考および拒否する権限がある場合、プロセスは燃料税の

この報告書に要約された調査は、 法により資金調達された の先行プログラム
が開始される前に実施されているので注意すること。この先行プロジェクトの目的のひとつ
が、付録 に記載のとおり、コンセプトについて国民の認識を高め、理解を深めることであ
る。
ドイツの徴収費用は約 ％で、ニュージーランドは約 ％だが、ニュージーランドのシス

テムにおける迂回率はドイツより高く、ニュージーランドはかなりの量の越境のトラック交通
に対処する必要がない。

増税を承認する場合とほぼ変わらないほどに困難となるだろう。この問題は、当初の料金設
定を、見込まれる収入のニーズに基づき議会が行い、その後インフレに関する一定の処置に
より、年ごとに料率を調整することによって対処できる可能性がある。
著者らは、その提案が連邦補助道路プログラムの基本的構造に影響を与えることはない

と主張しているが、一定の変更を必要とするだろう。例として、利用者から徴収したインタ
ーステートの料金を再び州に割り当てる新たな方法が必要となる。なぜなら既存の連邦補
助プログラムではインターステートのためだけの資金を引当てておらず、インターステー
トに対する連邦補助をインターステートの利用に基づいて、州に配分していないからだ。
すべての道路の利用についてトラックに マイルあたりの料金を追加する提案は、物流

における鉄道とのシェアに影響を与える可能性がある。現在 マイルの移動について、
平均的なトラックは ドルの連邦ディーゼル税を支払っている。現在の収入を年間 億
ドル増やすために必要な旅行費用（インターステートの更新および近代化を目的として）は、
約 ドルとなる。このような追加費用の結果として、一定の貨物は鉄道に転換し、引き続
き高速道路を利用するだろうが、より高い費用が、自動車運送業者、運送業者、および、最
終的には消費者にかかることになる 。

そそのの他他のの財財源源調調達達オオププシショョンン

概概観観
「安全で、説明責任を果たし、柔軟で効率的な交通公平法：利用者への遺産」委員会の
勧告事項に加え、議会は、利用者料金の新設または改定を伴わない、インターステート
の更新および近代化に必要な資金を供給するための政策を検討する可能性がある。これ
には、以下が含まれる。

• 既存の連邦補助のより多くをインターステートに充てること
• 現状維持（一般会計の移転を含む）、および
• 炭素税又はキャップ・アンド・トレード手数料の一部を、高速道路の資金に適用する
こと（将来の潜在的戦略として）。

鉄道への転換は必ずしも多くない。最新の議会予算局の調査報告書では、本書に記載した
より大きいトラックの料金で、トラック輸送から鉄道への転換が約 ％になると見積もってい
る（ を参照）。
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先に述べたとおり、新たな利用者負担の収入源なしにインターステートの更新および近
代化のために年に 億ドル以上投資することが現実味を欠くように思われる。一方で、
議会は少なくともこの投資の一部分とするのため財源調達のオプションを検討する可能性
がある。例えば、議会は、利用者料金の新設または改定を伴わない政策を検討する可能性が
ある。本章では、以下の つのオプションを検討する。 連邦補助に対する州の裁量権を
今よりも減らし、既存の連邦補助のより大きな割合をインターステートに割り当てること。

に充当される自動車燃料その他の税金からの収入不足を補うために、一般会計か
らの移譲に引き続き依存すること、および 議会は、長期的にわたって、炭素税とキャッ
プ・アンド・トレード・プログラムからの収入を補完的財源として、導入することを主張し
てきた。

オオププシショョンン ：：既既存存のの連連邦邦補補助助ののよよりり多多くくををイインンタターースステテーートトにに充充当当

インターステートを維持するために利用者料金を相当程度引き上げることが実現不可能
であると証明された場合、 つのオプションとして、他のプログラムを犠牲にして、連邦補
助による資金の受給条件を、インターステートの投資に有利になるよう変更することがあ
る。近年の陸上交通の授権法において、議会は特定の高速道路システムへの資金供給から
「包括補助金」の手法へとより変化している。この手法において州は、資金を割り当てるプ
ロジェクトの種類について、それらが適格な施設である限り、大幅な裁量を得ることになる。

法のもとで、議会は 会計年度において 億ドルの契約権限を認可したが、こ
の金額は 会計年度には約 億ドルに増加する。州は、 法に基づき毎年平均で、
当該金額のうち約 億ドルを適格な高速道路の一連の広範な改良事業に利用することが
でき、これにはインターステート、 および公共交通の改善が含まれる（ 、日付
不明）。先に記載のとおり、最新のデータを入手することのできる 年に、州は、連邦補
助資金の 億ドルのうち約 億ドル（ ％）を、インターステートに充てる義務を負
っていた。多くの州が、割り当てられた連邦補助金を大きく上回る額を自州のインターステ
ートに費やしたことに注意が必要である。 年におけるインターステートへの州の総支
出は 億ドル（資本投資と維持費用を含む）であり、連邦補助の ％に対して、州は ％
の割合を占める（ ）。これは、連邦：州の割合が ： である新規建設に対
して、維持が主体となっていることを反映している。
長長所所：：インターステートは、州際通商を進める上で最も重要な高速道路であり、一般論と

して、様々な道路のクラスのうち最も高い優先順位を置かれるべきである。国全体を高品質
でアクセス制限された州際の高速道路で繋ぐインターステートを支えることが、 と連
邦補助プログラムを設立の当初目的だった。既存の利用者料金に依存することにより、イン
ターステートを有料道路に転換すること、又は を徴収することによって生じる費用
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長長所所：：インターステートは、州際通商を進める上で最も重要な高速道路であり、一般論と

して、様々な道路のクラスのうち最も高い優先順位を置かれるべきである。国全体を高品質
でアクセス制限された州際の高速道路で繋ぐインターステートを支えることが、 と連
邦補助プログラムを設立の当初目的だった。既存の利用者料金に依存することにより、イン
ターステートを有料道路に転換すること、又は を徴収することによって生じる費用

と混乱を回避することができる。

短短所所：：リソースを再配分する方式の主な欠点は、次のとおりである。 の伸びとイン
ターステートを更新および近代化するために必要とされる投資額によっては、インタース
テートの将来における資金のニーズを満たすために、州に対する現行の連邦による道路補
助総額の半分（ 億ドルの年次のインターステート再投資の場合）から、全体額を上回る
金額（ 億ドルの場合）を使い切ってしまうことである。もしそうであれば、州は連邦補
助道路の残り（基本的には、機能としては州際のルートを含む）についてさらに多額の州に
よる自己調達財源を増やす必要が生じる。さらに交通システムはネットワークであるため、
国と地域の利害を区別するのが困難となるだろう。例として、 の多くのルートはイン
ターステートの不可欠な支線として機能しており、また公共交通への資金提供は、ピーク時
間帯において、域内交通をインターステートやその他の ルートから転換させる限りに
おいて、これらの高速道路を通過交通のために解放する。

制制度度的的おおよよびび政政策策的的なな考考察察

インターステートの更新および近代化のために必要な資金の想定額が大きいため、必要
とされるインターステートの投資額が 年あたり 億ドルをはるかに上回る場合には、
より多くの連邦補助をこの特定の目的のために割当したとしても、全体として十分ではな
い。現行の連邦補助はインターステートに対しては十分ではあるが、その多くのルートがイ
ンターステートへの重要な接続道路として機能している残りの連邦補助道路は、州が独自
に財源調達をする必要があり、これは連邦補助道路とそれによりもたらされる接続性の将
来に広範な影響を与えることになり得る。

オオププシショョンン ：：現現状状維維持持（（一一般般会会計計かかららのの移移譲譲をを含含むむ））

本章の導入部において述べたとおり、陸上交通法の直近の授権において、議会は自動車燃
料税又はその他利用者料金を引き上げるよりむしろ一般会計からの移譲を増やすことを選
択した。近年の赤字予算の状況において、これは追加的な財源が財務省の借り入れにより得
られたことを意味する。
長長所所：：借り入れに依存する利点は、これにより現状を維持し、利用者料金の引き上げによ

って生じる問題を回避し、少なくともここしばらくは連邦補助道路に利用可能なかなりの
額の財源を調達していることである。さらに議会は、長年の間、一般会計予算を公共交通や
自転車レーンなどの他の交通目的に利用してきた。
短短所所：：借入により可能となる一般会計予算からの移譲は、経済に対する、そして最終的に
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は一般大衆に対する隠された税である。経済成長期間における政府借入金は、金利を引き上
げ、潜在的に最も緊急の潜在的用途を資本に対するアクセスから締め出す可能性がある。ま
た道路インフラの支払いをするために借り入れて、それを一般税によって返済することは、
効率性を高める機会を損ねる。利用者は、道路の利用が、自らが受ける便益と比較して割安
であると認識し、そのため道路の旅行を過度に消費することが奨励される。さらに、この傾
向は持続可能ではない。 年に連邦政府は減税を実施して、潜在的に累積赤字総額を
兆ドル増加させ、これにより、残りの裁量的予算が一般会計予算に依存するのを抑える圧力
をさらに増すことになった（ ）。また、より多くの一般会計予算の収入が に
割り当てられるにつれて、公平性の懸念が高まっている。一部の大規模な都市部の州では、
連邦支出のうち、州において支出するために受け取る額よりも、一般会計への貢献額がかな
り大きくなっている。 に対する一般会計予算の負担が大きくなっているため、連邦財
務省への「寄付者」とも言える州は、州ごとの一般会計予算への貢献額に見合うように
を割り当てるように圧力をかける可能性がある。

制制度度的的おおよよびび政政策策的的なな考考察察

利用者料金および一般会計予算からの移譲の増額に依存する複合型のシステムは、道路
に関する連邦と州のパートナーシップを引き続き維持することになる。なぜなら移譲を除
き、残る制度上の関係は元の状態のままであるからだ。しかしながら、道路の利用者による
直接的な支払を期待することなく、インターステートの再建プログラムに年間 億ドル
以上の追加を求めることを、一般大衆は受け入れないだろう。さらに、利用者料金によって
連邦補助道路プログラムの財源調達を行うという伝統は、近年一般会計予算の への移
譲の規模が拡大することにより希薄となっているが、さらにこれを失わせることになるだ
ろう。

オオププシショョンン ：：炭炭素素税税又又ははキキャャッッププ・・アアンンドド・・トトレレーードド手手数数料料のの一一部部をを、、高高速速道道路路のの資資金金にに適適
用用すするるこことと（（将将来来のの潜潜在在的的戦戦略略ととししてて））

多くの国の政府と州は、交通による炭素排出量の規制に取り組む際に、炭素税又はキャッ
プ・アンド・トレード・プログラムのいずれかを検討している（参照 付録 ）。これらの戦
略の導入は様々である。炭素排出の課税又は課金の主な効果は化石燃料の利用を抑えるこ
とである。これは税金又は価格の規模によっては、石油系燃料への強い依存のために交通に
重大な影響を及ぼす可能性がある。近い将来、炭素への課金又は課税は、確実にインタース
テートに対する需要を減らし、交通をその他のモードに転換させるだろう。より長期的には、
交通に炭素排出の費用を内部化することを要求することによって、代替的燃料への転換お
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譲の規模が拡大することにより希薄となっているが、さらにこれを失わせることになるだ
ろう。

オオププシショョンン ：：炭炭素素税税又又ははキキャャッッププ・・アアンンドド・・トトレレーードド手手数数料料のの一一部部をを、、高高速速道道路路のの資資金金にに適適
用用すするるこことと（（将将来来のの潜潜在在的的戦戦略略ととししてて））

多くの国の政府と州は、交通による炭素排出量の規制に取り組む際に、炭素税又はキャッ
プ・アンド・トレード・プログラムのいずれかを検討している（参照 付録 ）。これらの戦
略の導入は様々である。炭素排出の課税又は課金の主な効果は化石燃料の利用を抑えるこ
とである。これは税金又は価格の規模によっては、石油系燃料への強い依存のために交通に
重大な影響を及ぼす可能性がある。近い将来、炭素への課金又は課税は、確実にインタース
テートに対する需要を減らし、交通をその他のモードに転換させるだろう。より長期的には、
交通に炭素排出の費用を内部化することを要求することによって、代替的燃料への転換お

よび車両の電動化を促進することになり、道路、鉄道および水路による貨物流動のシェアを
再調整する可能性がある。代替的な燃料とモードへの移行期間中、多くの道路利用者は、代
替策が見つかるまで、より高額な料金又は税金を支払う以外のオプションがほとんどない
ため、炭素税とキャップ・アンド・トレードの収入は、かなりの額の新規の収入を生みだす
だろう。現時点で、炭素への課税又は課金による潜在的な収入額を算定すること、および、
この収入をどのように使用するかを予測することは、投機的である。カリフォルニア州のキ
ャップ・アンド・トレード・プログラムは、後者につき一定の洞察を加えている。
カリフォルニア州では、自州のキャップ・アンド・トレード・プログラムから得た収入の

一部を交通（ただし道路施設ではない）に充てている。 しかしながら、将来、炭素税又は
キャップ・アンド・トレードの収入の一部を、炭素のゼロまたは低排出の電気駆動技術（水
素燃料電池を含む）の採用を推進するために、インターステートに充てると言う議論を提起
することは可能である。例えば、これらの収入は充電スタンドおよび燃料給油所の費用を補
助するために使用することができる（カリフォルニア州の場合のように ［ ］）。
これらが不足することは都市間交通において炭素ゼロ又は低排出の車両をより幅広く採用
する上で障害となる。交通における炭素排出量の制御に関し、将来どのような国又は州の制
作が採用されるか予測することはできないが、いくつかの州がカリフォルニア州によるキ
ャップ・アンド・トレード・プログラムの導入に追従しているように、現時点では、明らか
でなく、政治的に許容されない創造的なオプションが出現し、インターステートの更新に適
合するかもしれない。

ササママリリーー

本章で詳述した財源調達のオプションの適用の鍵となる点をまとめると以下のとおりで
ある。
財財源源調調達達ののオオププシショョンンのの組組みみ合合わわせせ：：燃料税は、現在道路信託基金の収入の ％を創出し

ているが、内燃車両の燃費が改善することにより減少しつつある収入源であり、電気自動車
が出回ったことで急速に減少するだろう。インターステートの更新および近代化の財源調
達には容易に導入できる選択はないが、時間の経過の中でオプションを、導入したり、廃止
したりして組み合わせるのは期待のできる手法である。議会が設立した つの委員会が
年前に結論を出したように、他の適切な基準を満たしつつ、インターステートの再建設と拡
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記載したオプションのいくつかの要素を組み合わせて、それぞれの長所を最大化し、短所を
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最小化することである。
利利用用者者料料金金へへのの依依存存：：道路プログラムは、長年にわたり、効率性と公平性の両方の利点の

ある利用者料金により財源を調達してきた。現在、連邦補助において、年間で連邦補助道路
全体に充てられる 億ドル以上を創出することのできる収入源の数は非常に限られてい
る。自動車燃料税と道路利用者料金の引き上げ、州と大都市圏が既存のインターステートの
選ばれた区間に料金を課すことを認めること、およびインターステート固有の利用者料金
を創設ことを組み合わせることで、インターステートの更新および近代化のために相当の
財源を創生することができ、州と地方政府における道路に対する需要管理に助けとなる。
利利用用者者料料金金のの引引きき上上げげ。。自動車燃料税とその他利用者料金の引き上げは、とりわけ短期的

には利点がある。燃料税は長年にわたり主要な連邦道路財源であり、何十年もの間、効果的、
効率的かつ公平性のある利用者料金による財源調達の形態であった。しかしながら、これら
の料金は、インフレ、燃費の向上および道路利用の増加を考慮した増加にはまったく追いつ
いていない。
議会は、現行の均一税（例として、ガソリン税およびディーゼル税）による欠点について、
インフレへの連動と燃費の向上に合わせた引き上げ、並びに、インターステートの更新およ
び近代化の取り組みが拡大するにつれて時間をかけて増税を段階的に行うことにより対処
することができる。数十年をかけて発展してきた連邦補助プログラムの性質と、電気駆動車
による燃料使用の減少を考慮すると、近い将来、燃料税の引き上げにより生じるリソースを
インターステートに充てることを、インターステートの財源調達を増加させる戦略に加え
ることが必要になるだろう。
重重量量トトララッッククがが支支払払うう税税金金とと料料金金のの引引きき上上げげをを段段階階的的にに導導入入すするるこことと：：インターステート

は、直接的又は間接的にすべての者に利益をもたらし、この関係を反映するように財源調達
されてきた。また燃料税の引き上げは、その他の収入源が開発されるまでの合理的な短期的
オプションである。自動車燃料税が引き上げられる場合、増税と同時に重量トラックが支払
う重量車両使用税およびその他の料金の引き上げを段階的に実施することにより、すべて
の利用者が、自らがシステムに課す費用を完全に反映した割合を支払うようにすることが
適切である。新たな連邦コスト・アロケーション調査は、この手法に取り組むための根拠と
なっている。
州州にによよるるイインンタターースステテーートトででのの料料金金徴徴収収をを許許可可すするるこことと：：州は、料金を課すオプションに

よって、その受領額を既存の高コストなインターステート区間の再建設と改良、また費用が
かかり過ぎて拡張できないルートの需要管理のために使うという利益を得るだろう。有料
制は、米国において長い歴史があり、すでにインターステートの約 ％が有料となっている。
幹線道路の財源調達のために料金を徴収することは南欧と日本において一般的であり、イ
ンターステートは料金への依存を高める際の主たるターゲットであり、その理由の一部に
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は高速道路の移動全体のうちそれが高い割合を占めることがある。都市エリアの多くの
車線やエクスプレス・レーン・プロジェクトにおいて用いられているように、混雑時

の追加料金で補完される料金は、需要管理や域内交通を地域のルートに留めることを奨励
する方法を提供する。ただし、インターステートの有料制の拡大利用は、州外利用者への差
別的料金を回避するため、何らかの形態による連邦の監督が必要となるだろう。既存のイン
ターステートに対する有料化の現行の連邦の規制は、インターステートの料金と混雑課金
への依存を拡大する際の主な障害である。先に述べたとおり、インターステートの再建設と
拡幅のために必要な平均料率は、既存の有料道路に課されている料金と類似したものとな
るだろう。インターステート有料化の潜在的な欠点は、トラック交通が、安全性に欠け、大
量のトラック交通に対応するために設計されていない道路に転換することである。したが
って、インターステートの有料化においては、トラックのルート迂回を抑えるために、何ら
かの走行距離に基づいた料金又はその他形態の広範な利用者料金を併用する必要があるか
もしれない。
イインンタターースステテーートト利利用用者者料料金金のの導導入入：：道路プログラムは、長年にわたり、効率性と公平性

の両方の利点のある利用者料金によって財源調達されてきた。
インターステートの走行距離に応じた利用者料金は、効率性を高め、自動車燃料税に取っ

て代わる可能性がある。得た収入は、インターステートの更新および近代化のために、使用
量に応じた支払いの州に還元されることになる 。インターステートの走行距離に応じた利
用者料金の期待できる提案には、交通の迂回の問題を避けるため、またトラック交通に影響
を与えるすべての道路システムの主なボトルネックに対処する収入を創出するために、す
べての道路の利用につきトラックが走行距離に応じた料金を支払う要件が含まれる。追加
される管理費用に加え、インターステートに電子料金徴収用的のガントリーを設けること
は小さなことではないが、この費用は、すべての車両に マイルあたり セントの料金を
課すことにより約 年で回収され、弁済される。さらに、インターステートの更新および
近代化のために追加で年間 億ドルを集める上で、乗用車とトラックに必要な マイル
あたりの料率は、現在インターステートの有料道路において課されている マイルあたり
の料金とほぼ同等の範囲内である。
イインンタターースステテーートトのの更更新新おおよよびび近近代代化化にに割割りり当当ててらられれるる連連邦邦補補助助シシスステテムムのの割割合合をを増増ややすす

こことと：：インターステートの更新および近代化を目的として既存の連邦補助を再配分するこ
とにより、税金の引き上げ又は新たな料金を課す必要性を回避することができるが、インタ
ーステートの更新および近代化には既存の連邦補助総額の半分から全額を上回るほどの金

使用量に基づく支払い手法とは、収入が入って来たのと同じタイミングで州に配分されるこ
とを意味する。
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額を必要とする可能性があり、これにより連邦補助道路の残り部分について負担が州に移
ることになる。現行の連邦補助道路プログラムにおいては、州が連邦補助をどのように運用
するかにつき相当の裁量が与えられており、これによって利用可能な連邦補助の約 ％（年
間約 億ドルから 億ドル）がインターステートに使われる結果となっている。州際
旅行と州際通商のためのシステムの重要性を考慮すると、連邦政府はインターステートの
再建設、維持および拡張をより重要視するよう求める可能性がある。これを行うことで、自
動車燃料税の引き上げや、インターステートを料金または走行距離に応じた利用者料金に
依存するように変更するための費用と混乱の問題を回避することになるだろう。この手法
の欠点は つある。 つ目は、インターステートの更新および近代化に係る年間費用が、現
行の連邦による道路補助総額の、最低でも半分、最高で当該総額を上回る金額を要する可能
性があることだ。 つ目は、現行の連邦補助をインターステートに移すことで、連邦補助道
路の残り部分を維持するために、より多くの州の財源を適用することによって、州に負担を
負わせることになる点である。
一一般般会会計計のの収収入入のの利利用用：：財務省の借り入れにより連邦道路補助の一部を継続して支払うこ

とは、経済および一般市民に対する隠れた税であり、将来の経済成長を低下させるおそれが
ある。 年以上にわたり連邦自動車燃料税とその他の料金を引き上げることへの抵抗感か
ら、議会は一般会計から へと益々金銭を移転することにより、連邦道路補助に対する
需要を満たしている。連邦法人税、所得税その他の税金の大幅削減案の通過による、米財務
省の直近の収入減に照らし、現在、特に国家予算の裁量的部分につきいかに支払うかについ
て益々困難な選択に直面している。
一般会計の収入を利用することは、交通ネットワーク全体に不可欠であり、大半は州を通

過する旅行に使われる地方の州の路線の支払いを賄う点で、議会にとって適切な方法であ
るという健全な議論を提起することができる。より弱い根拠ではあるが、利用者料金がより
効率的であり、必要な資金を提供するための需要が十分である場合に、それらの収入を道路
のための支払いに利用することも主張が可能である。一般会計で高速道路の支払いをする
ために借入金を増やすことは、他の経済における資本へのアクセスを排除することになり、
それにより将来の経済成長を低下させるリスクもある。
炭炭素素排排出出へへのの課課金金又又はは課課税税にによよるる収収入入をを使使用用すするるこことと：：炭素のキャップ・アンド・トレー

ド・プログラムを通じて炭素税又は炭素排出料金を課すことにより、交通ためのかなりの新
規収入を創出する可能性があり、その多くが、モードが化石燃料に大きく依存している道路
の利用者から来ることになる。炭素排出量への課税又は課金の最も即時的な効果は、インタ
ーステートの交通量を抑え、一定の運送をより炭素集中型ではないモードに転換すること
である。将来、より多くの州がカリフォルニア州によるキャップ・アンド・トレード・プロ
グラムの導入に追従するようになると、道路全般、特にインターステートのために一定の収
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グラムの導入に追従するようになると、道路全般、特にインターステートのために一定の収

入を引き出すと言う案もありうる。例えば、インターステート沿いの施設に投資して、都市
間旅行の電動化を奨励することにより、インターステート利用者の炭素排出を抑えること
ができる。
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第第 章章 行行動動ののたためめのの設設計計図図

議会は、ここに報告した調査の要請において、インターステートの現在または将来の投資
の意思決定及びその他の政策の選択に情報を提供するために使用できるように具体的な成
果を指定した。特に、議会は 世紀において成長し、転換する需要に対応するために、同
システムを改良し、回復するために必要な行動に関する情報を要求した。道路利用者、交通
の計画者及び管理者、およびその他の専門家及び利害関係者に対する意見聴取、並びにシス
テムの改良とその費用の算定のためのモデルとその他の手法の適用によって、調査を実施
するために設立された委員会は「インターステートを改良するための特徴、標準、容量、テ
クノロジーの適用、および政府間の役割」に関する勧告並びにそれを実施するために必要な
法律改正及びリソースに関する助言を要請された。
ここまでの章においては、この任務を遂行するために委員会が採用した手法を述べ、調査

の枠組みの設定と特定課題の絞り込みの方法について説明し、分析結果と所見を整理した。
これには投資必要額の分析結果とその含意を含む。述べられた所見は、調査の要請は時宜に
かなったものであることを示していた。すなわち、インターステートの物理的な状態と運営
上のパフォーマンスは欠陥があることを示し続けており、過度の使用と経年の影響により、
同システムの大部分はすでに大規模更新と近代化の時期を過ぎており、使用の増加と再投
資の遅れによって状態は悪化している。さらに、これらの欠陥は、同システムの利用者の将
来の需要に対応する能力について、深刻な疑問を提起している。それらには潜在的に変化す
る車両テクノロジーに対して投資する最終的な能力、および気候変動対する根本的な強靭
性、並びに後者の課題に備えて準備していく時間が短くなっていることを含む。
インターステートの多くの区間は 年を超えており、想定されたよりも多い交通量で、

重い荷重のもとで、設計寿命を越えて、主要な改良や再建を行うことなく運営されている。
これらの老朽化した重交通量区間は、今後 年にわたって重要性を増していくが、同シス
テムが過去 年経験した交通量の増加よりもずっと低い、最も控えめな将来の交通量の増
加に対しても貧弱な対応しかされていない。米国が 世紀を迎え、車両の変化、および気
候変動による脆弱性が、同国の交通インフラに新たな対応を求めている中で、老朽化し、劣
化したインターステートが信頼性のない状態で運営されているのは危惧すべき事態である。
要約して言えば、インターステートは、同国の経済と国民の日常生活において、あまりにも
重要であるので、目的の達成ができない状態にしておくことは許されない。
本章の最初の節は、意思決定者が将来のインターステートを計画する際に遭遇する差し

迫った課題について、ここまでの章で述べられたことを要約している。これらの課題に備え、
対応するために、今後 年間に必要な投資見積額の大きさは、連邦と州の大きなコミット
メントを要する。このようなコミットメントは、委員会の見解では連邦によって主導され、
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州によって導入されるとともに、野心的で、持続可能な国によるシステムの更新と近代化に
関するキャンペーンの一部として、適切に財源調達されなければならない。インターステー
トに関して、必要とされる政策の変更とリソースに関して勧告をするという責務により、委
員会は必要な再投資計画のための設計図を提案する。それは積極的なものであり、速やかに
始めるものであり、最終目標を達成し、それ以降の数十年のための基礎を置くために、 年
にわたるものである。

ののししかかかかっっててくくるる課課題題

長年にわたりインターステートは巨大な利益を米国にもたらしてきた。それは鉄道、海港、
空港、公共交通、および地域の道路システムを含む国家の旅客及び貨物ネットワークおよび
ノードに対して、きわめて重要な接続および補完サービスを提供している。それは、創設者
によって構想されたように、大陸全体にわたる国を接続し、統合するだけでなく、同国の
年以上にわたる人口学的、経済的、空間的及び社会的な発展を形成し、支援する手段となっ
た。その広範な人口学的、経済的及び社会的な重要性並びに国家の防衛を支援する重要な役
割のゆえに、インターステートを同国の変化しつつある人口学的、経済的、気候的、および
技術的な環境に対応できるような状態に持っていき、維持することは必須である。欠陥を修
復し、この報告書に述べられた課題に備えるために、コミットメントが設定されない限り、
同システムが、ますます混雑し、運営、維持、および修繕の費用が高騰し、安全性が低下し、
進化するテクノロジーに対応できず、変化する気候変動と激甚な天気の影響に対して脆弱
となるという重大なリスクにさらされる。これらの欠陥リスクを存続させ、増殖させておけ
ば、同システムが接続し、補完しているすべての旅客及び貨物のモードに波及する。
以下の主要な課題に直面しなければならない。
・・同同シシスステテムムのの舗舗装装、、橋橋梁梁及及びび他他のの資資産産、、並並びびににそそれれららのの基基礎礎をを、、使使用用不不能能及及びび危危険険ととななるる
前前にに、、再再建建すするるとといいうう巨巨大大なな業業務務をを開開始始すするるこことと

年代および 年代に建設されたインターステートの舗装の多くは、 年の
耐用年数を想定して設計されていたが、現在では予想よりもはるかに大きな交通負荷
にもかかわらず、上層路盤と基礎の再建設なしで 年以上使用されている。全面的再
建が必要になるまで、舗装構造が 年持ちこたえると仮定したとしても、システムの
最も古い区間はこの事業を本来の実施時期をすでにかなり過ぎてしまっている。
年代と 年代に建設された、ほとんどの最新のインターステート区間も、今後
年間で再建設する必要があるだろう。この事業を実施中に、州は、インターステートの
老朽化した橋梁の保全のためにより多くのリソースが必要となるだろう。

・・特特にに同同シシスステテムムのの都都市市部部ににおおけけるる物物理理的的なな容容量量にに対対すするる投投資資ののニニーーズズにに応応ええるるこことと、、並並
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前前にに、、再再建建すするるとといいうう巨巨大大なな業業務務をを開開始始すするるこことと

年代および 年代に建設されたインターステートの舗装の多くは、 年の
耐用年数を想定して設計されていたが、現在では予想よりもはるかに大きな交通負荷
にもかかわらず、上層路盤と基礎の再建設なしで 年以上使用されている。全面的再
建が必要になるまで、舗装構造が 年持ちこたえると仮定したとしても、システムの
最も古い区間はこの事業を本来の実施時期をすでにかなり過ぎてしまっている。
年代と 年代に建設された、ほとんどの最新のインターステート区間も、今後
年間で再建設する必要があるだろう。この事業を実施中に、州は、インターステートの
老朽化した橋梁の保全のためにより多くのリソースが必要となるだろう。

・・特特にに同同シシスステテムムのの都都市市部部ににおおけけるる物物理理的的なな容容量量にに対対すするる投投資資ののニニーーズズにに応応ええるるこことと、、並並

びびにに、、同同国国ににおおけけるる人人口口増増加加おおよよびび経経済済的的なな成成長長ののほほととんんどどをを担担いい続続けけてていいるる巨巨大大都都市市
圏圏ににおおけけるる容容量量ののよよりり積積極極的的かかつつ革革新新的的なな運運営営管管理理ののニニーーズズにに応応ええるるこことと
インターステートの大部分、特に大都市圏は、すでに混雑しており、地方、地域間、

および、より長距離の旅行者の要求に応えることが困難になっている。車線の追加など
の物理的手段による都市高速道路の渋滞問題の緩和は、特にシステムの用地権が土地
の利用可能性によって制約される場合、費用が高くつき、しばしば実行不可能な選択肢
となる。土地を取得したり、既存の用地をより集中的に使用したりできる場合でも、都
市部は建設には高価な環境であり、容量拡大の提案は、環境及びコミュニティへの影響
により、反対に直面することがよくある。要するに、都市部における混雑の問題を解決
する手段としては、物理的な拡張の機会は非常に限られており、ますます不人気になっ
ている。プライシング戦略および他のモードへの投資を含めた、より効率的なシステム
の運営管理が必要である。

・・同同シシスステテムムがが、、同同国国のの人人口口及及びび経経済済のの地地理理的的展展開開おおよよびび構構成成のの変変化化にに対対応応しし、、整整合合性性をを
確確保保すするるこことと、、並並びびにに地地域域内内、、地地域域間間及及びび長長距距離離のの交交通通のの他他ののモモーードドととのの接接続続をを維維持持しし、、
強強化化すするるこことと
インターステート以外の数千マイルの高品質の道路が国の人口中心部を接続してい

るが、インターステートへのアクセスの欠如は、特に同システムは国内の主要なトラッ
ク輸送回廊を含み、同国の最大の港と鉄道のハブの多くに接続していることから、一部
の小規模なコミュニティや新興都市では成長と発展に弊害をもたらすと考えられるか
もしれない。インターステートは、 年代に計画され、経済と需要のパターンが都
市部、西部、南部へと変化しているにもかかわらず、 年代に完了したと考えられ
ていた。

・・交交通通量量がが増増大大しし、、新新たたなな道道路路及及びび車車両両のの技技術術がが導導入入さされれててもも、、シシスステテムムのの安安全全性性をを継継続続
的的にに改改善善すするるこことと、、おおよよびびシシスステテムムのの容容量量とと通通行行量量をを増増大大すするるよよううにに改改良良すするるこことと
インターステートは、米国で最も安全な高速道路であるが、年間 人以上の交通

死亡事故の原因となっている。交通量の増加から生じる追加のリスクを軽減するため
に、将来のインターステートに最新の安全対策を継続して採用し、交通量を必要がある。

・・シシスステテムムがが頑頑健健でで、、車車両両技技術術のの変変化化にに対対応応可可能能ででああるるこことと、、おおよよびび資資産産にに対対すするる未未熟熟なな
投投資資とと有有効効なな発発展展経経路路をを阻阻害害すするる規規格格のの導導入入をを確確実実にに回回避避すするるこことと
多くの新しいテクノロジーには、インターステートを含む、国の高速道路システムの

運用と安全性を変えていく潜在能力がある。これらのテクノロジーは、運転支援機能や
自動運転車など、車両が中心になっているものもあるが、一方で、交通制御装置に情報
を伝達するリアルタイムの交通分析システムなどはインフラ指向が強い。その他のテ
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クノロジーは、車両とインフラスの接続を巻き込んでいくだろう。これらのテクノロジ
ーの多くには、部外者による悪用からの保護が必要となる潜在的な脆弱性がある。

・・公公平平でで効効率率的的なな財財源源調調達達手手法法をを採採用用しし、、将将来来のの世世代代、、ままたたはは経経済済的的なな負負担担力力ののなないいググルル
ーーププにに過過大大なな負負担担をを負負わわせせなないいこことと、、ままたた旅旅客客及及びび貨貨物物交交通通のの他他のの道道路路及及びびモモーードドをを差差
別別ししたたりり、、そそれれららかからら資資金金をを転転換換ささせせなないいこことと

インターステートプログラムは長年にわたり利用者料金によって財源調達され、効
率性と公平性の利点を持つ。しかしながら、利用者料金の受領額は停滞しており、イン
フレと近年の自動車走行台キロの増加のペースについていけていない。このような状
況の理由の一つは、連邦燃料税が四半世紀の間値上げされていないことである。車両の
燃費の向上と電気自動車の度塚はさらなる収入の減少のリスクとなっている。新たな
財源調達メカニズムがなければ、インターステートに対する連邦の長年にわたる貢献
は減退していくかもしれない。
・将将来来のの気気象象のの状状態態ををイインンフフララ及及びび運運営営計計画画にに織織りり込込んんだだ戦戦略略をを開開発発しし、、導導入入すするるこことと
手手始始めめにに巨巨大大なな気気象象イイベベンントトのの頻頻度度とと規規模模のの拡拡大大にに合合わわせせたた設設計計及及びび建建設設基基準準をを策策定定
すするるこことと

年代、 年代および 年代にインターステートの多くが計画、設計、
建設されていたとき、温室効果ガスの蓄積の脅威と気候変動が、海面上昇と異常気象
関連の事象を通じて、交通システム及び他の重要なインフラに、どのように悪影響を
与えるかについては認識されていなかった。しかしながら、それらは、現在は確かな
ものになったので、全国の交通当局が、これらの影響を考慮して、高速道路の計画、
設計、建設、運用、および保守の方法を修正する必要がある。

不不可可欠欠のの投投資資

州、都市圏計画機関（ ｓ）及び連邦政府が、インターステートに対する投資を、どれ
だけ、いつ、どこに、行うかについて、協力し、情報を持った選択を行うこと、並びにシス
テムの状態とパフォーマンスの監視と評価を行うことは、データと意思決定ツールの不足
により阻害されている。これらの欠如は、特にシステムの構造の状態及びネットワークレベ
ルの機能性に関連するので、委員会のシステムの物理的な状態及び運営上のパフォーマン
スの評価するための努力の妨げとなった。ましてや、この状態及びパフォーマンスが今後数
十年にわたりどのように変化していくかについての検討はほとんど不可能だった。このよ
うなデータ及び意思決定ツールの欠如にも関わらず、同国のシステムに対する再投資の不
足は明白である。
ほとんどのインターステートは設計寿命を大きく超えており、次の 年においても同様
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燃費の向上と電気自動車の度塚はさらなる収入の減少のリスクとなっている。新たな
財源調達メカニズムがなければ、インターステートに対する連邦の長年にわたる貢献
は減退していくかもしれない。
・将将来来のの気気象象のの状状態態ををイインンフフララ及及びび運運営営計計画画にに織織りり込込んんだだ戦戦略略をを開開発発しし、、導導入入すするるこことと
手手始始めめにに巨巨大大なな気気象象イイベベンントトのの頻頻度度とと規規模模のの拡拡大大にに合合わわせせたた設設計計及及びび建建設設基基準準をを策策定定
すするるこことと

年代、 年代および 年代にインターステートの多くが計画、設計、
建設されていたとき、温室効果ガスの蓄積の脅威と気候変動が、海面上昇と異常気象
関連の事象を通じて、交通システム及び他の重要なインフラに、どのように悪影響を
与えるかについては認識されていなかった。しかしながら、それらは、現在は確かな
ものになったので、全国の交通当局が、これらの影響を考慮して、高速道路の計画、
設計、建設、運用、および保守の方法を修正する必要がある。

不不可可欠欠のの投投資資

州、都市圏計画機関（ ｓ）及び連邦政府が、インターステートに対する投資を、どれ
だけ、いつ、どこに、行うかについて、協力し、情報を持った選択を行うこと、並びにシス
テムの状態とパフォーマンスの監視と評価を行うことは、データと意思決定ツールの不足
により阻害されている。これらの欠如は、特にシステムの構造の状態及びネットワークレベ
ルの機能性に関連するので、委員会のシステムの物理的な状態及び運営上のパフォーマン
スの評価するための努力の妨げとなった。ましてや、この状態及びパフォーマンスが今後数
十年にわたりどのように変化していくかについての検討はほとんど不可能だった。このよ
うなデータ及び意思決定ツールの欠如にも関わらず、同国のシステムに対する再投資の不
足は明白である。
ほとんどのインターステートは設計寿命を大きく超えており、次の 年においても同様

である。すでに発生した劣化及び今後起きてくる物理的かつ運営上の欠陥に対処するため
に、限定的な計画及び予算措置しかされてこなかった。近年の連邦及び州のインターステー
トへの資本的支出の合計額は年間 ～ 億ドル程度である（表 参照）。この調査で
実施した情報収集、モデリング及びケーススタディはこの支出水準は、長らく後送りされて
きた同システムの経年劣化しつつある舗装と橋梁の再建を実施するだけでも、少なくとも
％は低すぎることを示唆している。委員会は、すでにこれらの資産に発生した劣化の補

修、及び老朽化したものを将来の使用のために補修及び再建ために、今後発生する費用とし
て、今後 年間にわたり年平均で 億ドル以上の投資が必要であると見積もっている
（表 参照）。
これらの舗装及び橋梁の改築及び再建に対する本質的な投資に加えて、インターステー

トが未来の交通に対応するために容量を拡大し、管理するために必要な投資が必要になる。
舗装と橋梁の補修及び再建設に対する根本的な投資額は、嫌煙と損耗の物理的な影響が予
測可能であることからかなりの信頼性をもって予測可能であるが、交通のニーズに対応す
るための投資を予想することはずっと難しい。容量の追加の投資が必要だとしても、これら
の規模、箇所、および時期は、人口や経済の変化に関連する一連の要因、および、旅行者が
どのように混雑と新規の容量の供給に対応するか、インターステート以外を利用するオプ
ションがあるかどうかに依存している。交通当局は、特に都市部においては、インターステ
ートの車線の拡幅や物理的な追加に代えて、混雑課金のような、より積極的な運営や需要管
理対策を実施するかもしれない。つながる自動運転車両は、短期的には限定的な影響しか持
ちそうにないが、長期的な効果に対する期待が、交通当局のインターステートの容量をどこ
で増やすべきかどうかに関する意思決定に影響を与えるかもしれない。特に から 年
の期間ではそうである。
モデリングの結果および他の分析ツールがインターステートの 年後の容量の必要性に

ついて、ほとんど洞察を与えないが、 年間でも上記の不確実性や相互依存により、信頼
性が疑わしい。委員会は、現存する国レベルのモデリングの能力を拡張し、将来のインター
ステートの交通量の推計に歴史的な増加率の幅を持たせることよって、今後 年間にわた
る物理的、運営上の容量の追加に必要な支出の規模についての粗い推計値を算出すること
ができた。このモデルは、同システム上の旅行が米国の人口と同程度の控えめな率（年率

％）で増加すると仮定すれば、交通当局は改良のために、年平均で 億ドルを投資す
ることが必要であることを示した。これらの投資は、同システムの交通量が近年の交通量の
増加率に近い率で伸びると仮定すれば、さらに（約 から ％）大きくなるだろう（表

参照）。
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表 ７－１ 今後２０年間のインターステートの更新・近代化に関する投資必要額の推計
年平均投資額（億ドル）

年の州・
連邦投資額

の年増加率
低位 中位 高位

再舗装、一部・全部の
再建設
橋梁の改築・架け替え
容量の追加
運用上の改善
合計
注：すべての額は 年価格に転換されている。インターステートへの支出額の最新の完全なデータは

年である。算定手法に関する詳細は第 章を参照。

以上から、今後 年間に必要なインターステートを更新し、近代化するための連邦及び
州の支出合計額は、年平均で 億ドルである。この数字は、現在の支出額の から
倍である。より高い信頼性をもって予測可能な舗装及び橋梁の改築に必要な支出に限定し

た場合でも、現在の水準よりも 高い。しかしながら、これらの推計投資額でも不十分
かもしれない。
算定された年間投資額は、現時点では算定することはできないが、将来数十億ドルあるい

はそれ以上の追加投資が必要であることが確実である つの分野を含んでいない。以下は
これらの投資の例である。
・約約 箇箇所所ののイインンタターーチチェェンンジジのの多多くくのの再再構構成成及及びび再再建建設設 インターステートのイン
ターチェンジの現在の状態はインターステート資産のデータベースには記録されておらず、
既存のモデリングツールを使って改良の必要額を評価することはできない。
・気気候候変変動動のの影影響響にに対対ししててイインンタターースステテーートトををよよりり強強靭靭ににすするるこことと これらの費用は地域
の状況に大きく依存しており、まだ十分に調査されていない。
・・都都市市地地域域のの内内部部及及びび周周辺辺ににおおいいてて、、シシスステテムムのの容容量量ををよよりり効効率率的的にに拡拡大大及及びび配配分分すするるこことと
委員会は、新規の一般目的車線やマネージドレーンのような混雑軽減オプションを採用す
るために必要な額を導出することができたが、インターステートの多くの都市部の区間は
より広範な技術的、運営上及びその他の需要管理手法を用いる必要があるだろう。それらは
インターモーダルの接続戦略、区域全体の混雑課金、および新たな交通施設の建設のような
ものであり、将来の交通需要の増加に対応するものである。これらの混雑管理手法を採用す
るために必要な投資額は算定できなかった。
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既存のモデリングツールを使って改良の必要額を評価することはできない。
・気気候候変変動動のの影影響響にに対対ししててイインンタターースステテーートトををよよりり強強靭靭ににすするるこことと これらの費用は地域
の状況に大きく依存しており、まだ十分に調査されていない。
・・都都市市地地域域のの内内部部及及びび周周辺辺ににおおいいてて、、シシスステテムムのの容容量量ををよよりり効効率率的的にに拡拡大大及及びび配配分分すするるこことと
委員会は、新規の一般目的車線やマネージドレーンのような混雑軽減オプションを採用す
るために必要な額を導出することができたが、インターステートの多くの都市部の区間は
より広範な技術的、運営上及びその他の需要管理手法を用いる必要があるだろう。それらは
インターモーダルの接続戦略、区域全体の混雑課金、および新たな交通施設の建設のような
ものであり、将来の交通需要の増加に対応するものである。これらの混雑管理手法を採用す
るために必要な投資額は算定できなかった。

・・ネネッットトワワーーククのの拡拡張張、、おおよよびび論論争争ににななっってていいるる通通過過交交通通ののなないい、、いいくくつつかかのの都都市市部部のの区区間間
のの再再配配置置にによよるるシシスステテムムのの延延長長やや範範囲囲のの適適正正化化 このような投資費用の算定は、以下のこと
によって阻害される。すなわち将来の人口学的、経済的及び技術的発展が、どのように人口
と商業活動が増加する地域の展開に影響するかに関する不確実性、そのような区間に対す
る連邦の投資を正当化するための強制的な基準の欠如、並びに、潜在的なシステムの修正へ
の介入及び環境的な結果に関してコミュニティが行う選択の違いである。

不可欠なインターステートの再投資の規模と範囲はそれ自体が驚くほどのものであるが、
必要な投資を賄うために必要な収入が、システムの利用者から調達される場合には、一定ま
たは減少していく状況の下ではより深刻である。委員会の意見では、状況は変更しなければ
ならない。自動車運転者が、自ら使う道路システムに対して支払うのは、本質的に公平であ
るだけでなく、需要を管理し、容量を料金によって配分することを可能にするとともに、再
投資のために得られた収入は、システムの利用者による需要を上回って増加することがな
いことを保証する。これらの期待と機会を持ちつつ、巨大で避けられない将来の投資の必要
性を認識して、委員会は以下の勧告を行う。当初のインターステートの建設計画は州と連邦
政府による長期にわたる協力的なコミットメントによって支持された。これに比肩するコ
ミットメントが、システムを近代化し、変化する需要に対して対応し、強靭性を確保し、広
範な旅客及び貨物の交通システムと調整されたものにするために必要である。各州の投資
が良好に機能し、国家的かつ、地域的に統合された道路ネットワークの形成に貢献するよう
にするには、連邦が最もふさわしい地位にある。これは接続性のために必須の路線が供給さ
れ、維持されることを確実にするによって達成可能である。たとえそれらが地域的または州
レベルの便益しか持たないと予想される場合にも当てはまる。州は、都市圏計画機関及び地
方政府と協力して、自らの立場で、共通の基準を開発し、インターステートの建設、運営、
維持のためにリソースを充当するという伝統的な責任を果たしていく。

勧勧告告

インターステートの更新および近代化は多額の継続的な投資を必要とするので、連邦の十
分かつ信頼のおける財源とともに、リーダーシップが不可欠である。委員会の勧告はこれら
の目標と結果を心に抱いて提出される。

勧勧告告 ．．議会はインターステートの更新及び近代化計画（ ）を法定すべきである。こ
の計画は、システムの日常の維持及び補修を犠牲にしないことを前提として、劣化した舗装
（基盤を含む）と橋梁のインフラの再建に重点を置くべきであり、必要な場合には、物理的
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な容量の追加、運営及び需要管理（例えば有料化）を可能とし、またシステムの強靭性を向
上させるものする。 は、以下の点で当初のインターステート建設計画を規範とすべ
きである。
・計画における伝統的なパートナーシップの強化、すなわち連邦はシステム全体のための
国家としてのビジョンの設定、必要な財源の太宗の確保、および全体の規格の設定におい
てリーダーシップを発揮する。州は引き続きシステムの所有者、建設者、運営者、および
維持者として、プロジェクトの優先順位付けと実施の役割を担う。
・当初のインターステート建設計画における連邦の支出割合である ％と比較可能な率
を確保する。
・連邦政府がプロジェクトの開始から完了までの支援を確約するが、連邦支出額に上限を
設ける（すなわち完了のための費用手法）
・車両と道路に関するテクノロジー、環境及び気候の状態、および利用形態の変化に適応
するためのシステムの統一性と安全性のための基準を更新し、導入するための移行計画
を策定する。

勧勧告告２２．． の「規模の適正化」の項目においては、インターステートの延長及び守備範
囲の拡大、並びに、高速道路の特定の区間において引き起こされた経済的、社会的および環
境的問題によって、地域社会が過度に侵害されていると認識し、かつ道路ネットワークやイ
ンターモーダルの交通において必須であると認められない場合に、その事態を修復すると
いう現下の発生してきたニーズに応えるべきである。議会は米国交通省及び連邦道路庁が、
州、地方自治体、道路利用者及び一般大衆が参加する協議プロセスにより、同システムの規
模適正化のための基準を策定するように指導するべきである。基準及びその策定は以下の
要素を考慮すべきである。

・州を越える旅行及び経済活動のための適切な接続性および大量の交通流の確保（これ
には他の重要な旅客及び貨物交通のモードからの交通を含む。）

・同システムの成長する人口及び経済の中心地へのアクセス
・同システムのリダンダンシーまたは他の手段による強靭性
・国家の安全保障の必要性への対応

勧勧告告３３．． の投資に必要な支出額をより正確にするために、議会は米国交通省と連邦
道路庁が州と共同で、同システムの舗装と橋梁の基本的な健全性を評価し、受け入れられた
ライフサイクルコスト原則に基づき、どこで完全な再建が必要であるかを明らかにするよ
うに指導するべきである。

220



な容量の追加、運営及び需要管理（例えば有料化）を可能とし、またシステムの強靭性を向
上させるものする。 は、以下の点で当初のインターステート建設計画を規範とすべ
きである。
・計画における伝統的なパートナーシップの強化、すなわち連邦はシステム全体のための
国家としてのビジョンの設定、必要な財源の太宗の確保、および全体の規格の設定におい
てリーダーシップを発揮する。州は引き続きシステムの所有者、建設者、運営者、および
維持者として、プロジェクトの優先順位付けと実施の役割を担う。
・当初のインターステート建設計画における連邦の支出割合である ％と比較可能な率
を確保する。
・連邦政府がプロジェクトの開始から完了までの支援を確約するが、連邦支出額に上限を
設ける（すなわち完了のための費用手法）
・車両と道路に関するテクノロジー、環境及び気候の状態、および利用形態の変化に適応
するためのシステムの統一性と安全性のための基準を更新し、導入するための移行計画
を策定する。

勧勧告告２２．． の「規模の適正化」の項目においては、インターステートの延長及び守備範
囲の拡大、並びに、高速道路の特定の区間において引き起こされた経済的、社会的および環
境的問題によって、地域社会が過度に侵害されていると認識し、かつ道路ネットワークやイ
ンターモーダルの交通において必須であると認められない場合に、その事態を修復すると
いう現下の発生してきたニーズに応えるべきである。議会は米国交通省及び連邦道路庁が、
州、地方自治体、道路利用者及び一般大衆が参加する協議プロセスにより、同システムの規
模適正化のための基準を策定するように指導するべきである。基準及びその策定は以下の
要素を考慮すべきである。

・州を越える旅行及び経済活動のための適切な接続性および大量の交通流の確保（これ
には他の重要な旅客及び貨物交通のモードからの交通を含む。）

・同システムの成長する人口及び経済の中心地へのアクセス
・同システムのリダンダンシーまたは他の手段による強靭性
・国家の安全保障の必要性への対応
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らの料金を課すにあたっては、州は、現在の利用者に対する有料化の影響を評価し、有料化
によって重大かつ不均衡な不利益を受ける利用者に対しては代替的な移動のためのオプシ
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勧勧告告６６．．車両の構成とエネルギー源が変更されることによる税収の減少によって、連邦政府
の長期的な のコミットメントが脅かされないことを確実にするために、議会は、イ
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州の財源確保手段を確保する準備をするべきである。

勧勧告告 ．．更新および近代化の投資を支援するために、議会は、米国交通省及び連邦道路庁が、
モデリングのツールと以下のデータベースを作成するよう指導し、十分な予算を提供すべ
きである。

・インターチェンジを含むインターステート資産の状態と再建の履歴を把握
・インターステートの容量の追加を代替、または補完するための交通のオプションの評
価に利用可能

・インターステートのネットワークレベルの交通フローの監視とモデリングが可能
・連邦及び州が長距離および地域間の旅客および貨物の移動の道路及び他の交通モー
ドに対する需要をよりよく理解するために利用可能

これらの勧告された活動は、インターステートへの再投資のガイドラインとして重要であ
るので、効果的かつ効率的な方法で実施されるように、注意深い配慮がなされるべきである。

勧勧告告 議会は、より自動化され、つながる車両による走行に向けて、州、産業界、および
独立の技術的な専門家と共同で、移行計画の策定を開始するように米国交通省及び連邦道
路庁を指導するべきである。この努力は、必要な調査研究及びインターステートシステムの
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要件と規格の更新を必要とする。これによって、同システムは基本的な の機器に整合
的かつシステム全体として適合し、かつ路面表示、インターチェンジの設計等の規格が統一
され、つながる自動運転車によるインターステートの利用の促進につながる。
重点は更新および近代化プロジェクトの安全への影響に対して最大限の配慮（これには、安
全性の向上における有効性が証明された先進の設計及び運営手法、およびサイバーセキュ
リティの対策がインターステート及びそれを利用する車両の設計と改良に取り込まれてい
ることが含まれる）がなされることである。

勧勧告告９９．．以前の法律（例えば、進歩に向けての前進法（ ）および陸上交通修繕法（ ））
が、交通庁に要求している長期計画において強靭性を考慮するという指示をさらに進めて、
議会は、米国交通省と連邦道路庁が、州のインターステートの更新および近代化プロジェク
トが、完全に強靭化の必要性を考慮することを具体化するように指導すべきである。これら
の努力を支援するために、米国交通省と連邦道路庁が、以下を実施するように指導すべきで
ある。
・気候変動および異常気象の影響に対するインターステートの脆弱性を評価する。
・州と協力して、費用対効果の高い強靭化向上策をプロジェクトに組み込むように基準を
策定する。
・州の道路および他の交通庁が採用できる費用対効果の高い手法及び強靭化戦略のデー
タベースを開発し、維持するように指導すべきである。これには強靭化の計画及び導入を
支援する財源確保手法を含んでいる。

勧勧告告 ．．議会は米国交通省及び連邦道路庁を指導して、インターステートが、国の温暖化
ガスの排出削減に貢献することを確実にし、他の汚染物質の排出の削減とともに、この貢献
のためのオプションを推薦するべきである。この努力には、州が容量増加及び需要管理策が
排出に及ぼす影響を考慮することを要求すること、および代替燃料車を支援する施設（例え
ば、インターステート沿いに立地している電気自動車充電施設）の配置を検討するための連
邦の計画策定を義務する法令の策定を含む。

結結語語

本委員会の勧告を実施することは、インターステートに集中し、そのための財源を提供する
というコミットメントを喪失してしまった連邦の政策からの抜本的な転換が必要だろう。
勧告された行動は、国家の道路計画における同システムの最高の地位を積極的で野心的な
方法で回復するものであるが、決して目新しいものではない。これらの行動は連邦と州の実
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証済みである真のパートナーシップを回復させ、公平、適切かつ信頼性のある財源を確保す
るための利用者料金への依存を強化し、半世紀以上前にこの決定的な国家の資産の創設の
ための手段となった未来志向のビジョンを再度宣言するものである。

223





 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 インターステート(州際高速道路)に関する国のコミットメントを刷新する 

未来に向けての基盤 
 

           

発行日 ２０２１年９月 

発行者 公益財団法人 高速道路調査会  

所在地 〒106−0047  

東京都港区南麻布2-11-10 OJビル2階  

Tel.03-6436-2100 

ホームページアドレス https://www.express-highway. or. jp 

 

 

https://www.express-highway/

	空白ページ

